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令和５年第１回西予市議会定例会会議録（第１号） 

１．招 集 年 月 日 令和５年 ２月２２日 

１．招 集 の 場 所 西予市議会議場 

１．開     議 令和５年 ２月２２日 

          午前１０時００分 

１．散     会 令和５年 ２月２２日 

          午後 ２時２３分 

１．出 席 議 員        

    １番  和 気 数 男 

    ２番  宇都宮 久見子 

    ３番  信 宮 徹 也 

    ４番  宇都宮 俊 文 

    ５番  加 藤 美 香 

    ６番  中 村 一 雅 

    ７番  河 野 清 一 

    ８番  佐 藤 恒 夫 

    ９番  山 本 英 明 

   １０番  竹 﨑 幸 仁 

   １１番  小 玉 忠 重 

   １２番  源   正 樹 

   １３番  井 関 陽 一 

   １４番  中 村 敬 治 

   １５番  二 宮 一 朗 

   １６番  兵 頭   学 

   １７番  森 川 一 義 

   １８番  酒 井 宇之吉 

１．欠 席 議 員 

   な  し 

１．会議録署名議員 

    ７番  河 野 清 一 

    ８番  佐 藤 恒 夫 

１．地方自治法第１２１条により説明のため出席

した者の職氏名 

市     長  管 家 一 夫 

副  市  長  酒 井 信 也 

教  育  長  松 川 伸 二 

総 務 部 長  山 住 哲 司 

政策企画部長  宇都宮 明 彦 

生活福祉部長兼 

福祉事務所長  一 井 健 二 

産 業 部 長  和 氣 岩 男 

建 設 部 長  三 瀬 計 浩 

医療介護部長  藤 井 兼 人 

会 計 管 理 者  三 瀬   功 

   消防本部消防長  酒 井 広 一 

   教 育 部 長  宇都宮   裕 

   明 浜 支 所 長  上 中 保 博 

   野 村 支 所 長  大 森 寿 和 

   城 川 支 所 長  藤 川 忠 男 

   三 瓶 支 所 長  片 山 勇 一 

   総 務 課 長  兵 頭 章 夫 

   財 政 課 長  安 岡 克 敏 

監 査 委 員  正 司 哲 浩 

（午後０時05分退出） 

１．本会議に職務のため出席した者の職氏名 

   事 務 局 長  冨 永   誠 

議 事 係 長  三 好 祐 介 

１．議  事  日  程  別紙のとおり 

１．会議に付した事件  別紙のとおり 

１．会 議 の 経 過  別紙のとおり 
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      議  事  日  程 

 １ 会議録署名議員の指名 

  （７番 河野清一、８番 佐藤恒夫） 

 ２ 会期の決定 

  （２月２２日～３月１６日 ２３日間） 

３ 議案第 ８号 西予市個人情報保護法施行

条例制定について 

議案第 ９号 西予市個人情報保護審査会

条例制定について 

４ 議案第１９号 西予市営土地改良事業分担

金徴収条例の一部を改正す

る条例制定について 

５ 議案第２６号 令和４年度西予市一般会計

補正予算(第１１号) 

６ 議案第２７号 令和４年度西予市国民健康

保険特別会計補正予算(第

４号) 

議案第２８号 令和４年度西予市後期高齢

者医療特別会計補正予算

(第２号) 

議案第２９号 令和４年度西予市介護保険

特別会計補正予算(第２号) 

議案第３０号 令和４年度西予市農業集落

排水事業特別会計補正予算

(第３号) 

議案第３１号 令和４年度西予市水道事業

会計補正予算(第４号) 

議案第３２号 令和４年度西予市簡易水道

事業会計補正予算(第２号) 

議案第３３号 令和４年度西予市公共下水

道事業会計補正予算(第３

号) 

議案第３４号 令和４年度西予市病院事業

会計補正予算(第２号) 

議案第３５号 令和４年度西予市野村介護

老人保健施設事業会計補正

予算(第２号) 

７ 議案第３６号 令和５年度西予市一般会計

予算 

８ 議案第３７号 令和５年度西予市育英会奨

学資金貸付特別会計予算 

議案第３８号 令和５年度西予市国民健康

保険特別会計予算 

議案第３９号 令和５年度西予市後期高齢

者医療特別会計予算 

議案第４０号 令和５年度西予市介護保険

特別会計予算 

議案第４１号 令和５年度西予市水道事業

会計予算 

議案第４２号 令和５年度西予市簡易水道

事業会計予算 

議案第４３号 令和５年度西予市下水道事

業会計予算 

議案第４４号 令和５年度西予市病院事業

会計予算 

議案第４５号 令和５年度西予市野村介護

老人保健施設事業会計予算 

９ 議案第 ３号 財産の無償譲渡について 

   議案第 ４号 財産の無償貸付について 

   議案第 ５号 財産の無償貸付について 

   議案第 ６号 財産の無償貸付について 

   議案第 ７号 財産の無償貸付について 

議案第１０号 西予市情報公開条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１１号 西予市職員定数条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１２号 西予市職員の給与に関する

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第１３号 西予市財産の交換、譲与、

無償貸付け等に関する条例

の一部を改正する条例制定

について 

議案第１４号 西予市保育所条例等の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１５号 西予市家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正

する条例制定について 

議案第１６号 西予市放課後児童健全育成

事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１７号 西予市国民健康保険条例の
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一部を改正する条例制定に

ついて 

議案第１８号 西予市国民健康保険診療所

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第２０号 西予市野村茅葺き民家交流

館条例の一部を改正する条

例制定について 

議案第２１号 西予市消防手数料条例の一

部を改正する条例制定につ

いて 

議案第２２号 西予市給水条例の一部を改

正する条例制定について 

議案第２３号 市道路線の認定について 

議案第２４号 西予市営土地改良事業の施

行について 

議案第２５号 西予市過疎地域持続的発展

計画の変更について 
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本日の会議に付した事件 

 １ 会議録署名議員の指名 

 ２ 会期の決定 

３ 議案第 ８号 西予市個人情報保護法施行

条例制定について 

議案第 ９号 西予市個人情報保護審査会

条例制定について 

４ 議案第１９号 西予市営土地改良事業分担

金徴収条例の一部を改正す

る条例制定について 

５ 議案第２６号 令和４年度西予市一般会計

補正予算(第１１号) 

６ 議案第２７号 令和４年度西予市国民健康

保険特別会計補正予算(第

４号) 

議案第２８号 令和４年度西予市後期高齢

者医療特別会計補正予算

(第２号) 

議案第２９号 令和４年度西予市介護保険

特別会計補正予算(第２号) 

議案第３０号 令和４年度西予市農業集落

排水事業特別会計補正予算

(第３号) 

議案第３１号 令和４年度西予市水道事業

会計補正予算(第４号) 

議案第３２号 令和４年度西予市簡易水道

事業会計補正予算(第２号) 

議案第３３号 令和４年度西予市公共下水

道事業会計補正予算(第３

号) 

議案第３４号 令和４年度西予市病院事業

会計補正予算(第２号) 

議案第３５号 令和４年度西予市野村介護

老人保健施設事業会計補正

予算(第２号) 

７ 議案第３６号 令和５年度西予市一般会計

予算 

８ 議案第３７号 令和５年度西予市育英会奨

学資金貸付特別会計予算 

議案第３８号 令和５年度西予市国民健康

保険特別会計予算 

議案第３９号 令和５年度西予市後期高齢

者医療特別会計予算 

議案第４０号 令和５年度西予市介護保険

特別会計予算 

議案第４１号 令和５年度西予市水道事業

会計予算 

議案第４２号 令和５年度西予市簡易水道

事業会計予算 

議案第４３号 令和５年度西予市下水道事

業会計予算 

議案第４４号 令和５年度西予市病院事業

会計予算 

議案第４５号 令和５年度西予市野村介護

老人保健施設事業会計予算 

９ 議案第 ３号 財産の無償譲渡について 

   議案第 ４号 財産の無償貸付について 

   議案第 ５号 財産の無償貸付について 

   議案第 ６号 財産の無償貸付について 

   議案第 ７号 財産の無償貸付について 

議案第１０号 西予市情報公開条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１１号 西予市職員定数条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１２号 西予市職員の給与に関する

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第１３号 西予市財産の交換、譲与、

無償貸付け等に関する条例

の一部を改正する条例制定

について 

議案第１４号 西予市保育所条例等の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１５号 西予市家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正

する条例制定について 

議案第１６号 西予市放課後児童健全育成

事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１７号 西予市国民健康保険条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 
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議案第１８号 西予市国民健康保険診療所

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第２０号 西予市野村茅葺き民家交流

館条例の一部を改正する条

例制定について 

議案第２１号 西予市消防手数料条例の一

部を改正する条例制定につ

いて 

議案第２２号 西予市給水条例の一部を改

正する条例制定について 

議案第２３号 市道路線の認定について 

議案第２４号 西予市営土地改良事業の施

行について 

議案第２５号 西予市過疎地域持続的発展

計画の変更について 
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開会 午前 10 時 00 分 

○小玉議長 

おはようございます。 

ただいまの出席議員は 18 名であります。 

これより令和５年第１回西予市議会定例会を開

会いたします。 

管家市長より今定例会招集の挨拶があります。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

おはようございます。 

令和５年第１回西予市議会定例会の開会に当た

り、一言御挨拶を申し上げます。 

今年の冬は、12 月、１月と寒波に見舞われ、大

雪や水道管の凍結、漏水など、厳しい寒さが続き

ましたが、今月に入り少しずつ日差しも暖かくな

り、春の気配を感じられるようになってまいりま

した。春の到来が待ち遠しい限りであります。 

去る２月６日、名誉市民であり、元野村町長、

愛媛県議会議長も務められた池田忠幸様が御逝去

されました。 

長年にわたり卓越した政治手腕を発揮され、野

村町、西予市、そして、愛媛県の発展に御尽力さ

れ大きく寄与されてこられました。 

また、平成 30 年７月豪雨では、自らも被災さ

れましたが、その後、御自宅を再建され、地域の

復興のために御助言、御提言をいただいていたと

ころであります。 

市といたしましても、池田先生の遺徳、御功績

を偲び、改めまして、実行委員会方式でのお別れ

の会も計画いたしているところですが、今はただ、

先生への深い感謝の意と尊敬の念をもって、衷心

より安らかなる御冥福をお祈り申し上げる次第で

あります。 

新型コロナウイルス感染症の第８波でございま

すが、一頃と比べると新規感染者数も減少し、収

束の方向に進んでいるものと思われます。 

本県の医療ひっ迫警戒宣言も２月 15 日をもっ

て終了となったところです。 

しかしながら、それでも特別警戒期間の警戒レ

ベルは維持され、数百人規模の感染者数が報告さ

れているところでもあり、引き続き警戒と対策の

徹底をお願いいたします。 

その一方で、全国的な新規感染者数、重症者数

の減少傾向を踏まえ、政府はマスク着用の考え方

を改め、３月 13 日からは、一律的な規制から個

人の判断に委ねることを基本とすることを決定し

ました。 

今後、様々な場面でマスクを外した姿が多く見

かけるようになると思われます。しかしながら、

医療機関や高齢者施設、不特定多数の方が混雑す

る場所などでは、感染対策として、マスクの着用

は必要と思いますし、状況に応じた適切な配慮の

下で対応いただきたいと思います。 

また、新型コロナウイルスが、５月８日から季

節性インフルエンザと同じ感染症法上の５類に引

下げられ、医療機関への受診、診療費用、行動制

限、入場制限など大きく見直されることになりま

す。 

かつての日常生活が戻り、ウィズコロナ時代が

いよいよ本格的に到来することになります。 

感染リスクからの回避は、引き続き個人個人が

十分に気をつけなければなりませんが、それでも

社会経済活動が活性化、復活していくことは間違

いないところと思います。 

市といたしましても、こうした動きに連動して

効果的な対応を検討してまいりたいと考えており

ます。 

さて、本定例会でございますが、議員の皆様か

らの一般質問をお受けするとともに、市政にとり

まして新年度予算を御審議いただく非常に重要な

議会であります。 

令和５年度は、私の２期目最後の年度であり、

これまでの市政運営の締めくくりの年となるとと

もに、地域づくり活動センターの運用開始と、こ

れに合わせた支所組織の再編、また、少子化対策

強化元年と位置づけた人口減少・少子化対策の展

開など、大きな課題への挑戦とともに、今後の市

の将来を占う重要な年度になるものと考えており

ます。 

詳細につきましては、令和５年度一般会計予算

の上程の際に、私の市政に対する所信の一端と併

せまして申し上げさせていただきます。 

本定例会におきましては、財産譲渡及び貸付、

条例制定及び改正、令和４年度補正予算、令和５

年度当初予算など、合計 43 件の案件を上程し、
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御審議をお願い申し上げるものでございます。 

議案等の提案理由につきましては、上程の際に

御説明申し上げますので、何とぞ慎重に御審議い

ただき、御決定賜りますようお願い申し上げまし

て、招集の挨拶といたします。 

○小玉議長 

次に、前定例会以降における諸般の報告はお手

元に配信のとおりでありますのでお目通し願いま

す。 

これより本日の会議を開きます。 

本日の議事日程はお手元に配信のとおりであり

ます。 

（日程１） 

○小玉議長 

まず、日程第１、会議録署名議員の指名を行い

ます。 

今回の会議録署名議員に、７番河野清一君、８

番佐藤恒夫君の両名を指名いたします。 

（日程２） 

○小玉議長 

次に、日程第２、会期の決定を議題といたしま

す。 

お諮りいたします。 

今回の会期は、本日から３月 16 日までの 23 日

間といたしたいと思います。これに御異議ありま

せんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

異議なしと認めます。よって、今回の会期は、

本日から３月 16 日までの 23 日間と決定いたしま

した。 

（日程３） 

○小玉議長 

次に、日程第３、議案第８号「西予市個人情報

保護法施行条例制定について」及び議案第９号

「西予市個人情報保護審査会条例制定について」

の２件を一括議題といたします。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

 〔山住総務部長登壇〕 

○山住総務部長 

議案第８号「西予市個人情報保護法施行条例制

定について」及び議案第９号「西予市個人情報保

護審査会条例制定について」関連がございますの

で、一括して提案理由の御説明を申し上げます。 

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整

備に関する法律により、個人情報の保護に関する

法律が改正され、これまで条例により個人情報の

保護措置を講じてきた地方公共団体についても、

令和５年４月１日から法律が直接適用されること

になりました。 

西予市個人情報保護法施行条例制定につきまし

ては、新たに全国一律の共通ルールが定められた

改正個人情報保護法に基づき、市の定める西予市

個人情報保護条例及び西予市消防緊急通信指令シ

ステムに係る業務に関する個人情報保護条例を廃

止し、法から委任された事項等を定める西予市個

人情報保護法施行条例を制定するものでございま

す。 

西予市個人情報保護審査会条例制定につきまし

ては、現行の西予市個人情報保護条例に規定する

西予市個人情報保護審査会を改正個人情報保護法

に基づき保有個人情報の開示決定等に係る審査請

求の調査審議や適正な取扱いについて諮問するた

めの附属機関として設置するため条例を制定する

ものでございます。 

以上２議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

○小玉議長 

理事者の説明は終わりました。 

これより本案２件に対する一括質疑を行います。

なお、質疑の内容は大綱のみに願います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○小玉議長 

以上で質疑を終結といたします。 

ただいま議題となっております議案第８号及び

議案第９号の２件については総務常任委員会へ付

託いたします。 

（日程４） 

○小玉議長 

次に、日程第４、議案第 19 号「西予市営土地

改良事業分担金徴収条例の一部を改正する条例制

定について」を議題といたします。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 
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○小玉議長 

和氣産業部長。 

 〔和氣産業部長登壇〕 

○和氣産業部長 

議案第 19 号「西予市営土地改良事業分担金徴

収条例の一部を改正する条例制定について」提案

理由の御説明を申し上げます。 

本案は、西予市営土地改良事業分担金徴収条例

第７条の「市長は、天災その他特別の事情がある

場合に限り、市議会の議決を経て、賦課の徴収を

延期し、又は賦課を減額し、若しくは免除するこ

とができる。」の規定につきまして、その規定中、

「市議会の議決を経て」の部分を削る提案となり

ます。 

県内の市町におきましては、本市と同様に本件

に市議会の議決を必要とする自治体は１町のみで、

その他の自治体は各長の権限とされ、有事の際の

迅速な対応が可能とされているところです。 

今回の改正は、本市におきましても早急な決定

を必要とする場合がございますので、天災及びそ

の他特別な事情がある場合に限り、長権限におい

て賦課徴収の延期、賦課の減額、又は免除の決定

ができるよう本条例の一部を改正するものであり

ます。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○小玉議長 

理事者の説明は終わりました。 

これより本案に対する質疑を行います。なお、

質疑の内容は大綱のみに願います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○小玉議長 

以上で質疑を終結といたします。 

ただいま議題となっております議案第 19 号に

ついては産業建設常任委員会へ付託いたします。 

（日程５） 

○小玉議長 

次に、日程第５、議案第 26 号「令和４年度西

予市一般会計補正予算（第 11 号）」を議題とい

たします。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

議案第 26 号「令和４年度西予市一般会計補正

予算（第 11 号）」について、提案理由の御説明

を申し上げます。 

今回の補正予算案でございますが、本年度を通

して実施してまいりました各種事業におきまして、

その実績及び実績見込みにより、事業費及び財源

調整を行うもののほか、災害復旧事業における国

の災害査定結果に伴う事業費及び財源調整、新型

コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を

活用した事業における事業費及び財源調整を行う

ものであります。 

事業費が増額となる主なものは、卯之町はちの

じまちづくり推進事業をはじめ、漁業関係各種補

助金事業、道路橋梁維持修繕事業、各種災害復旧

事業などであります。 

一方、事業費が減額となる主なものは、野村支

所庁舎建設事業、土居地区地域づくり活動センタ

ー整備事業、地域住宅交付金事業、消防本部署及

び野村支署建設事業などであります。 

これらによりまして、既決いただいております

歳入歳出予算から、それぞれ 8 億 5394 万円を減

額して、歳入歳出予算の総額は 343 億 5785 万

2000 円と定めるものであります。 

また、継続費補正では、野村支所庁舎建設事業

のほか、計８件の変更と消防署野村支署庁舎建設

事業の解体工事分を廃止し、債務負担行為補正で

は、ＣＡＴＶ三瓶サブセンター整備工事のほか、

計２件を追加、地方債補正では、限度額の変更を

行うものであります。 

以上、概要を説明いたしましたが、詳細な点に

つきましては、担当課長から補足説明させますの

で、よろしく御審議の上、御決定くださいますよ

うお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

安岡財政課長。 

 〔安岡財政課長登壇〕 

○安岡財政課長 

それでは、予算書に沿いまして、歳出から補足

説明を申し上げます。 

予算書の 30 ページをお開き願います。 
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2 款総務費、9 項 4 目卯之町はちのじ事業費、

卯之町はちのじまちづくり推進事業でありますが、

民間事業者と連携し実施しております卯之町駅周

辺整備におきまして、原材料の高騰など物価変動

等により整備費が増額となったため、官民連携施

設整備等に関する委託料 8430 万 9000 円を増額す

るほか、事業実績による 50 万円の減額を行い、

合計 8380 万 9000 円を計上するものであります。 

財源として地方債を充てておりますが、起債対

象事業費の調整により減額いたしております。 

44 ページをお開き願います。 

6 款農林水産業費、3 項 2 目水産業振興費、漁

協関係各種補助金事業でありますが、漁業経営の

安定を目的として、魚類養殖等共済加入を支援す

るとともに、真珠養殖におけるアコヤ貝母貝購入

を支援するため、補助金 416 万 8000 円を計上す

るものであります。財源として国庫補助金を充て

ております。 

47 ページをお開き願います。 

8 款土木費、2 項 2 目道路橋梁維持費、道路橋

梁維持修繕事業 855 万 4000 円でありますが、今

季は想定以上の積雪であったため、除雪に係る予

算に不足が生じたことから、重機借上料を増額計

上するものであります。 

60 ページをお開き願います。 

11 款災害復旧費、1 項 1 目農地災害復旧費、農

地災害復旧事業（現年度）1722 万 1000 円であり

ますが、令和４年９月の台風 14 号豪雨により被

災しました農地５カ所の災害復旧に関し、国の災

害査定の結果を踏まえ、工事請負費等を計上する

ものであります。財源として国庫負担金、地方債、

分担金等を充てております。 

同じく災害復旧費、2 目農業用施設災害復旧費、

農業用施設災害復旧事業（現年度） 9230 万

7000 円でありますが、令和４年９月の台風 14 号

豪雨により被災しました農業用施設５カ所の災害

復旧に関し、国の災害査定の結果を踏まえ、工事

請負費等を計上するものであります。財源として

国庫負担金、地方債、分担金等を充てております。 

61 ページをお開き願います。 

同じく災害復旧費、6 項 1 目道路橋梁河川災害

復旧事業（現年度）におきましては、平成 30 年

７月豪雨災害を起因とする市道の地滑り災害につ

いて、国の災害査定の結果を踏まえ、工事請負費

2504 万 9000 円の増額調整を図るとともに、財源

の組替えを行うものであります。また、道路橋梁

河川災害復旧事業（過年度）におきましても、令

和２年災の田之筋地区 127 号線の災害復旧工事に

ついての財源の組替えを行うものであります。 

次に、主な歳入につきまして御説明を申し上げ

ます。 

予算書は前に戻っていただきまして、12 ページ

をお開き願います。 

10 款地方交付税、1 項 1 目地方交付税 1 億

5803 万 5000 円でありますが、国の補正予算にお

いて、国税収入が増額されたことによりまして、

普通交付税の再算定が行われ、当初算定額との差

額を増額するものであります。 

18 ページをお開き願います。 

18 款繰入金、2 項基金繰入金でありますが、財

政調整基金繰入金 1 億 1100 万 9000 円の減額のほ

か、計 15 の基金において事業費の実績見込み等

により、基金繰入金を総額 3 億 1770 万 2000 円減

額するものでございます。 

このほか、歳入におきましては、歳出における

各事業の実績見込み等によりまして、特定財源と

しての国・県支出金や地方債等の調整を行うもの

であります。 

また、新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金を財源とした事業につきましても、実

績見込みによる財源の調整を行っております。 

次に、予算書は前に戻っていただきまして、７

ページをお開き願います。 

継続費補正といたしまして、野村支所庁舎建設

事業のほか、計８件の事業において、入札結果及

び事業費確定等により、総額と年割額を変更する

とともに、消防署の野村支署庁舎建設事業（解体

工事）について、年度内での入札、契約は進める

ものの、事業の出来高が見込めないため廃止する

ものであります。 

８ページをお開き願います。 

債務負担行為補正といたしまして、ＣＡＴＶ三

瓶サブセンター整備工事については、今年度設計

業務を進めてきておりますが、さらなる事業の進

捗を図るため、2 億 4684 万円の限度額を設定し、

また、野村支署庁舎解体工事については、限度額

2700 万円を設定し、事前準備を進めるものであり

ます。 
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９ページをお開き願います。 

地方債補正といたしまして、事業費の実績見込

み等によりまして 4 億 400 万円を減額した限度額

に補正し、地方債の総額を、３ページになります、

45 億 7827 万 2000 円とするものであります。 

以上、補足説明とさせていただきます。 

○小玉議長 

理事者の説明は終わりました。 

これより本案に対する質疑を行います。なお、

質疑の内容は大綱のみに願います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○小玉議長 

以上で質疑を終結といたします。 

ただいま議題となっております議案第 26 号に

ついては関係各常任委員会へそれぞれ付託いたし

ます。 

（日程６） 

○小玉議長 

次に、日程第６、議案第 27 号「令和４年度西

予市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）」

から議案第 35 号「令和４年度西予市野村介護老

人保健施設事業会計補正予算（第２号）」までの

９件を一括議題といたします。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井生活福祉部長兼福祉事務所長。 

 〔一井生活福祉部長兼福祉事務所長登壇〕 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

議案第 27 号「令和４年度西予市国民健康保険

特別会計補正予算（第４号）」について、提案理

由の御説明を申し上げます。 

まず、事業勘定予算から御説明申し上げます。 

今回の補正の主な内容につきましては、令和４

年度国民健康保険保険基盤安定負担金の額が確定

したことなどにより、一般会計繰入金を増額する

とともに、財政調整基金積立金事業を増額調整す

るものであります。 

これによりまして、既決いただいております歳

入歳出予算に、それぞれ 2147 万円を増額し、事

業勘定歳入歳出予算の総額を 51 億 686 万 6000 円

と定めるものであります。 

次に、診療施設勘定予算について御説明申し上

げます。 

今回の補正は、各診療所における診療収入の実

績見込みによるもののほか、年度末精算による不

用額の調整などを行うものであります。 

これによりまして、既決いただいております歳

入歳出予算から、それぞれ 466 万 3000 円を減額

し、診療施設勘定歳入歳出予算の総額を 1 億

4827 万 8000 円と定めるものであります。 

続きまして、議案第 28 号「令和４年度西予市

後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）」に

ついて、提案理由の御説明を申し上げます。 

今回の補正は、後期高齢者医療広域連合納付金

の確定による負担金の減額並びに実績見込みに伴

う保険料の減額と年度末精算に当たり不用額を減

額調整するものであります。 

これによりまして、既決いただいております歳

入歳出予算から、それぞれ 6549 万 9000 円を減額

し、歳入歳出予算の総額を 7 億 1789 万 2000 円と

定めるものであります。 

続きまして、議案第 29 号「令和４年度西予市

介護保険特別会計補正予算（第２号）」について、

提案理由の御説明を申し上げます。 

今回の補正は、実績見込みに伴う介護サービス

給付費等の減額に合わせて、保険料、国庫支出金、

県支出金、支払基金交付金、繰入金の減額を行う

ものであります。 

これによりまして、既決いただいております歳

入歳出予算から、それぞれ 1 億 5964 万 8000 円を

減額し、歳入歳出予算の総額を 63 億 5216 万

7000 円と定めるものでございます。 

以上３議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

 〔三瀬建設部長登壇〕 

○三瀬建設部長 

議案第 30 号「令和４年度西予市農業集落排水

事業特別会計補正予算（第３号）」について、提

案理由の御説明を申し上げます。 

今回の補正は、事業費の年度末精算に当たり不

用額等の調整が主なものであります。 

これによりまして、歳入歳出予算をそれぞれ

1088 万 9000 円減額し、歳入歳出予算の総額を
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3 億 854 万 3000 円と定めるものであります。 

続きまして、議案第 31 号「令和４年度西予市

水道事業会計補正予算（第４号）について、提案

理由の御説明を申し上げます。 

今回の補正の主なものは、決算見込みに基づく

業務量の補正と収益的収支及び資本的収支につい

て減額するものでございます。 

第３条の収益的収入及び支出の補正につきまし

ては、収益的収入を 623 万 4000 円減額し、総額

を 7 億 336 万 4000 円とし、収益的支出を 950 万

5000 円減額し、総額を 7 億 7451 万 2000 円といた

しております。 

第４条の資本的収入及び支出の補正につきまし

ては、資本的収入のうち、負担金を 2000 万円減

額し、総額を 3 億 826 万 2000 円とし、資本的支

出につきましては、建設改良費 7352 万 8000 円を

減額し、総額を 6 億 5851 万 9000 円といたしてお

ります。 

そのほか、第５条の議会の議決を経なければ流

用することのできない経費についても補正を行っ

ております。 

続きまして、議案第 32 号「令和４年度西予市

簡易水道事業会計補正予算（第２号）」について、

提案理由の御説明を申し上げます。 

今回の補正の主なものは、決算見込みに基づく

業務量の補正と収益的収入を増額し、収益的支出

及び資本的支出を減額するものでございます。 

第３条の収益的収入及び支出の補正につきまし

ては、収益的収入を 487 万円増額し、総額を 1 億

4455 万 4000 円とし、収益的支出を 56 万 2000 円

減額して、総額を 1 億 5392 万 6000 円といたして

おります。 

第４条の資本的支出の補正につきましては、資

本的支出のうち、建設改良費 547 万 8000 円を減

額し、総額を 1516 万 6000 円といたしております。 

そのほか、第５条の他会計からの補助金につい

ても補正を行っております。 

続きまして、議案第 33 号「令和４年度西予市

公共下水道事業会計補正予算（第３号）」につい

て、提案理由の御説明を申し上げます。 

今回の補正は、決算見込みに基づく業務量の補

正と不用額等の調整が主なものであります。 

第３条の収益的収入及び支出の補正につきまし

ては、営業収入を 198 万 6000 円増額し、営業外

収益を 579 万 2000 円減額し、特別利益を 62 万

4000 円増額し、総額を 4 億 5388 万 9000 円といた

しております。 

支出につきましては、営業費用を 2189 万

8000 円減額し、営業外費用を 45 万円減額し、特

別損失を 261 万 1000 円増額し、総額を 4 億

8189 万 6000 円といたしております。 

第４条の資本的収入及び支出の補正につきまし

ては、補助金を 366 万 1000 円減額し、分担金及

び負担金を 1060 万円増額し、固定資産売却代金

を 458 万 1000 円増額して、資本的収入の総額を

3 億 876 万 2000 円とし、資本的支出につきまして

は、建設改良費を 2366 万 1000 円減額し、返還金

を 118 万 6000 円増額して、総額を 3 億 7252 万

3000 円といたしております。 

また、今回の補正に伴いまして、議会の議決を

経なければ流用することのできない経費及び他会

計からの補助金についても補正を行っております。 

以上４議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

藤井医療介護部長。 

 〔藤井医療介護部長登壇〕 

○藤井医療介護部長 

議案第 34 号「令和４年度西予市病院事業会計

補正予算（第２号）」について、提案理由の御説

明を申し上げます。 

今回の補正の主なものは、新型コロナウイルス

感染症関連による県補助金、一般会計補助金の補

正及び令和４年度の決算見込みに基づく業務量の

補正とそれに伴う医業収支等の調整を行うもので

ございます。 

第２条の業務の予定量では、入院及び外来の年

間患者数等の変更を行うものでございます。 

第３条の収益的収入及び支出につきましては、

診療報酬等の実績見込みにより、収入におきまし

ては、医業収益を 3 億 3409 万 2000 円減額し、医

業外収益では 1 億 5482 万 6000 円、特別利益では

2479 万円それぞれ増額とし、病院事業収益の総額

を 38 億 8944 万 7000 円といたしております。 

支出につきましては、給与費及び減価償却費な

どの調整により、医業費用を 6380 万 1000 円、医

業外費用では 57 万円をそれぞれ減額、特別損失
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では 900 万円増額し、病院事業費用の総額を

46 億 1608 万 4000 円といたしております。 

第４条の資本的収入及び支出につきましては、

奨学資金の貸付の減額及び企業債元金償還に対す

る一般会計負担金の増額によりまして、資本的収

入額を 2420 万 3000 円増額して、総額を 4 億

9118 万 1000 円とし、資本的支出額では 76 万円減

額し、総額を 6 億 8552 万 9000 円といたしており

ます。 

そのほか、第５条では、議会の議決を経なけれ

ば流用することのできない経費を表のとおり改め、

第６条では、一般会計から受ける補助金の額を表

のとおり改めております。 

続きまして、議案第 35 号「令和４年度西予市

野村介護老人保健施設事業会計補正予算（第２

号）」について、提案理由の御説明を申し上げま

す。 

今回の補正は、新型コロナウイルス感染症関連

による県補助金、令和４年度の決算見込みに基づ

く業務量の補正と収益的収入並びに資本的収入及

び支出を補正するものであります。 

第２条の業務の予定量では、年間の療養者数の

変更を行うものでございます。 

第３条の収益的収入の補正につきましては、施

設事業収益を 568 万 6000 円増額し、総額を 6 億

1377 万 2000 円とするものであります。 

第４条の資本的収入及び支出の補正につきまし

ては、資本的収入を 14 万 2000 円減額し、総額を

7717 万 3000 円とし、資本的支出は 45 万円減額し、

総額を 8018 万 6000 円とするものであります。 

第５条では、一般会計から受ける補助金の額を

表のとおり改めるものであります。 

以上２議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

○小玉議長 

理事者の説明は終わりました。 

これより本案９件に対する一括質疑を行います。

なお、質疑の内容は大綱のみに願います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○小玉議長 

以上で質疑を終結といたします。 

ただいま議題となっております議案第 27 号か

ら議案第 29 号まで、議案第 34 号及び議案第

35 号の５件は厚生常任委員会へ、議案第 30 号か

ら議案第 33 号までの４件は産業建設常任委員会

へそれぞれ付託いたします。 

暫時休憩いたします。（休憩 午前 10 時 49 分） 

○小玉議長 

再開いたします。（再開 午前 11 時 00 分） 

（日程７） 

○小玉議長 

次に、日程第７、議案第 36 号「令和５年度西

予市一般会計予算」を議題といたします。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

議案第 36 号「令和５年度西予市一般会計予算」

についての説明に当たり、令和５年度における市

政運営の所信並びに一般会計予算の概要を申し上

げます。 

令和４年度を振り返りますと、繰り返し猛威を

振るい続けている新型コロナウイルス感染症に加

えて、ロシアのウクライナ侵略によって世界情勢

が不安定化し、燃料や原材料、食料品などの高騰

が進み、現在もなお、国民生活に大きな影響を与

え続けています。 

新型コロナウイルス感染症に関しましては、県

内においても、昨年７月上旬には第７波に突入し、

８月中下旬のピーク時には、人口 10 万人当たり

の陽性者数が全国平均を大きく上回る状況もあり、

本市においても、事業所内クラスターが複数発生

するなど、感染拡大が確認されました。 

現在、昨年 11 月からの第８波にありますが、

感染者数、重症者数も減少傾向にあり、愛媛県が

発令した医療ひっ迫警戒宣言も終了となりました

が、警戒レベルは感染警戒期の特別警戒期間とし

て継続し、感染対策の徹底を呼びかけているとこ

ろであります。市民の皆様におかれましては、今

後も引き続き、一人ひとりが気を緩めることなく

感染回避行動の徹底をお願い申し上げます。 

また、電気やガス、食料品などの高騰に関して

は、国の施策によります生活者及び事業者支援策

とともに、本市の実情に沿った生業とする農林水

産業及び商工業振興対策などを事業化し、数次の
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補正予算を編成して対策を講じてまいりました。 

今後も物価高騰や景気後退が懸念されるところ

でありますが、本市の状況を逐次把握し、国や県

の動向を注視しつつ、その都度、必要とする対策

を判断して迅速に対応してまいります。 

平成 30 年７月豪雨災害による施設等の復旧に

つきましては、被災後約４年７カ月を経過した今、

被災した公共施設等については、ほぼ復旧事業が

完了し、見通しが立ったところでありますが、関

係者の皆様には多大な御支援を賜り厚く御礼申し

上げます。 

今後は、この甚大な災害を風化させることなく、

経験を糧として復興及び防災・減災対策に向けて

各種事業を推進してまいります。また、今後発生

が予想される南海トラフ巨大地震に備え、今年３

月に策定予定の事前復興計画に基づき、市民の皆

様の命と財産を守る各種事業に取り組んでまいり

ます。 

次に、行財政改革の一つとして、地域づくり活

動センターの設置、支所及び教育委員会の再編を

行い、市民との協働による地域活性化に向けて、

また、行政のスリム化を図り、効果的・効率的な

行財政運営を目指してまいります。 

これまでに市内 27 カ所で市政懇談会を開催し、

推進計画案に対しての様々な御意見を参考に、改

善を重ね、準備を進めてまいりました。 

市民の皆様と共に歩み、皆様に寄り添う行政で

なければならないことを肝に銘じ、全職員が一丸

となって努めてまいります。 

さて、平成 16 年の合併から 20 年を迎える令和

５年度は、私の任期２期目の最終年度ということ

になります。 

公約である「暮らして安心が体感できるまちづ

くり」を基本理念に、夢と希望を叶える６つの変

革の具体的な取組に加え、国や県と共に取り組み

ます人口減少・子育て対策について述べさせてい

ただきます。 

本市の最上位計画である第２次西予市総合計画

に基づく、まちづくりを進めていく中で、本市の

根本的な課題は人口減少であり、産業、福祉、教

育、地域といった社会経済のあらゆる分野にマイ

ナスの影響を与え、さらにそのマイナスの影響が

起因して、人口が外部に流出し、人口減少が加速

するといった悪循環に陥ると捉え、この根本的課

題である人口減少対策に取り組んできたところで

あります。 

人口の推移については、平成 16 年の合併当時、

約 4 万 7000 人であった人口が、現在は約 3 万

5000 人となり、合併後 19 年を経過して約 1 万

2000 人減少しています。平均しますと、１年で約

630 人減少していることになります。 

愛媛県が９月に発表した将来人口推計では、今

後何の対策も講じなければ、2060 年の当市の人口

は 1 万 2000 人弱と現状より 66.6％も減少すると

いうもので、まさに衝撃的なものでありました。

改めて、人口減少対策、少子化対策の重要性と緊

急性を認識したところであります。 

国では、岸田首相が、従来とは次元の異なる少

子化対策を打ち出し、子ども・子育て政策を最重

要課題と位置づけ、今後、児童手当などの経済支

援、学童や病児保育を含めた幼児・保育支援の  

充実、育児休業強化などの働き方改革を三本柱に、

こども予算倍増に向けた大枠を示す方針となって

おります。 

愛媛県においても、えひめ人口減少対策重点戦

略に基づく新しい取組を示し、市町との連携事業

として、出会い・結婚支援、妊娠・出産支援、子

育て支援に関する事業に対して、えひめ人口減少

対策総合交付金を交付し、県内全域において対策

を講じることとなっております。 

本市におきましても、人口減少対策として取り

組んできました既存事業を継続していくとともに、

国及び県が示す事業を加え、市内での移住・定住

を促進し、安住できる環境づくりに取り組んでま

いります。 

結婚、出産、子育てにおいては、経済的な負担

が婚姻率や出生率の低下、少子化の要因の一つで

もあります。このことから、結婚時の新生活支援

では、新婚生活に要する家賃や家電の購入など経

済的負担を軽減するための補助金の支給、出産に

対する支援では、不妊治療費等の補助や若年層世

帯の出産に対して出産後に要する経費の一部の助

成、ゼロ歳から 18 歳までの子育て支援では、保

育所等利用料を同時入所の第２子無料化や中学校

進学の子を持つ世帯を対象とした進学準備応援金

の支給、保険診療による医療費自己負担分の全額

助成対象年齢の拡充、市内高校に遠距離通学する

生徒への通学費助成など、経済的負担を軽減する
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新たな対策を講じてまいります。 

その他の新規事業としまして、市が所有する住

宅分譲地について、特に、子育て世帯を対象とし

た優遇措置を設け、定期借地権を設定した定住促

進を講じ、また、子育て世代の交流の場、子ども

たちの遊び場として、大型木製遊具を設置した児

童公園の整備を進めてまいります。 

さらに、若手職員を中心に構成したせいよ将来

人口究明・対策プロジェクトにおいて提案された

人口減少対策を事業化し、市内事業所の若年層を

対象に、情報交換や研修など異業種間交流の場の

提供に取り組むとともに、市内企業の合同就職説

明会を松山市において開催し、市内出身者や市外

からの就業者の獲得を目指すもの、地方移転を計

画する企業の市内誘致に取り組むものなどであり

ます。 

既存事業についても、県及び本市を含む南予の

５市町で構成する南予子育て移住促進協議会にお

いて、南予移住のイメージアップを図りながら、

子育て世帯や出身者をターゲットとした持続的な

移住者増加に取り組んでまいります。また、潜在

的な移住希望者との関係構築のため、移住マッチ

ング事業や移住フェア等を行い、関係人口の拡大

と移住者の獲得を目指します。さらに、お試し移

住や地域おこし協力隊制度を活用しながら移住を

促進するとともに、農林業など地域の担い手確保

や市内での起業者を支援し、定住につながる対策

を講じてまいります。 

次に、夢と希望を叶える６つの変革の具体的な

取組について述べさせていただきます。 

１つ目、豪雨からの復旧・復興「人の命をまも

る」せいよ強靱化への取り組み・・防災、減災に

ついて申し上げます。 

南海トラフ地震が発生した際への対応につきま

しては、南海トラフ地震えひめ事前復興推進指針

に基づき、本年３月に西予市事前復興計画の策定

を予定しており、災害発生後の対応や復興計画の

基礎といたします。 

同計画に基づき、自主防災組織や地域防災リー

ダーの育成を図り、市民及び職員の防災意識の高

揚及び防災行動力の向上に努めるとともに、防災

訓練等の実施により、災害対応力及び地域防災力

の向上を図ることで、市全体の減災活動につなげ

てまいります。また、避難路、避難場所の確保・

整備について、同計画を踏まえた事業を展開し、

ソフト面・ハード面一体として取り組むことによ

り、本市の総合的な防災力向上に努めてまいりま

す。 

インフラ環境、まちなみの整備につきましては、

肱川の河川改修事業に伴う石久保橋架替事業、市

道改良事業、都市構造再編集中支援事業の施工に

おいて、河川管理者である県との協定に基づき、

令和６年までの施工期間で事業を推進してまいり

ます。また、野村地区都市再生整備計画事業及び

小規模住宅地区等改良事業では、肱川両岸におい

て、市道、多目的広場、公園及び駐車場など、順

次、住環境の改善に取り組んでまいります。さら

に、三瓶地区雨水公共下水道事業では、雨水排水

の処理能力が不足する水路を改修し、住宅等への

浸水被害の防止に取り組んでまいります。 

肱川流域治水対策の推進につきましては、昨年

度に引き続き、浸水被害のリスク低減効果が期待

される田んぼダムに取り組むとともに、防災上危

険となるため池の廃止、また、ため池の老朽化に

対する改修など、防災・減災に努めます。 

２つ目、仕事づくり・・稼ぐ力増強、地産品を

生かした産業振興について申し上げます。 

農業の振興につきましては、明浜の柑橘農業の

活性化対策として、現在柑橘加工施設を建設中で

ありますが、今後、搾汁・充填機器など、加工機

械設備を設置し、11 月の運用開始を予定しており、

現在稼働している施設は解体し、跡地に駐車場を

整備いたします。生産者の所得向上及び新規就農

者を含めた担い手の確保に努めてまいります。 

林業の振興につきましては、森林環境譲与税を

活用し、森林整備と路網整備に対する支援を行う

とともに、有害鳥獣による被害防止を図り、森林

環境の保全に努めてまいります。また、森林経営

管理制度事業として、不採算林への環境林整備、

経済林への助成、担い手対策として、研修や移住

者による新規就業者獲得に取り組んでまいります。 

水産業の振興につきましては、明浜地区におけ

る漁港防波堤の延伸工事のほか、三瓶地区の漁港

岸壁機能保全及び海岸高潮対策などに取り組み、

就業者の環境整備及び施設の長寿命化などを図り

ます。 

商工業の振興につきましては、商工会が実施す

る経営改善指導や振興事業に対して支援するとと
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もに、集客力向上や店舗環境の改善のための既存

施設のリニューアルに対する支援を行い、市内経

済の活性化と商工業の振興を図ってまいります。 

観光につきましては、本市が有する観光資源を

最大限に活用し、本市の観光ＰＲ、特産品販売、

観光を支えるコンテンツの充実に努め、県内外か

らの誘客促進に取り組んでまいります。また、西

予市観光物産協会及び各町観光協会の運営を支援

し、イベントの開催などにより、さらなる本市の

情報発信に努めてまいります。 

産業の創出・振興につきましては、ジオパーク

と地域産品の魅力を結びつけた西予市ブランドと

なるジオの至宝を創出し、地域産品の魅力と販売

力の向上を目指します。 

ふるさと納税につきましては、ふるさと納税ポ

ータルサイト、各種広告及びＳＮＳ等を活用する

など、ＰＲ活動の強化と返礼品の魅力化を図り、

納税額 5 億円を目指します。返礼品となる地域産

品の販売促進と本市への観光誘客につなげ、市内

事業者への経済的な好影響を目指すものでありま

す。 

３つ目、人づくり・・西予市に誇りと住みたい

人を育むについて申し上げます。 

野村保育所と野村幼稚園を統合する幼保連携型

認定こども園の計画につきましては、令和７年４

月の開園に向けて、保護者及び地域の皆様への説

明会を開催し、様々な御意見をいただいたところ

であります。令和５年度におきましては、開園に

向けた推進体制のさらなる充実を図り、保育所・

幼稚園職員の研修や幼保児童の交流を重ね、また、

保護者の方々への進捗状況等の説明を行い、開園

に向けた準備に取り組んでまいります。 

学校施設・設備の整備等につきましては、学校

教育のデジタル化の推進として、ＩＣＴ支援員を

２名配置し、教職員をサポートすることにより、

ＩＣＴを活用した授業等をスムーズに行う体制を

維持し、学習環境の向上を図ることで、児童生徒

の学力向上を目指します。また、施設整備として、

障がいのある児童生徒が安心して学校生活を送る

ことができるよう対処するとともに、災害時にお

いて、避難所など地域のコミュニティの拠点とし

ての役割を果たすこととなる校舎・体育館のバリ

アフリー化を進めます。さらに、老朽化が進行し

ている宇和中学校校舎等の耐力度調査を実施し、

適正な規模での建て替え等の検討を進めることと

しております。 

文化振興につきましては、関係施設の整備とし

て、宇和文化会館において、舞台機構設備取替工

事を実施し、三瓶文化会館においては、空調整備

改修に係る設計を行い、体育振興につきましては、

野村小学校グラウンドの夜間照明の支柱の経年劣

化から改修工事を実施し、施設の機能維持に努め

ます。 

４つ目、まちづくり・・地域の宝を生かし人を

呼び込むについて申し上げます。 

地域づくり活動センターにつきましては、市民

の皆様、議員の皆様に御理解・御協力いただき、

いよいよ４月１日から運営がスタートいたします。

設置場所については、各地区公民館や市有施設を

活用し、大野ヶ原地域、下泊地域にはセンターを

新設いたしました。 

行政サービスの維持・向上に努めるとともに、

持続可能な住民自治を現場で支える仕組みを構築

し、これまで以上に市内地域づくり組織と連携し、

地域の皆様との協働による魅力あるまちづくりに

取り組んでまいります。 

四国西予ジオミュージアムが令和４年４月

23 日に開館いたしました。市内はもとより、県内

外から来館いただき、令和５年１月末現在の来館

者数は 3 万 5000 人であります。 

今後は、同ミュージアムを拠点として、ギャラ

リーしろかわをはじめ、城川地域の観光資源を活

用し、来訪者が城川地域を回遊できる仕組みのほ

か、市内のジオサイトや観光施設を周遊できる仕

組みを構築し、ジオパークの普及啓発を図るとと

もに集客力向上に努めてまいります。 

卯之町「はちのじ」まちづくり整備事業の推進

につきましては、卯之町駅周辺施設整備における

ＪＲ卯之町駅舎が完成し、ハード面については完

了したところであります。 

今年の干支は「卯」ということで、卯之町と縁

を感じる１年となりました。完成しましたＪＲ卯

之町駅を中心に、駅のライトアップやうさぎ絵馬、

うさぎせい坊など、数多くのメディアに取上げて

いただき、卯の年卯之町をＰＲしていただいてお

ります。現在開催されているフォトコンテストを

はじめ、うさぎ提灯を活用した地域との連携に取

り組みながら、この機会に、全国各地から来訪い
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ただけるよう、引き続きアピールしていき、市民

の皆様とともに飛躍の年となるよう努めてまいり

ます。 

今後は、国の重要伝統的建造物群保存地区に選

定された開明学校を有する中町の町並み、米博物

館、ゆるりあん及びＪＲ卯之町駅の各エリア・施

設を結びつけ、指定管理者等の民間の経営ノウハ

ウを活用し、交流人口の拡大により、地域経済の

活性化につなげていく取組を官民連携で進めてま

いります。 

情報インフラの整備につきましては、令和５年

度はＣＡＴＶ城川サブセンター施設の整備工事に

引き続き取り組むほか、三瓶サブセンター施設の

整備に取り組みます。 

５つ目、生活あんしんのまち・・医療、福祉に

ついて申し上げます。 

地域医療体制の構築につきましては、医師、看

護師等の医療従事者の十分な確保が困難なため、

令和５年４月を目標としておりました市内二次救

急の集約について延期することとしました。しか

しながら、本市病院事業の持続的・安定的な運営

を図り、地域医療の維持・確保のためには、体制

の見直しは必要であると考えており、引き続き早

期の実現に向けて全力で取り組んでまいります。 

集約できるまでの間、当面は従来の市内二次救

急体制の維持に努めますが、両市立病院で対応で

きない場合は、昨年４月からと同様に、市外の二

次救急医療機関への搬送となりますので、市民の

皆様には大変御不便をおかけいたしますが、御理

解と御協力をお願いいたします。 

三瓶地区の常備消防体制につきましては、令和

６年度末に八幡浜地区施設事務組合から脱退する

ことにより、令和７年度から本市消防本部の管轄

となります。現在、同組合を構成する関係市町間

で具体的な事務協議を重ねており、スムーズな新

体制への移行に取り組んでまいります。また、消

防署野村支署新庁舎につきましては、本年４月か

ら供用開始予定であり、防災拠点となる消防本部

署庁舎の建て替えにつきましては、令和７年４月

の供用開始を目指し、造成工事を進め、本体工事

に着手する予定であります。 

ライフラインである水道事業につきましては、

水道施設の老朽化が進行しており、安心安全な水

を安定的に提供するために施設の更新を計画的に

進めてまいります。特に、今後発生が予想される

南海トラフ地震などに備えるために、耐震化事業

に取り組む必要がありますが、近年、給水人口の

減少等により収益が減少し、大規模な施設更新の

財源確保が困難となっております。平成 26 年度

の経営統合以来料金改定は行っておらず、将来の

安定的な経営のためには、料金改定に踏み込まな

ければならない状況にあります。水道水の安定供

給、持続的な事業経営を図るため、皆様の御理解

と御協力をお願いいたします。 

６つ目、市役所改革・・西予市の更なる発展の

ためについて申し上げます。 

令和５年４月から地域づくり活動センターの運

用開始に合わせて、支所は教育課を含めた４課体

制から２課体制に移行します。本庁と支所との業

務分担の整理を行い、業務とともに支所職員の一

部を本庁へ集約し、効率化と合理化を図ります。

本庁集約に伴う問合せや相談、諸証明発行等の窓

口業務については、支所または地域づくり活動セ

ンターに来られた市民の方が、本庁職員とモニタ

ーで会話できるようにするなど、ＩＣＴを活用し、

市民サービスの維持向上に努めてまいります。 

行政のＤＸ推進につきましては、システムの導

入や蓄積されたデータの活用など、業務の効率化

を図りながら、行政サービスの向上に努めてきた

ところです。今後も、既存システムの導入効果を

検証し、情報システムの最適化や行政手続のオン

ライン化などの検討を進め、福祉や産業、建設、

教育などの各分野においてＤＸ化に取り組んでま

いります。また、国が示す各自治体間でのシステ

ムの共同利用やデータ共有など、可能となる業務

やサービスについて、国・県の方針のもと、セキ

ュリティ対策の強化・徹底を図りながら取り組ん

でまいります。 

職員の定員適正化につきましては、令和６年度

以降も、定員管理計画に基づき、新規採用職員を

抑制しながら正規職員の削減を進めていく予定で

あります。職員数の減少とともに、部・課・係な

どの統合を含めた組織再編による行政のスリム化

に取り組み、再任用職員や会計年度任用職員も含

めて、全体的な人員調整及び適材適所の配置を行

い、行政サービスの提供に努めてまいります。 

公共施設の管理につきましては、昨年 12 月に

策定した公共施設個別施設計画において、施設の



 

- 17 - 

 

継続、譲渡、貸付けまたは処分等の各施設の方向

性を示しておりますが、今後の施設の処分につい

ては、計画に基づきまして、廃止・除却を進め、

建物または跡地の売却を検討してまいります。 

以上が６つの変革についての新年度の取組であ

ります。 

所信に引き続き、令和５年度一般会計当初予算

案について概説申し上げます。 

令和５年度における予算は、引き続き、西予市

復興まちづくり計画に基づく豪雨災害からの復

旧・復興を最優先とし、中長期的な財政状況を踏

まえた上で、人口減少対策等、第２次西予市総合

計画に基づく事業の重点化を図ります。また、新

型コロナウイルス感染症及び物価高騰対策につい

て、国・県と歩調を合わせて実施してまいります。 

一方、市税、地方交付税の一般財源総額が大き

く伸びない中、大型事業の実施に伴う公債費の上

昇及び社会保障関連経費の増加に対して、基金の

取り崩しにより、財源不足を補っている状況であ

ります。 

健全な行財政運営を維持するため、今回の予算

編成では、既存事務事業の思い切った見直しを行

っております。今後さらなる行財政改革を推し進

め、効率的で透明性の高い行政運営の確立のため、

財政状況及び財政方針について、市民の皆様に理

解が得られるよう情報提供に努めてまいります。 

以上の基本方針に併せまして、これまでの事業

への取組や成果等を踏まえながら、事業の優先度、

重要性、計画性等を検証し、最小の経費で最大の

効果を上げられるよう、事業実施の必要性、他の

事業への代替可能性、職員体制等多面的な視点か

ら抜本的な見直しを行い、限りある財源を重点的

に配分して編成をいたしました。 

この結果、令和５年度一般会計当初予算の総額

は 284 億 7000 万円となり、前年度対比 10.4％、

32 億 9000 万円の減額となりました。 

どうか、議員の皆様、市民の皆様におかれまし

ては、市政運営に対する格別の御理解と御協力、

御支援を賜りますようお願い申し上げ、新年度に

臨む私の所信とさせていただきます。 

なお、令和５年度当初予算の詳細な点につきま

しては、担当課長から補足説明させますので、よ

ろしく御審議を賜り、御決定くださいますようお

願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

安岡財政課長。 

 〔安岡財政課長登壇〕 

○安岡財政課長 

それでは、予算書に沿いまして、新規事業及び

主要事業を中心に、まず、歳出から補足説明を申

し上げます。 

55 ページをお開き願います。 

初めに、2 款総務費でございます。1 項 5 目財

産管理費、住宅土地活用事業 2070 万 1000 円であ

りますが、西予市土地開発公社から購入した住宅

地を活用し、移住定住や子育て支援施策の推進を

目的に、定期借地権を設定した市有地の貸付、住

宅取得時の補助金のほか、子育て応援金を支給す

るものであります。財源として、市有地貸付料を

充てております。 

61 ページをお開き願います。 

1 項 21 目地域づくり活動センター費 3 億

9328 万 1000 円につきましては、合併当初の小学

校区ごとに設置する各地域づくり活動センターの

管理運営経費とともに、配置する職員の人件費等

を計上するものであります。財源として、使用料

及び貸付料等を充てております。 

65 ページをお開き願います。 

2 項 2 目賦課徴収費、新規事業となります債権

整理事業 55 万 2000 円でありますが、新たに設置

します債権整理室において、市税や各種保険税等

の滞納整理など、債権の適正な管理を行うもので、

令和５年度は債権管理計画を策定し、市全体の債

権管理体制の構築を図るための管理運営に係る経

費を計上するものであります。 

72 ページをお開き願います。 

8 項 1 目地域振興費、移住交流促進事業 4255 万

9000 円でありますが、潜在的な移住希望者との関

係構築のため、移住マッチング事業や移住フェア

等への参加を行い、移住者及び関係人口の拡大を

目指すとともに、南予市町及び愛媛県と連携した

広域的な移住施策を実施するほか、西予市移住定

住交流センターに業務の一部を委託し、移住交流

のさらなる推進を図るものであります。財源とし

て、地方創生推進交付金、移住支援事業費県補助

金、過疎対策事業債等を充てております。 

新規事業となります集会施設移行推進事業
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729 万 8000 円では、公民館分館等の廃止に伴い、

同分館等を集会施設へ移行推進するための支援措

置として、移行に関する整備計画書に基づきまし

て、維持管理経費等に対し補助金を交付するもの

であります。また、普通財産である集会施設を認

可地縁団体に無償譲渡する際の登記費用を計上い

たしております。 

81 ページをお開き願います。 

次に、3 款民生費でございます。1 項 3 目老人

福祉費、養護老人ホーム三楽園建設事業 4 億

3473 万 3000 円では、社会福祉法人西予総合福祉

会が、養護老人ホームを旧二木生小学校跡地へ移

転改築するための経費に対し補助金を交付するも

ので、令和５年度から令和６年度にかけて、旧校

舎解体工事及び本体建築工事を行いまして、令和

７年度運営開始の予定となっております。財源と

して、過疎対策事業債を充てております。 

全国健康福祉祭えひめ大会推進事業 574 万

3000 円では、県内各市町において、ねんりんピッ

ク愛顔のえひめ 2023 が開催されます。本市で実

施予定となっております軟式野球ふれあいスポー

ツ交流大会の実行委員会に対して、運営費に係る

負担金を計上するものであります。 

88 ページをお開き願います。 

2 項 1 目児童福祉総務費、子ども医療費助成事

業 1 億 339 万 6000 円では、子どもの医療費の一

部をその保護者に助成することにより、子どもの

保健の向上と福祉の増進を図るものであります。

令和５年度から保険診療による医療費自己負担分

の全額助成の対象者を 18 歳まで拡充いたします。

財源として、未熟児養育医療費国・県負担金、乳

幼児医療助成事業費県補助金、過疎対策事業債等

を充てております。 

新規事業を含みます認可保育所等管理支援事業

4071 万 4000 円では、子ども・子育て支援事業計

画に沿いまして、保育の質・量の充実を目指すと

ともに、保育現場の環境改善に努めてまいります。

令和５年度は、新たに、市内民間保育所が実施し

ます保育支援者の配置に係る経費に対して、支援

者１人当たり月額 10 万円の補助金を交付するも

のであります。財源として、保育対策総合支援事

業費国・県補助金等を充当しております。 

新規事業となります子育て応援事業 790 万円で

は、経済的理由で出産を諦めることがないよう、

出産時に夫婦とも 29 歳以下であった世帯に対し、

出産後の経済的負担を軽減するため、新生児１人

当たり 20 万円を助成するものであります。また、

新たに中学校に進学する子を持つ世帯に対して、

進学準備応援金として、１人当たり 1 万 5000 円

を交付し、子育て世帯の経済的負担を軽減するも

のであります。 

104 ページをお開き願います。 

次に、4 款衛生費でございます。1 項 6 目母子

衛生費、母子保健事業 4086 万 1000 円であります

が、妊産婦、乳幼児及びその家族を対象として、

各種健康診査や保健指導などを実施することによ

り、母子の健康の保持増進に努めるものでありま

す。また、妊娠期から出産・子育てまでの相談に

応じ、必要な支援につなぐ伴走型相談支援を充実

し、さらに、妊娠時及び出産時に各 5 万円ずつ応

援給付金を支給し、経済的支援を図るものであり

ます。財源として、母子保健医療対策総合支援事

業費国庫補助金、国・県の出産・子育て応援交付

金を充てております。 

111 ページをお開き願います。 

次に、5 款労働費でございます。1 項 6 目地域

経済基盤強化・雇用等対策費、雇用・創業等支援

事業 471 万 8000 円では、せいよ将来人口究明・

対策プロジェクトの仕事・雇用支援として、市内

企業の合同就職説明会を松山市で開催し、地元出

身者や新規就業者の獲得を目指すものであります。

財源として、地方創生推進交付金及びふるさと応

援基金繰入金を充てております。 

115 ページをお開き願います。 

次に、6 款農林水産業費でございます。1 項

3 目農業振興費、農業後継者育成事業 5586 万

7000 円でありますが、農家の高齢化と担い手不足

が深刻化する地域農業の課題解決に向け、経営の

不安定な新規就農者・農業研修生への支援により、

就農後の定着を促進するものであります。財源と

して、新規就農総合支援事業費県補助金、担い手

総合支援事業費県補助金及びふるさと応援基金繰

入金等を充てております。 

119 ページをお開き願います。 

1 項 5 目農地費、ため池等農地災害危機管理対

策事業 2291 万 5000 円でありますが、集中豪雨や

地震災害等に備え、ため池等施設の改修及び廃止

工事を実施いたします。また、ため池ハザードマ
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ップを作成し、市民への周知を図るとともに、た

め池管理者研修会などを実施することで、防災・

減災の向上を図るものであります。財源としまし

て、農業水路等長寿命化事業費県補助金、過疎対

策事業債等を充てております。 

126 ページをお開き願います。 

2 項 2 目林業振興費、森林経営管理制度事業

5822 万 7000 円でありますが、森林経営管理制度

に基づく、不採算林への環境林整備、経済林への

助成や集約化による支援、担い手対策として、研

修や移住者による新規就農者獲得の推進、木材の

市場調査等を計画的に実施するものであります。

財源として、林業就業支援事業費県補助金及び森

林環境譲与税基金繰入金を充てております。 

132 ページをお開き願います。 

3 項 4 目漁港建設費、漁村再生交付金事業 1 億

円でありますが、明浜の宮野浦地区の港内におい

て、背後地の防護効果と水産物の生産性及び漁業

就業環境の向上を図るため、南防波堤を延伸する

基礎工事を実施するものであります。財源として、

国・県の農山漁村地域整備交付金と過疎対策事業

債を充てております。 

137 ページをお開き願います。 

次に、7 款商工費でございます。1 項 6 目産業

創出事業費、企業誘致奨励金事業 1183 万 4000 円

でありますが、市内への企業立地に対する奨励措

置及び奨励金を交付し、産業振興及び雇用機会の

拡大を図るとともに、新たにせいよ将来人口究

明・対策プロジェクトの仕事・雇用支援として、

地域の認知度向上やブランド力向上の宣伝・広

報・営業活動など、シティプロモーションに特化

した企業への営業活動を実施し、地方移転を計画

する企業の市内誘致を目指すものであります。財

源として、産業用地確保支援事業費県補助金、過

疎対策事業債を充てております。 

138 ページをお開き願います。 

1 項 8 目ジオパーク推進事業費、ジオパーク推

進事業 2191 万円でありますが、四国西予ジオミ

ュージアムから各ジオサイトへ、また、市内観光

施設へ誘導する仕組みを構築するとともに、ジオ

パークの普及啓発を図るため、広報誌の発刊、ガ

イド養成講習、インバウンド対策事業を実施しま

して、より多くの来訪者獲得を目指すものであり

ます。財源として、地方創生推進交付金及びジオ

パーク推進基金繰入金を充てております。 

147 ページをお開き願います。 

次に、8 款土木費でございます。2 項 5 目橋梁

新設改良費、橋梁新設・撤去事業 6150 万円であ

りますが、一級河川肱川河川改修事業に伴う石久

保橋架替事業において、県との協定に基づき、県

営受託事業負担金等を計上するものであります。

令和５年度は、橋梁下部工の新設工事が予定され

ております。財源として、社会資本整備総合交付

金、過疎対策事業債を充てております。 

151 ページをお開き願います。 

5 項 5 目都市再生整備計画事業費、野村地区都

市再生整備計画事業 2 億 6680 万円でありますが、

平成 30 年７月豪雨災害により被災した野村市街

地（支所周辺及び肱川左岸側）において、道路・

多目的広場・公園・駐車場等を整備し、地域の生

活環境の向上と社会経済の活性化を図るものであ

ります。財源として、都市構造再編集中支援事業

費国庫補助金及び過疎対策事業債を充てておりま

す。 

5 項 7 目雨水公共下水道事業費、三瓶地区雨水

公共下水道事業 1 億 9000 万円でありますが、安

土・日吉崎地区において、災害に強く快適で暮ら

しやすいまちづくりの推進を図るため、雨水管渠

整備工事を実施するもので、令和５年度は安土排

水区の管渠工事を実施いたします。財源として、

社会資本整備総合交付金及び過疎対策事業債を充

てております。 

152 ページをお開き願います。 

6 項 1 目住宅管理費、小規模住宅地区等改良事

業 9227 万 9000 円でありますが、平成 30 年７月

豪雨災害により被災した野村地区肱川右岸側にお

いて、生活道路や公園・広場等を整備し、住環境

の改善と向上を図るものであります。財源として、

社会資本整備総合交付金及び過疎対策事業債を充

てております。 

158 ページをお開き願います。 

次に、9 款消防費でございます。1 項 3 目消防

施設費、消防団施設整備事業 3257 万 9000 円では、

消防団詰所１棟を新築、現詰所の改修１棟、旧詰

所２棟の解体等を実施し、消防本部署庁舎建設事

業 6 億 2380 万円では、前年度に引き続き、消防

本部庁舎建設における造成工事を実施し、庁舎本

体工事に着手するものであります。財源として、
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旧合併特例事業債及び消防財政調整基金繰入金等

を充てております。 

159 ページをお開き願います。 

1 項 4 目災害対策費、防災対策啓発活動事業

1375 万 7000 円でありますが、総合防災マップ、

タイムライン防災等について、研修会の開催やホ

ームページへの掲載等により、市民への周知啓発

を図るとともに、地域防災リーダーの育成や自主

防災組織の活動支援により、防災意識の高揚と防

災行動力の向上を図るものであります。また、事

前復興に係る取組として、防災教育、ワークショ

ップも実施してまいります。財源として、社会資

本整備総合交付金及び子ども教育振興基金繰入金

を充てております。 

170 ページをお開き願います。 

次に、10 款教育費でございます。2 項 3 目学校

建設費、小学校施設整備事業 2 億 1398 万 5000 円

でありますが、中川小学校及び皆田小学校屋内運

動場の大規模改修、大野ヶ原小学校の外壁改修及

び三瓶小学校の防球ネット新設工事を実施すると

ともに、多田小学校屋内運動場の大規模改修及び

宇和町小学校のバリアフリー化に向けた設計を委

託し、計画的な教育環境整備に取り組むものであ

ります。財源として、学校施設整備基金繰入金及

び過疎対策事業債を充てております。 

177 ページをお開き願います。 

5 項 1 目社会教育総務費、高校魅力化事業

1515 万 5000 円でありますが、魅力ある高校づく

りを推進するため、市内の高校と連携した公営塾

の運営により、地域資源を活用した課題解決学習

や生徒発案の事業を実施いたします。また、新た

に、市内の高校に遠距離通学する生徒に対して通

学費を助成することで、生徒数の積極的確保に努

めていくものであります。財源としまして、地方

創生推進交付金、過疎対策事業債及びふるさと応

援基金繰入金を充てております。 

181 ページをお開き願います。 

5 項 8 目生涯学習推進費、新規事業となります

生涯学習推進庶務事業 391 万 1000 円では、せい

よ将来人口究明・対策プロジェクトの若者の交流

活性化対策として、スキルアップミーティング事

業を実施するもので、市内事業所等に勤める若者

を対象に、異なった業種が集う研修や交流を促進

することで、個々のスキルアップや人脈づくりと

ともに、相互交流の機会を提供するものでありま

す。財源として、地方創生推進交付金等を充てて

おります。 

また、各地域づくり活動センター生涯学習事業

では、同センター設置後においても、社会教育施

設としての機能を継承し、社会教育法に基づく生

涯学習事業を実施するもので、事業に要する経費

を計上するものであります。 

196 ページをお開き願います。 

7 項 4 目学校給食費、学校給食費庶務事業

1036 万 4000 円でありますが、栄養バランスや

質・量など安定的な給食を提供するとともに、材

料などの価格上昇相当分を補助し、子育て支援の

推進と保護者の経済的負担軽減を図るものであり

ます。 

次に、歳入でありますが、予算書は前に戻って

いただきまして、17 ページをお開き願います。 

10 款地方交付税、普通交付税 111 億円でありま

すが、国が示します地方財政計画に基づいて、本

市の財政需要等を見込み、算出した結果、対前年

度 3 億円の減額といたしております。 

また、特別交付税 12 億 5000 万円でありますが、

地域おこし協力隊員設置経費の増額等を見込みま

して、対前年度 1500 万円の増額といたしており

ます。 

26 ページをお開き願います。29 ページにかけ

てとなります。 

14 款国庫支出金でありますが、国庫負担金では、

災害復旧事業の完了による減、国庫補助金では、

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

金、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事

業費国庫補助金、明浜柑橘加工施設整備事業での

農山漁村振興交付金の減により、国庫支出金全体

では、対前年度 12 億 61 万 6000 円減の 27 億

9986 万 6000 円といたしております。 

37 ページをお開き願います。39 ページにかけ

てとなります。 

18 款繰入金、2 項基金繰入金でありますが、財

政調整基金は、対前年度 2363 万 4000 円を増額し、

その他の目的基金は、基金設置条例に基づいた事

業の財源として繰入れを行い、基金繰入金総額で

22 億 6507 万 3000 円とし、対前年度 1 億 8028 万

9000 円の増額となっております。 

45 ページをお開き願います。47 ページにかけ
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てとなります。 

21 款市債でありますが、民生債において、養護

老人ホーム三楽園建設事業による増額はあります

が、総務債では、土居地区地域づくり活動センタ

ー整備事業の終了等により、農林水産業債では、

明浜柑橘加工施設整備における事業費の減により、

教育債では、渓筋地区体育館建設事業の終了等に

より、また、その他、起債事業を圧縮したことに

よりまして、対前年度 17 億 5130 万円減の総額

30 億 900 万円といたしております。 

続きまして、予算書は前に戻っていただいて、

９ページをお開き願います。 

継続費でありますが、ＣＡＴＶ整備事業では、

惣川サブセンター整備工事及び監理委託として、

総額 7390 万 1000 円を３カ年の年割額に設定し、

消防本部署庁舎建設事業では、庁舎の本体工事及

び監理委託として、総額 14 億 3899 万 8000 円を

２カ年の年割額に設定して事業を実施するもので

あります。 

10 ページをお開き願います。 

最後に、地方債でありますが、限度額を 30 億

900 万円とし、起債の方法、利率、償還の方法を

設定するものであります。 

以上、補足説明とさせていただきます。 

○小玉議長 

暫時休憩いたします。（休憩 午後０時５分） 

○小玉議長 

再開いたします。（再開 午後１時 15 分） 

（日程８） 

○小玉議長 

次に、日程第８、議案第 37 号「令和５年度西

予市育英会奨学資金貸付特別会計予算」から議案

第 45 号「令和５年度西予市野村介護老人保健施

設事業会計予算」までの９件を一括議題といたし

ます。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮教育部長。 

 〔宇都宮教育部長登壇〕 

○宇都宮教育部長 

議案第 37 号「令和５年度西予市育英会奨学資

金貸付特別会計予算」について、提案理由の御説

明を申し上げます。 

この奨学資金は、西予市出身の優秀な学生、生

徒であって、経済的理由により就学が困難な者に

対し、定額を無利子で貸し付けるものであります。 

それでは、予算書１ページをお開きください。 

本予算の歳入歳出の総額は、歳入歳出それぞれ

1819 万 1000 円としております。 

予算書３ページをお開きください。 

歳出では、奨学資金貸付金 36 名分及び運営費

に係る経費 1426 万 3000 円、予備費 392 万

8000 円を計上いたしました。 

予算書２ページに戻ります。 

歳入では、償還金 1015 万 2000 円、寄附金 1 万

円、前年度繰越金 802 万 9000 円を計上し運営す

るものであります。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井生活福祉部長兼福祉事務所長。 

 〔一井生活福祉部長兼福祉事務所長登壇〕 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

議案第 38 号「令和５年度西予市国民健康保険

特別会計予算」について、提案理由の御説明を申

し上げます。 

国保特別会計予算につきましては、事業勘定予

算と診療施設勘定予算で構成されております。 

まず、事業勘定予算から御説明申し上げます。 

令和５年度の予算編成に当たりましては、被保

険者が安心して医療サービスを享受し、国民健康

保険事業の適正かつ安定的な運営を維持するため、

医療費の動向、制度改正の対応など、国が示す留

意事項に基づき編成いたしました。 

それでは、14 ページをお開きください。 

歳出の主なものでは、総務費 6855 万円、保険

給付費 36 億 8349 万 2000 円、国民健康保険事業

納付金 11 億 3983 万 3000 円、保健事業費 4596 万

1000 円を計上いたしました。 

続いて、13 ページをお開きください。 

歳入の主なものにつきましては、国民健康保険

税 7 億 2853 万 1000 円、県支出金 37 億 3884 万

6000 円、繰入金 4 億 7477 万 5000 円を計上いたし

ました。 

以上によりまして、事業勘定予算は、歳入歳出

それぞれ 49 億 4799 万 8000 円といたしました。 



 

- 22 - 

 

次に、診療施設勘定予算について御説明申し上

げます。 

少子高齢化に伴う人口減少や市民の基幹病院志

向への高まりなどから、国保直営診療所の診療件

数、診療収入などが年々減少しており、診療施設

勘定におきましても、一般会計からの繰入金によ

り、収支均衡を図る厳しい予算構造となっており

ます。引き続き、地域住民から安心、信頼される

医療の提供に取り組むとともに、経営改善、適切

な経費節減にも努める所存であります。 

それでは、18 ページをお開きください。 

歳出の主なものでは、総務費 7957 万 6000 円、

医業費 4152 万 7000 円を計上いたしました。 

続いて、17 ページをお開きください。 

歳入の主なものにつきましては、診療収入

6681 万 8000 円、繰入金 6412 万 7000 円を計上い

たしました。 

以上によりまして、診療施設勘定予算は、歳入

歳出それぞれ 1 億 3454 万 3000 円といたしました。 

続きまして、議案第 39 号「令和５年度西予市

後期高齢者医療特別会計予算」について、提案理

由の御説明を申し上げます。 

後期高齢者医療制度におきましては、医療の高

度化などに伴い、医療費が増加傾向にある中、同

制度の持続可能性を高めるため、保険料軽減特例

が見直されております。 

愛媛県後期高齢者医療広域連合におきましては、

令和４年、５年度の保険料改定にあたり、愛媛県

が設置する財政安定化基金を活用して、保険料の

上昇を抑制しておりますが、今後においても被保

険者の負担を軽減するため、後発医薬品の利用促

進や医療費適正化を進めるとともに、経費の節減

に努める必要があるため、本市におきましても、

広報への掲載などで健診受診啓発や医療制度の周

知を行っているところでございます。 

それでは、予算書 65 ページをお開きください。 

本予算は、歳入歳出予算の総額を、歳入歳出そ

れぞれ 7 億 3185 万 4000 円と定めるものでありま

す。 

67 ページをお開きください。 

歳出の主なものといたしましては、総務費

2492 万 1000 円、後期高齢者医療広域連合納付金

6 億 8955 万 2000 円、健康診査事業費として

1616 万 1000 円を計上いたしました。 

66 ページに戻っていただき、歳入の主なものと

いたしましては、後期高齢者医療保険料 4 億

4342 万 3000 円、繰入金 2 億 7218 万 4000 円、諸

収入 1619 万 6000 円を計上いたしました。 

続きまして、議案第 40 号「令和５年度西予市

介護保険特別会計予算」について、提案理由の御

説明を申し上げます。 

当市の介護保険を取り巻く環境としまして、

65 歳以上の高齢者人口は減少傾向となっている一

方、総人口の減少から高齢化率は増加しており、

今後もこうした傾向が続くと推計されています。 

こうした状況の中、来年度最終年度を迎えます

第８期高齢者福祉・介護保険事業計画に基づき、

高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活を営

むことができるよう、多職種の連携により、様々

な生活支援サービスや保険給付等の事業を展開し

ております。 

それでは、予算書 85 ページをお開きください。 

本予算は、歳入歳出予算の総額を、歳入歳出そ

れぞれ 60 億 8458 万円と定めるものでございます。 

88 ページをお開きください。 

歳出の主なものとしましては、人件費と介護認

定等に係る経費として、総務費 1 億 1013 万

2000 円を計上し、介護給付、予防給付、その他各

サービスに係る経費として、保険給付費 57 億

829 万 1000 円を計上いたしました。また、本市に

おける地域包括ケアシステムの構築を目指し、在

宅医療・介護連携、認知症施策、そして介護予防

や生活支援の体制整備などを積極的に推進するた

め、地域支援事業費 2 億 6012 万 7000 円を計上い

たしました。 

続きまして、歳入予算の主なものを御説明いた

します。 

86 ページをお開きください。 

65 歳以上の方に納付していただく介護保険料が

9 億 8020 万 6000 円、介護給付分、地域支援事業

費分それぞれの負担割合により算定される国庫支

出金 16 億 6496 万 2000 円、県支出金 8 億 8570 万

4000 円、支払基金交付金 15 億 8458 万 3000 円、

繰入金のうち一般会計繰入金 9 億 6432 万 3000 円、

また、介護給付費準備基金繰入金 250 万 6000 円、

雑入として介護給付費返納金等収入 218 万

1000 円を計上しております。 

以上３議案、よろしく御審議の上、御決定くだ
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さいますようお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

 〔三瀬建設部長登壇〕 

○三瀬建設部長 

議案第 41 号「令和５年度西予市水道事業会計

予算」について、提案理由の御説明を申し上げま

す。 

それでは、公営企業会計予算書１ページをお開

きください。 

まず、第２条業務の予定量について御説明いた

します。 

給水戸数 1 万 5260 戸、年間総給水量 472 万

1400 立方メートル、一日平均給水量 1 万 2900 立

方メートルを予定しております。主要な建設改良

事業につきましては、宇和給水区域における下川

浄水場施設整備事業 2530 万円、明浜給水区域に

おける水道施設監視システム整備事業 3366 万

9000 円、野村給水区域における河成地区水道施設

整備事業 3650 万円、三瓶給水区域における津布

理浄水場整備事業 7334 万 8000 円をそれぞれ予定

をしております。 

次に、第３条収益的収入及び支出について御説

明いたします。 

収入では、水道事業収益の総額を 7 億 401 万

6000 円と定め、営業活動に基づく給水収益の 6 億

2150 万円を含む営業収益として 6 億 2959 万

8000 円、営業外収益として 7437 万 8000 円、特別

利益として 4 万円を計上しております。 

これに対しまして支出では、水道事業費用の総

額を 7 億 8586 万 5000 円と定め、営業活動に係る

営業費用として 7 億 5473 万 1000 円、企業債償還

利息等の営業外費用として 3064 万 1000 円、特別

損失として 49 万 3000 円を計上しております。 

次に、２ページをお開きください。 

第４条資本的収入及び支出について御説明いた

します。 

収入では、総額を 1 億 9597 万 9000 円と定め、

内訳は、工事に対する負担金 3161 万円、企業債

1 億 2870 万円、企業債元金償還金及び建設改良費

に対する補助金 3566 万 9000 円を計上しておりま

す。 

これに対しまして支出では、総額を 4 億

9216 万 1000 円と定め、内訳は、建設改良費 3 億

8536 万 1000 円、企業債償還金 1 億 680 万円を計

上しております。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不

足する額 2 億 9618 万 2000 円を補填する財源につ

きましては、第４条括弧書きのとおりであります。 

次に、第５条の企業債では、上水道施設整備事

業を目的といたしまして、1 億 2870 万円の限度額、

起債の方法、利率及び償還の方法を定めておりま

す。 

第６条では、一時借入金の限度額を 2 億円と定

め、第７条では、予定支出の各項の経費の金額の

流用、第８条では、議会の議決を経なければ流用

することのできない経費として、職員給与費 1 億

425 万 9000 円を定めるものであります。 

また、第９条では、一般会計から受ける補助金

として、目的と合計金額 3867 万 1000 円を定め、

第 10 条では、たな卸資産の購入限度額を 550 万

円と定めるものであります。 

続きまして、議案第 42 号「令和５年度西予市

簡易水道事業会計予算」について、提案理由の御

説明を申し上げます。 

それでは、公営企業会計予算書 43 ページをお

開きください。 

まず、第２条業務の予定量について御説明いた

します。 

給水戸数 2,300 戸、年間総給水量 54 万 9000 立

方メートル、一日平均給水量 1,500 立方メートル

を予定しております。主要な建設改良事業としま

しては、宇和・野村地区における給配水管布設替

事業 330 万円を予定しております。 

次に、第３条収益的収入及び支出について御説

明いたします。 

収入では、簡易水道事業収益の総額を 1 億

3015 万 7000 円と定め、営業活動に基づく給水収

益の 5609 万 5000 円を含む営業収益として

5768 万 8000 円、営業外収益として 7243 万

9000 円、特別利益として 3 万円を計上しておりま

す。 

これに対しまして支出では、簡易水道事業費用

の総額を 1 億 3949 万 5000 円と定め、営業活動に

係る営業費用として 1 億 3561 万 2000 円、企業債

償還利息等の営業外費用として 385 万 3000 円、

特別損失として 3 万円を計上しております。 
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次に、44 ページをお開きください。 

第４条資本的収入及び支出について御説明いた

します。 

収入では、総額を 942 万 2000 円と定め、内訳

は、補助金 942 万 2000 円を計上しております。 

これに対しまして支出では、総額を 1598 万

5000 円と定め、内訳は、建設改良費 330 万円、企

業債償還金 1268 万 5000 円を計上しております。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不

足する額 656 万 3000 円を補填する財源につきま

しては、第４条括弧書きのとおりであります。 

次に、第５条では、一時借入金の限度額を

5000 万円と定め、第６条では、予定支出の各項の

経費の金額の流用、第７条では、議会の議決を経

なければ流用することのできない経費として、職

員給与費 2054 万円を定めるものであります。 

また、第８条では、一般会計から受ける補助金

として、目的と合計金額 3475 万 7000 円を定め、

第９条では、たな卸資産の購入限度額を 200 万円

と定めるものであります。 

続きまして、議案第 43 号「令和５年度西予市

下水道事業会計予算」について、提案理由の御説

明を申し上げます。 

令和５年度より、農業集落排水事業及び公共浄

化槽等整備推進事業の２事業についても地方公営

企業法の財務規定等を適用することに伴い、西予

市下水道事業会計に組み入れて予算計上しており

ます。 

それでは、公営企業会計予算書 81 ページをお

開きください。 

まず、第２条業務の予定量について御説明いた

します。 

接続人口 1 万 3244 人、年間有収水量 155 万

5163 立方メートル、一日平均有収水量 4,261 立方

メートルを予定しております。主要な建設改良事

業としましては、宇和処理区における管渠整備事

業 2 億 290 万 4000 円を予定しております。 

次に、第３条収益的収入及び支出について御説

明いたします。 

収入では、下水道事業収益の総額を 8 億

4766 万 2000 円と定め、営業活動に基づく下水道

使用料 1 億 1319 万 3000 円、農業集落排水処理施

設使用料 9924 万 2000 円及び公共浄化槽使用料

51 万 9000 円を含む営業収益として 2 億 1412 万

2000 円、営業外収益として 6 億 3351 万円、特別

利益として 3 万円を計上しております。 

これに対しまして支出では、下水道事業費用の

総額を 9 億 6016 万 7000 円と定め、営業活動に係

る営業費用として 8 億 9092 万 9000 円、企業債償

還利息等の営業外費用として 6554 万 1000 円、特

別損失として 369 万 7000 円を計上しております。 

次に、82 ページをお開きください。 

第４条資本的収入及び支出について御説明いた

します。 

収入では、総額を 3 億 7187 万 7000 円と定め、

内訳は、企業債 6100 万円、出資金 2 億 754 万

2000 円、補助金 6000 万円、分担金及び負担金

4333 万 5000 円を計上しております。 

これに対しまして支出では、総額を 5 億

4340 万 1000 円と定め、内訳は、建設改良費 2 億

2389 万 3000 円、企業債償還金 3 億 1950 万

8000 円を計上しております。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不

足する額 1 億 7152 万 4000 円を補填する財源につ

きましては、第４条括弧書きのとおりであります。 

次に、第４条の２特例的収入及び支出では、地

方公営企業法施行令第４条第４項の規定により該

当事業年度に属する債権及び債務として整理する

未収金及び未払金の額をそれぞれ定めております。 

次に、第５条の企業債では、公共下水道の整備

を目的といたしまして、6100 万円の限度額、起債

の方法、利率及び償還の方法を定めております。 

第６条では、一時借入金の限度額を 3 億円と定

め、第７条では、予定支出の各項の経費の金額の

流用、第８条では、議会の議決を経なければ流用

することのできない経費として、職員給与費

6190 万 9000 円を定めるものであります。 

また、第９条では、一般会計から受ける補助金

として、目的と合計金額 4460 万 4000 円を定める

ものであります。 

以上３議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

藤井医療介護部長。 

 〔藤井医療介護部長登壇〕 

○藤井医療介護部長 

議案第 44 号「令和５年度西予市病院事業会計



 

- 25 - 

 

予算」について、提案理由の御説明を申し上げま

す。 

それでは、公営企業会計予算書 147 ページをお

開きください。 

まず、第２条業務の予定量について御説明いた

します。 

病床数は両病院合計 214 床でございます。年間

患者数は、入院 4 万 7580 人、外来 8 万 6022 人、

一日平均患者数は、入院 130 人、外来 354 人を見

込んでおります。また、主な建設改良事業として、

施設整備事業費 104 万 5000 円、医療器械備品購

入費 1 億 2244 万 6000 円を計上いたしております。 

次に、第３条収益的収入及び支出について御説

明いたします。 

収入では、病院事業収益の総額を 39 億 6098 万

2000 円と定め、医業収益 30 億 6832 万 9000 円、

医業外収益 8 億 6609 万 2000 円、特別利益

2656 万 1000 円を計上いたしております。 

これに対しまして支出では、病院事業費用の総

額を 45 億 9581 万 8000 円と定め、医業費用 43 億

8877 万 3000 円、医業外費用 2 億 253 万 5000 円、

特別損失 451 万円を計上いたしております。 

続いて、予算書 148 ページをお開きください。 

次に、第４条の資本的収入及び支出について御

説明いたします。 

収入では、総額を 3 億 3686 万 3000 円と定め、

出資金 100 万円、負担金及び交付金 2 億 4586 万

3000 円、企業債 9000 万円を計上しております。 

これに対しまして支出では、総額を 5 億

2268 万円と定め、建設改良費 1 億 2349 万 1000 円、

企業債償還金 3 億 9918 万 9000 円を計上しており

ます。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に対し不足

する額 1 億 8581 万 7000 円は、過年度分損益勘定

留保資金で補填することといたしております。 

第５条の企業債では、病院施設整備及び医療器

械の購入を目的といたしまして、9000 万円の限度

額、起債の方法、利率、償還の方法を定めており

ます。 

第６条では、一時借入金の限度額を 2 億

5000 万円と定め、第７条では、予定支出の各項の

経費の金額の流用、第８条では、議会の議決を経

なければ流用することのできない経費として、職

員給与費 26 億 5358 万 5000 円及び交際費 270 万

円を定めております。 

第９条では、一般会計から受ける補助金として、

目的と合計金額 1 億 2973 万 5000 円を定めており

ます。 

また、第 10 条では、たな卸資産の購入限度額

を 7 億円と定めております。 

続きまして、議案第 45 号「令和５年度西予市

野村介護老人保健施設事業会計予算」について、

提案理由の御説明を申し上げます。 

野村介護老人保健施設つくし苑の事業につきま

しては、高齢者の心身の状況に応じた適切な介護

及び機能訓練のほか、必要な医療等を提供するこ

とにより、日常生活の自立と在宅復帰を支援し、

地域に親しまれ信頼される施設を目指して、引き

続きサービスの提供に努めてまいりたいと考えて

おります。 

それでは、公営企業会計予算書 229 ページをお

開き願います。 

第２条の業務の予定量といたしまして、入所定

員を 100 人、１日当たりの通所者定員を 35 人と

し、年間の療養者数は 4 万 740 人を見込んでおり

ます。 

次に、第３条の収益的収入及び支出について御

説明いたします。 

収入では、施設事業収益の総額を 6 億 2245 万

3000 円と定め、施設運営事業収益 5 億 3941 万

4000 円、施設運営事業外収益 5021 万 4000 円、特

別利益 3282 万 5000 円を計上しております。 

これに対しまして支出では、施設事業費用の総

額を 6 億 4935 万 9000 円と定め、施設運営事業費

用 6 億 4323 万 5000 円、施設運営事業外費用

612 万 4000 円を計上しております。 

続いて、予算書 230 ページをお開き願います。 

第４条の資本的収入及び支出でございますが、

資本的収入を 8207 万 6000 円、資本的支出を

8284 万 7000 円計上しております。 

次に、第５条では、一時借入金の限度額を 1 億

円と定め、第６条では、予定支出の各項の経費の

金額の流用、第７条では、議会の議決を経なけれ

ば流用することのできない経費として、職員給与

費 4 億 7550 万 3000 円及び交際費 7 万円を定めて

おります。 

第８条では、他会計からの補助金として、児童

手当補助など合計 1 億 789 万 8000 円を定め、第
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９条では、たな卸資産購入限度額を 2000 万円と

定めるものでございます。 

以上２議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

○小玉議長 

理事者の説明は終わりました。 

（日程９） 

○小玉議長 

次に、日程第９、議案第３号「財産の無償譲渡

について」から議案第７号「財産の無償貸付につ

いて」まで、議案第 10 号「西予市情報公開条例

の一部を改正する条例制定について」から議案第

18 号「西予市国民健康保険診療所条例の一部を改

正する条例制定について」まで及び議案第 20 号

「西予市野村茅葺き民家交流館条例の一部を改正

する条例制定について」から議案第 25 号「西予

市過疎地域持続的発展計画の変更について」まで

の 20 件を一括議題といたします。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

 〔和氣産業部長登壇〕 

○和氣産業部長 

議案第３号「財産の無償譲渡について」提案理

由の御説明を申し上げます。 

野村ダム湖畔に、平成２年野村ダム観光開発事

業の一環で設置されておりました野村ダムロッジ

は、平成 30 年７月豪雨災害で周辺の山林から土

砂が流入し、現在は使用禁止としている施設であ

ります。 

当該建物につきましては、被災による土砂等の

流入で再興までには多大な費用がかかることや、

耐用年数が 10 年以上も過ぎ、西予市公共施設等

総合管理計画に基づき、貸付をしないものとして

おりましたが、このたび、民間事業者から、この

施設を活用し、民間独自のネットワークによる新

たな事業展開により、地域経済の活性化と交流人

口の拡大を図る企画書が提出され、独自で修繕を

行い使用をしたい旨の要望がありました。 

このため、西予市有財産処理審議会にて審議し

た結果、当該借受者の事業により、地域経済の下

支え効果が期待されること、また、当該建物は築

年数や維持管理費用等を考慮すると資産としての

価値はなく、今後利活用できる物件ではないと判

断されることから、撤去費用や再開に向けた費用

対効果を鑑みたところ、費用負担が多大となるた

め、無償譲渡による財産処分を検討していただき、

総合的に妥当であるとの判断を受けましたので、

フィッシングつくる代表 庄司博昭氏に、当該施

設に係る建物を令和５年４月１日付で無償譲渡す

るため、地方自治法第 96 条第１項第６号の規定

に基づき、議会の議決を求めるものであります。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

藤井医療介護部長。 

 〔藤井医療介護部長登壇〕 

○藤井医療介護部長 

議案第４号「財産の無償貸付について」提案理

由の御説明を申し上げます。 

本市では、明浜町西地区の歯科医療を確保する

ため、平成 30 年４月１日から旧高山歯科診療所

の一部をあさの歯科医院浅野一郎医師に無償で貸

付け、歯科診療所を開設していただいております。 

本案は、この無償貸付期間が令和５年３月

31 日をもって満了となりますが、引き続き、地域

の歯科医療を確保するため、地域からの信頼も厚

く、歯科医療に御尽力いただいている浅野一郎医

師に歯科診療所施設として無償で貸し付けるもの

であります。 

続きまして、議案第５号から議案第７号までの

「財産の無償貸付について」関連がございますの

で一括して提案理由の御説明を申し上げます。 

本市では、三瓶町蔵貫地区、皆江地区及び下泊

地区の地域医療を確保するため、令和５年３月

31 日までを期間として、旧蔵貫診療所、旧皆江診

療所及び旧下泊小学校校舎の一部を樋口敏医師に

無償で貸付け、地域に根差した医療の提供をいた

だいております。 

本案は、樋口医師から、引き続き、３施設を診

療所として利用したいとのことで、普通財産貸付

申請書の提出を受けましたので、三瓶町南地区の

地域医療の確保を図るため、引き続き、樋口医師

に当該３施設を診療所施設として無償で貸し付け

るものであります。 

以上４議案、よろしく御審議の上、御決定くだ
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さいますようお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

 〔山住総務部長登壇〕 

○山住総務部長 

議案第 10 号「西予市情報公開条例の一部を改

正する条例制定について」提案理由の御説明を申

し上げます。 

本条例に基づく開示請求権者につきましては、

市内に住所を有することを条件とするなど、一部

限定的な取扱いといたしておりました。しかし、

今般の情報化の進展や行政活動の広域化に伴い、

市の諸活動に対する内外の関心は従来にも増して

高くなっており、近年において市政に関心と関わ

りを有する者は市民に限定されなくなってきてい

る状況がございます。 

今回の改正につきましては、市域を越えた情報

の広範囲な交流が求められている中、公正で開か

れた市政の一層の推進に寄与することを目的とし

て、何人も公文書の開示を請求することができる

よう、開示請求権を拡大するため、本条例の一部

を改正するものであります。 

続きまして、議案第 11 号「西予市職員定数条

例の一部を改正する条例制定について」提案理由

の御説明を申し上げます。 

今回の職員定数の改正は、令和７年４月から三

瓶町を西予市消防本部が管轄することとして協議

を進めていることに伴い、消防職員定数を 72 人

から 88 人に拡充し、現在の三瓶分署分の配置予

定人員数に備えるものでございます。 

職員の増員につきましては、八幡浜地区施設事

務組合消防本部と協力しながら、段階的な増員を

図り、令和７年度には万全の体制で臨めるよう取

り組んでまいります。 

続きまして、議案第 12 号「西予市職員の給与

に関する条例の一部を改正する条例制定について」

提案理由の御説明を申し上げます。 

職員の昇給につきましては、公務員制度上、

55 歳を超える職員は、標準の勤務成績では昇給停

止とされておりますが、本市では、職員の人事評

価の結果に基づき、良好な成績で勤務した職員に

ついては、２号給の昇給とし運用してきたところ

でございます。 

今回の改正は、国及び愛媛県の取扱いに準じ、

55 歳を超える職員の昇給について、勤務成績が特

に良好である場合に限るものとするものでありま

す。 

続きまして、議案第 13 号「西予市財産の交換、

譲与、無償貸付け等に関する条例の一部を改正す

る条例制定について」提案理由の御説明を申し上

げます。 

今回の改正は、地方自治法の規定に基づき定め

ております普通財産の譲与または減額譲渡及び無

償貸付け、または減額貸付けの規定を見直すもの

でございます。 

改正の内容につきましては、認可地縁団体にお

いて、地域的な共同活動の用に供している集会施

設、その他の普通財産を当該地縁団体に譲渡する

ときに、譲与または減額譲渡を可能とするほか、

市が一定の用途に供する目的を持って取得した住

宅用地等の普通財産をその用途に供させるため貸

し付けるときに、その効果を向上させるため、無

償貸付けまたは減額貸付けを可能とするものであ

ります。 

以上４議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井生活福祉部長兼福祉事務所長。 

 〔一井生活福祉部長兼福祉事務所長登壇〕 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

議案第 14 号「西予市保育所条例等の一部を改

正する条例制定について」提案理由の御説明を申

し上げます。 

今回の改正は、こども家庭庁設置法の施行に伴

う関係法律の整備に関する法律の施行に伴い、子

ども・子育て支援法及び学校教育法の一部が改正

されることから、当該法律を引用する西予市保育

所条例、西予市子ども・子育て会議設置条例、西

予市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の運営に関する基準を定める条例及び西予市認定

こども園条例中の引用箇所に条ずれ等が生じるた

め、これらを改正するとともに所要の整備を行う

ものであります。 

続きまして、議案第 15 号「西予市家庭的保育

事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例制定について」及び議案第
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16 号「西予市放課後児童健全育成事業の設備及び

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例制定について」関連がございますので一括し

て提案理由の御説明を申し上げます。 

今回の改正は、児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準等の一部を改正する省令の施行に伴い、

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準及

び放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す

る基準の一部が改正されることから、当該基準省

令に従い同様の措置を講ずるため、関係条例の一

部を改正するものであります。 

改正の主な内容としましては、家庭的保育事業

者等及び放課後児童健全育成事業所に対して、安

全計画の策定等の義務化並びに児童等送迎バスへ

の安全装置の設置及び送迎や施設外活動等に自動

車を運行した際の点呼などによる所在確認の義務

化のほか、感染症及び食中毒の予防、蔓延を防止

するために必要な措置を明確化するものでありま

す。 

続きまして、議案第 17 号「西予市国民健康保

険条例の一部を改正する条例制定について」提案

理由の御説明を申し上げます。 

今回の改正は、健康保険法施行令等の一部改正

に伴い、出産育児一時金の支給額が引上げられる

ため、本条例の一部を改正するものであります。 

改正内容につきましては、出産育児一時金の基

本額を 48 万 8000 円に引き上げることにより、産

科医療補償制度の加算対象となる出産に係る出産

育児一時金の支給額を 50 万円とするものであり

ます。 

続きまして、議案第 18 号「西予市国民健康保

険診療所条例の一部を改正する条例制定について」

提案理由の御説明を申し上げます。 

今回の改正は、安定的な医療提供体制の確保を

目的として、医師の雇用形態を充実するため、本

条例の一部を改正するものであります。 

改正内容につきましては、診療所長となる医師

の雇用形態に会計年度任用職員を追加し、診療日

数等に応じた雇用ができるよう充実を図るもので

あります。 

以上５議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

 〔和氣産業部長登壇〕 

○和氣産業部長 

議案第 20 号「西予市野村茅葺き民家交流館条

例の一部を改正する条例制定について」提案理由

の御説明を申し上げます。 

西予市野村茅葺き民家交流館は、野村町惣川地

区の振興を図る総合的拠点として、地区内の各機

関団体の連絡調整を図り、地区内の重要問題を審

議決定し、開発推進することを目的として、地域

の活性化に取り組んでいるところでございます。 

今回の改正は、西予市野村茅葺き民家交流館に

おける指定管理者の更新に伴い、令和４年度西予

市指定管理者等選定審査会にて、現在の利用料金

設定では適切な施設管理を行うことが難しい状況

にあるのではとの指摘がありましたことから、施

設の適切な維持管理を図るため、宿泊料などの見

直しを行うよう本条例の一部を改正するものであ

ります。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井消防長。 

 〔酒井消防本部消防長登壇〕 

○酒井消防本部消防長 

議案第 21 号「西予市消防手数料条例の一部を

改正する条例制定について」提案理由の御説明を

申し上げます。 

消防事務に関する交付申請等に要する手数料に

つきましては、地方自治法に基づき、本条例に定

めているところでございます。 

今回の改正は、罹災者等への交付手続を簡素化

するため、消防に関する証明のうち、罹災証明書

及び救急搬送証明書の手数料について不要とする

ものでございます。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

 〔三瀬建設部長登壇〕 

○三瀬建設部長 

議案第 22 号「西予市給水条例の一部を改正す
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る条例制定について」提案理由の御説明を申し上

げます。 

簡易水道事業及び愛媛県条例水道等については、

生活用水その他の浄水を地区住民に供給するため

設置をしていますが、近年の人口減少に伴う給水

人口の減少や節水型機器の普及による水需要の減

少に伴い、料金収入が減少傾向にあります。 

その一方で、水道施設・設備の老朽化による更

新や修繕など、多額の維持管理費が必要になって

おります。 

今回の改正は、簡易水道事業及び愛媛県条例水

道等について、健全な経営と適正な維持管理を行

う必要があることから、水道料金の改定を行うた

め、西予市給水条例の一部を改正するものであり

ます。 

続きまして、議案第 23 号「市道路線の認定に

ついて」提案理由の御説明を申し上げます。 

今回、明浜地区で２路線、宇和地区で１路線の

３路線の市道認定について議会の議決を求めるも

のであります。 

県道宇和明浜線及び県道平野坂戸線の道路改良

工事の完了により、県道区域から除外された区間

を西予市に払下げを受け、市道野福２号線、市道

野福１号線及び市道田之筋地区 148 号線として管

理をするため認定するものであります。 

なお、本件に係る市道の認定につきましては、

さきの１月 20 日に開催いたしました西予市道路

格付専門委員会において承認をいただいているも

のであります。 

以上２議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

 〔和氣産業部長登壇〕 

○和氣産業部長 

議案第 24 号「西予市営土地改良事業の施行に

ついて」提案理由の御説明を申し上げます。 

本案は、令和５年度から７年度までの３カ年計

画で、野村町伊勢井谷地区におきまして、県単独

土地改良事業を施行することに伴い、西予市営土

地改良事業施行条例第５条の規定により、その事

業の概要について議会の議決を求めるものであり

ます。 

本事業につきましては、中山間地域総合整備事

業にて整備された本路線の終点から市道までの未

整備区間を施工することにより、農作業の省力化、

効率化及び生産性の向上を図るものであります。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

 〔宇都宮政策企画部長登壇〕 

○宇都宮政策企画部長 

議案第 25 号「西予市過疎地域持続的発展計画

の変更について」提案理由の御説明を申し上げま

す。 

本市は、令和３年４月に過疎地域の様々な課題

を解決するための過疎地域持続的発展計画を策定

し、総合的かつ計画的な対策を実施しているとこ

ろであります。 

今回、高校卒業までの医療費の無償化について、

過疎地域持続的発展計画に１事業を新たに追加い

たしました。 

新たに追加する事業は、平成 24 年度から児

童・生徒に実施をしております医療費の助成を高

校卒業までの期間に延長するものであります。 

この事業の追加に伴う本計画の変更について、

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法

第８条の規定により議会の議決を求めるものであ

ります。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○小玉議長 

理事者の説明は終わりました。 

各委員会は、委員会付託された議案について十

分に審査を行い、３月２日の本会議において、委

員会審査の経過と結果について、各委員長の報告

を求めることといたします。 

以上をもって本日の日程は全て終了いたしまし

た。 

３月２日は午前９時より会議を開きます。 

本日はこれにて散会いたします。 

 

 

 散会 午後２時 23 分 
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令和５年第１回西予市議会定例会会議録（第２号） 

１．招 集 年 月 日 令和５年 ３月 ２日 

１．招 集 の 場 所 西予市議会議場 

１．開     議 令和５年 ３月 ２日 

          午前 ９時００分 

１．散     会 令和５年 ３月 ２日 

          午前１１時３１分 

１．出 席 議 員        

    １番  和 気 数 男 

    ２番  宇都宮 久見子 

    ３番  信 宮 徹 也 

    ４番  宇都宮 俊 文 

    ５番  加 藤 美 香 

    ６番  中 村 一 雅 

    ７番  河 野 清 一 
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    ９番  山 本 英 明 

   １０番  竹 﨑 幸 仁 

   １１番  小 玉 忠 重 

   １２番  源   正 樹 

   １３番  井 関 陽 一 

   １４番  中 村 敬 治 

   １５番  二 宮 一 朗 

   １６番  兵 頭   学 

   １７番  森 川 一 義 

   １８番  酒 井 宇之吉 

１．欠 席 議 員 

   な  し 

１．地方自治法第１２１条により 

説明のため出席した者の職氏名 

市     長  管 家 一 夫 

副  市  長  酒 井 信 也 

教  育  長  松 川 伸 二 

総 務 部 長  山 住 哲 司 

政策企画部長  宇都宮 明 彦 

生活福祉部長兼 

福祉事務所長  一 井 健 二 

産 業 部 長  和 氣 岩 男 

建 設 部 長  三 瀬 計 浩 

医療介護部長  藤 井 兼 人 

会 計 管 理 者  三 瀬   功 

   消防本部消防長  酒 井 広 一 

   教 育 部 長  宇都宮   裕 

   明 浜 支 所 長  上 中 保 博 

   野 村 支 所 長  大 森 寿 和 

   城 川 支 所 長  藤 川 忠 男 

   三 瓶 支 所 長  片 山 勇 一 

   総 務 課 長  兵 頭 章 夫 

   財 政 課 長  安 岡 克 敏 

監 査 委 員  正 司 哲 浩 

 （午前９時40分入室） 

１．本会議に職務のため出席した者の職氏名 

   事 務 局 長  冨 永   誠 

議 事 係 長  三 好 祐 介 

１．議  事  日  程  別紙のとおり 

１．会議に付した事件  別紙のとおり 

１．会 議 の 経 過  別紙のとおり 
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      議  事  日  程 

１ 議案第 ８号 西予市個人情報保護法施行

条例制定について 

議案第 ９号 西予市個人情報保護審査会

条例制定について 

議案第１９号 西予市営土地改良事業分担

金徴収条例の一部を改正す

る条例制定について 

議案第２６号 令和４年度西予市一般会計

補正予算(第１１号) 

議案第２７号 令和４年度西予市国民健康

保険特別会計補正予算(第

４号) 

議案第２８号 令和４年度西予市後期高齢

者医療特別会計補正予算

(第２号) 

議案第２９号 令和４年度西予市介護保険

特別会計補正予算(第２号) 

議案第３０号 令和４年度西予市農業集落

排水事業特別会計補正予算

(第３号) 

議案第３１号 令和４年度西予市水道事業

会計補正予算(第４号) 

議案第３２号 令和４年度西予市簡易水道

事業会計補正予算(第２号) 

議案第３３号 令和４年度西予市公共下水

道事業会計補正予算(第３

号) 

議案第３４号 令和４年度西予市病院事業

会計補正予算(第２号) 

議案第３５号 令和４年度西予市野村介護

老人保健施設事業会計補正

予算(第２号) 

２ 一般質問 
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本日の会議に付した事件 

１ 議案第 ８号 西予市個人情報保護法施行

条例制定について 

議案第 ９号 西予市個人情報保護審査会

条例制定について 

議案第１９号 西予市営土地改良事業分担

金徴収条例の一部を改正す

る条例制定について 

議案第２６号 令和４年度西予市一般会計

補正予算(第１１号) 

議案第２７号 令和４年度西予市国民健康

保険特別会計補正予算(第

４号) 

議案第２８号 令和４年度西予市後期高齢

者医療特別会計補正予算

(第２号) 

議案第２９号 令和４年度西予市介護保険

特別会計補正予算(第２号) 

議案第３０号 令和４年度西予市農業集落

排水事業特別会計補正予算

(第３号) 

議案第３１号 令和４年度西予市水道事業

会計補正予算(第４号) 

議案第３２号 令和４年度西予市簡易水道

事業会計補正予算(第２号) 

議案第３３号 令和４年度西予市公共下水

道事業会計補正予算(第３

号) 

議案第３４号 令和４年度西予市病院事業

会計補正予算(第２号) 

議案第３５号 令和４年度西予市野村介護

老人保健施設事業会計補正

予算(第２号) 

２ 一般質問 
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開会 午前９時 00 分 

○小玉議長 

おはようございます。 

本日は傍聴にお越しいただき誠にありがとうご

ざいます。 

ただいまの出席議員は 18 名であります。 

これより本日の会議を開きます。 

本日の議事日程はお手元に配信のとおりであり

ます。 

（日程１） 

○小玉議長 

日程第１、議案第８号「西予市個人情報保護法

施行条例制定について」、議案第９号「西予市個

人情報保護審査会条例制定について」、議案第

19 号「西予市営土地改良事業分担金徴収条例の一

部を改正する条例制定について」及び議案第

26 号「令和４年度西予市一般会計補正予算（第

11 号）」から議案第 35 号「令和４年度西予市野

村介護老人保健施設事業会計補正予算（第２号）」

までの 13 件を一括議題といたします。 

各委員会における審査の経過と結果について各

委員長の報告を求めます。 

まず、総務常任委員会委員長河野清一君の報告

を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

 〔河野総務常任委員会委員長登壇〕 

○河野総務常任委員会委員長 

総務常任委員会の審査報告をいたします。 

去る２月 22 日の本会議において当委員会へ付

託されました議案３件につきましては、24 日に委

員会を開催し審査を行いました。その経過と結果

について御報告を申し上げます。 

委員会結果はお手元に配信のとおりであり、議

案３件は原案のとおり可決決定いたしました。 

これより議案審査の過程におきまして、各委員

より出されました質疑並びに部課長の答弁を抜粋

して報告いたします。 

議案第 26 号「令和４年度西予市一般会計補正

予算（第 11 号）」について、総務課所管分では、

会計年度任用職員給与費において、年度途中で退

職された公益保護相談員についての質疑に対し、

職員での対応が難しい案件における補助者として

警察ＯＢの方を任用していたが、職員自体の対応

力の向上もあって、そのような案件が減少してお

り、緊急性がなかったため補充を見合わせたとの

答弁でありました。 

また、都市構造再編集中支援事業費国庫補助金

の概要についての質疑に対し、主に復興に係る肱

川左岸側の事業に充てており、地域住民の交流の

場を整備するための道路改良、公園整備等に補助

金を充てている。なお、補助率については、それ

ぞれの用途に合わせて事業費の 50％、あるいは

45％に分けられているとの答弁でありました。 

まちづくり推進課所管分では、卯之町はちのじ

まちづくり整備事業において、物価変動及び工事

内容変更による増額についての質疑があり、平成

29 年２月の建設物価指数月報に基づき、各事業の

着工時期の建築費指数と比較して 1.5％以上の差

が生じた場合、差額分の対価の改定を行うことと

なっている。また、変動率については、およそ

10％程度の上昇であったとの答弁でありました。 

以上、総務常任委員会審査報告といたします。 

令和５年３月２日、総務常任委員会委員長河野

清一。 

○小玉議長 

次に、厚生常任委員会委員長竹﨑幸仁君の報告

を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

竹﨑幸仁君。 

 〔竹﨑厚生常任委員会委員長登壇〕 

○竹﨑厚生常任委員会委員長 

厚生常任委員会の審査報告を行います。 

去る２月 22 日の本会議において当委員会に付

託されました議案について、２月 24 日に委員会

を開催し審査を行いましたので、その経過と結果

について御報告申し上げます。 

お手元に配信のとおり、議案６件については、

いずれも全会一致で原案可決決定いたしました。 

議案の審査経過において、委員より出された質

疑並びに部課長の答弁を抜粋して報告いたします。 

議案第 26 号「令和４年度西予市一般会計補正

予算（第 11 号）」医療対策室所管分では、巡回

診療車運営事業 432 万 3000 円の減額補正につい

て、今年度から惣川地区への診療回数が週２回か

ら１回になったことから、実施主体である野村病
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院の負担金を減額したとの説明がありました。 

委員からは、巡回診療車の今後の活用方法につ

いての質疑があり、５年目となるこの事業は、当

初土居診療所への巡回診療という目的もあったが、

土居診療所については、１日約 20 名の患者の受

診があり統合には至っていない。実施主体である

野村病院においては、医師不足により協力体制が

難しくなっており、今後の事業の在り方について

は、西予市医師会との協議が必要となるが、将来

に向け検討を進めていきたいとの答弁でありまし

た。 

長寿介護課所管分では、敬老会活動支援事業

60 万円の減額補正について、減額の理由について

の質疑があり、補助の対象となる 75 歳以上の高

齢者数の減少や敬老会を実施しなかった地区があ

ること、１人当たりの経費が 2,000 円の補助内で

収まり経費がかからなかったことなどであるとの

答弁でありました。 

健康づくり推進課所管分、予防接種事業のうち、

新型コロナウイルスワクチン接種関連予算の減額

に関しては、接種者数が見込みより少なかったこ

と、集団接種を実施しなかったことによるもので

あるとの説明でありました。 

過去５回のワクチン接種のうち、何回目の接種

が減額補正の対象になるのかとの質疑があり、４、

５回目の接種が主な減額の対象であり、ワクチン

接種への関心の薄れや接種後の副反応の影響など

から接種率が低下したと推測しているとの答弁で

ありました。 

議案第 34 号「令和４年度西予市病院事業会計

補正予算（第２号）」については、新型コロナウ

イルス感染症関連の補助金の補正、病院事業の収

支の調整に伴う補正でありました。 

医業収益の減少についての質疑があり、西予市

民病院、野村病院両病院ともに院内クラスター発

生による入院、もしくは外来制限が大きな原因と

なっている。野村病院においては、今年度整形外

科の医師が１名となったことによる入院外来患者

の減少も影響しているとの答弁でありました。ま

た、新型コロナウイルス感染症に関連する県補助

金についての質疑があり、新型コロナウイルス感

染症の確定患者を受け入れる感染症病床を有する

西予市民病院と病床のない野村病院とでは補助金

の内容も異なっている。西予市民病院では、入院

患者受入協力金助成事業、発熱外来設置補助金な

どがあり、野村病院では、感染症病床を持たない

ことから、一般病床で感染したコロナ感染者を受

入れており、外来で感染患者を受入れた際の協力

金、在宅の感染患者を訪問診療した場合の協力金、

後方支援病院として病床確保の補助金などがある

との答弁でありました。 

以上、委員会審査報告といたします。 

令和５年３月２日、厚生常任委員会委員長竹﨑

幸仁。 

○小玉議長 

次に、産業建設常任委員会委員長井関陽一君の

報告を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

井関陽一君。 

 〔井関産業建設常任委員会委員長登壇〕 

○井関産業建設常任委員会委員長 

産業建設常任委員会審査報告をいたします。 

去る２月 22 日に付託されました６議案につき

まして、２月 24 日に委員会を開催し審査いたし

ましたので、その結果と内容について御報告申し

上げます。 

付託されました６議案につきましては、お手元

に配信のとおり、全会一致にて原案可決決定いた

しました。 

審査過程における質疑、意見、部課長の答弁を

抜粋にて御報告申し上げます。 

議案第 26 号「令和４年度西予市一般会計補正

予算（第 11 号）」のうち、経済振興課所管分で

は、せいよＧｏＴｏ買い物キャンペーン商品券事

業業務委託料の減額について質疑があり、当初

9 万冊の商品券を販売することとしていたが、実

績として 7 万 8575 冊、枚数では 62 万 8600 枚と

なり、そのうち換金が 62 万 1837 枚となったこと

から、換金実績のなかった商品券のプレミアム分

を減額計上したとの答弁がありました。商品券が

売れなかった原因につきましては、以前に買い物

キャンペーンを行った際の 400 件以上を想定して

いた参加店舗数が想定よりも少なかったこと、１

店舗当たりの販売上限を設定していたことが考え

られるとの答弁でありました。 

また、商店街空洞化対策事業では、補助件数に

ついて質疑があり、令和４年度の新規出店者店舗
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改修補助金は、宇和町で２件、店舗リニューアル

補助金は、宇和町が８件、野村町が３件、三瓶町

が４件であり、想定よりも補助申請が伸びなかっ

たために減額したとの答弁でありました。 

農業水産課所管分の農村環境保全向上活動支援

事業では、田んぼダム治水効果調査について質疑

があり、清沢地区と杢所地区において、排水口に

Ｖ字型の堰板を設置した圃場と普通の堰板を設置

した圃場それぞれ４カ所に水位計を設置し、雨が

降ったときの圃場の水位の上昇具合や排水状況等

を調査し、田んぼダムにどれだけの効果があるか

ということを調査しているとの答弁でした。 

また、新型コロナウイルス感染症対策事業（農

業費）では、畜産飼料高騰対策支援事業補助金の

減額について質疑があり、畜産飼料高騰対策につ

いては、第１弾を６月補正予算で、第２弾を

11 月補正予算で計上し支援を行い、第１弾の申請

件数は 105 件、申請額は 9515 万 3000 円、第２弾

の申請件数は、農家が１件廃業したことにより

104 件で、申請額は 7140 万 6000 円の実績となり、

支援事業が完了したため不用額を減額したとの答

弁でした。 

建設課所管分の道路橋梁維持修繕事業では、除

雪費用について質疑があり、本年度の市内全域の

除雪に係る重機借上料は約 1130 万円で、今回、

野村、城川地区で除雪に関する予算が不足したた

め増額計上したとの答弁でした。 

また、ブロック塀等安全対策事業では、安全対

策の進み具合について質疑があり、申請件数は毎

年１、２件程度となっているが、危険な状態の私

有財産に対する安全対策補助であり、来年度も引

き続き予算の範囲で対応したいとの答弁で、補助

対象には、補助要件を満たしていれば改修工事だ

けでなく撤去工事のみの申請も対象になるとの答

弁でありました。 

以上、委員会審査報告といたします。 

令和５年３月２日、産業建設常任委員会委員長

井関陽一。 

○小玉議長 

以上で各委員長の報告は終わりました。 

これより各委員長報告に対する質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○小玉議長 

以上で質疑を終結といたします。 

これより討論に入ります。 

討論の通告がありませんので討論を終結といた

します。 

これより議案順に採決を行います。 

この採決は採決システムを用いて行います。 

議員各位に申し上げます。 

お手元のタブレットが入室認証画面に切り替わ

ったことを確認してください。 

本日送信した入室コードを入力してください。 

 〔入室コードを議員が入力〕 

○小玉議長 

全員の入室を確認いたしました。 

まず、議案第８号「西予市個人情報保護法施行

条例制定について」を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第８号は原案のとおり決定することに賛成

の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを押

してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第８号「西予市個人情報保護法施行条例制

定について」は賛成全員により可決となりました。 

次に、議案第９号「西予市個人情報保護審査会

条例制定について」を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第９号は原案のとおり決定することに賛成

の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを押

してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第９号「西予市個人情報保護審査会条例制

定について」は賛成全員により可決となりました。 

次に、議案第 19 号「西予市営土地改良事業分

担金徴収条例の一部を改正する条例制定について」

を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 19 号は原案のとおり決定することに賛

成の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを

押してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 
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採決を確定いたします。 

議案第 19 号「西予市営土地改良事業分担金徴

収条例の一部を改正する条例制定について」は賛

成全員により可決となりました。 

次に、議案第 26 号「令和４年度西予市一般会

計補正予算（第 11 号）」を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 26 号は原案のとおり決定することに賛

成の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを

押してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第 26 号「令和４年度西予市一般会計補正

予算（第 11 号）」は賛成全員により可決となり

ました。 

次に、議案第 27 号「令和４年度西予市国民健

康保険特別会計補正予算（第４号）」から議案第

35 号「令和４年度西予市野村介護老人保健施設事

業会計補正予算（第２号）」までの９件を一括採

決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 27 号から議案第 35 号までの９件は原案

のとおり決定することに賛成の方は賛成ボタンを、

反対の方は反対ボタンを押してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第 27 号「令和４年度西予市国民健康保険

特別会計補正予算（第４号）」以下９件の議題は

賛成全員により可決となりました。 

暫時休憩いたします。（休憩 午前９時 26 分） 

○小玉議長 

再開いたします。（再開 午前９時 40 分） 

（日程２） 

○小玉議長 

次に、日程第２、一般質問を行います。 

質問者は通告内容及び申し合わせ事項に従い発

言してください。 

それでは通告順に発言を許可いたします。 

８番佐藤恒夫君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

佐藤恒夫君。 

○８番佐藤恒夫君 

議席番号８番佐藤恒夫です。 

議長より発言の許可をいただきましたので、質

問通告書、会議規則及び申し合わせ事項に従い一

般質問をいたします。 

私自身久しぶりのトップバッターでございます。

トップバッターがつまずかないように緊張感を持

って質問をいたしたいと思います。 

まず初めに、消防業務について質問をいたしま

す。 

西予市では、消防庁舎の建て替えが、野村支署

と本部庁舎と続けて建設することになっておりま

す。両庁舎とも昭和 53 年に建設され 45 年が経過

をして、老朽化のために建設となっております。

消防職員は交代勤務でありまして、24 時間体制で

勤務をしています。庁舎内が生活空間でありまし

て、風呂、台所、トイレ、洗濯室、仮眠室など、

生活をする全てが必要となります。快適な生活環

境を確保することが勤務意欲の向上となります。 

今後想定される地震や災害において、消防防災

活動の拠点として重要な役割を果たす消防庁舎の

建設に期待をしているところであります。 

まず初めに、消防署野村支署新庁舎実施計画に

ついてお伺いをいたします。 

昨年６月より支署建設工事を着手し、本年４月

から供用開始となります野村支署新庁舎実施計画

についての進捗状況と計画内容を説明願います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

おはようございます。 

本日は一般質問に当たりまして早朝より傍聴に

お越しいただきまして心より感謝申し上げます。 

一雨ごとに暖かくなり、春の気配も一段と感じ

るところであります。この先の気温も、例年より

高い予報が出ておりますので、本格的な春の到来

も早まるのではないかなと、そのように期待をし

ているところであります。 

新型コロナウイルス感染対策につきましては、

３月 13 日からマスク着用が個人の判断となり、

これを受けまして、市内小・中学校の卒業式では、

児童生徒の皆さんも基本的にマスク着用が任意と
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され、３年ぶりにマスクなしでの式典となる見込

みであります。ずっと学校生活でマスクをしたま

までありましたので、逆に違和感を覚える児童生

徒の皆さんや保護者の方もおられると思いますが、

これもウィズコロナの象徴とも思うところであり

ます。 

さて、本日から土日を挟んで３日間にわたりま

して、８名の議員の皆様から一般質問をお受けい

たします。それぞれの御質問に対しまして真摯に

回答をさせていただきます。どうぞよろしくお願

い申し上げます。 

なお、市政運営の根幹に関わる御質問は私が回

答し、専門的分野などの質問につきましては、各

部長を中心に回答させていただきたいと考えてお

りますので、御理解をいただくようよろしくお願

いを申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井消防長。 

○酒井消防本部消防長 

西予市消防署野村支署新庁舎の新築状況と設計

内容についてお答えいたします。 

まず、進捗状況につきましては、令和４年７月

に建設工事が始まりまして、現在までに、基礎工

事、躯体、外壁及び屋根工事など、外観はほぼ完

成しております。現在は、内部仕上げや防水・塗

装工事などが行われており、２月末現在の建築進

捗率は 95％と計画どおりに進んでいる状況でござ

います。 

今後のスケジュールにつきましては、新庁舎の

完成予定を本年３月 15 日としておりまして、３

月末までに引っ越し作業を行い、４月１日から業

務開始を予定しているところでございます。 

その後、現庁舎の解体工事に着手するとともに、

駐車場などの外構工事を行いまして、８月下旬に

全ての工程が完了する予定となっております。 

次に、設計内容についてお答えいたします。 

まず、庁舎の構造は、木造と鉄骨造の混構造と

なっております。事務所棟には、西予市産材を活

用した木造を採用しまして、車庫棟は鉄骨造とし、

共に耐震性を備えた設計となっております。 

庁舎内は、事務の効率化を図るためフリーアド

レスを採用しますとともに、職員のプライバシー

の確保や職員間の感染防止対策のため仮眠室の個

室化を図っております。また、女性専用の生活ス

ペースを設けるなど、職員が働きやすい職場環境

を目指した設計となっているところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

佐藤恒夫君。 

○８番佐藤恒夫君 

説明によると、完成予定が３月 15 日で、３月

末に引っ越し作業を行い、４月１日から業務開始

となるとのことでございました。その後、現庁舎

の解体工事に着手し、８月下旬に工程が完了予定

との答弁であったかと思います。 

現庁舎の解体工事をする場合の近隣住民への安

全対策はどのようになっているのかをお伺いいた

します。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井消防長。 

○酒井消防本部消防長 

新庁舎完成後の近隣住民などに対する安全対策

についてお答えいたします。 

先ほど御説明のとおり、新庁舎完成後すぐに現

庁舎の解体工事に着手するため、消防車両は、新

庁舎裏側駐車場に配備する計画としております。 

このことから、当面の間は裏側駐車場から庁舎

南側の市道中央線を通る出動動線となるため、近

隣住民の皆様には、広報紙やホームページなどで

周知させていただきますとともに、出動の際には、

誘導の職員を配置するほか緊急出動灯を設置する

など万全の安全対策を講じることとしております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

佐藤恒夫君。 

○８番佐藤恒夫君 

しっかりと安全対策を講じていただきたいと思

います。 

次に、西予市消防本部庁舎改築についてお伺い

をいたします。 

西予市本部庁舎の進捗状況と基本計画と基本設

計について説明をお願いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 
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酒井消防長。 

○酒井消防本部消防長 

西予市消防本部・署新庁舎建設の進捗状況と基

本計画及び基本設計についてお答えいたします。 

まず、進捗状況につきましては、令和４年６月

から造成工事を開始しまして、現在までの造成進

捗率は約 50％と順調に進んでおりまして、本年７

月に完成予定となっております。 

今後のスケジュールにつきましては、本年７月

に改築工事に係る実施設計が完了後、12 月から庁

舎建設工事に着手しまして、令和７年２月の完成

を目指しており、令和７年４月の供用開始を予定

しているところでございます。 

次に、基本計画及び基本設計についてお答えい

たします。 

まず、基本計画及び基本設計におきましては、

西予市消防本部等庁舎改築推進委員会において御

検討をいただいております。 

新庁舎の面積は延べ面積約 2,000 平方メートル

の２階建て、主要構造は鉄筋コンクリート造で、

防災拠点として機能できるよう耐久性、耐震性に

もすぐれた構造で計画をしております。また、敷

地内にはヘリポートを設置するなど、広大な土地

を有効利用する計画で進めているところでござい

ます。 

また、庁舎内につきましては、消防本部と消防

署の機能をワンフロア化し、事務の効率化を図り、

素早い情報共有ができるよう計画しますとともに、

野村支署同様に職場環境の充実を図るよう計画し

ているところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

佐藤恒夫君。 

○８番佐藤恒夫君 

消防本部と消防署の機能をワンフロア化して事

務の効率化を図るとのことでございましたが、

119 番受信施設、通信指令室と消防指令システム

はどのようになっているのかお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井消防長。 

○酒井消防本部消防長 

119 番の受信施設となります通信指令室の整備

計画と受信体制についてお答えいたします。 

119 番の受信施設は、新庁舎２階の通信指令室

に、最新の消防指令システムを導入する計画とし

ております。令和５年度に実施設計を行い、令和

６年度中に設置工事を完了させ、令和７年４月の

庁舎供用開始と同時に運用開始をする計画でござ

います。 

次に、新たに管轄となります三瓶地区の 119 番

受信体制につきましては、消防指令システムの運

用開始と同時に、当消防本部通信指令室で受信す

る体制に切り替わる予定としております。また、

消防救急デジタル無線の整備が必要になりますの

で、あわせて整備、更新する計画としております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

佐藤恒夫君。 

○８番佐藤恒夫君 

次に、常備消防についてお伺いをいたします。 

県下においては、消防の広域化、通信指令セン

ター共同運用の問題が進まない中で、常備消防と

いうのは、西予市単独で運営していくこととなり

ました。 

また、令和７年４月より三瓶町の常備消防と非

常備消防の指揮命令系統が統一されることとなっ

ております。 

今回、八幡浜地区施設事務組合から脱退するこ

とについて、八幡浜市、伊方町、西予市による協

議会が設立をされ、令和７年度からのお互いの消

防力が低下しないことを前提に人員配備や財産譲

渡の懸案事項を協議していると聞いております。 

協議の進捗状況をお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井消防長。 

○酒井消防本部消防長 

八幡浜施設事務組合からの脱退に向けた協議の

進捗状況についてお答えいたします。 

まず、協議の進捗状況につきましては、令和４

年４月に八幡浜地区施設事務組合共同処理事務検

討協議会が設立されまして、構成員となります副

市長、部長などにより、これまで２回の協議会が

開催されております。この中でも、消防事業に係

る協議につきましては、構成市町の課長が構成員
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となります消防分科会をこれまでに３回開催し、

人員調整や財産処分などの協議を進めております。

また、より具体的かつ専門的な検討を行う場合に

は、消防同士によります消防専門部会を２回開催

するなど慎重に協議を進めているところでござい

ます。 

当消防本部といたしましては、今後も八幡浜地

区施設事務組合消防本部の協力を得ながら、三瓶

地区における切れ目のない消防サービスの実現に

向け、スムーズな引継ぎができるよう継続して協

議を進めていく所存でございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

佐藤恒夫君。 

○８番佐藤恒夫君 

消防事業については、平成 14 年、当時の東宇

和・三瓶町合併協議会の際に、八幡浜地区施設事

務組合消防と東宇和消防との広域再編の検討が進

められておりましたが、平成 16 年の西予市合併

までに調整がつかず、当時の東宇和・三瓶町合併

協議会と東宇和事務組合から連名で、八幡浜地区

施設事務組合に暫定的な取扱いをして、当面の間、

三瓶町区域の消防管轄を八幡浜消防へお願いを申

入れて了承していただいた経緯があります。 

以来、県下において消防広域化が進まない中で、

西予市では、一つの市で常備消防と非常備消防の

指揮命令系統が統一されていない状況が懸案事項

になっておりました。 

これまで八幡浜消防の皆様には、三瓶町民の生

命、財産を守っていただきましたことに対して敬

意と感謝を申し上げます。 

令和７年４月より西予消防で管轄することにな

りますが、三瓶町民の方にとっては先が見えない

不安があると思います。 

三瓶町常備消防の脱退に向けたスケジュールは

どのようになっているのかをお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井消防長。 

○酒井消防本部消防長 

今後の脱退に向けてのスケジュールについてお

答えいたします。 

今後の予定といたしましては、今年度４月に設

立されました協議会において協議検討を重ねまし

て、構成市町の議会で、規約改正や財産処分など

の議決をいただいた後、県の許可を得まして、脱

退する運びとなるよう進めているところでござい

ます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

佐藤恒夫君。 

○８番佐藤恒夫君 

次に、非常備消防についてお伺いをいたします。 

人口減少により、各地域の消防団の統廃合が予

想されている中で、消防団員の定数など再編計画

はどのようになっているのか現状をお伺いいたし

ます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井消防長。 

○酒井消防本部消防長 

西予市消防団の現状についてお答えいたします。 

まず、西予市消防団の定数につきましては、平

成 29 年に当時の定数 1,895 人を確保することが

できないことから 1,752 人に定数を改正しており

ます。しかしながら、本年１月末現在の実員数は

1,624 人であることから、前回の定数改正後から

128 人不足しているのが現状でございます。 

さらには、市内の分団ごとの団員数では、定数

を満たしている分団が１分団のみで、それ以外の

25 分団は全て定数割れが起きている状況となって

おります。 

これは、高齢化や人口減少が大きな要因ではご

ざいますが、若者の消防団離れも要因の一つにな

っていると考えられております。 

このような中、各分団では、一度退団された方

の再入団や機能別消防団員で定数を補うなど、何

とか定数を確保しようと努力しているところでご

ざいます。また、団本部におきましては、市内の

高校生を対象とした未来の消防団加入促進事業の

実施や消防団員の報酬見直しなど、魅力ある消防

団づくりに努めているところではございますが、

団員確保は容易でなく、このまま人口減少が続き

ますと分団や部の維持ができなくなることも考え

られるところでございます。 

この問題解決のため、一昨年から各方面隊にお
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いて検討を行うなど、消防団の再編計画に取り組

みますとともに、団員数はもとより、統廃合を含

めた中長期計画の策定が必要となりますので、現

在、計画策定に向けて協議を進めているところで

ございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

佐藤恒夫君。 

○８番佐藤恒夫君 

地区の安心安全を守るためには、消防団員を維

持することが大変重要になってくるんではないか

と思います。消防団が地域で果たす役割は大変重

要であります。 

地域の消防力の確保はどのように考えているの

かをお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井消防長。 

○酒井消防本部消防長 

地域の消防力確保についてお答えいたします。 

現在は、方面隊ごとに消防団の再編に係る問題

点の抽出を行っているところで、その中では、

10 年後も団員の確保は可能であるという分団もあ

れば、３年後には部の統合が必要であるとの意見

もございます。また、中には、部の再編は行わず

人員削減や車両の変更で対応するとの意見や機能

別消防団を増やして対応するなどの意見も出てい

るところでございます。 

現在、これらの御意見をもとに、地域の実情に

合わせた再編計画となるよう調査・検討を進めて

いるところでございます。 

さらに今後は、消防団との協議を進めますとと

もに、地域の皆様の協力と同意を得ながら地域の

消防力確保に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

佐藤恒夫君。 

○８番佐藤恒夫君 

よりよい消防体制を構築していただきたいと思

います。 

次に、晩婚化と出生力の低下についてお伺いを

いたします。 

管家市長の新年の挨拶の中に「令和５年を少子

化対策強化元年として、前年度出生者数 164 人か

ら 200 人に引き上げることを目指します。そのた

めには、子育て支援の充実や多様な生き方を認め

合う社会構築の推進、出会いの創出、職業選択の

機会を広げ、チーム西予で全部署が政策に取り組

むとともに、実効性のある政策が講じられるよう

重点的に予算確保を行い、公民協働で推進してい

く」と表明をされました。 

少子化になった要因を私なりに考えてみると、

2021 年の合計特殊出生率は、15 歳から 49 歳まで

の女性の年齢別出生率を合計したものであります

が、1.3 人、2022 年の合計特殊出生率は 1.27 人

程度とずっと低い状態が続いております。風潮と

して、もう子どもがいないのが当たり前のように

なってきているように感じております。原因の一

つというのは、働く女性が増えたこと、それと、

女性の経済力の向上や独自生活のほうが自由であ

ること、家事育児の負担や拘束感があるなどがあ

りますが、晩婚化と出生率の低下についての施策

はあるのかをお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

晩婚化と出生率の低下についてお答えをいたし

ます。 

近年の社会的背景による結婚に対する意識の変

化や経済的な不安、子育てに対する不安など、晩

婚化や未婚化の要因は様々ですが、当市の晩婚化、

出生率の低下に対する取組といたしましては、結

婚希望者を対象に、西予市結婚推進委員による定

期的な相談活動や西予市結婚推進委員会が主催す

る婚活イベントを実施し、結婚希望者の相談に対

応するとともに、令和３年度からは、経済的理由

により結婚に踏み出せない方を対象に、国の補助

金を活用した結婚新生活支援事業を実施しており、

本年度からは、対象世帯のうち、夫婦共に 29 歳

以下の世帯に対しては補助額を 60 万円に増額し、

若年世帯への支援強化を図っているところです。 

当市の結婚、妊娠、出産、子育て支援などの既

存の事業を充実させるとともに、令和５年度から

は、県・市連携事業であるえひめ人口減少対策総
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合交付金を活用し、出産時に夫婦共に 29 歳以下

であった出産後１年以内の世帯に対し、出産後の

育児用品購入費用などについて、新生児１人当た

り 20 万円を限度として助成する若年出産世帯応

援事業を実施する計画であり、経済的理由で出産

を諦めることがないよう子どもを持ちたい若年夫

婦への支援を行い、出生率の増加に努めてまいり

ます。 

晩婚化・未婚化を原因とする少子高齢化は社会

全体の課題でもありますが、当市といたしまして

も、結婚や出産を前向きに考えたい方へ向けた幅

広い支援策を検討してまいります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

佐藤恒夫君。 

○８番佐藤恒夫君 

結婚するとかしないとか、子どもを産むか産ま

ないかとかというふうなところについては、個人

の判断によるものですし、非常にデリケートな部

分で、余り触れたくないところであります。個人

の尊厳を尊重するのがもう大前提ではありますが、

我々の時代というのは、早く結婚しろとか、結婚

したら早く子どもつくれとかとよく言われたもの

です。 

今、そんなことを言ったとしたらもう大変なこ

とになろうかと思います。多分ですね、あしたの

朝の新聞あたりには、西予市副市長、西予市総務

部長ハラスメントとかという大きな見出しがぼん

と出るんではないかと思ったりもしております。 

私が思うのは、結婚したいとか、子どもを育て

たいと思ってもらえるような環境をつくることが

重要じゃないかと思います。 

答弁では、結婚や出産を前向きに考えたい方へ

向けた幅広い支援策を検討するということでござ

いました。 

全国的には、合計特殊出生率が 2019 年に

2.95 に達し、子育て世代の半数が３人以上を育て

ているという奇跡の町と称されるところが、岡山

県の奈義町でございますが、ここは人口が

5,700 人余りの小さな町ですが、子育て応援宣言

を行い、若者住宅整備、自主保育活動、就労支援

などの取組を充実させて、母親が自由時間を持て

たり、希望に応じた働き方ができるまちぐるみの

サポートをしているようでございます。 

西予市でも、子育てするなら西予というのを標

榜しておりますので、晩婚化、未婚化を原因とす

る少子化対策を実行していただきたいと思います。

ここでは答弁は要りません。一番最後の独自の取

組というところあたりで、多分思いとか、施策あ

たりが出てくるだろうと思いますので、次に移り

たいと思います。 

次に、子育てと仕事の両立支援についてお伺い

をいたします。 

女性が働きながら子育てと仕事の両立をすると

いうことは本当に大変なことだと思います。かつ

ては専業主婦の家庭がほとんどでありましたが、

現在は、共稼ぎの家庭が大体７割ぐらいを占めて

いるんじゃないかと思います。働いている家庭が

増えている背景には、労働者の賃金が上がらない

ことが原因で収入が増えないために、将来の家計

に不安があり働く女性が増えていることと、改正

男女雇用均等法や改正労働法の施行で、性別にか

かわらず働きやすい職場や個人の能力を十分に発

揮することができる社会になったことが挙げられ

るのではないかと思います。 

子育てと仕事の両立は本当に大変なことであり

ますし、西予市職員においての育児休業制度の充

実や労働時間の短縮などの子育てをしながら安心

して暮らせる雇用制度というのはどういうふうに

なっているのかお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

子育てと仕事の両立についてお答えいたします。 

令和３年度に県が実施した県内民間事業所にお

ける仕事と家庭の両立支援に関する雇用環境の実

態を把握するための調査結果によりますと、平成

17 年度に 73％だった女性の育児休業の取得率は

90.5％となり、近年では働く女性が増え共働き世

帯も増加している中、働き続けることを希望する

人の仕事と育児などの両立を支えていくには、妊

娠から出産・育児を一貫した子育て相談体制の構

築と、就学前まで安心して子育てできる保育サー

ビスなどの充実と子育てしながら安心して働ける

雇用制度が必要であります。 

西予市職員の子育てを支援する休暇・休業制度
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については、女性職員が育児と仕事を両立するた

めの支援制度の一つとして育児休業制度がありま

す。女性の育児休業の取得率が 100％である一方、

男性職員の育児休業の取得は、令和５年２月現在

１人であります。 

令和４年５月改正地方公務員育児休業法が公布

され、育児休業の取得回数の制限を緩和すること

により、夫婦交代での育児休業の取得や男性職員

の育児休業の取得をしやすくする制度が、令和４

年 10 月から始まっております。 

将来の地域を支える西予市職員の人材育成の観

点、また、地域への波及効果の観点からも女性も

男性も育児休業を取得しやすい環境整備を進め、

男女問わず、安心して育児と仕事を両立できる職

場づくりを進めてまいります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

佐藤恒夫君。 

○８番佐藤恒夫君 

育児休業制度についてお伺いをいたします。 

産休中というのは、給料の出る会社というのは

ほとんどありません。出産前後の大変な時期に、

働いていたら支給される給料がもらえないという

のは、家計にとっては大きな打撃であります。こ

うしたことから、産休中は、会社の給料ではなく、

加入している健康保険組合などの公的医療保険か

ら、出産育児一時金と出産手当金が支給をされま

す。出産育児一時金は、今のところは 42 万円で、

入院・分娩費用としてほとんどが出費され、家計

に残るのは皆無だとお聞きをいたします。出産費

用というのは全国的に年々値上がり傾向にありま

して、国も経済的な負担を軽減するということで、

本年４月より 50 万円に増額される予定でありま

す。 

日常の家計というのは、出産手当金で補うこと

になりますが、出産手当金は１日当たりの標準報

酬日額の３分の２の支給となっております。最近

は、企業においても福利厚生制度を設けて、産休

中も給料を支払う会社というのが出てはきており

ますが、中小企業、西予市の会社では、そういっ

た体制整備が進んでおりません。ただしなんです

が、公務員というのは、産休は有給休暇扱いとな

り給料が支給をされます。給料だけではなく、産

休中にボーナス月があっても欠勤の減給が適用さ

れることなく全額を支給されております。 

このように、会社員と公務員では、産休中に受

けられるお金に差が生じます。 

この出産手当金の標準報酬日額３分の２の支給

部分の残り３分の１を行政で助成ができないもの

かお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

出産手当金の補助支給についてお答えをいたし

ます。 

公的医療保険には複数の種類がございまして、

職業や年齢などによって加入できる保険に違いが

ございます。 

主なものでは、御質問にありました会社員が加

入する健康保険、公務員が加入する共済組合、自

営業の方などが加入する国民健康保険がございま

す。 

出産手当金につきましては、休暇中の加入者を

対象とした給付制度の一つでありますが、国民健

康保険に至っては出産手当金の給付はございませ

ん。 

このように、各保険により制度設計も異なり、

保険料や保障内容にも様々な違いがあることから、

保険制度ごとへの出産手当金補助支給は難しいも

のと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

佐藤恒夫君。 

○８番佐藤恒夫君 

出産手当金の助成というのは難しいというふう

な答弁でありました。 

出産手当金は、言われましたように健康保険協

会などのいわゆる社会保険に加入している女性が

受け取れる手当であります。国民健康保険は対象

外で、自営業や個人事業主で国民健康保険加入の

人は出産手当金の支給が対象外となっております。

現在は多様な働き方が増加しているわけでござい

ますので、産前産後期間や育児休暇期間の経済的

支援も積極的に検討していくべきではないかと思

います。先ほど言われましたように、出産手当金
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の３分の１の助成は難しいと言われておりました

が、私は、対象外の方というのは、行政のほうで

標準報酬日額というのを決めればよいわけなんで

すよね。保険会社なんかであるように、休業補償

と同じような形で、例えば、最低 5,000 円とかい

うような形で決めて、その３分の１、1,500 円を

助成すればよいわけではないかなと私自身は思っ

ております。社会保険に加入している人というの

も３分の１助成するし、国民健康保険に加入して

いる方というのも、今、決めた標準報酬日額の３

分の１を支給したら公平になるのではないかなと

私なりには思ったところでありますが、働き方や

加入する保険制度によって発生する不公平という

のを解消することが重要な課題ではないかなと非

常に思っております。 

制度を根本的に見直すことも含めて、安心して

利用できる制度の見直しに期待をしたいところで

あります。 

次に、少子化対策についてお伺いをいたします。 

国も少子化に歯止めがかからない状態で、岸田

首相も今年の年頭会見で「異次元の少子化対策に

挑戦する」と述べられました。管家市長も、先ほ

ど言いましたように、年頭の挨拶で「令和５年を

少子化対策強化元年として、前年度出生者数

164 人から 200 人に引き上げることを目指します。

そのためには、子育て支援の充実や多様な生き方

を認め合う社会構築の推進、出会いの創出の機会

を広げていき、実効性のある社会構築の推進を重

点的に予算確保を行う」というふうなことを表明

されました。 

少子化対策強化元年として西予市が取り組む施

策はどのようなものがあるのかお伺いをいたしま

す。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

ただいま佐藤議員から少子化対策元年として西

予市が独自で取り組む施策についての御質問があ

りましたのでお答えをさせていただきたいと思い

ます。 

私は、昨年 11 月に開催されました令和４年第

４回西予市定例会で、愛媛県が公表しました将来

人口推計に対しまして、何も対策を講じない場合、

将来西予市の人口は約３分の１にも減少すること

に危機感を抱き、令和５年度を少子化対策強化元

年として、出生率を引き上げることを目指して、

そのための子育て支援の充実や社会環境の整備を

推進させていただくという旨の御説明を差し上げ

ました。 

少子化対策では、仕事、出会い、結婚、妊娠、

出産、子育てとライフステージに沿った切れ目の

ない支援というものが必要不可欠であると思いま

す。その具体的な施策を実現するため、せいよ将

来人口究明・対策プロジェクトを発足させるなど、

調査、研究をしてまいりました。 

議員の御質問の令和５年度新たな市単独事業で

の取組施策として、令和５年度当初予算に計上し、

今定例会に上程する事業につきまして御説明をい

たします。 

まず、仕事に関する施策としましては、せいよ

に企業を連れてきて事業を計画しております。こ

の事業は、人口増加の取組の支援実績があるシテ

ィプロモーションに特化した企業と連携をしまし

て、地方移転を考えている企業の誘致を目指し、

そして、若者の就労先確保につなげたいと考えて

おります。 

また、市内企業が学生等の就職候補先となるよ

う市内だけではなく市外での合同就職説明会を開

催する計画をしております。 

次に、出会い、交流の場としてスキルアップミ

ーティング事業の実施を計画しております。この

事業は、若者による異業種での研修や交流を促進

することで、個々のスキルアップや人脈づくりに

つなげるとともに、若者同士の出会いの場を設け

るものでございます。この事業の推進につきまし

ては、市内企業、各企業の皆さんに対する働きか

けを強化しながら積極的な御協力をいただきたい

と考えております。 

そして次に、子育て支援では次の３つの事業に

取り組みます。 

まずは、保育料の無料化を拡充いたします。現

行では市独自の基準による第３子以降の無料化の

所得制限を撤廃し、さらに、保育所等に同時入所

している第２子についても所得制限を設けず無料

化を実施し、市独自の保育料無料化制度の拡充を

いたします。 
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次に、中学校へ進学する場合、制服や自転車と

いった進学に必要な準備を応援支援するために、

児童１人当たり 1 万 5000 円の進学準備応援金を

支給いたします。 

最後に、現在 15 歳までとしております保険診

療による医療費自己負担分の全額助成の対象を

18 歳まで拡充をいたします。 

その他、移住定住や子育て世代の支援施策の推

進を目的に定期借地権を設定いたしました市所有

地の貸付けや、住宅取得時の支援として、住宅取

得応援金のほか、子育て応援金を支給するせいよ

ｄｅ子育て応援金を新設いたします。 

さらに、当初予算でまだ調査、研究が必要なこ

とから計上できませんでしたけれども、令和５年

度に優先的に調査、研究を行う事業として、出会

い、結婚ではでめきんドリーム事業を計画してお

ります。この事業は、出会い、めでたい、報酬の

頭文字をとった事業で、市民誰もが仲人となり、

結婚成立に至った世話人に対して報酬を支払いす

るということで、周囲も積極的にサポートし、婚

姻率を上げる事業として考えております。 

妊娠、出産の面では不妊治療等に関わる費用の

助成事業、子育て支援では子どもの習い事応援事

業、多子世帯応援パスポート事業、子育てするな

ら西予イメージ発信・定着戦略事業などの施策を

考えており、諸課題の調査、研究を行った上で、

実現可能なものは実施できるよう所要の準備を進

めてまいりたいと考えております。 

財源につきましては、新設されますえひめ人口

減少対策総合交付金などの国・県の交付金、補助

金を活用しながら、少子化対策に関わる財源の確

保に努めてまいりたいと考えております。 

施策の推進には、行政だけではなく民間からの

提案や協力も欠かせません。西予市全体が一丸と

なりまして、公民協働で推進させていただきたい

と考えております。市議会議員の皆さんをはじめ、

市民の皆様、各界各層の皆様の御理解と御協力を

切にお願いする次第でございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

佐藤恒夫君。 

○８番佐藤恒夫君 

先日の会見をちょっと見ておりましたら、岸田

総理も、2022 年の出生数が速報値で、統計以来初

めて 80 万人を割る 79 万 9728 人と過去最少とな

ったことに、危機的状況である。子ども・子育て

政策は、未来に向けて最も大切な投資である。今

の時代の社会に求められる子ども・子育て施策を

進めていくとコメントをされておりました。 

県も 13 日に、当初予算案に人口減少対策とし

て 39 億円を計上することを公表されております。

国も県も本格的に少子化対策に乗り出しておりま

す。 

西予市でも既存の事業では効果が薄いというこ

とで、令和５年度少子化対策を優先的に調査、研

究するとの、先ほど管家市長の答弁であったかの

ように思います。 

これ以上人口減少が続くと、年金、医療、介護

など社会保障は、今の現役世代が支える仕組みに

なっておりますので、制度の維持が困難になりま

す。その場しのぎの政策ではなく、西予市独自の

発想で、実効性のある少子化対策に取り組んでい

ただきますようお願いをいたしまして質問を終わ

ります。 

○小玉議長 

暫時休憩いたします。（休憩 午前 10 時 37 分） 

○小玉議長 

再開いたします。（再開 午前 10 時 50 分） 

次に、５番加藤美香君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

おはようございます。 

議席番号５番加藤美香です。 

本日は議長より一般質問を許可されましたので、

通告に従い３点質問させていただきます。 

１点目は、宇和地区の下水道事業についてお伺

いいたします。 

2021 年に西予市下水道事業経営戦略が策定され

ております。その中で、宇和地区の農業集落排水

の公共下水道への統合も計画されておりますので、

何点か質問させていただきます。 

まず初めに、宇和地区の下水処理の方法と処理

区内人口をお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 
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三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

宇和地区の下水道処理の方法と処理区内人口に

ついてお答えをいたします。 

下水処理の方法として、大きく分けて集合処理

と個別処理の二通りがございます。集合処理は、

御家庭などから汚水を１箇所に集めて処理する方

法で、人口密集地における公共下水道と農村地域

における農業集落排水があります。個別処理では、

集合処理を行う区域以外の区域において、合併処

理浄化槽で処理する方法になります。 

宇和地区でのそれぞれの処理区内人口は、令和

４年３月 31 日時点で、公共下水道の計画区域内

人口は 7,342 人、このうち、整備済み区域内人口

は 6,895 人となっております。農業集落排水は全

て整備済みで、区域内人口は 8,042 人となってお

ります。最後に、合併処理浄化槽で処理する区域

の人口は 2,069 人であります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

下水道接続率もお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

下水道の接続率についてお答えをいたします。 

公共下水道では、接続可能な整備済み区域内人

口 6,895 人のうち 3,779 人が接続をされており、

接続率は 54.8％であります。農業集落排水は、区

域内人口 8,042 人のうち 6,768 人が接続をされて

おり、接続率は 84.2％であります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

宇和地区の農業集落排水施設の数と供用経過年

数と稼働状況をお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

農業集落排水施設の数と供用経過年数、そして

稼働状況についてお答えをいたします。 

宇和地区の農業集落排水施設は、平成８年度供

用開始の永長地区から始まり、神野久、田之筋、

中川、石城、多田、明間地区で、合計７地区が稼

働をしております。 

供用経過年数につきましては、永長地区が

27 年、神野久地区が 23 年、田之筋地区が 21 年、

中川地区が 20 年、石城地区が 17 年、多田地区が

13 年、明間地区が 12 年経過をしております。 

稼働状況につきましては、処理能力に対して約

66％となっております。中でも、永長、神野久、

中川地区につきましては約 89％で、処理能力も限

界に近づき、現在、事業所や集合住宅など個人住

宅以外の農業集落排水への接続をお断りしている

状況となっております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

公共下水道宇和浄化センターの処理の余裕状況

をお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

公共下水道宇和浄化センターの余裕状況につい

てお答えをいたします。 

公共下水道宇和浄化センターの処理能力は、１

日当たり 3,200 立方メートルの処理能力となって

おります。現在流入している汚水の量は、日量約

1,400 立方メートルであるため、処理能力では最

大 1,800 立方メートルの余裕がございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

経営戦略の中に、農業集落排水の公共下水道へ

の統合も計画されておりますが、統合を進められ

る理由、それによるメリット、デメリットをあわ

せてお伺いいたします。 
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 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

統合を進める理由についてお答えをさせていた

だきたいと思います。 

現在、農業集落排水と公共下水道は公営企業で

あり、独立採算制のもとそれぞれの使用料収入を

維持管理経費等に充てております。しかし、現状

では収支不足となっておりまして、一般会計から

の繰出により収支均衡を図っている状況でありま

す。このため、農業集落排水の公共下水への統合

により双方の経費削減を図りたい、そのように考

えております。 

現状のままでは、農業集落排水施設の老朽化が

進行し、修繕経費や今後の改築更新経費の増大が

見込まれます。 

また、公共下水道では、処理能力が、先ほども

申しましたけれども、40％程度しか流入水量がな

い状況となっております。 

統合によりまして、農業集落排水では維持管

理・改築更新の経費削減を図ることができます。

一方、公共下水道では処理水量が増加しても、汚

泥処理にかかる経費以外の増加はないと想定され

るため、効率的な運用が可能になると、そのよう

に思います。そのことが経営改善につながると考

えております。 

メリットにつきましては、今申し上げましたも

のと同じでございます。 

そして、次にデメリットについてお答えをいた

します。 

統合によりまして、宇和浄化センターで処理す

る汚水量が増加しますが、処理能力により受入れ

可能な汚水量にやはり限界があります。統合を進

めていけば、処理能力以上の汚水量を受け入れる

ことになる場合があると考えられます。この場合、

宇和浄化センターの能力を増加させるために処理

槽を増設する工事が必要になる、このことが、デ

メリットといえばデメリットかなというふうに考

えているところであります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

統合されるようになると、具体的には統合工事

はどのようなものになるのか。また、受益者負担

金などはどのようになるのかお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

まず、工事の内容についてお答えをいたします。 

現在、農業集落排水では、それぞれの処理場に

汚水を集めて処理をしております。 

統合に際しても、現在の処理場に汚水を集め、

処理場に新たにポンプを設置し、近接する公共下

水道の管路に送り、宇和浄化センターで処理をす

る計画でございます。このため、処理場自体はそ

のまま残り、地下の汚水槽などは、大雨などで流

入量が大幅に増えた場合の貯留槽として活用をい

たします。また、機械室等においては機械を撤去

し、資機材の備蓄スペースや地元の防災倉庫等で

活用を考えております。 

次に、工事に係る受益者負担金につきましては、

今回の統合では、国土交通省の事業で工事を計画

しておりますので、受益者負担金は発生いたしま

せん。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

現時点での統合計画をお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

現時点での統合計画についてお答えをいたしま

す。 

現時点では、老朽化が進行している永長、神野

久地区を優先して、令和５年度の統合を考えてお

ります。その後、中川地区を令和７年度に統合し

たいと考えております。これらの地区は、処理能

力が限界に近く、事業所や集合住宅の接続制限を

行っている地区であり、公共下水道に統合した場

合は接続制限の解除が可能となります。その後は、
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宇和浄化センターへの流入水量の推移を見ながら、

田之筋地区を令和９年度以降に統合したいと考え

ております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

その他の地区の農業集落排水施設の対応もお伺

いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

その他の地区の農業集落排水の対応についてお

答えをいたします。 

全ての農業集落排水を公共下水道に段階的に統

合する考えで検討してまいりますが、先ほど答弁

をいたしました４つの地区の後に石城地区、多田

地区を接続したいと考えております。明間地区に

つきましては、管路の延長が６キロメートルと長

く、費用対効果が見込めないため、経営統合によ

り、経営の効率化、経営基盤の強化を図りたいと

考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

現在の農業集落排水と公共下水道の使用料、ま

た、統合後の使用料はどのようになるのかお伺い

いたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

現時点での農業集落排水と公共下水道それぞれ

の使用料金、そして統合後の使用料金はどうなる

のかについてお答えをいたします。 

農業集落排水の使用料金は家庭の人数によって

決まります。基本料金 1,570 円と家庭の人数に

360 円を乗じた額を合わせた金額であり、人数に

変更が生じた場合には届出をする必要がございま

す。 

一方、公共下水道の使用料金は水道の使用量に

よって決まります。基本料金は８立方メートルま

で 650 円で、超過分は８立方メートルから 20 立

方メートルまでは、１立方メートル当たり 140 円、

20 立方メートル以上は、１立方メートル当たり

150 円の超過料金がかかります。これらの合計金

額に消費税を乗じた金額となります。 

統合後の使用料金につきましては、現在、確定

に向けて作業を進めている状況でございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

今の御答弁で、統合後の使用料は確定していな

いということでございましたが、普通に考えると、

農業集落排水から公共下水道に変わるのであれば、

公共下水道の使用料になるのではないかと思いま

す。 

しかし、西予市においては、農業集落排水の使

用料と公共下水道の使用料の計算の仕方が違いま

すので、分かりにくいところもありますので、今

後しっかり検討していただいて使用料を決めてい

ただきたいと思います。 

最後の質問になります。 

西予市も人口減少により処理水量が減り、将来

的に料金改定の必要性も出てくるのではないかと

考えられますが、西予市としてのお考えをお聞き

いたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

料金改定についてお答えをいたします。 

将来的な農業集落排水及び公共下水道の料金改

定については、赤字状態が継続している以上、料

金改定を行わなければなりません。 

経営状況につきましては、昨今の電気代の近年

まれに見る異常な高騰のほか、資材費及び人件費

などの経費が増加をしております。また、将来推

計では、人口減少により使用料収入が減少するこ

とが見込まれております。 

このため、経費削減に努めることや接続率の向

上を図ることはもちろんでございますが、併せて
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料金改定による使用料の値上げも必要であり、令

和６年度の料金改定に向け現在作業を進めており

ます。 

今後、料金改定に際しましては、市民の皆様の

御理解と御協力をよろしくお願い申し上げます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

料金改定に当たっては、経費削減や効率化に取

り組んだ上で、また下水道への接続を推進した上

で、昨今の経済状況を踏まえ慎重に検討していた

だきたいと思います。 

２点目の質問に移ります。２点目は債権管理に

ついてお伺いいたします。 

令和４年 12 月に、西予市においても債権管理

条例が制定され、令和５年４月より施行されます

ので、債権及び条例についてお伺いいたします。 

まず始めに、債権管理条例制定の理由をお伺い

いたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

債権管理条例の制定の理由についてお答えをさ

せていただきます。 

本市の財政でございますが、少子高齢化等の影

響によりまして人口が減少する中、社会的保障に

関する義務的経費等は増大傾向にございまして、

非常に厳しい財政状況にございます。これらを踏

まえまして、市税をはじめとする自主財源を確実

に確保する必要が求められているところでござい

ます。 

令和４年第４回定例会におきまして可決をいた

だきました西予市債権管理条例につきましては、

債権管理に関する統一的な処理基準を定めること

によりまして、法令に基づいた適正な管理、回収

に努める基本姿勢を明確にするとともに、回収困

難な債権につきましては、放棄できる要件等を定

めることによりまして、市民負担の公平性の確保

と円滑な行財政運営を図ることを目的といたして

おります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

債権はどのように分類され、どのような種類の

債権があり、その滞納額はどれぐらいあるのかお

伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

市の債権は大きく分けまして公債権と私債権に

分類をされておりまして、公債権は国税または地

方税の例によりまして滞納処分できる強制徴収公

債権とそれ以外の非強制徴収公債権に分けられて

おります。 

市の債権の額の状況でございますけれども、令

和３年度末現在、市税や介護保険料などの強制徴

収公債権が約 9900 万円で全体の約 34％、生活保

護費の返還金などの非強制徴収公債権が約

1800 万円で全体の約６％、住宅新築資金等貸付金

元利収入や住宅使用料等の私債権が約 1 億

7500 万円で全体の約 60％となっております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

滞納処分が行える強制徴収公債権のうち、市税

における１年間の差押え件数と額をお伺いいたし

ます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

差押え件数につきましてお答えをさせていただ

きます。 

市におきましては、市民負担の公平性を確保す

るとともに、市税の徴収率の向上による円滑な行

財政運営を図るため、現年未納者に対しまして早

期催告を実施し、預貯金、給与、生命保険等の債

権を中心とした差押えなど滞納整理の強化に努め

ているところでございます。 

差押えの実績でございますけれども、令和３年
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度におきましては 159 件、1494 万 8000 円となっ

ております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

市で回収が困難な債権については、愛媛県滞納

整理機構へ移管されていると思われますが、その

件数と回収額をお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

市で滞納整理を行いましてもなお徴収が困難な

事案につきましては、県内市町と県が協働して地

方税の税収確保を図ることを目的に設立をされて

おります愛媛県地方税滞納整理機構へ移管するこ

とといたしております。これによりまして徴収率

の向上を図っているところでございます。 

機構への過去３カ年の移管状況でございますけ

れども、令和３年度の移管数は 29 件で、徴収額

が 618 万 9000 円、参考までに、令和２年、令和

元年度でございますけども、令和２年度が 30 件

で 1353 万 5000 円、令和元年度におきましては

30 件で 910 万 7000 円となっております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

時効により債権が消滅する強制徴収公債権、市

税等について、時効を経てどれぐらいの金額が不

納欠損されているのかお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

不納欠損の状況についてお答えをさせていただ

きます。 

市税を含めます強制徴収公債権のうち、介護保

険料の時効は２年となっておりますが、そのほか

は５年で時効となり権利が消滅するため、時効が

成立いたしました債権については不納欠損の処理

を行うこととなります。 

令和３年度におけます強制徴収公債権の不納欠

損額でございますが、市税の不納欠損額が

1000 万円、介護保険料の不納欠損額が 364 万

7068 円、後期高齢者医療保険料の不納欠損額が

7 万 8740 円、保育所保育料の不納欠損額が 2 万

4280 円となっております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

滞納処分が行えない私債権については、差押え

をするために裁判手続が必要となりますが、債権

回収のために訴訟などの手続まで進まれた事例は

あるのか。また、債権放棄をされたことはあるの

かお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

私債権の債権回収に係ります訴訟手続等につき

ましては、過去には市が受託をいたしました委託、

その業務につきまして、委託料の未納がございま

して、またこれに対する遅延損害金、これらの支

払いを求める調停を行った事例、経緯はございま

す。 

私債権に係ります債権放棄の事例はございませ

んが、あらゆる手段を尽くしてもなお徴収の見込

みがない債権を管理し続けることは合理的ではな

く、適正な債権管理を妨げる要因にもなっており

ます。債権管理条例に基づきます要件に該当する

債権につきましては、債権放棄を行っていく必要

があると考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

最後の質問になります。 

条例が施行されると、西予市として、債権の管

理回収、放棄などどのような取組をされ効果を上

げられていくのかお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 
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○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

本条例につきましては、制定しただけでは効果

を発揮するものではないと考えております。条例

に基づく適正な運用がなければ、その効果は期待

できないということになろうかと思います。 

そのために来年度から税務課内に設置予定の債

権整理室でございますが、こちらで滞納整理事務

のノウハウを有する職員が、強制徴収公債権所管

課の不良債権を回収するだけでなく、滞納整理に

関する職員研修でありますとか個別事案に関する

相談、また助言を行うことによりまして、債権所

管課による債権の適切な管理・回収につながるも

のと期待をいたしているところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

条例制定により統一した基準が規定され、職員

がすべき事務が明確化されます。職員一人ひとり

が法務能力を高めていただいて、債権の適正管理

に努めていただきたいと思います。 

３点目の質問に移ります。３点目は、人権啓発

についてお伺いいたします。 

令和２年４月に人権啓発課が設置され、同年９

月には西予市人権尊重のまちづくり条例の全部を

改正した条例も制定されました。条例改正の理由

として、人権３法の理念に基づき複雑多様化する

人権課題の対応を図るとともに、充実した人権施

策を推進していくために改正するということであ

りました。 

条例改正が行われ３年が経過いたしましたので

現況をお伺いいたします。 

まず初めに、人権３法とはどのようなものであ

るのかお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井生活福祉部長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

人権３法についてお答えいたします。 

世界では、いまだに戦争や紛争などにより人権

が著しく侵害される事例が後を絶たず、国内にお

いても、今もなお差別的な言動やインターネット

上での書き込み、いじめなど様々な人権侵害が発

生しております。 

そうした中、平成 28 年には、差別の解消を目

的に人権に関する新しい３つの法律が施行されま

した。 

１つ目が、障害を理由とする差別の解消の推進

に関する法律、いわゆる障害者差別解消法です。 

この法律は、全ての人が障害のあるなしによっ

て分け隔てることなく、お互いにその人らしさを

認め合いながら、共に生きる社会を実現すること

を目的といたしております。 

２つ目が、本邦外出身者に対する不当な差別的

言動の解消に向けた取り組みの推進に関する法律、

いわゆるヘイトスピーチ解消法です。 

この法律は、特定の民族や国籍の人々を排斥し、

不安や差別意識を生じさせることになりかねない

差別的言動（ヘイトスピーチ）のない社会を実現

することを目的としております。 

３つ目が、部落差別の解消の推進に関する法律、

いわゆる部落差別解消推進法です。 

この法律は、現在もなお部落差別が存在するた

め、差別は許されないものという認識のもと、部

落差別のない社会を実現することを目的としてお

ります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

人権３法ができて７年が経過しております。市

民の方にどれぐらい周知できているのかお伺いい

たします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井生活福祉部長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

人権３法の認識についてお答えをいたします。 

昨年 11 月に実施いたしました西予市人権に関

する市民意識調査では、「人権３法を知っていま

すか」という問いに対し「知らない」と答えた人

が全体の約 70％に上り、関心が低いことがうかが

えることから認知率はまだまだ低い状況でござい

ます。 
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人権啓発課では、人権３法を含めた人権課題の

周知のため、年４回のチラシの作成及び全戸配布、

また、毎月の広報紙への関連記事の掲載など、法

律ごとに啓発を図ってまいりました。 

今後は、これまでの周知方法に加え、愛媛県人

権教育協議会西予支部等の団体と協力したイベン

トや学習会などでの周知活動も実施してまいりた

いと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

人権３法の認知率が低いようですけれども、西

予市としては、人権３法を踏まえ、どのように人

権施策を推進されてこられたのかお伺いいたしま

す。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井生活福祉部長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

人権３法を踏まえた人権施策をどのように推進

されたのかについてお答えをいたします。 

人権３法の趣旨を踏まえ、令和２年９月定例会

での西予市人権尊重のまちづくり条例の全部改正

に伴い、人権施策の推進に関する重要事項につい

て協議するため、人権に関する団体の長や学校長、

学識経験者及び西予市議会厚生常任委員長などに

よる人権施策推進協議会を新たに設置いたしまし

た。 

協議会では、これまで重大な人権問題の事案協

議はありませんでしたが、電話や相談で比較的多

かったコロナ禍による人権侵害、また、地域や学

校などにおける人権啓発の現状と課題などについ

て協議をいただいたほか、協議会内での人権研修

も実施いたしております。 

人権啓発課においては、人権３法のテーマに沿

った障がい者の人権、外国人の人権、ヘイトスピ

ーチにつきまして、広報せいよやケーブルテレビ、

隣保館だよりに記事やコラムとして掲載するなど

啓発活動を展開いたしております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

人権啓発課が設置され３年、その間に人権啓発

課に寄せられた相談件数、差しつかえがなければ

相談内容、また、重要案件として人権施策推進協

議会に諮った案件があればお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井生活福祉部長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

人権に対する相談件数、内容、また、人権施策

推進協議会に諮った案件についてお答えをいたし

ます。 

人権啓発課が設置されてから、令和５年２月末

現在で 32 件の相談が寄せられております。内訳

は、面談 13 件、電話 15 件、メール４件でござい

ます。 

相談内容につきましては、ご近所関係、障がい

などの福祉関係、地域との関わり方、コロナ感染

に対する誹謗中傷、パワハラ、冷やかし、外国人

の人権など様々でございます。 

相談者につきましては、多くの方が匿名で、ほ

とんどの方がしばらく話をされて納得されるケー

スが多く、一度話をしてそのまま連絡のない方、

複数回来られる方など様々おられます。大きな問

題でご本人が希望されれば、しかるべき機関にお

つなぎする用意はございますが、関係する人に事

情を聞いたりすることはあるものの、これまでそ

ういった対応はございません。 

なお、これまでに人権啓発課に直接相談があっ

たもので人権施策推進協議会に諮った案件はござ

いません。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

最後の質問になります。 

差別のない人権が尊重されるまちづくりを進め

るため、今後、具体的にどのような取組をされて

いかれるのかお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井生活福祉部長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 
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今後の取組についてお答えをさせていただきま

す。 

多様化した人権問題の中から、テーマを絞った

効果的な啓発活動や学習機会の提供を行うために、

愛媛県人権施策基本方針に沿って人権教育・啓発

の推進や人権擁護に取り組みたいと考えておりま

す。 

また、令和４年 11 月に実施した人権に関する

意識調査の調査結果をもとにし、人権問題に対す

る焦点を絞ってそれぞれの問題を正しく理解した

上で考え行動できるような啓発を行っていきたい

と考えております。 

例えば、人権に関する意識調査において、最も

関心の多かったインターネットによる人権侵害に

ついては、愛媛県では、インターネット上の誹謗

中傷等を監視し、削除要請するため、インターネ

ット掲示板などのモニタリングを推進いたしてお

ります。西予市においても、愛媛県の指導のもと、

ネット上の人権侵害につながるおそれのある書き

込みなどのモニタリング監視や削除要請を行うよ

う計画を進めております。また、教育委員会が進

めております児童生徒への情報モラル教育のため

のネットモラル授業とも連携し取り組んでまいり

たいと考えております。 

また、課題となっている人権啓発の底上げにつ

いては、子どものときからの教育が重要であるこ

とから、今年度、宇和町内の７小中学校において

子どもの人権のつどい事業を実施いたしました。 

この事業の目的は、子どもたちが多様な人権課

題について学び、知識や理解を深めること、身近

な人権課題に触れ話し合うことで、人権感覚を磨

きたくましく生き抜く力を養うことを目的といた

しております。来年度以降も市内小中学校に広げ

てまいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

加藤美香君。 

○５番加藤美香君 

西予市においても人権啓発課が設置され、人権

３法の理念に基づいて条例も改正されましたが、

まだまだインターネットをはじめ、様々な場所で

差別が行われています。 

差別を解消していくためには、一人ひとりの人

権意識を高めていくことが必要です。 

４月より公民館が地域づくり活動センターへ移

行されますので、そのような場所において、人権

に関する映画上映や学習会を実施して人権啓発活

動を行っていただきたいと思います。 

以上、一般質問を終わります。 

○小玉議長 

以上をもって本日の日程は全て終了いたしまし

た。 

明日３月３日は午前９時より一般質問を行いま

す。 

本日はこれにて散会いたします。 

 

 

 散会 午前 11 時 31 分 
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開会 午前９時00分 

○小玉議長 

おはようございます。 

本日は傍聴にお越しいただき誠にありがとうご

ざいます。 

ただいまの出席議員は 18 名であります。 

これより本日の会議を開きます。 

本日の議事日程はお手元に配信のとおりであり

ます。 

（日程１） 

○小玉議長 

日程第１、一般質問を行います。 

質問者は通告内容及び申し合わせに従い発言し

てください。 

それでは、通告順に発言を許可いたします。 

まず、18 番酒井宇之吉君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

改めましておはようございます。 

議長より許可をいただいておりますので、２点

につきまして一般質問をさせていただきます。 

今日は非常に寒くて、明浜のほうは出る時は４

度でしたけど、宇和へ上がると１度、霜がべった

りということで、ジャガイモの芽がそろそろ出る

ころで、ジャガイモの芽がやられたら困るなと思

いながら、心配しながら上へ上がってきたわけで

ございますが、酒井君もういいかげんに一般質問

たまにはやめたらどうぞと言われましたけれども、

これも西予市のかじ取りをされてる理事者側に対

して苦言を呈したり、そして、議員がある程度進

言しながら方向性を間違えないような形をつくる

のが我々議員の務めだと思っておりますので、辛

口なところもありますけどお許し願いまして質問

をさせていただきます。 

まず、財政につきまして、財政といいますと、

非常に自治体の財政、国の財政もそうであります

けれども、家庭の経済と一緒でございまして、大

福帳のようなもんで、入りがあって出があるとい

うようなもんでございますので、そのような考え

方で、まず市の予算、これ収入についてでござい

ますが、一つずつ質問をさせていただきます。 

市の収入につきましてはいろいろありますけど

も、主な４点について質問をさせていただきます。 

まず地方交付税について、合併後の有利な各種

交付金は見込めない中、今後の地方交付税でどの

ような財政収入計画を立てるのか。５年、10 年、

20 年先はどのようになるのかお尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

それでは酒井議員の地方交付税についての御質

問にお答えをさせていただきます。 

当市の財政構造でございますけれども、市税等

の自主財源以外の財源に大きく依存をしたものと

なっております。特に御指摘のございました地方

交付税につきましては、依存財源の約半分を占め

ておりまして、その動向が財政運営に非常に影響

をいたします。地方交付税の役割につきましては、

自治体間の財源の不均衡を調整し、全ての自治体

が一定の水準を維持できるようにする財源を保障

するものとなっておりまして、その機能の発揮に

当たりましては、まず、国の地方財政計画で必要

な総額が決定をされ、その額を国の合理的な基準

によりまして各自治体に配分するものとなってお

ります。 

地方交付税の種類でございますけれど、総額の

94％が普通交付税、６％が特別交付税となってお

ります。普通交付税は、各自治体の標準的な経費

に対しまして配分されるのに対し、特別交付税は

災害等、各自治体の個別事情を勘案して配分され

るものとなっております。 

令和５年度当初予算におきましては、臨時財政

対策債を含めました一般財源となります普通交付

税は 118.8 億円、特別交付税は 12.5 億円を計上

しております。 

今後の推移でございますけれども、特別交付税

は災害等の特殊事情の予測ができないため、普通

交付税について見ますと、先ほど御説明を申し上

げましたが、国が毎年度地方全体として必要とさ

れる金額を保障し、財政力に応じた配分がなされ

るという仕組みであることから、各自治体への基

本的な配分額は大きくは変動をしないだろうと、

そうした想定の上で、今後の公債費算入の増加等

を織り込みまして臨時財政対策債を含めた普通交

付税の額は、今後おおむね 110 億円程度で推移す
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ることを見込んでいるところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

こうして、ちょっと椅子にすぐに座ってやるの

は、私が年取ったからということではございませ

ん。ここへ立ったり座ったりとか非常に時間がか

かるもんですから、椅子でさしていただきたいと

いうことで、時間短縮のために椅子を用意させて

いただきました。 

そこでお聞きしますが、110 億円ぐらいで大体

地方交付税はいくんですけれども、地方交付税の

算定といいますのは、人口数によって地方交付税

が算定されたり、道路延長、広さ、いろんなもん

が算定されるんですけども、一番重い人口減がこ

れから始まるであろうと思いますが、地方交付税

における人口減少の影響はどのように考えておら

れますかお尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

地方交付税におけます人口減少の影響について

お答えをさせていただきます。 

普通交付税の算定におきまして、人口、国調の

人口でございますけれども、これは大きく影響し

まして、単純計算では人口減少とともに普通交付

税も大きく減少することになります。 

ただし、国におきましては地方交付税の総額が

確保されているといった状況が続く限り、算定経

費の創設でありますとか、単位費用、また補正係

数の調整がされることなどによりまして、過去の

例からも交付額が激変、急変することはないとい

うことで見込んでおります。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

今言いますのは、国が今までどおりであればと

いう条件です。ただ国というのが、今非常にふら

ふらふらふら私から見ればしているように思いま

す。今度の少子化対策の問題にしろ、そして、国

保の予算にしろ、いろんな形で財政がだんだんだ

んだん膨らんでおりますが、それも国債発行して

のボリュームが大きくなってるという不安定さを

私は感じておりますので、国の地方交付税も今ま

でどおり 100％、110 億円で推移する、５年先、

10 年先もするというのはいかがかと私は思ってお

りますけれども、次に移らせていただきます。 

次に、市税についてお尋ねをいたします。 

人口減少に伴って、市税収入がこれから見込み

はどのようになるのかお尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

市税についてお答えをいたします。 

まず、令和３年度決算におけます市税の額でご

ざいますが 32.2 億円となっておりまして、10 年

前の平成 23 年度と比較をすると人口減少の中ほ

ぼ同水準となっております。 

今後の見込みでございますが、人口減少はござ

いますが、おおむね 30 億円から 31 億円の水準で

推移することを見込んでおります。これは、人口

減少が直接影響する税目としては市民税が挙げら

れるわけですが、企業誘致による給与所得者の増、

また、賃金の上昇による給与所得の増、年金所得

者の増、扶養していた子どもの転出によりまして

扶養控除がなくなった扶養者の税の増額、これら

から大幅な減収はないものと見込んでおります。

また、当市の基幹税の一つでございます固定資産

税でございますが、新築増築家屋、また、再生可

能エネルギー設備の増設、これらによる増収を見

込んだ上で、３年に一度の評価替えも勘案し、こ

ちらも大幅な減収はないものと見込んでおります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

主な市民税とそれから固定資産税でございます

が、どちらも大きくは減収はないと見込んでおる

ということでございますけれども、今の世の中の

件とか、人口減少の、非常に、この間発表ありま

したように、西予市の人口も 1 万 2000 人ぐらい



 

- 60 - 

 

になるというような下降現象の中で、そういう社

会情勢の中で、市民税だとか固定資産税の減収は

ないというように見込んでおるというのは、私は

少し甘いんじゃないかなと、こういうように考え

ております。 

続いて移りますが、基金からの繰入について、

基金の増加も将来見込めないと思います、現在の

財政状況におきましては。基金のこれまでの推移、

現状、今後についてお尋ねをいたします。 

また、目的別基金を財政調整基金に組み入れる

考え方はあるかないかお尋ねいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

基金に関する御質問にお答えをさせていただき

ます。 

災害の発生等に対しまして、機動的な財政出動

を行う上で、一定規模の残高確保が必要となりま

すのが財政調整基金でございます。この財政調整

基金の残高でございますが、毎年度の財源不足に

対応して取崩しを行ってまいりました結果、直近

の令和３年度決算におきまして 24 億円、最も多

かった平成 28 年度で 48.3 億円、そういうことで

約半分となっており、今後も減少することが見込

まれております。 

次に、減債基金でございますが、令和３年度決

算での残高が 12.7 億円となっておりますが、公

債費の大幅な増加に対処するため、今後減少の見

込みとなっております。 

その他の特定目的基金につきましても、毎年度

その目的に沿った事業に充当することによりまし

て、こちらも年々減少している状況でございます。 

市税・地方交付税等の一般財源総額が大きく伸

びないという中、仮に現在の財政規模を維持した

まま基金の取崩しを続けますと、財政調整基金を

はじめとした基金が将来的には枯渇してしまう可

能性があります。それを回避するためには、遊休

資産の処分、ふるさと納税の推進など歳入確保と

ともに既存の事務事業の思い切った見直しを行い、

必要な事業を厳しく選択した上で、予算編成方針

に掲げております適正な収支バランスに基づく予

算規模の実現を目指すことが重要と認識をいたし

ております。 

それと、基金のいわゆる財調への組入れの関係

でございますけれども、各基金の目的、現在の使

用状況、将来計画等を十分に吟味した上で、既に

目的を達成したと判断される基金につきましては、

財政調整基金への組入れも検討してまいりたいと

考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

今、全体の基金の残高は幾らあるかをお尋ねい

たします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

来年度当初予算の段階になりますけれども、期

首の段階で約 100 億円になるかと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

収入を得るために遊休資産の処分だとか、ふる

さと納税の推進、昨年実績多分 3 億円で、今年は

5 億円を目指していると、このように聞いており

ますが、このような収入を増やして、事業の思い

切った見直しだとか、そして必要な事業を厳しく

選択するということでございますが、この辺りの

バランスに基づく形を市民の納得いくような住民

サービスが低下しない形の中で、しっかりと市民

の意見を聞いて、そして、我々もその橋渡しをす

る役目として、その役目をしながら西予市の財政

を健全な形でこれからも保っていく努力をしたい

と思っております。しっかりとした市民とのコン

センサスをとれるようなシステムをつくるように

お願いを申し上げます。 

続きまして、起債についてお尋ねをいたします

が、今後、合併特例債、過疎債、辺地債等の起債

借入はどのように考えておるのかお尋ねをいたし

ます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 



 

- 61 - 

 

○山住総務部長 

起債につきましてお答えをいたします。 

起債全体の市債の残高でございますが、令和３

年度末では 396.3 億円となっておりまして、合併

時の平成 16 年度 321.4 億円と比較をいたしまし

て、約 75 億円の…。 

○小玉議長 

暫時休憩します。（休憩 午前９時 17 分） 

○小玉議長 

再開します。（再開 午前９時 17 分） 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

令和３年度末で起債残高が 396.3 億円、平成

16 年度と比較しますと約 75 億円の増となってお

ります。この残高の増加が公債費の上昇にはね返

っているといった状況になっております。 

今後、各事業の実施に当たりましては、過疎対

策事業債、合併特例事業債等の交付税措置の有利

な起債を選択しながら進めておりますが、償還の

全てが交付税措置されるわけではございません。

この交付税措置されない金額の積み上がりが、財

政力の低い当市におきましては大変な重荷となっ

ておりまして、財政調整基金、減債基金残高の減

少、先ほども説明申し上げましたが、そちらの基

金の減少につながっているというところでござい

ます。 

このように交付税措置されない金額が非常に積

み上がってきておりまして、厳しい財政状況の大

きな要因となっていることを勘案しますと、今後、

過疎債を含め、また、起債の借入れにつきまして

は、有利な交付税措置がある起債に関しましても

今まで以上に慎重にならざるを得ないと考えてい

るところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

借入れするには、先ほど説明ありました合併特

例債にしましても過疎債にしても辺地債にしまし

ても、各自治体によって限度額があると思うんで

す。辺地債が借りれないところもあれば、過疎債

が借りれないところもあるし、合併特例債も借り

れない自体が各あるわけです。西予市の場合はい

ろんな形で借入れますけれども、簡単に言えば、

あとどれぐらい借金してもかんまんぐらいの余裕

があるんですか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

あとどれぐらい借りられるかという話でござい

ます。 

当然起債の制限というものが全体としてはある

かと思いますが、合併特例債で言いますと、令和

６年度で一応借入れの終了ということになります

ので、今後予定をしております大型事業と消防の

本署の建設等で合併特例債を用いますと、その先

はほぼほぼ合併特例債についてはもう借りること

はできない。 

過疎債につきましても一定額考えておりますが、

これにつきましても過疎計画に基づいた形での使

用ということで、枠としては県の枠がまた示され

ようかと思いますが、できるだけそういった起債

についても、先ほど申し上げましたとおり、慎重

に判断をした上で今後は借りるといったことで全

体としましては公債費を抑制していくという形で

進めてまいりたいと。具体的な金額はちょっと手

元にございませんのでお答えできないんですけれ

ども、そういった方針であるということで答弁と

させていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

今まで、市の予算の収入について大体主だった

ものをお尋ねいたしましたが、いろんな収入があ

るわけでございますので、まだまだこれから工夫

をして収入は増やすと。ただし、借金しながら収

入を増やすのはやめるということでございますね。

そのような考え方の中でやるとすれば、これから

人口減の中で施策そのもの、政策そのもの自体も

変わってくると思います。その辺りも含めまして、

理事者と議会が一体になって、市民の住民サービ

スが低下しないような形で取り組んでいく覚悟を

しっかりと示していただきたい。我々も協力いた
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します。 

続きまして、市の予算の支出について、主だっ

た支出についてお尋ねをいたします。 

人口減少で運営が難しくなることが予想される

特別会計、それから企業会計の支出はどのように

考えているのか。水道会計なんかでも、耐震率

19％、そして、これからどんどんどんどん老朽化

していく。そして、病院会計などについても、こ

れから一般会計からの支出が、想定されるのは年

に 5 億円ぐらいずつ持っていかなきゃ、5 億円ぐ

らいずつ損をするんかな、赤字になるだろうと思

いますが、そういうものにつきまして、一般会計

からの繰出金はどのように見込んでいるのかお尋

ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

繰出金につきましてお答えをいたします。 

令和３年度決算におけます繰出金の額でござい

ますが、特別会計全体で 24.9 億円、企業会計全

体では 15.4 億円、合わせまして 40.3 億円となっ

ております。 

当市におきましては国の示す繰出基準に基づい

て繰り出すことを基本姿勢といたしておりますが、

一部の企業会計に関しましては、経営基盤強化等

の観点から基準外の繰り出しを行っているのが現

状でございます。基準内の繰り出しに関しまして

は、一般会計の場合と同様に交付税措置がありま

すが、その全額が措置されるわけではございませ

んので一部は一般財源対応となります。また、基

準外の繰り出しに関しましては、そもそも交付税

措置がありませんので、全額が一般財源での対応

となります。起債のところでお答えをさせていた

だきましたが、当市におきましては交付税措置さ

れない部分の負担が非常に重い状況でございます。

したがいまして、今後、繰出金につきましても、

料金の改定等を含めまして、各企業会計の経営状

況も勘案しながら、まずは、基準外繰出金の縮減

を図ることが必要と考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

特別会計だけではなしに、今委託金だとかそう

いうことで出てる第三セクターだとか、そして、

そういうものに対しての補助金に近い委託金だと

か、そういうものについても今後どのように考え

ているのか。これは質問を出しておりませんので

お答えは要りませんけれども、これからはしっか

りと考えていかなきゃならない、対応していかな

ければならない。またそうすることによって住民

サービスなりが低下していく。これもまたなかな

か対応が難しい。その辺りのバランスのとり方は

しっかりと理事者側でもよく考えていただきたい

と思います。 

そして、一つお尋ねしますが、基準外の繰り出

しというのがあるんですが、基準外の繰り出しと

いうのは、一般財源の対応となるわけでございま

すので、これはどのようなところにどのように支

出をしているのかお尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

基準外の繰り出しでございますが、先ほども御

説明しましたけれども、各特別会計または企業会

計でそれぞれ基準外の繰出金は現実にございます。

これらにつきましては、国が示しております繰り

出しで基本的に交付税措置されているもの以外の

ものにつきましては、基準外という取扱いになり

ますので、それらについて主なところで言います

と、上水道の会計につきましては、基準外で

4600 万円程度を支出いたしております。具体的な

内容についてはちょっとこの場では細かくなりま

すので御答弁は控えさせていただきますが、そう

いったことで基準外のものはそれぞれの繰出金の

中に含まれているということで御理解いただきた

いと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

基準外の支出というのは、やっぱり生のお金っ

ていいますとおかしいですけども、自分たちの稼

いだ形で借入れたり補助金があったり対象になる

ような形ではないんで、実際何にでも使っていい
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お金をこういうとこへ出していくってのは、これ

からは抑制できるような運営をしていただきたい、

かように思う次第でございます。 

続きまして、インフレ（物価高騰）が、非常に

今始まっておりますけれども、対応の支出につい

てお尋ねいたしますが、電力やガスなどの値上が

りなどの諸費用を見込んで当初予算はどのように

組んでいるのか。また、これから物価高騰への対

応について、そしてまた、これから国がいろんな

形で対応しておりますけれども、それにつきまし

ての補正予算などはどのように対処するのかお尋

ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

物価高騰対策でございますけども、令和５年度

当初予算につきましては、この物価高騰がこのま

ま続くと想定をした上での光熱費を計上いたして

おりますが、さらなる高騰に際しましては、補正

予算での対応を予定いたしております。この光熱

費の高騰に係る財源につきましては、地方公共団

体の施設につきましては、その高騰を踏まえまし

て、令和５年度におきましては、国の地方財政計

画におきまして 700 億円の増額計上がされており

まして、各自治体の普通交付税で算定される予定

となっております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

国も当初予算なんかにこの物価高騰の組み込み

は非常に苦慮しているようでございますが、そし

て日銀総裁も変わりまして、金利のはね上がりと

いうものも、この物価の中とか経済を動かす中に

大きな要因になっております。この金利とかそう

いうものを自治体では余り出てきませんけれども、

やはり財政担当の人たちはこの金利というのはし

っかりととらえて、そして市中の流れというもの

をとらえていただいて、自治体にもそれが大きな

影響があるということを認識をしていただきたい、

このように考えております。 

続きまして、人件費についてお尋ねをいたしま

すが、支出の主なものの中に、人件費が非常に多

ございますが、これにつきまして、社会的に大手

なんかが非常に今、賃金アップをやっておりまし

て、岸田総理も賃金アップを、物価と上昇で、私

も賃金と物価の悪循環論という勉強をちょっとし

たことあるんですけれども、賃金が上がる、物価

も上がる、好循環だったらいいんですけど、悪循

環で回るときは、これほど厄介なものは、経済を

運営する人には大変なことなんです。それをお尋

ねしますが、賃金アップが続いておりますが、職

員の給与はどのように考えておられますかお尋ね

をいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

公務員の給与に関する御質問でございますけれ

ども、公務員の給与等に関しましては、民間企業

の給与水準調査をもとに、国の人事院、また県な

どの人事委員会が勧告を出しております。 

当市におきましても、勧告内容や愛媛県の対応

方針に準じ、給料表や賞与など関係する条例改正

を実施いたしまして職員の給与に反映をさせてい

るところでございます。会計年度任用職員におき

ましても、正職員との給料バランスを踏まえまし

て、上限は設けておりますが、職員と同様の給料

表を適用しておりまして、人事院勧告などの対応

につきましても、県の対応に準拠して給料及び賞

与に反映をさせております。 

今後といたしましても、基本的にはこの勧告に

基づきまして愛媛県、また県内の各市町の状況を

踏まえて適切に対応してまいりたいと考えており

ます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

民間企業の給与水準の調査の後で人勧がやるわ

けです。今までどおりやるということの答弁だと

思うんですけれども、非常に民間より後で来るん

ですよね、人勧は必ず。民間の統制見ながらやる

んで、結局今民間は非常に今動いてるんですよ、

大手とか。そして初任給のアップなんだとか、そ
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ういうものについても上がってからだから、大体

１年遅れになっとんです。１年遅れでもっと遅く

なるかな。そういう考え方で見ますと、今人がい

ないんですよ。人がいないから初任給を上げよう

としてるのに、西予市、自治体が国家公務員の成

り手もなくなってんですよ。その中で、人材確保

をしっかり、特にまたこれから西予市の将来のた

めに優秀な人材を確保するためには、やはりこの

人件費の問題を、ラスパイレスなんかでもまだま

だ西予市は低いほうなんです。その辺りも含めて、

実際のところ、これから人材確保は難しくなるよ

と肝に銘じていただきたい。そして、ラスパイレ

スなんかも、他のところよりも負けんような形で

上げていくということも、財源がないとそれはで

きないんで、苦肉の策だと思いますけど、痛しか

ゆしのところを多分やっておられるんだと思いま

すが、このいい人材をしっかりと取っていただく

ためには、生活ができる人件費、財政の中の人件

費は増やさなくて、その中でしっかりと給料を上

げていただきたい、そのように思うわけです。非

常に難しい難題をお願いしてるわけでございます

が、西予市の将来のためでございますので御理解

を賜りたいと思います。 

続いて、子育て財源についてお尋ねしますが、

子育て財源をまず聞くまでに、子育ての時期につ

いて、まずお尋ねさせていただきたいんですが、

子育てってのは、時期でございますが、義務教育

まで、成人式まで、社会人になるまで、いろんな

解釈によって財源の出し方が全部違ってくるんで

すよね。その辺りも含めて、子育て財源に時期は

どういうもんであるか総務部長かまいませんでし

たらお答え願います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

子育て支援の対象となる世代でありますとか時

期ということであろうかと思いますけども、基本

的な考え方といたしましては、当市のこれまでの

そういった子育て支援に係る施策等の状況を踏ま

えますと、基本的には自立するまで、つまりは社

会人になるまでが子育て支援の対象期間という捉

え方になろうかと考えております。ただし、幼少

期、中・小、高校・大学、それぞれの世代により

まして求められるニーズも異なってまいりますの

で、それぞれの世代に応じた対応、支援策を適宜

とる必要があると考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

やはり子育ては親が育てる場合、社会が育てる

場合、行政、政治システムが育てる場合、いろい

ろ違うと思うんですよ。愛情の持ち方はやはり一

番親というか、そういうのが愛情を持って子育て

をする。これが一番原則でございますので、子育

てってのは、行政の予算を出して、今、政府がや

ってるような形で、今はお金、お金、お金ではな

しに、教育のときから子育てってのは理念から始

まっていかないと、やはり本当の子育てじゃない

んじゃないかと、私はこのように思っております

が、佐藤議員の質問の中で、いろんな予算的なも

のは説明がありましたので、その点は割愛してい

ただいても結構でございますが、実際のところ、

子育ての難しさってのはもう今日の中学校の校庭

に入ったような形でも、社会が過激な動画を流す

ことによってああいうものが生まれたのかなとい

うような形もしないではないです。 

そういうことでございますので、難しい社会に

なったんかなと思います。私らのときには中学校

までで卒業してすぐに社会人になった、自立した

ということです、先ほど部長が言いました。今は

高学歴化になって、専門学校、４年制大学行くの

が 70％ぐらいまで行ってますんで、それまでは自

立しないんですよね。高学歴になったことによっ

て、また生まれる人たちが、子どもを産むのがな

かなかできにくい、少子化になっていく、このよ

うな問題が起きてるんじゃないかと、かように思

っておりますが。 

次に移りますが、起債の償還についてお尋ねを

いたします。起債の償還残高は、またこれからの

償還計画についてお尋ねいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

起債の償還につきましてお答えをさせていただ
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きます。 

まず、起債の残高につきましては先ほど申し上

げましたとおり、令和３年度末で 396.3 億円とな

っておりますが、それの返済がございます公債費

についてその推移を説明させていただきたいと思

います。 

平成 28 年度は 33.8 億円でございましたが、大

型事業の実施等の影響によりまして、令和３年度

は 42.9 億円と急増をいたしておりまして、令和

10 年度には 50 億円に達する見込みでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

例えば、この起債が家計、大福帳みたいなもん

だって初めに言いましたけども、家計に例えれば

どのような形で説明できますか。先般、県の予算

については愛媛新聞に、家計に例えてってのが出

ておりましたので、西予市ではどのようになるの

か、かまいませんでしたら説明願います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

それでは家計を用いまして市の財政状況につい

て簡単に説明させていただきたいと思います。 

令和３年度の一般会計当初予算を用いて、その

モデルを例えてみたいと思いますが、なかなか言

葉だけでは伝わりにくいということもありますの

で、今回試行的に家計モデルイメージを作成いた

しましたので御覧をいただきたいと思います。 

まず、夫婦と大学生の子ども１人の３人家族、

持家の家庭で、１年間の生活費を 400 万円と設定

をいたしております。 

収入につきましては、夫婦共働きの収入 68 万

円では困難であるということから夫婦の実家から

258 万円を援助してもらい、また貯金や定期預金

32 万円を取崩して、さらには、金融機関から

42 万円を借入れて生活費 400 万円を確保し１年間

の生活を送っているということになります。 

近年は、実家からの生活費の援助も減少してい

る、交付税が減ってきているということになりま

すけども、その生活費の不足分を補うため、60 万

円から 80 万円借入れて何とか生活をしていると

いった年も出ているといった状況です。 

このことにつきましては、本市の財政運営にお

ける税金などの自前で調達できる財源が少なく、

地方交付税や補助金など国や県からの支援に依存

していることを表しております。 

また、基金を取崩した上に地方債を借入れて、

つまりは借金をして運営をしているといったこと

でございます。 

この収入の使い道、支出につきましては、食費

や医療費、光熱水費や日用品の購入、区費の支払

い、そうした経常的な経費のほか、大学生である

子どもへの仕送りや家電製品等の買いかえ、また

老後の貯蓄など様々な経費がかかっております。

特に、借金返済を見ますと、62 万円の支払いがあ

るにもかかわらず新たな借金をしながら生活をし

ているといった状況になります。今後、その借金

の返済額が 70 万円ほどにまで膨らむという見通

しとなっております。将来の蓄えとして 9 万円の

貯金を行っておりますけれども、定期を含めた貯

金を 32 万円取崩しておりまして、確実に財産、

貯金も減ってきていると。特に普通預金について

は、数年後には底をつく状態が見込まれるという

ことになります。 

このことは本市の財政運営に置き換えますと、

歳入に見合う以上の歳出を予算化し、地方債の借

入れとなる借金を重ねながら運営をしてきた、そ

ういったところでありましたが、その借金の返済

が、今後財政運営に大きな影響を与える状況にな

っているということを表しております。 

したがいまして、今後はまず第一に、取崩しに

より普通貯金を減らさないよう、生活日用品やサ

ークル代、そうした交遊費などの生活費の支出の

節約が必要になってくる。そして第二に、借金返

済は当分続くということで、そのローンで買う車

であるとか、家電製品、こういった買いかえを先

延ばししまして平準化するなど、新たな借金を抑

制して生活をしていくことが必要であるというこ

とで、今後取り組まないといけないと考えており

ます。 

本市の財政運営につきましては、これら今ほど

説明したということを踏まえまして、地方債を借

入れて実施をしている事業量を縮減し、また、そ

の他の事業につきましても、縮小、凍結、廃止な
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ど、年間の総事業量を圧縮することで歳出を抑制、

また、歳入に見合った歳出となる予算規模を実現

しまして、持続可能となる財政基盤の確立に取り

組んでいく必要があると考えております。具体的

には、今後消防本部署の庁舎でありますとか、養

護老人ホームの建設等の補助、こういった大型事

業が一段落をいたします令和７年度以降におきま

しては、毎年度の起債の額は 25 億円程度に枠を

設定させていただきまして、将来の公債費の抑制

を図ると、そういった計画を立てているところで

ございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

なかなか大変でございますね、ということで他

人事ではございません。これから異次元の少子化

対策というような形で国が指導しておりますけど

も、西予市では、少子化対策強化元年というよう

な形で、財政支出もやはりまだまだ一遍にゼロに

近くするわけにまいりませんので、このような施

策をしっかりとやっていただきたいと思いますが、

先ほどお話がありました西予市家計簿モデルだと

か、今の西予市の財源の問題、財政運営の問題を

市民にどのように理解さしていただいて、市民に

どのような協力をしていただくのかをお尋ねいた

します。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

財政状況の市民の理解についてお答えをいたし

ます。 

先ほど来から総務部長が説明しましたとおり、

財政大変厳しい見通しでありまして、現在の財政

規模を維持することは困難になると考えておりま

す。そうしますと、様々な面で市民サービスへの

影響が出てくるということも予測されます。 

財政状況については、予算、決算等の情報に関

しましては、広報せいよ、ホームページ、行政情

報番組等でお伝えしておるところでありますが、

今後の市民サービスの影響を考えますと、もっと

身近に財政状況に対する御理解をいただくことが

重要であると、そのように思っております。 

先ほど起債の償還でお答えしましたように、当

市の財政状況を家計簿モデルに例えて説明するよ

うな、そういうような市民の皆様の御理解がいた

だける方法というものを一つひとつ積み重ねて考

えていきたいと思います。 

今後、より一層説明方法を検討させていただき

たいと、そのように思っているところであります。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

先ほど市長が言いましたように、市民あっての

行政でございますので、ジョンＦケネディさんが

言いましたような、人民による人民のための…そ

の辺りで、住民を大事にして行政を行っていただ

きたいと。大変厳しい財政運営になろうかと思い

ますけれども、行政、議会、そして市民が一体と

なって、西予市はほかの自治体には負けないぞと

いうようなことで頑張りたいと思いますので、お

互い協力し合いましょう。 

続いて、公園設置について質問をいたしますが、

現在進めております計画、そして財源についてお

尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

公園設置の計画についてお答えをさせていただ

きます。 

現在、子育ち、親育ちを支援するために、市内

の子育てを支援する公園の適正な維持管理と市民

に身近な公園を整備することを目的に、子育て支

援公園遊具設置計画を策定中でございます。 

この計画は、地域づくり活動センター区域を単

位といたしまして、既存の遊具公園がある地域は

それを活用し、ない地域においては、地域の方と

立地や将来人口の推移などをもとに相談しながら

各地域づくり活動センターに１カ所の遊具公園整

備を計画するものでございます。 

令和５年度には、地域づくり活動センターの協

力のもと、計画を完成させ、財政状況を勘案しな
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がら補助事業を有効に活用し、５年程度の計画で

進めていく予定でございます。 

また、どんぶり館横に建設予定の大型木製遊具

を有した児童公園の整備については、人口減少対

策の一環として、子どもたちの遊びと交流の場と

して、市外からも子育て世代の方が訪れていただ

けるような機能が充実した公園を整備いたしまし

て、西予市の子育て環境を広くＰＲすること、ま

た、移住定住の促進につなげるよう森林環境譲与

税基金、ふるさと応援基金、過疎債を財源に令和

５年７月完成を目指しているところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

今聞きますと、２つの方法の公園ということだ

と思うんですが、喫緊にありますのが、どんぶり

館横に建設予定の公園、名前もまだついてないよ

うでございますが、みずすましのところだと思い

ます。そして、もう一つにつきましては、地域づ

くり活動センターの各 27 の中にできるところか

らやっていく公園という解釈でよろしいのかお尋

ねいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

先ほど御答弁いたしましたとおり、地域づくり

活動センターを単位とする設置する公園につきま

して、特に遊具等につきましては、ブランコやら

滑り台、シーソーなんかを考えておるところでご

ざいます。計画的に協力して取り組んでまいりた

いと考えております。 

また、どんぶり館横の遊具等につきましては、

先ほど申しましたような令和５年７月を完成にと

いうことで、これは２カ年度計画として進めてま

いる予定としております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

続いて、遊具の内容についてお尋ねします。 

２つのところが、先ほども、地域づくり活動セ

ンターのほうは３つの遊具ということになりまし

たけども、どんぶり館の近くの公園につきまして、

内容的に、年齢ごとに異なる遊具を設置する予定

か。また、高齢者の健康増進的な器具の設置は考

えておられないかお尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

どんぶり館横に建設中の児童公園の分でござい

ますけれども、この施設につきましては西予市産

材を全体の８割を使用した計画となっておりまし

て、乳児、身体に障がいを持ったお子さんなども

遊べる遊具を設置してユニバーサルデザインを取

り入れております。 

複合遊具につきましては、高さ７メートル、幅

30 メートルの大型木製総合遊具で約 24 種類の遊

び機能を備えておりまして、中でも滑り台は上級

生用が約３メートル、低年齢用が約２メートルの

高さからスリリングなフリーホールが体験できる

滑り台を設置する計画でございます。 

公園内にはまた高さ３メートル、直径約 23 メ

ートルの人工の築山をつくりまして、その上にブ

ランコを設置し、写真を撮る角度によっては宙を

飛んでいるような写真とか、時間によってはアン

パンマン列車が背景に撮れるようなものとして設

計をいたしております。また、四阿も２棟設置を

いたしまして、夏の猛暑対策、熱中症対策として

ミストクーラーの設置をしております。また、防

犯対策として防犯カメラの設置、安全対策としま

しては遊具周辺の安全領域の確保とゴム製のクッ

ションを遊具の着地点などに施工することでけが

の軽減対策を講じております。 

なお、高齢者に対する機材等につきましては、

例えばベンチ等のところで一部そういった健康的

な機能を備えるもの、そういったものも考えられ

ようかなと思います。今後検討してまいります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

先般、厚生常任委員会で、日本でも１、２を争
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う公園設置の多いところ、公園のそういう福祉を

やっておられるところの大和市へ視察に行ってま

いりました。そのときに、管理者、設置者、そし

て利用者、その辺りのことの義務・責任的なもの

を、これは、万が一事故があったとき、ないよう

にするような運営、これをしっかりとやっていっ

たことを見学させていただきました。 

そこでお尋ねしますが、設置者、管理者、利用

者はどのように設定するのか。それぞれの責任と

義務についてお尋ねをいたします。といいますの

は、この滑り台は何歳から何歳まで、この器具は

親がついてないと使われませんよとか、いろんな

仕様がありました。それらについて、設置者、利

用者、またそれぞれの責任と義務について問いま

す。特に、利用者についての指導は、責任と義務

についてどのように教育していくのか。その辺り

もお尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

設置者、管理者、利用者の責任・義務について

お答えをさせていただきます。 

遊具の危険でございますが、遊具側に欠陥があ

る場合、いわゆる物的ハザードと、利用者に危険

の原因がある場合、人的ハザードということに分

類をされようかと思います。 

市が設置いたしました公園の遊具管理につきま

しては、物的ハザードへの対応として、国の指針

に沿った年１回の遊具点検の実施を中心に、定期

的な目視、打診等の点検を実施いたします。また、

遊具の腐食、変形、その他危険を発見した場合に

は、当然必要な措置を講じながら遊具の安全確保

に努めてまいりたいと考えております。 

また、人的ハザードに対しましては、利用遊具

の説明看板を設置いたしまして、遊具の適切な利

用というものを促して、安全の啓蒙に努めますと

ともに、保護者や地域の方が、子どもの遊びや遊

具に対して関心や見守りを持っていただき、より

安全性の高い公園となるようお願いしたいと考え

ております。 

建設中の児童公園については、当面の間、市直

営で維持管理を行ってまいりますけれども、公園

全体を監視できる防犯カメラの設置などにより、

公園内の安全性を高めて適切な維持管理を行って

まいります。地域の公園につきましては、地域づ

くり活動センターをはじめ、地域関係者の御協力

によりしっかりと維持管理をお願いしたいと考え

ております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

地域活動センターは、完全に３つの器具が入る

ということですか。１つの場合もあるということ

だけお尋ねします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

原則３つの遊具というもの、先ほど申しました

ものを考えておりますけれども、その他の遊具、

あるいは健康遊具との組替えも可能となるよう計

画はしたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

酒井宇之吉君。 

○18番酒井宇之吉君 

質問はいたしません。 

私が義務と責任と言いましたのは、公園を設置

するのに、何かにかけて、何かの事故があったと

きの責任を明確するために、設置者、管理者、そ

して利用者、これについてのことを、やはり使用

する側、設置者、管理者に対して、そして利用者

はこうしたらいかんよと、そういう義務とか責任

だとか、そういうものをしっかりと打ちつけて、

そして、公園運営に当たっていただきたい。これ

は将来、多分どっかであると思います。ブランコ

でも親子が乗ったり、７メーターのところ、今度

高学年と低学年あるんですが、それでも、高学年

のところに低学年が乗って落っこちたとか、そう

いう問題も出てくると思うんです。その辺りの仕

様をしっかりとやって運営をしていただいて、立

派な公園運営にしていただきたいと、かように願

いまして一般質問を終わります。 

○小玉議長 
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暫時休憩いたします。（休憩 午前９時 59 分） 

○小玉議長 

再開いたします。（再開 午前 10 時 15 分） 

次に、15 番二宮一朗君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

公明党の二宮一朗でございます。 

議長より許可をいただきましたので一般質問を

させていただきます。 

久しぶりにマスクを外してさせていただきます

のでよろしくお願いします。また、先ほどの酒井

議員と同じように、こちらの椅子を使用させてい

ただきますので御了承のことよろしくお願いしま

す。 

いよいよ来月から地域づくり活動センターがス

タートいたします。これまでの間、市民検討委員

会や三瓶の分館制度分科会の皆さんの熱心な議論

等を積み上げてまいりました。そして、その結果

で今日があること、また、将来にわたり持続可能

な住民自治を目指して地域づくり活動センターが

スタートをすることを確認して来月を迎えたいと、

そういう思いで質問をさせていただきます。 

まず最初に、地域づくり活動センターですけれ

ども、４月からスタートできる体制について、セ

ンター長や地域任用職員について、27 の地域全て

で準備ができているのかお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

組織体制についてお答えをいたします。 

これまで地域づくり活動センターについて、市

民の皆様に御説明させていただき、その主体的な

活動を担っていただく市内 27 の地域づくり組織

の皆様に、地域任用職員の雇用をはじめ、様々な

依頼をさせていただいております。 

市も初めての試みであり、手探りの中での取組

であることから、準備においては配慮が不十分で

行き届かなかった点もあったかと思います。 

そのような中におきましても、各地域では、セ

ンター化に向けた検討組織を立ち上げていただき、

多くの検討や協議を重ねていただきましたことを

この場を借りてお礼を申し上げます。 

さて、各地域の準備状況でございますが、セン

ター化における一番の課題でありました地域任用

職員の雇用ですが、令和２年度から狩江地区の地

域任用職員の試験運用をはじめ、現在では 12 の

地域で先行して地域任用職員を配置していただい

ております。 

また、新年度から地域任用職員を配置する地域

におかれましても、既にほとんどの地域が地域任

用職員について内定済みであると伺っており、

着々と準備が進められております。 

また、センター長の地域の推薦につきましても、

現在 21 の地域から推薦をいただいており、４月

１日から全ての地域で必要な人員が配置されるこ

ととなります。 

そして、センター化に合わせまして、各地域で

も各種団体の組織の在り方や運用の見直しが進め

られているようです。 

各種団体におきましては、役員の重複や担い手

の問題を解決するため、組織の統廃合などの組織

再編に着手をした地域もあるようでございます。

また、区や団体役員の任期など統一されておりま

せんでしたので、年代わりから年度代わりに見直

すなどの取組が、このたびのセンター化が、各地

域の在り方を見直す機会となっているようです。 

４月１日から西予市は新たなスタートを切るこ

とになりますが、あくまでもスタートでございま

す。 

これから地域づくり活動センターを運用しなが

ら、目まぐるしく変化する社会情勢や人口減少社

会に順応をすることのできるまちづくりを目指し

たいと考えております。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

ありがとうございました。 

おおむね大丈夫というふうな答弁でしたので安

心をしております。 

27 の活動センターですけれども、我が地域をこ

れからどうすればいいのかと、向かうべき方向性

というのは定まっているのか。これまでの地域づ

くり組織の活動においては、多少温度差があった
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ように理解をしております。 

今の時点でですけれども理事者の認識をお伺い

いたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

活動センターの方向性についてお答えをいたし

ます。 

地域づくり活動センターは、人口減少社会にお

いて、地域を現場で支える仕組みを構築し、地域

づくり活動をより支援することを目的としており

ます。 

ただし、地域で抱える課題は様々であり、同じ

課題があったとしても、課題に対する取組の手法

はその地域の特性によるところであります。 

これからの地域では、センター職員と地域任用

職員とが連携をし、センターがやるべきこと、セ

ンターにしかできないこと、地域でできること、

センターと地域が協働してできることなど、双方

の役割を認識しながら地域課題に対して互いに向

き合っていきたいと考えております。 

各地域づくり組織では、５年、10 年後の地域の

未来を描き、地域づくり計画書を提出していただ

いております。このたびセンター化を迎えるに当

たりまして、新たな計画書を提出していただくこ

ととしております。 

地域づくり計画書は、地域の課題や魅力に対し

てどう取り組んでいくか計画に示されるものであ

ります。地域が目指す方向性は、これからも地域

内で話合いがされ、共有されるものであると考え

ております。例えば、自分たちの地域は地域づく

り活動に重点を置くのか、これまでの公民館で実

施をしてきた生涯学習をさらに発展していくのか、

こういった方向性について、センター長の諮問に

応じて、15 名以内で構成されますセンター運営委

員会で話合いの場を持つことができるようになっ

ています。地域の多様な考え方を反映した形で、

活動センターの方向性が定まるものと考えていま

す。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

今の御答弁にもありましたけれども、センター

職員と地域任用職員との連携についてですけれど

も、行政職員と地域採用の職員、ここがうまく連

携をできるのかどうかと、行政事務や行政の当た

り前ということを押しつけをしてはならないとい

うふうに考えておりますが、その点いかがでしょ

うか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

地域任用職員の配置につきましては、令和２年

度から試験運用により実施をしておりますが、公

民館職員（センター職員）と地域任用職員（地域

づくり組織）による関係は良好であり、むしろ地

域づくり活動の推進、連携が図られていると伺っ

ております。 

今後におきましても、センター職員と地域任用

職員が連携、協力がとれる関係を築いていきたい

と考えております。 

また、地域任用職員は市の職員ではございませ

んので、行政業務を携わることはございませんし、

事務の流れなど行政の仕組みを地域づくり組織へ

押しつけるといったこともございません。 

それぞれの立場を理解して、地域の合意形成の

もと、地域づくり活動を推進していただければと

思います。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

おおむね良好ということでいいんですけれども、

今も言われましたように、地域任用職員の方は行

政職員ではありませんので、一方では、地位の不

安といいますか、そういうものも抱えておられる

のではないかなというふうに思います。そういう

点をしっかり考慮してあげた連携というものを望

みたいなと思っておりますのでよろしくお願いい

たします。 

次にですけれども、住民の認知度についてお伺

いをいたします。 

いよいよというここの３月に来て、地域住民の
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意識ですね、意識が活動センターに対してどのよ

うな認知度があるのか、そういうことはどのよう

にお考えなのかお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

住民の認知度についてお答えをいたします。 

地域づくり活動センターの市の構想を、令和元

年度の市政懇談会で初めて市民の皆様にお示しを

してから４年目が終えようとしております。 

これまで、広報紙をはじめ、西予ケーブルテレ

ビでの行政情報番組、地域づくり活動センターだ

よりなどを発行し広報には努めてまいりました。 

また、これまで地域づくり組織の皆様が中心と

なって、センター化に向けた検討組織を立ち上げ

ていただき、センター設置に向けて協議を重ねて

いただいておりますが、地域住民の中にはまだ十

分にご理解をいただいてない方がいらっしゃると

認識しております。 

今後も引き続き、広報紙をはじめ様々な媒体を

活用して本事業の取組について広報活動に務めて

いきたいと考えております。 

そして、令和５年４月に地区公民館が地域づく

り活動センターとして稼働していく中で、これか

らのセンターがこれまでの地区公民館以上に市民

の皆様のよりどころとなるよう、地域の皆様の活

動を支援し、行政サービスの向上に努めてまいり

たいと考えております。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

よその市では、こういう今回の西予市の制度改

正的な大きな取組をした場合に、住民アンケート

というものを取り組んでいるところがたくさん見

当たりました。西予市においても、今はスタート

してすぐですけれども、割合早い段階で、住民の

皆さんの意識アンケートというものをしてはどう

かと思うんですけれども、お考えはいかがでしょ

うか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

今議員から住民意識のアンケートについてご提

案がありました。実施時期も含めて検討させてい

ただいたらと思います。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

次に、人材育成について御質問をしたいと思い

ます。 

27 の組織がスタートできるためには人材育成や

リーダーシップについて、これまでの一般質問で

何度も質問をさせていただきました。 

地域づくり組織の取組については、団塊の皆さ

ん、当時ですね、団塊の皆さんが参画していただ

くことが重要ではないかと。これはこの活動セン

ターにおいてではなくて、地域づくり交付金がス

タートした時期からそういうことを申し上げて、

本当に団塊の世代の経験豊かな皆さんが定年を終

えて地元に帰ってこられた。この人材を活用すべ

きではないかということをずっと言い続けてまい

りました。 

やっとここのスタートを迎えるんですけれども、

団塊の世代の皆さんが、残念ながらと言ったら怒

られますが、後期高齢者の域にちょっと入ってし

まった感がありますので、そこが今、やっぱり私

が心配するリーダーシップなので、何度も今回質

問をさせていただいたんですけれども、今の現状

認識、人材育成とかリーダーシップについてどの

ようにお考えなのかお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

人材育成の成果と現状、地域のリーダーシップ

についてお答えをいたします。 

これまで、市民検討委員会や令和３年度に開催

いたしました市政懇談会においても、多くの地域

で地域任用職員の人材確保に対する不安の声をい

ただきました。そして、人材育成の取組について

強く御要望もいただいているところでございます。 

市では、これを受けまして、令和３年度より地
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域人材を育成することを目的として地域人材育成

セミナーを開催しております。受講生には、各地

域づくり組織からの推薦枠を設け、当セミナーを

積極的に活用していただいております。 

セミナーでは、会議の進め方などファシリテー

ションのスキルやＳＮＳ等を活用した情報収集の

発信、仲間の集め方、やりたいことを実現する手

法などについて学び、さらに、学びの場だけでは

なくて、多様な意見を持つ受講生同士の交流やつ

ながりづくりの場にもなり、地域を巻き込む人材

の育成に努めてまいりました。 

これまでの２年間で 94 名の方が受講をしてい

ただき、現在、先行して地域任用職員として活躍

されている方のうち 10 名がセミナーの受講生で

す。今年度の受講生の中からも、令和５年４月か

ら地域任用職員として地域づくり組織から雇用さ

れる方もおられるようです。少なからずお役に立

てていると感じております。 

また、これまでの受講生につきましては、受講

だけで終わらせることなく、受講後の支援として

受講生同士のネットワークを構築し、受講生が相

互に情報交換を行いつつ、市からの情報提供も継

続して行っております。 

セミナーの開催を通じまして、地域の垣根を越

えて楽しみながら地域づくりを行う人が増え、個

人の思いを具体的な形にする取組も見えはじめた

ところです。 

これまで、地域人材の育成につきましては、地

域発「せいよ地域づくり」事業における地域づく

り活動の中で、それぞれの地域を牽引するリーダ

ーとなる人材が育成されてきました。 

セミナーにも、団塊の世代に該当される方を含

めて、多世代の参加者に受講をしていただきまし

た。 

議員御指摘のとおり、これまでに豊富な人生経

験を積まれた団塊の世代の方にますます御活躍を

いただくとともに、年齢・性別を問わず多様な人

材が地域づくりに参画いただくことが重要である

と考えております。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

センターがスタートをしていろんな事業をして

いく中で、また、先ほど言われました、私も言い

ましたけれども、団塊の世代の方や今まで余り関

心がなかった人も取り込めるというか、参加して

いただけるように、そういう努力をしていただけ

ればなと思っておりますし、願っております。 

次に、事業についてですけれども、事業のＰＤ

ＣＡサイクルについてですが、センターが行う事

業について今までと同じような事業を行うのか、

一度白紙に戻して取り組み事業を決めていくのか。

そして、事業の検証や次につながる見直しなどＰ

ＤＣＡサイクルと言われるようなことをどのよう

に行っていくのかお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

まず、行政側のＰＤＣＡサイクルについてお答

えをいたします。 

地域づくり活動センターでは、センター長がセ

ンターの活動方針を地域の運営委員会に諮問をし、

委員会の御意見を参考にセンターの年間活動方針

を決定されますことを市としては想定しておりま

す。 

センターごとに、これまでの公民館活動を継承

して生涯学習に重点を置いた活動方針、福祉に重

点を置いた活動方針、地域づくり活動への支援へ

重点を置いた活動方針など、地域の特性に合わせ

た計画が話合いにより決定されていくことになり

ます。 

御質問にありました同じ事業を行うのか、一度

白紙に戻すのかということにつきましては、先ほ

ど答弁いたしましたとおり、センター長により方

針が定まるものとなります。 

市としては、センターの運営に対して一律的な

方針を定めるものではありません。センターごと

に検討された地域の考え方を支援してまいります。 

また、センターの運営委員会では、折を見て事

業の振り返りをしていただき、反省点を次回の計

画に反映することや次年度の予算要求に反映され

ることを市としては想定をしております。 

次に、地域づくり活動におけますＰＤＣＡサイ

クルについては、各地域の地域づくり計画書に基

づいて、手上げ型交付金や基礎型交付金を活用し
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た年間事業が実施をされております。各地域で実

施された事業を見直しして、翌年度の事業計画を

立てられるサイクルとなっております。 

また、地域づくり活動によって得られた収益は、

次年度以降の活動の財源として予算に反映するこ

とができるため、ＰＤＣＡサイクルの好循環が生

まれ、更なる地域の活性化につながるものと期待

をしております。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

今の御答弁でも、最後に予算の話が出ましたが、

センターの予算について質問させていただきます。 

今回の３月議会での当初予算において計上され

ておりますセンターの予算について、積み上げて

きた内容について、どのようになっているのかを

お伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

センターの予算についてお答えをいたします。 

令和５年度当初予算案においては、まず、総務

費の地域振興費において、地域づくり活動センタ

ー推進事業として 1 億 9653 万 2000 円の事業予算

を計上いたしております。内訳といたしましては、

地域づくり組織に対して交付をする交付金 1 億

9000 万円のほか、地域づくり人材を養成するため

の人材育成のセミナーの開催経費、地域づくり組

織の活動を側面から支援する地域担当職員の勤務

手当等でございます。 

次に、センターの維持管理経費などについては、

総務費の総務管理費におきまして、地域づくり活

動センター費として 1 億 5642 万円の予算を計上

いたしております。主に会計年度任用職員である

センター長と事務職員の人件費、施設の維持管理

経費なります。 

次に、生涯学習の推進経費につきましては、教

育費の社会教育費において、生涯学習推進費とし

て 1325 万 3000 円の予算を計上いたしております。

各センターで生涯学習を推進するための経費とな

っております。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

前の答弁にもありましたけれども、地域づくり

組織による営利活動ですけれども、そこで得られ

た収益、それを次年度以降の活動の財源として活

用することができるというふうな答弁がありまし

た。 

市の交付金で行った事業から生まれた収益です

けれども、次年度以降の事業に活用する場合、市

に対して計画や報告というのは不要でもいいのか

どうかお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

ただいまの質問にお答えをいたします。 

交付金の決算書・予算書にて市への報告は必要

になります。地域づくり交付金を活用した事業で

収益を得た場合は、決算書の収入項目に利益が計

上され、次年度にその利益を活用される場合は、

支出項目に繰越金額の内容が計上されることとな

ります。 

また、翌年度の交付金の交付申請時の事業計画

に、収入として前年度の繰越金が計上されること

となります。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

今の関連ですけれども、得た利益を、今年度、

来年度、３年目、４年目、５年目と何年間かプー

ルをしておいて、それをまとまった資金になった

ときに地域に何か役立てるような独自の事業を展

開する場合については、どのような手続きになる

のかお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

お答えをいたします。 
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地域づくり活動を通じて得た利益を積立てて、

それを原資として、独自の事業を展開されること

については、市への報告は不要であります。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

それと、今民間組織、先ほどの酒井議員の質問

でも民間は活発に経済活動しているというふうな

お話がありましたけれども、そういう民間活動、

特に大企業とか、そういう資金が余裕にあるとこ

ろ、そういうところとのコラボをして事業を行う

場合、これも同じく不要ということでいいのかお

伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

地域づくり組織が事業を実施される中で、民間

組織と連携した各種取組を実施されることは多く

あるかと思います。 

地域内の話合いにより決定された民間組織との

連携については、市としては特に報告を求めるも

のではありません。 

可能であれば、西予市内の事業所と連携を深め

ていただきながら、効果的な地域づくり交付金の

御活用をお願いしたいと存じます。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

また同じく、国とか県のメニューですけれども、

これは地域づくり組織が直接コンタクトをとって

行うことができるのかどうかについてもお伺いを

いたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

まず補助事業につきましては、事業の実施主体

が補助メニューごとに規定をされております。事

業の実施主体が地域づくり組織等の民間団体であ

れば、直接国や県に相談することも可能であり、

地域づくり活動センターとしてもその取組を支援

してまいります。 

国や県の補助対象団体が、市などの地方公共団

体として規定をされている場合は、市を通して相

談等をしていただくことになりますが、この場合

も、上級官庁への取次ぎなど、パイプ役として地

域づくり活動を支援してまいります。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

それと、今、流行りというたらあれなんですけ

ども、地域づくり組織の事業をクラウドファンデ

ィング等で行うことができるのか。また、その地

域づくり組織に寄附を受けることができるのかお

伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

お答えをいたします。 

クラウドファンディングや寄附の受入れなど、

地域づくり組織が事業を実施することについて特

に問題はございません。財源を確保するための手

段の一つとして、地域内での話合いを進めていた

だければと考えております。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

もっともっと細かく言えばたくさん聞きたいこ

とはあるんですけれども、地域づくり活動センタ

ーが目指すものは、行政主導による行政サービス

ではなくて、地域と行政が協働をできることであ

ります。 

スタートに当たり、行政がいかに市民目線で地

域と向き合えるのか、ここが重要ではないかと思

っております。行政の当たり前が、市民の当たり

前ではないことがたくさんあります。私も議員を

やらせていただいて 15 年になりますけども、そ

ういうところはたくさん感じてきました。やっぱ
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協働という、また、今から先の人口減少を見据え

たこの西予市の骨組みを変えるようなこのスター

トにあたり、やっぱ行政職員から、言うたら子育

てで子ども目線になるときに、しゃがんで保育士

さんがしゃべられるような、そういうスタンスで

地域づくり組織に向かい合っていただきたいと。

行政の組織が住民の非常識にならないことを切に

お願いして、次の質問に移りたいなと思っており

ます。よろしくお願いします。 

次に、人口減少についてであります。 

人口減少については、昨年発表の人口動向調査

結果で 2060 年の人口が示されました。今議会で

も再三議題にはなっておりますけれども、何もし

なければという注釈がありまして、西予市では

2060 年 1 万 2000 人を下回るという結果となって

おります。 

そこで、何もしないわけにはいかないので、今

回はその中で３つ質問をさせていただきますので

よろしくお願いします。 

まず、今回の地域づくり活動センターでも、地

域で考えるということを求めているわけですけど

も、その中で、市の職員についてはどうなのかと

いうところを最初に質問をさせていただきます。 

定員管理計画ですけれども、定員管理計画につ

きましては、計画策定後の一昨年 12 月議会でも

質問をさせていただきました。 

策定時も、当然人口減少を視野に入れた計画と

いうことを理解しておったわけですけれども、昨

年の発表を聞いて、改めて今後の計画を見直す時

期、またその考え方についてお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

定員管理計画につきましてお答えをさせていた

だきます。 

定員管理計画につきましては、行政が担うべき

役割の明確化とともに、再任用制度、定年延長制

度の運用、また今後の新規採用職員の任用、これ

らを的確に把握した上で、市民生活に不可欠な行

政サービスを持続的かつ安定的に提供し続けるた

め、令和３年度から令和 15 年度までを計画期間

としまして計画を策定いたしておるところでござ

います。 

令和５年度の人員配置につきましては、支所及

び教育委員会の組織再編に伴い、業務の一部を本

庁へ集約するとともに、教育委員会の業務の一部

を市長部局へ移管、またライフラインの維持管理、

減災・防災対策、地域自治組織との連携など、人

命に関わることや地域密着の行政サービスにつき

ましては、その拠点となる各支所及び地域づくり

活動センターで対応することといたしております。

そうしたことから、新たな組織に沿った適切な職

員配置を行うことといたしております。 

令和６年度以降についてでございますが、頻度

の低い業務でありますとか専門性の高い業務につ

きましては、本庁に一括して対応し効率的に運用

をしていくということ、また、あわせて部・課・

係など、統合を含めた組織再編による行政のスリ

ム化に取り組むことで、令和６年度から令和

15 年度までの 10 年間で、段階的に職員を 50 人程

度削減してまいりたいということで考えておりま

す。 

なお、この定員管理計画につきましては、２年

に１回見直すことといたしております。まずは、

ＩＣＴの活用などによりまして業務の本庁集約化

と働き方改革による業務の効率化、今後の人口減

少を踏まえた行政のスリム化に取り組んでいく中

で、正職員、再任用職員、また、会計年度任用職

員を含めた適切な人員配置を模索してまいりたい

と考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

一昨年の 12 月の質問のときの答弁ですけれど

も、所属を越えた連携による業務遂行が可能とな

るような業務の状況に応じた兼務や任命の発令を

し体制を整えていきたいというふうな御答弁がご

ざいました。 

ちょうど今日が内示と聞いておりますけれども、

今回の人事異動において、そういうことが反映を

されているのかどうかお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 
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お答えさせていただきます。 

今回の人事異動といいますか、今回の組織再編

におきましては、今ほど議員がおっしゃられまし

た新しい所属を越えた連携がとれる業務遂行が可

能となるような体制ということで、その顕著な一

例としましては、地域づくり活動センターの運用

ということが挙げられようかと思います。地域づ

くり活動センターに配置されました職員は、部局

を越えた広範な行政事務に関しまして、窓口対応

を主といたしまして担任することを予定いたして

おります。令和４年度におきましては関係各課で

対象業務の調整を行ってまいりました。令和５年

度の組織再編、人事異動に際しましては、こうし

た点に配慮して行っております。 

今後も、人口減少時代が続くと見込まれる中で、

職員数も限られてまいりますので、その中での体

制づくりに努めてまいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

ありがとうございました。 

次に、職員の働き方改革についての考え方をお

伺いしたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

国におきましては、社会情勢に即した行政課題

への対応に加えまして、長時間労働の是正、多様

で柔軟な働き方の実現、雇用形態の公正な待遇の

確保などを図ります働き方改革の取組を推進いた

しております。 

その一方で、人口減少が本格化し、社会・経済

環境が大きく変化していく中で、行政課題や行政

へのニーズがますます多様化、複雑化しており、

職員への業務負担は増加しているという状況でご

ざいます。 

このような中で、職員数を全体的に段階的に削

減していく、効果的で質の高い行政運営を実現す

るためには、必要とされる業務の精査、そして、

効率化、業務量に対する適切な人員配置は当然で

ございますけれども、やはり職員一人ひとりの意

欲向上が必須と考えております。そのためには、

職員が生き生きと働ける職場環境を実現するため

のワーク・ライフ・バランスに配慮した働き方改

革が重要となってまいります。 

加えまして、職員数が減少する中でも、多様な

働き方を推進し業務を効率的・効果的に展開をす

るため、令和４年度におきましては年間を通じて

早出・遅出勤務制度を開始いたしております。ま

た、令和５年度からになりますけれども、サテラ

イトオフィス勤務制度を新たに導入する予定とい

たしております。加えまして、必要に応じたプロ

ジェクトチームの設置、そして、兼務・併任辞令

の発令など、所属を越えた横断的連携による業務

体制づくりも必要と考えておるところで、これら

を総合的に進めていくことで、行政サービスの維

持を図ってまいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

ありがとうございます。 

人口が減ったからといって同じように職員を減

らさないかんということではないと私は思ってお

ります。やっぱ住民サービスということが第一義

であって、その中でいかに効率的な職員構成にし

ていくかということが今から求められるのではな

いかということで、今の答弁にありましたように

しっかりお考えはいただいていると思っておりま

す。 

私も今回質問するに当たりちょっといろいろ見

ておりましたら、人口減少時代の自治体職員像と

いうのが首都大学東京大学院社会科学研究科教授

の大杉さんという方が出されておりました。その

中を見ておりますと、人口減少時代の自治体職員

像について、文書の中には、現場実践力と政策企

業力が求められること。また、庁内の組織の縦割

り、近隣自治体間、行政界、国と地方の役割など

を越境する自治体職員が必要ではないかというふ

うなことがあり、読んでいて確かになと、こうい

う職員がいたらすばらしいやろなというふうに感

じました。 

それで、西予市の中でというか、今何が求めら

れるかというか、必要かということを自分なりに
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考えたときに、今、職員ここ近年ですけども、技

術職員とか専門職員というのがやっぱり少ないと

いうのは感じております。 

そこで、人事異動に口出しするつもりはありま

せんけれども、例えば今まで３年で回していた４

年で回していったというところを、何人か希望者

とか、得意そうな人がいたら、２年、３年長めに

してみて、専門家的な人を増やしていくというこ

とが必要になるんじゃないかと思うんですけども

そういうお考えはいかがでしょうか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

専門性の高い職員の育成ということになろうか

と思いますけれども、行政課題が高度化、複雑化

している中で、職員の専門性は今まで以上に求め

られるといったことは当然想定されるところでご

ざいます。 

当市におきましては、高い専門性を求められる

業務分野につきましては通常一般の事務であれば

３、４年での異動を基本といたしておるところ、

その職員の適性等も鑑みた上でございますが、５

年以上の中長期間異動を行わず、その間のスキル

の向上また経験を積み上げることで業務の効率化、

合理的な推進を図ることといたしております。 

今後も、職員の養成とその配置につきましては、

社会的ニーズの動向等も踏まえまして取り組んで

まいりたいと思います。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

既にやっておるという答弁やと思うんですけど

も、ちょっと弊害となったらいかんので、余り長

過ぎると弊害みたいなところもちょっとありまし

て、どうかなと思うところもありますんで、そこ

のところは塩梅をうまくやっていただけたらと思

っておりますのでよろしくお願いします。 

それでは次に、ＩＣＴの活用についてですけれ

ども、これについても過去にも何度かＩＣＴやＡ

Ｉを活用してはどうかということを質問させてい

ただきましたけれども、改めて今回、今の職員の

働き方とかを質問するに当たり、もう一度考えを

お伺いしたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

ＩＣＴやＡＩの活用についてお答えいたします。 

まず、ＩＣＴを活用いたしました行政事務の事

例といたしましては、電子決裁、ノートパソコン

等を用いた会議等によりペーパーレス化の推進を

図ることができ、複合機の印刷枚数で言いますと、

令和２年度に比べ、令和３年度は約 65 万枚の削

減となりコストの削減を図っております。 

また、オンラインの会議システムにより、どこ

でも協議打合せができるため、移動時間の削減、

燃料費の削減効果等につながっております。 

さらに、ＩＣＴ化により意思決定のスピードも

向上させることで、解決に要するコストの削減だ

けでなく、市民の皆様へのサービス向上にもつな

がっているものと考えております。 

次に、ＡＩを活用いたしました行政事務でござ

いますが、チャットボット、議事録作成等があり、

これまで職員が考えて答えを出していたものがコ

ンピューターにより対応が可能なものとなってき

ております。具体的事例でいきますと、現在、音

声データを文字データに変換する議事録作成のシ

ステムを導入しており、議事録作成の時間の削減

を図っております。また、愛媛県と県内市町の共

同で行っております行政手続きのオンライン化に

関する窓口の申請に関しましても、ＡＩを使用し

て手書き申請書をデータ化する事業に西予市とし

ても参画をしております。 

現在、ＡＩにつきましては飛躍的なスピードで

性能が向上しております。今後ますます行政事務

においても活用が期待されることから、コストと

のバランスを鑑みながら、市民サービスの向上に

つなぐものについて導入検討を進めてまいりたい

と考えております。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

ありがとうございます。 
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先ほど答弁の中にあったチャットボットですけ

ども、兵庫県三田市ではＡＩとＬＩＮＥを使用し

た 24 時間の質問受付の自動応答システムを活用

していると。また、北海道の室蘭では、これ以前

も質問のときに言いましたけども、車載カメラを

画像解析して、道路のひび割れとか損傷状況の可

視化をして優先順位をつけているとか。また、婚

活支援センターにおいては相性診断とかマッチン

グアプリ、こういうので価値観や希望項目をすり

合わせて紹介するとかそういうふうな自治体も実

際にございます。 

今、答弁のあった最後に、コストとのバランス

というのがありましたけれども、コストのバラン

スは当然なんですけども、財政が厳しいことあり

きで考えるとなかなかＡＩを活用するということ

が進まないと思いますので、ぜひそこのところは

積極的な活用をお願いしたいなと思っております。 

次に、子育て世代について質問させていただき

ます。 

１番の西予市子育て世代の取組につきましては、

昨日、佐藤議員が質問をされまして、そこの答弁

でおおむね私自身は理解をいたしましたので、重

複しますので今回割愛をさせていただきます。 

２番の子育て世代の移住定住について、人口減

少を緩やかにするためには出生率を上げることと

いうのは必須であり、したがって子育て世帯が増

えるということが求められるものであります。 

国においても、岸田総理の次元の異なる少子化

対策を最重要政策としてというお話があり、今国

会で議論をされていると認識をしております。 

この福祉政策とか子育て政策を国が行うという

ことは本当にありがたいことで、私が今までいろ

んな福祉の質問をしたりしたときに、当時の市長、

今の市長もそうですけども、の答弁でも国がする

べきこととか国がしてほしいとかいう答弁がたく

さんありました。 

今その時代がやっと追いついてきて、今、それ

になろうとしております。それはそれでありがた

いことで本当にいいことだなと思っておりますが、

一方で、今回のこの移住定住で西予市に子育て世

代を取り込もうとしたときに、国全体がそういう

ふうになってしまったら差別化ができない。西予

市に来るメリットというのが見当たらないという

ふうになります。 

そこで、西予市の特色を出すために何か施策は

ないのかどうか。例えばですけれども、西予市ジ

オパークの特性を生かした山村留学をこの地域づ

くり組織とカップリングして何かできないのかと

かね。また、給食費の無料化とか、以前も質問し

ましたけども病児病後保育所を増設していくとか、

そういうふうなことが考えられるんではないかな

ということが私の中ではあるんですけども、市の

考えというのをお伺いしたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

子育て世代の移住定住への取組についてまずお

答えをさせていただきたいと思います。 

子育て世帯や出身者等の移住促進を図ることを

目的に南予子育て移住促進協議会を設立し、協議

会での情報共有や大都市圏での移住相談会なども

行っております。そして、移住体験機会の提供と

して、移住体験オーダーメイドツアーの受入れを

西予市では５世帯行っておりまして、魅力ある暮

らしの情報発信として、県の移住ポータルサイト

での専用ページの立ち上げや、いろんな移住情報

専門誌やウェブサイトへの掲載なども行っている

ところであります。 

県のほうでも令和５年度では、大阪での移住コ

ンシェルジュの配置や県内自治体と連携した大型

移住フェアを今まで実施していたフェアにプラス

して開催するなど、移住交流の促進については推

進していく予定と聞いておりますので、本市とし

ても広域連携の中でしっかりとＰＲを行っていき

たいと思います。 

次に、定住への取組として、移住者住宅改修支

援事業においては、県外からの移住者が行う住宅

改修等に要する経費について 200 万円という限度

はありますが、補助しております。子育て世帯に

ついては限度額 400 万円内の支援としているとこ

ろでございます。 

また、令和５年度から、子育て世帯を対象に定

期借地権付きの土地の貸付けや住宅取得応援金、

せいよｄｅ子育て応援金の支援を行いまして、こ

の本市の地理的な優位性も鑑みながら、移住・定

住を促進させて取組を始めたところであります。 
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このように子育て世帯に向けた支援制度や来年

度から始まるせいよ将来人口究明＆対策プロジェ

クトでの各種支援制度については、いろんなフェ

ア等でチラシを配布するなどしながら、引き続き

子育てに優しい西予市のＰＲに努めてまいりたい

と思っております。 

先ほど議員が山村留学について御質問がありま

したので、それについてお答えしますが、子育て

世代にとりましては学校における教育環境が移住

を選択する上での重要な選択の一つになると考え

ております。 

本来、山村留学は、留学生が豊富な自然体験を

行い、自ら生きる力を育てることを目的とした教

育制度でありますが、留学生やその家族との交流

を通じて、地域住民や子どもたちがふるさとのよ

さを再発見するという側面的な効果もあると考え

ております。 

山村留学には里親方式、そして寮方式、学園方

式、家族方式など様々な形態がありますが、交

流・関係人口の増加、さらには、子育て世代の移

住定住の促進の観点を見ると、家族方式が即効性

のある一つの手段ではなかろうかと考えておりま

す。それに合わせまして、現在西予市が進めてお

ります移住定住促進の取組を考えると、さらに西

予市独自の方法を考える必要があると、そのよう

に思っております。 

学校においては、平成 29 年に文部科学省から

発出されました通知「地方移住等に伴う区域外就

学制度の活用について」というのが示されており

ます。移住を検討している家族については、区域

外通学が認められるなど移住定住への協力を行う

ことが可能でありまして、地域づくり組織と連携

した移住体験などを合わせて行うことでそういう

ことが可能であると、その手だての一つであると

考えております。 

これは平成 28 年から徳島県で始まったデュア

ルスクール制度と呼ばれるもので、この制度とい

うのは全国に広がっておると聞いております。 

このように、山村留学の取組が、子育て世代の

移住定住につながり、また、学校生活を西予市で

過ごした児童生徒が、卒業後も西予市を第二のふ

るさととして将来にわたり関係を持っていただく。

関係人口、そして交流人口が増加し、ひいては、

地域活性化につながっていくのではないかなとそ

のように思っており、一つの手法であるというこ

とは十分に言えると考えます。 

今後、西予市の特性を生かした独自の取組が可

能かどうかを含めまして、教育委員会と一体とな

りまして調査研究を進めていきたいと、そのよう

に思っております。 

また一方で、市内の学校で行っておりますジオ

学習を充実させて、四国西予ジオパークの特性を

生かした魅力ある学校づくりを発信したり、地域

づくり組織による地域の魅力化、ジオの魅力も大

いにアピールしたりすることによりまして、子育

て世代の移住促進を強力に進めていきたいと思っ

ております。 

そして、給食費の無料化についてでございます

が、このことにつきましては、令和４年第４回定

例会において、和気数男議員からの一般質問に御

答弁を申し上げたところであります。 

憲法 26 条における義務教育の無償化について

は、授業料及び教科書の無償ととらえております。

現時点においては、学校給食法第 11 条及び同法

施行令で示されている学校給食の運営に関する負

担の原則どおり、人件費や施設整備費につきまし

ては、設置者であります市が負担し、食材費につ

いては、引き続き保護者にご負担をいただきたい

と考えております。 

また、病児保育の増設につきましては、令和４

年第２回の定例会一般質問において、二宮議員に

御答弁申し上げたとおりでございまして、やはり

専門的な知識や経験を持った看護師や保育士の人

員配置が必要でございますので、現段階で増設す

ることはなかなか困難であると考えています。 

なお、今後の国の動向や社会情勢を十分に注視

しながら、子育て支援や教育環境の充実に努めて

まいりたいと思います。 

長くなりましたけれども答弁とさせていただき

ます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君、残り時間５分を切っておりますの

で、次の質問に入れません。 

○15番二宮一朗君 

もう１点スポーツ振興について予定をしておっ

たんですけれども、今の「チン」が鳴りましたの

で、残念ながら答弁はいただけないということな
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んですけれども、最後の趣旨だけちょっとお伝え

したいなと思っております。 

今回のスポーツ振興については、昨年のワール

ドカップ、皆さんも記憶に新しいと思いますけれ

ども、その興奮は今も残っております。このスポ

ーツというのが、人の気持ちを高揚させるととも

に、人と人の気持ちをつなげるという効果という

のが絶大なものであると考えております。 

コロナ禍において、市内のスポーツイベント、

学校の運動会等もそうだったんですけれども、中

止をされたりしました。運動会は今、再開をしま

したけど、市内においてはまだまだスポーツイベ

ントの復活というのは見られないというふうな中

で、今回の地域づくり活動センターとそういうの

がスタートするに当たり、それをもう一度、市民

の皆さんのスポーツ意識を高めて、気持ちを豊か

にしていただくということをお願いしたいという

ことと、今の移住定住もありましたけども、今野

村ダムマラソンでやってるようなああいう市内、

市外、県外にアピールできるようなイベントにお

いて、西予市に注目してもらうようなイベントが

できないかどうかというところを質問したかった

わけですけど、機会がありましたら、次にまた答

弁ということで、教育部の皆さん大変申し訳ござ

いませんでした。 

以上で質問を終わりたいと思います。ありがと

うございました。 

○小玉議長 

暫時休憩いたします。（休憩 午前 11 時 13 分） 

○小玉議長 

再開いたします。（再開 午前 11 時 25 分） 

次に、７番河野清一君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

議席番号７番河野清一であります。 

議長より発言の許可をいただきましたので、通

告書、会議規則、申し合わせ事項に基づいて質問

をさせていただきます。 

本日は、毎回質問されております先輩議員２人

の後であります。本日トリということで、久しぶ

りの一般質問登壇であります。緊張しております

のでよろしくお願いしたらと思います。 

まず最初に、林業振興についてであります。 

西予市は、皆さんも御存じのように、面積の

75％が森林であり、県内屈指の林業地であると思

っております。森林は、地球温暖化の防止、国土

の保全、水源涵養など多面的な機能を有しており

ますとともに、地域の安全、安心な暮らしや地域

経済の発展、活性化などを支える重要な財産と考

えております。 

その財産である森林の管理をする上で、重要な

振興策について質問をいたします。 

森林組合、エフシー等の認定林業事業体につき

ましては、国・県の補助事業いろいろあると思い

ますが、それ以外の個人、グループ等で作業され

ている林家に対する支援事業は何があるのか、ま

ずお尋ねいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

お答えさせていただきます。 

森林組合を含む認定林業事業体以外に対する支

援事業でございますが、国、県、市それぞれにご

ざいます。 

まず、国庫補助事業といたしまして、美しい森

林づくり基盤整備事業がございます。西予市では、

当事業を林道整備事業に活用しておりますが、令

和５年度から森林整備事業にも取り組みます。 

次に、県単独事業といたしましては、自伐林家

支援事業がございます。こちらも森林整備に対す

る補助となりますが、県への直接申請となります。 

それから、市単独事業といたしましては、令和

２年度より西予市次世代森林産業体制整備事業費

補助金として、西予市の自伐林家ネットワークに

所属している方に対しまして、安全対策用具を購

入する際に要した経費に対する補助がございます。

これはソフト事業でございます。令和４年度から

は、西予市次世代森林整備対策事業費補助金とし

て、森林所有者または森林所有者から森林経営の

委託を受けた者に対し、森林整備及び森林整備と

一体となった路網整備に対する支援を行っており

ます。これはハード事業となります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 
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河野清一君。 

○７番河野清一君 

今の答弁の中に、令和４年度から実施されてお

る補助事業、西予市次世代森林整備対策事業費と

いうのがありましたけれども、その内容について

再質問したいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

補助金の内容について答弁させていただきます。 

国や県の補助対象とならない森林経営計画を樹

立してない森林整備や森林経営計画を樹立してい

る施業地までのアクセス道の補修に対する助成で、

森林整備の計画がある施業地への作業道開設や生

コンなどの原材料支給費補助、林道の維持管理補

助を行っております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

個人あるいはグループで作業されている林家の

方に、今、材はいいという状態ではない、また下

がってきておる状態じゃなかろうかと思います。

そういった補助事業を有効活用するように周知徹

底をしていただいたらと思います。 

次に、森林経営管理制度についてであります。 

今まで何人もの議員が質問されておりますけれ

ども、令和３年９月に井関議員の質問に対して

「意向調査を 566.35 ヘクタール実施し、10.77 ヘ

クタールにおいて経営管理集積計画を策定し、森

林環境林整備を実施している。」との答弁であり

ました。 

その後の進捗状況をお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

森林経営管理制度についてお答えさせていただ

きます。 

森林経営管理制度につきましては、法律の施行

されました令和元年度から取り組んできており、

令和３年度には、西予市における森林経営管理制

度の運用及び第１期西予市意向調査全体計画を策

定いたしまして、令和 12 年度までに順次意向調

査を行うこととしております。また、意向調査に

より、森林所有者から市へ委託希望があり、不採

算林であると判断した森林につきましては、経営

管理権集積計画を策定し環境林整備を実施してま

いります。 

この全体計画の特徴といたしましては、平成

30 年度に林野庁が実施していただきました航空レ

ーザー計測データをもとに、本市で森林資源量解

析を実施し、その結果から、森林整備が遅れてい

ると判断した森林を対象として森林経営の意向を

調査することとしているところでございます。こ

れにより、森林所有者の方との意思疎通もスムー

ズになり、森林の現況を確認する件数の削減にも

つながり事務効率の向上にも役立っております。 

また、森林経営管理制度の現在までの取組実績

でございますが、令和４年度までに意向調査を

1,366.9 ヘクタール実施し、そのうち経営管理権

集積計画を 29.14 ヘクタール策定し、環境林整備

を 24.946 ヘクタール実施しております。 

なお、意向調査は令和３年度から計画に沿って

遂行しており、全体計画の進捗としては約１割で

すが、おおむね計画どおりに進んでおる状況でご

ざいます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

意向調査は１割の進行であるけれども、計画ど

おりであるという答弁でありました。 

意向調査に基づいて、その後の経営管理権集積

計画、あるいは環境林整備等々に、計画どおりと

いいますか、実施をお願いしたらと思います。 

続きまして、３番目でありますけれども、自伐

林家等の育成状況と今後の見通しについてお伺い

いたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

自伐林家等についてお答えさせていただきます。 

自伐林家の育成につきましては、令和２年度に
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自伐林家ネットワークを立ち上げ、チェーンソー

による伐木等の業務に関する特別教育の実施や安

全装備への支援を行ってきております。また、森

林整備に対する補助事業の新設に取り組んできて

おり、令和５年度からは国庫補助事業となります

美しい森林づくり基盤整備事業に取り組むことと

しており、国、県、市の事業により自伐林家の方

の森林整備補助を行うことで経営の継続を支援し

ていきたいと考えております。 

林業の技術は特殊で高度な技能であり、それは、

林業事業体にも自伐林家にも通じます。林業界全

体での就業人口の減少を防ぐことが第一と考えて

おりますので、今後とも林業事業体だけ、自伐林

家だけではなく森林林業全体での対策を続けて考

えていきたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

答弁の中に、今年度から取り組む美しい森林づ

くり基盤整備事業というのがありました。 

これはどのような事業ができますかお伺いいた

します。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

美しい森林づくり基盤整備事業についてお答え

させていただきます。 

西予市はこの事業を活用いたしまして、森林所

有者が自ら行う森林整備のうち、間伐とそれに伴

う森林作業道の整備につきまして、事業量に応じ

た補助を行うこととしております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

今年から実施していただきます美しい森林づく

り事業、林家の方に周知徹底をしていただきまし

て、多くの整備ができることをお願いしとったら

と思います。 

続きまして、４番目であります。 

本年度、間伐材出荷促進対策事業を廃止し、木

材価格安定対策事業を実施されております。 

その狙いと目的、直近の実績をお伺いいたしま

す。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

お答えさせていただきます。 

御質問にございます今年度廃止いたしました間

伐材出荷促進事業は、市町村合併前の旧城川町に

おいて、当時はまだ木も細く切捨て間伐が主流で

搬出間伐が進まないことから、市場への出荷に対

する費用補助として始まった事業でございます。

しかし、現在は木も育ち、搬出間伐が主流となり、

国の各種補助事業も変遷してきており、間伐材出

荷促進事業につきましても見直しを行うこととい

たしました。 

今年度新設いたしました木材価格安定対策事業

は、木材価格が下落した場合にも山林所有者が安

定的に森林整備を行えるようにするものでござい

ます。新型コロナウイルス感染拡大の影響で、木

材価格が下がった令和２年度を除いた過去３年間

の同月で最も安価な単価より 1,000 円以上下回る

場合に、流通した木材に対して１立方メートル当

たり 1,000 円を補助し、木材流通の安定化及び森

林所有者の負担軽減により、森林林業の継続的な

経営を図ることを目的としております。 

これまでの実績でございますが、昨年からのウ

ッドショックによる木材価格の高騰の影響もあり、

今年度、令和５年２月までに対象となる月はござ

いませんでした。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

今年度新設された事業、木材価格安定対策事業、

対象になる月はなかったということであります。 

ある林家の方と道で会ったときに話されたこと

があります。私たち細々と材を切って出荷して、

その出荷奨励というような感じで、今まで間伐材

で補助をいただいとった。今年になってその楽し

みがなくなったのよと言われる方もありました。 
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何とか前年までの補助事業のように出せば、補

助対象価格が下がった場合にはいいかもしれませ

んけども、なかなか下がる要素の今見えない状態

ではなかろうかと思っております。そういったこ

とで再考をお願いしたらと思います。 

続きまして、５番目であります。 

公共施設等への市産材の活用についてでありま

すけれども、公共施設等の建設の説明の折には、

いつも木材をふんだんに使って、温かみのある建

物にしたいと理事者側から説明をされます。 

過去２年間一体どれくらいの木材を使用してい

るのか。そのうち市産材の使用割合、市産材であ

る確認はどのようにして確認されているのかお伺

いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

お答えさせていただきます。 

御質問のありました公共建築物の木材使用量に

ついて、令和２年度が、野村町の野村保育所など

８件で 639.69 立方メートル、令和３年度は、宇

和町の一の瀬団地など７件で 317.36 立方メート

ルを使用しております。 

また、市産材の割合は、令和２年度が 95％、令

和３年度が 43％となっております。 

確認方法につきましては、出荷番号で伐採者と

所有者を管理している原木市場から、製材業者へ

の購入証明及び製材業者から施工業者への納品証

明などを請負業者が市へ提出し、市産材の使用量

を確認しております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

令和２年、３年の実績でありますけれども、令

和２年が 639.69 立米、令和３年が 317.36 立米で、

市産材の割合は 95％、43％ということでありまし

た。 

実際に２年間で建築しました公共施設の市産材

の使用量が多い建物を具体的にお教えいただきた

いのと、また、令和２年度が 95％、令和３年度が

43％ということでありましたけれども、その少な

くなった要因等も教えていただいたらと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

お答えさせていただきます。 

令和２年度の野村町の太田団地が、木材使用量

280.5 立方メートル全てにおいて市産材を使用し

ており、野村保育園が 273 立方メートルのうち

245.7 立方メートルの市産材を使用しております。 

令和３年度の市産材使用量の割合が少ないこと

については、木材使用量 317.36 立方メートルの

うち、一の瀬団地の木材使用量が 232.60 立方メ

ートルで、そのうち市産材使用量が 69.86 立方メ

ートルでありました。一の瀬団地には、西条市で

加工したＣＬＴを 143.22 立方メートル使用して

おり、一度入札不調となったこともあり、工期内

の市産材の調達・加工の調整ができず、やむなく

県産材を使用したことが主な要因でございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

令和３年度一の瀬団地において入札不調という

ようなことで、工期が不足、そのために市産材の

調達ができなかった。これにつきましては、後の

質問でも関連しますので、後ろのほうで質問した

いと思います。 

次に、令和４年６月の信宮議員の質問に対しま

して、森林環境譲与税についてでありますけれど

も「林野率が 77.3％となり、令和３年度から譲与

税が増額となっている。」と御答弁されておりま

す。 

未活用の譲与税については基金として積立てら

れていると聞きますが、令和３年度末と直近の基

金残高をお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

お答えさせていただきます。 

御質問の森林環境譲与税について、令和元年度

から令和３年度末までに 1 億 8134 万円が西予市
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に譲与され、３年間で 9657 万 7000 円を森林整備

及びその促進に関する費用として各種事業に活用

しております。 

令和３年度末の基金残高は、利子収入を含め

8476 万 4000 円となっております。また、今年度

は 1 億 615 万円の譲与を見込んでおり、1 億

1018 万 3000 円を活用し、令和４年度末基金残高

は、３月補正予算計上後で 8073 万 2000 円を見込

んでおります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

基金残高 8000 万円という話でありました。そ

ういった基金を活用しまして次の質問であります

けれども、将来における公共施設等建築用の木材

をストックする考えはということであります。先

ほども建築現場において工期内の市産材の調達が

できずにほかの県内産材を使用したとあります。

そういったときのために、この森林環境譲与税、

少しでも活用してストックしておくお考えはない

のかお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

公共施設等建設用木材のストックについてお答

えさせていただきます。 

令和３年度市内製材所の原木取扱量は 14 万

2742 立方メートルに対して、市内の素材生産量は

5 万 4842 立方メートルと取扱量の約４割ほどであ

りまだまだ不足しているため、ストックとして置

ける量の確保が難しい状況でございます。 

しかしながら、今後担い手を育成するなどで素

材生産量が向上し、供給側のバランスがとれれば、

将来的には公共施設等の木材利用の促進の観点か

ら、御提案のありました公共施設等建設用木材を

ストックするなど方策を立てて考えていきたいと

思っております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

今の答弁で、まだまだ市産材は不足していると、

原木市場の取扱いの４割ほどであるという話であ

りました。 

林業事業体等々の育成もしていただきまして、

市産材の搬出といいますか、原木の量の確保にお

願いしたらと思います。まだまだ、西予市におき

ましては、今後、消防庁舎の建築、養護老人ホー

ムの建築、また、宇和地区におきましては、小学

校再編等に係る改築あるいは建て替え、さらに中

学校もそのうち寿命が来るのでなかろうかと考え

ております。そういったときのために市産材をス

トックして備えておくという考えをぜひとも進め

ていただきたいと思います。そのために、環境譲

与税の活用を考えていただきたいと思います。 

次に、城川における観光振興についてお伺いし

ます。 

前回、令和４年第４回定例会において、山本議

員が、昨年４月に開館した四国西予ジオミュージ

アムに係る観光振興について詳しく質問をされま

した。その中に、ギャラリーしろかわについてな

いようでありましたので、今回私から質問させて

いただきたいと思います。 

ギャラリーしろかわは、皆さんも御存じのよう

に、旧城川町の時代に建設され、収蔵品を収集さ

れたと聞いております。今年ギャラリーしろかわ

は 30 周年を迎えるに至りましたが、入館者数は

年々減少していると聞いております。その推移を

お伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮教育部長。 

○宇都宮教育部長 

ギャラリーしろかわの入館者数の推移というこ

とでございますが、ギャラリーしろかわが開館を

しましたのは平成５年度でございますけれども、

ここ５年間の入館者数についてお答えをいたしま

す。 

平成 30 年度が 8,148 人、令和元年度が

7,805 人、令和２年度 1,723 人、令和３年度

4,445 人であります。特に、令和２年度と３年度

におきましては、新型コロナウイルス感染症対策

のため施設を臨時休館したこともございまして、

大幅な入館者減少となっておりました。本年度、
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令和４年４月から２月 28 日までの入館者数は

6,910 人と回復傾向にあります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

今年４月から２月末までの入館者数が 6,910 人、

前年、令和３年度もコロナの関係があったかもし

れませんけども、1.5 倍ぐらいに増えております。

その要因について、分かっておれば御答弁願った

らと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮教育部長。 

○宇都宮教育部長 

令和４年４月にオープンをいたしました四国西

予ジオミュージアムへのジオツアーなどの団体利

用による増加に加えまして、令和２年から全国的

にＧｏＴｏキャンペーントラベル事業が継続され

たことや、令和３年から新型コロナウイルス感染

症に対する行動制限緩和の取組等が相乗効果とな

り入館者の増加につながったものと考えておりま

す。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

次に、館内の収蔵品についてお伺いしたいと思

います。 

今回、開館 30 周年記念として、巨匠たちの集

い～四季の彩り～と題し、横山大観、智内兄助、

ノーマンロックウェルたちの絵画、その他多くの

作品を展示されております。 

しかし、収蔵庫には多くの収蔵品があると聞い

ております。いったい何点あって、その評価はど

のようになっているのかお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮教育部長。 

○宇都宮教育部長 

現在、ギャラリーしろかわで収蔵をしておりま

す美術品の総数は、寄贈をされたものを含めまし

て全体で 610 点ございます。内訳といたしまして

は、先ほどおっしゃいました横山大観の作品など

日本画が 32 点、ノーマンロックウェルの作品な

ど洋画が 157 点、陶磁器やガラス工芸品 111 点、

ブロンズ像等の彫塑が 32 点、かまぼこ板の絵展

覧会審査員の作品 143 点、その他リトグラフやデ

ッサン等 135 点の多岐にわたる作品がございます。 

また、作品の評価でございますが、購入時の金

額が作品の評価額であると考えております。時代

時代によって物の価値・評価等は変動する可能性

はあるものの、現在でも購入当時の価値があるも

のと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

寄贈されたものもあり、なかなか評価がしにく

いのではなかろうかと思いますけれども、再評価

でありますけれども、時代時代で評価が変わると

いう内容の答弁もありました。そこら辺の考えは

あるのかお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮教育部長。 

○宇都宮教育部長 

収蔵品の再評価ということでございますけれど

も、収蔵品は、鑑定は評価の仕方や見方によって

その評価が変わること、また、鑑定を行った際、

作品の種類によって異なりますが、１作品当たり

約 2 万円程度かかり、610 作品全てを単純に計算

いたしますと約 1220 万円と高額になることから、

現時点では鑑定による再評価は考えていないとい

うところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

テレビ等でも、なんでも鑑定団というような感

じで、高額な評価が出る場合もありますけれども、

なかなか収蔵品全ての再評価というのは難しいの

かなと感じております。 

ギャラリーしろかわ最後の問題でありますけれ
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ども、ギャラリーにおきましては、全国「かまぼ

こ板の絵」展覧会、今年で 28 回目になろうかと

しております。その展覧会の今後の取組、だんだ

ん入館者数も減ってきて「かまぼこ板の絵」展覧

会もマンネリ化がしておるんではなかろうかと思

います。 

今後の取組、さらには、今回、開館 30 周年記

念企画展を催されておりますけれども、今までも

このような展覧会を実施されたのか。また、今後

も計画があるのかお伺いしたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮教育部長。 

○宇都宮教育部長 

まず、全国「かまぼこ板の絵」展覧会でござい

ますが、同展覧会は、平成７年度に始まり、次回、

令和５年の開催で 28 回目を迎えることとなりま

した。２月１日から４月 20 日まで、現在全国公

募を行っているというところでございます。 

市内の皆様方だけでなく、全国のファンの皆様

方に支えられてきましたこの展覧会をこれからも

継続していく予定でございますが、新たに募集テ

ーマや応募作品の部門を設定するとともに、ＳＮ

Ｓや新聞・テレビ・ラジオなどのメディアを活用

した意識高揚のＰＲを図るなど、より多くの方に

注目いただける展覧会にしたいと考えております。 

続きまして、ギャラリーしろかわの企画展のこ

れまでの取組と今後の計画はという御質問であっ

たと思いますが、収蔵品の展示に加え、せいよ子

ども美術展、日本一短い手紙とかまぼこ板の絵の

コラボ展、富永一朗先生の芸術漫画原画展、展覧

会審査員の招待作品展、子規の俳句とのコラボ展

など、ギャラリーしろかわでしかできない独自の

企画展を開催してきたところです。 

開館 30 周年を記念した企画展としましては、

３月５日まで、開館前のギャラリーしろかわを写

生した当時の子どもたちの絵やノーマンロックウ

ェルなどの作品を展示したほか、３月 11 日から

は、お雛様とかまぼこ板の絵のコラボ展を予定し

ており、令和５年度に入りましても、かまぼこ板

と消しゴムはんこを使った企画展などの検討を進

めていくこととしております。 

今後も、幼児から高齢者までの幅広い世代の方

に楽しんでいただけるよう、ジオミュージアムや

市内各施設と連携し、相互の入館者増加につなげ

ていきたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

かまぼこ板の絵展覧会、あるいは、企画展にし

ましても、なかなかカンフル剤みたいな取組はな

いのではなかろうかと思っております。 

そこで、私のほうから提案をさせていただいた

らと思いますけれども、今かまぼこ板の絵展覧会

につきましては、応募につきまして無料でありま

す。保育園から小学校、中学校、学生の間は無料

でもいいかと思いますけれども、大人の方になり

ますと、プロあるいはセミプロの方の応募も多数

見受けられます。そういった大人の方の出品につ

きましては、１点幾らか、100 円でも 200 円でも

かまいません、そういった有料にしてみてはどう

かということと、収蔵品が 610 点もあります。１

回企画展をしましても、20 点、30 点の展示であ

ります。広く西予市民の方に収蔵品を知っていた

だくために、西予市本庁などのセキュリティー対

策がしっかりとれている場所での展示、あるいは

ほかの市町の美術館等との共同企画展等の取組は

お考えないのかお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮教育部長。 

○宇都宮教育部長 

大人の方の応募を有料にしてみてはどうかとい

うような御質問であったかと思いますが、全国

「かまぼこ板の絵」展覧会は、食べ終えた後の廃

棄されるかまぼこ板をキャンバスとして再利用い

たしますが、誰もが自由に絵を描いて応募し、ギ

ャラリーしろかわで一堂に展示することで、個性

の輝き、幅広い世代のいろいろな価値観をお互い

に認め合い、心の交流を図るという趣旨で始めら

れたものでございます。 

これまで無料で自由に応募できた展覧会を有料

にするということで、応募者数がどのような推移

となるか不透明で心配な点もございますが、幼児

から高齢者までの幅広い世代の方々により関心を

持っていただける方法など、自由に絵を描き楽し
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むことができる本来の目的を失うことがないよう

慎重に検討していきたいと考えております。 

また、続いての質問で、関連したところで、収

蔵品の館外活用、また他館との共用企画等はとい

うことでございました。 

収蔵品の中には、貴重で高額な美術品が多くあ

り、館外活用、また他館との共用企画を実施する

場合のどちらにおいても、展示会場の温度や湿度

管理のほか、盗難・破損等にかかる保険料や警備

等も必要になってまいります。 

これらの課題を解決し、貴重な市民の財産が有

効活用できるよう類似施設の状況を参考にしなが

ら検討していきたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

ギャラリーの収蔵品、有効活用というような観

点で、ぜひとも実施に向けて検討していただきた

いと思います。いろいろな問題があろうかと思い

ますけれども、ぜひとも考えていただきたいと思

います。 

観光振興についての２点目であります。 

城川町内の公衆トイレについてお伺いいたしま

す。 

城川の公衆トイレ、場所的に申しますと、魚成

のコンビニエンスの前、魚成の小萩橋のたもと、

遊子川の下遊子のバス停横、土居古市の三差路、

窪野男地橋のたもと及び、川津南の穴神鍾乳洞の

前の６カ所であろうかと思います。私も実際に回

ってみましたけれども、中には衛生管理が届かな

い公衆トイレも見受けられました。 

その所管と管理及び改修計画についてお伺いい

たします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

藤川城川支所長。 

○藤川城川支所長 

御質問にありました城川町内の６カ所の公衆ト

イレにつきましてお答えいたします。 

城川町魚成のコンビニ前にございます公衆トイ

レにつきましては、商業集積地として地元から要

望があり建設したものでございます。このトイレ

につきましては、維持・管理ともに地元で行って

おります。 

次に、魚成古市の小萩橋にあります魚成小萩橋

公衆トイレ、遊子谷の下遊子バス停横にございま

す下遊子公衆トイレ、土居古市の三差路にありま

す古市三差路公衆トイレ、この３施設につきまし

ては、城川生活福祉課が所管となります。これら

のトイレにつきましては、地元からの要望により

通学生徒やバス利用者のためにバス停付近に設置

した経緯から日常的な管理は地元で行っておりま

す。このうち下遊子公衆トイレにつきましては、

地域の高齢化によりまして管理が困難との申出が

ございまして、遊子川地区で協議をしていただい

た結果、廃止という方向で御理解いただきました

ので、昨年の９月から使用禁止としており、今年

度末で廃止とすることになっております。 

それから、窪野男地橋元にありますトイレ及び

川津南の穴神鍾乳洞にありますトイレにつきまし

ては、城川産業建設課所管の公衆トイレでござい

ます。この２カ所のトイレは、生活福祉課の管理

方法と同じく地元管理をお願いしております。 

これら６カ所の公衆トイレの消耗品、また、電

気・水道・くみ取り料等におきましては市の負担

としております。破損等が生じた場合の修繕にお

きましては、適宜担当課で対応しております。 

また、これらの施設の改修計画につきましては、

地元からの要望もなく改修等は考えておりません。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

改修計画はないという答弁でありましたけれど

も、令和４年９月補正でＥ－ＢＩＫＥ27 台を導入

し、ジオミュージアムに５台置く予定との答弁が

あったと思います。さらに、そういったＥ－ＢＩ

ＫＥを活用しまして、ジオミュージアムを起点に

ジオを核とした市内周遊促進を図るという答弁も

ありました。 

観光の振興を考えた場合、遊子川地区のトイレ

でありますけれども、廃止ではなく改修して継続

すべきだと思っておりますがいかがでしょうか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 
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藤川城川支所長。 

○藤川城川支所長 

下遊子バス停横にあります公衆トイレにおきま

しては、昭和 60 年度建設で築 37 年となっており

耐用年数も経過しております。また、くみ取り式

の公衆トイレであり利用頻度も低く、地元管理も

高齢化に伴い困難なことから廃止の申出により方

向づけをしたものでございます。 

城川町内にも、新たなジオミュージアムという

施設ができまして、来訪者が増えることにより、

道路沿いにある公衆トイレの必要性もございます

が、公園などを含めた各施設にトイレを設置して

おりますので現時点では改修の計画はございませ

ん。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

遊子川地区、食堂リコピンズというところもあ

ります。そこには、毎週たくさんの観光客といい

ますか、集客がされておる現状もあります。今の

ところ計画はないという答弁でありますけれども、

何とか再考をしていただきましてトイレの設置を

お願いしとったらと思います。 

最後の質問になります。 

高校魅力化事業、中高校生への対策ということ

であります。 

昨年 10 月に議会運営委員会で山形県遊佐町に

視察に行きました。少年議会は、平成の大合併が

行われました 2003 年、当時の遊佐町長が、町の

次世代を担う若者が町外へ出て行ったり、地元の

活動に参加しない状況を危惧し始まった事業で、

20 年目を迎えたということでありました。正式名

称は、遊佐町少年町長・少年議員公選事業と言い

まして、全ての中高校生に選挙権と非選挙権があ

り、年間 45 万円の独自予算が設けられていると

聞いております。 

西予市におきましても、高校魅力化事業という

ことで、公営塾の運営を行って高校生の確保に尽

力されておりますけれども、現実として、宇和高

校三瓶分校は募集停止となってしまいました。今

年も、先日新聞に載りましたけれども、宇和・野

村高校ともに、高校の入学志願者は定員割れの状

況であります。 

こういった状況を考えたときに、中学生のとき

から地元に関心を持ち、西予市を愛してもらえる

ことが高校生の確保に至るのではないかと考えま

す。 

遊佐町のような少年議会でない方法もあるかも

しれませんけれども、市の考え、そういった考え

があるのかないのかお伺いしたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

少年議会の取組についてお答えをいたします。 

本市では、高校魅力化を進める手段の一つとし

て、令和２年９月から地域おこし協力隊を活用し

まして、学習支援などを行う公営塾の運営を行っ

ているほか、令和５年度からは、市内高校への通

学に伴うバス代や単車・自転車購入費の一部を補

助する遠距離通学費補助事業を始めることとして

おり、市内高校への進学の促進を図る取組を進め

ているところでございます。 

今回、河野議員から御提案をいただきました少

年議会の取組に関しましては、いち早く人口減少

や少子高齢化への危機感を持った山形県遊佐町に

おいて、地域の中心となっていく若者の力による

まちづくりを推進するため、20 年前から継続して

実施されている事業と伺っております。 

遊佐町では、中学生、高校生が自らの代表者を

投票して選び政策を実現していくことで、学校外

で民主主義を実際に体験・学習することにより社

会の構成システムを学ぶとともに、未来を担う若

者の視点から町政への提言や意見を町が積極的に

取り上げることを通じて、若者の町政参加を促さ

れており、このように子どもの頃から地元に関心

を持ってもらうことは、愛郷心を育み、将来的に

地元へ残ってもらうことやまちの活性化にもつな

がるようなすばらしい取組であると感じておりま

す。 

また、山形県は、近年の国政選挙の投票率が連

続して 60％台を記録し全国１位となるなど、その

背景には、少年議会の活動に刺激を受け、ふだん

から政治に関心を持つ裾野が広がっているのでは

ないかとも言われているようです。 

本市では、令和２年１月に高校生と議会との意
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見交換会を初めて開催し、若者の視点での政策提

言などいろいろなアイデアをいただいており、令

和３年に提案いただいた高校生料理対決を高校生

主体の実行委員会で検討を重ね、令和５年度に実

施することとなっております。 

このように高校生の提案を実現することによっ

て、市の政策にも関心を持っていただいていると

実感しているところでございます。また、１月に

野村町で実施をされたサテライト市長室でのＮ－

ジオチャレの中学生との意見交換会においては、

「他の町との中学生との活動がない。同じ市とし

て交流できる場をつくってもらいたい。」といっ

た意見もありました。 

少年議会に取り組むことによる様々な効果も期

待できることから、今後実現に向けての調査・研

究を進めてまいりたいと考えます。 

なお、この高校魅力化事業につきましては、来

年度からは教育委員会に移管されることとなって

おります。 

また、この少年議会の実現に向けましては、中

学校との調整等や市においてどのような手法が適

切なのか十分な検討が必要となってくることから、

関係機関と連携して検討してまいりたいと考えま

す。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

○７番河野清一君 

今、答弁にありましたように、中学校と高校で

ありまして、中学校は市の教育委員会、高校は県

の教育委員会であります。そこら辺の調整、話合

いも十二分にしていただきまして、今後、実現に

向けての調査・研究を進めていきたいという答弁

でありましたので、大いに期待をして本日の一般

質問を終わりたいと思います。 

○小玉議長 

以上をもって本日の日程は全て終了いたしまし

た。 

３月６日は午前９時より一般質問及び質疑を行

います。 

本日はこれにて散会いたします。 

 

 

 散会 午後０時19分 

 



 

 

 

 

第 ４ 日 

 

３月６日（月曜日） 
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      議  事  日  程 

 １ 一般質問 

 ２ 議案第 ３号 財産の無償譲渡について 

   議案第 ４号 財産の無償貸付について 

   議案第 ５号 財産の無償貸付について 

   議案第 ６号 財産の無償貸付について 

   議案第 ７号 財産の無償貸付について 

議案第１０号 西予市情報公開条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１１号 西予市職員定数条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１２号 西予市職員の給与に関する

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第１３号 西予市財産の交換、譲与、

無償貸付け等に関する条例

の一部を改正する条例制定

について 

議案第１４号 西予市保育所条例等の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１５号 西予市家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正

する条例制定について 

議案第１６号 西予市放課後児童健全育成

事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１７号 西予市国民健康保険条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

議案第１８号 西予市国民健康保険診療所

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第２０号 西予市野村茅葺き民家交流

館条例の一部を改正する条

例制定について 

議案第２１号 西予市消防手数料条例の一

部を改正する条例制定につ

いて 

議案第２２号 西予市給水条例の一部を改

正する条例制定について 

議案第２３号 市道路線の認定について 

議案第２４号 西予市営土地改良事業の施

行について 

議案第２５号 西予市過疎地域持続的発展

計画の変更について 

議案第３６号 令和５年度西予市一般会計

予算 

議案第３７号 令和５年度西予市育英会奨

学資金貸付特別会計予算 

議案第３８号 令和５年度西予市国民健康

保険特別会計予算 

議案第３９号 令和５年度西予市後期高齢

者医療特別会計予算 

議案第４０号 令和５年度西予市介護保険

特別会計予算 

議案第４１号 令和５年度西予市水道事業

会計予算 

議案第４２号 令和５年度西予市簡易水道

事業会計予算 

議案第４３号 令和５年度西予市下水道事

業会計予算 

議案第４４号 令和５年度西予市病院事業

会計予算 

議案第４５号 令和５年度西予市野村介護

老人保健施設事業会計予算 

３ 議案第４６号 西予市生活交通バス条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

４ 陳情第 １号 森林・林業基本計画の推進

並びに林野関係予算の確保

及び拡充を求める意見書の

提出についての陳情 
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本日の会議に付した事件 

 １ 一般質問 

 ２ 議案第 ３号 財産の無償譲渡について 

   議案第 ４号 財産の無償貸付について 

   議案第 ５号 財産の無償貸付について 

   議案第 ６号 財産の無償貸付について 

   議案第 ７号 財産の無償貸付について 

議案第１０号 西予市情報公開条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１１号 西予市職員定数条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１２号 西予市職員の給与に関する

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第１３号 西予市財産の交換、譲与、

無償貸付け等に関する条例

の一部を改正する条例制定

について 

議案第１４号 西予市保育所条例等の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１５号 西予市家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正

する条例制定について 

議案第１６号 西予市放課後児童健全育成

事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１７号 西予市国民健康保険条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

議案第１８号 西予市国民健康保険診療所

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第２０号 西予市野村茅葺き民家交流

館条例の一部を改正する条

例制定について 

議案第２１号 西予市消防手数料条例の一

部を改正する条例制定につ

いて 

議案第２２号 西予市給水条例の一部を改

正する条例制定について 

議案第２３号 市道路線の認定について 

議案第２４号 西予市営土地改良事業の施

行について 

議案第２５号 西予市過疎地域持続的発展

計画の変更について 

議案第３６号 令和５年度西予市一般会計

予算 

議案第３７号 令和５年度西予市育英会奨

学資金貸付特別会計予算 

議案第３８号 令和５年度西予市国民健康

保険特別会計予算 

議案第３９号 令和５年度西予市後期高齢

者医療特別会計予算 

議案第４０号 令和５年度西予市介護保険

特別会計予算 

議案第４１号 令和５年度西予市水道事業

会計予算 

議案第４２号 令和５年度西予市簡易水道

事業会計予算 

議案第４３号 令和５年度西予市下水道事

業会計予算 

議案第４４号 令和５年度西予市病院事業

会計予算 

議案第４５号 令和５年度西予市野村介護

老人保健施設事業会計予算 

３ 議案第４６号 西予市生活交通バス条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

４ 陳情第 １号 森林・林業基本計画の推進

並びに林野関係予算の確保

及び拡充を求める意見書の

提出についての陳情 
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 開会 午前９時00分 

○小玉議長 

おはようございます。 

本日は傍聴にお越しいただき誠にありがとうご

ざいます。 

ただいまの出席議員は 17 名であります。 

これより本日の会議を開きます。 

本日の議事日程はお手元に配信のとおりであり

ます。 

（日程１） 

○小玉議長 

日程第１、一般質問を行います。 

質問者は通告内容及び申し合わせに従い発言し

てください。 

それでは、通告順に発言を許可いたします。 

まず、６番中村一雅君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村一雅君。 

○６番中村一雅君 

おはようございます。 

議席番号６番中村一雅です。 

小玉議長より発言の許可をいただきましたので

一般質問をさせていただきます。質問は一問一答

にて、通告書及び申し合わせ事項に従い行います。

よろしくお願いいたします。 

放射冷却で早朝は寒いのですけれども、昼の春

の日差しが降り注ぎまして、昼間は大分暖かくな

ってまいりました。私昨日は、宇和島の宮下ふれ

あい広場というところで、孫のスポーツ少年団の

ソフトボールに行っておりまして、終日日差しに

当てられまして、少し日焼けしてヒリヒリしてお

ります。よろしくお願いします。 

では、一般質問に移ります。 

西予市が合併して、平成 16 年のことですけれ

ども、ほぼ 19 年がたちました。三好前市長で３

期 12 年、そして管家市長で２期７年が過ぎよう

としております。 

旧５町が合併して、合併当初は 4 万 7000 人あ

った人口が、今や 3 万 5100 人まで減少しており

ます。人口減少は非常に大きな問題であるという

ことになってございますけれども、この間の当初

予算の規模についてまずお尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

平成 16 年度からの当初予算規模の推移につい

てお答えをいたします。 

合併後の平成 16 年度の当初予算規模は 294 億

円でございました。その後、国の三位一体改革等

の影響によりまして、平成 24 年度までは 250 億

円前後で推移をいたしておりましたが、それ以降、

防災行政無線デジタル整備、汚泥再生処理施設建

設などの大型事業の実施によりまして 270 億円を

超える水準で推移し、平成 30 年７月豪雨災害後

の令和元年度につきましては 331 億円と過去最大

の規模となりました。令和２年度以降におきまし

ても、復旧・復興事業に加えまして、新型コロナ

ウイルス感染症の影響もあり 300 億円を超える高

い水準で推移をいたしております。 

令和５年度当初予算におきましては 284 億円、

野村支所庁舎建設、土居地区地域づくり活動セン

ター建設などの大型事業が完了しまして、豪雨災

害前の予算規模となっております。 

当市の市税、地方交付税などの一般財源総額を

勘案いたしますと、この 270 億円程度が適正な収

支バランスに基づく予算規模と想定をいたしてお

るところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村一雅君。 

○６番中村一雅君 

今回一般財源の主に当初予算についてお尋ねし

ております。今の西予市の財政状況というものを、

私どももおさらいしつつ市民の方にも周知徹底し

たいと、そういう思いからお聞きしておりますの

でよろしくお願いいたします。 

２番目の質問に移ります。 

当初予算の歳入における地方交付税の推移とそ

の算定根拠についてお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

地方交付税の推移とその算定根拠についてお答

えをいたします。 
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臨時財政対策債を含めました普通交付税の推移

を見ますと、合併後の平成 16 年度から 19 年度に

つきましては、地方財政ショックと呼ばれます地

方交付税の大幅な削減、また、国の三位一体改革

によります影響を受け、合併算定替制度による特

例措置があったにもかかわらず、110 億円前後の

低い水準で推移をいたしておりました。 

その後、平成 20 年のリーマンショックに起因

をいたします景気低迷による財源不足への様々な

対応の結果、平成 22 年度から 26 年度にかけては

130 億円前後の高い水準で推移をいたしましたが、

平成 27 年度からは合併算定替えの特例措置の段

階的な縮減が始まり、一本算定となりました令和

２年度は約 112 億円となりました。 

令和３年度、４年度につきましては、新型コロ

ナウイルス感染症に係る経済対策などによりまし

て一時的には増加をいたしておりますが、令和５

年度当初予算におきましては一本算定となった令

和２年度と同程度 111.8 億円を計上いたしており

ます。これにつきましては、酒井議員の御質問に

もお答えをさせていただいておりますが、国は毎

年度地方財政計画を策定いたしまして、地方全体

として必要とされる地方交付税を確保するととも

に、各自治体の財政力に応じた配分を行っており

ます。 

今後の推移でございますが、人口減少などが減

額要因とはなりますが、今ほどの財源保障機能、

そして財源調整機能が適切に発揮されることによ

りまして、各自治体への基本的な配分額は大きく

は変動しないと想定した上で、今後の公債費算入

の増加等を織り込みまして、地方交付税のうち、

臨時財政対策債を含む地方交付税の額はおおむね

110 億円前後で推移するということで見込んでお

ります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村一雅君。 

○６番中村一雅君 

人口減少が減収要因となるかもしれないけれど

も大幅な減少がないと見込んでいるということで

ございました。 

酒井議員の御意見でもありましたように、これ

は見込みということで、なってみないとわからな

いという不確定要因もございますので、しっかり

した財政基盤のもとに西予市の財政を運営してい

くということについては、やはり少し危惧が残る

ような気もいたしております。 

続きまして、歳入の部で、西予市の財政力の現

状についてお尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

当市の財政力の現状についてお答えをいたしま

す。 

各自治体の財政力を示す指標といたしまして、

財政力指数というものがございます。この財政力

指数は、普通交付税の算定に用いる基準財政収入

額、いわゆる税収などの自前で確保できる収入、

これを基準財政需要額、この自治体を運営するの

に必要な経費、これで割った数値となっておりま

す。端的に申しますと、各自治体の課税力を表す

ものでございまして、この数値が低いほど普通交

付税に依存した財政運営と言えます。 

当市の令和３年度の財政力指数は 0.24 でござ

いまして、県内の市の中では最下位となっており

ます。財政力指数が低いということは、交付税措

置されない経費に対する財源が少ないということ

を意味いたしております。 

したがいまして、当市のように財政力指数が低

く、かつ公債費の負担が大きい場合は、非常に厳

しい財政運営を余儀なくされるということになり

ます。こうしたことからも、公債費の抑制が大き

な課題と認識をいたしておるところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村一雅君。 

○６番中村一雅君 

財政力指数値 0.24 ということであります。私

どもの家計の暮らしに例えますと、100 万円の経

費がかかる暮らしをしているのに、稼ぐ力は

24 万円しかないのだみたいなことで、あとは国や

県の補助金や交付税頼みというような脆弱な財政

力ということになっていようかなと思います。管

家市長の自前のこれがやりたい、あれがやりたい

というような思いを縛りつけるようなことがある
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のかなあというふうに少し不便な思いがあるので

はないかなと推察をいたしております。 

続いて、歳出についてお尋ねをいたします。 

まず、義務的経費の割合についてお尋ねをいた

します。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

義務的経費につきましてお答えをいたします。 

この義務的経費とは、人件費、扶助費及び公債

費の合計となっております。当市の令和３年度決

算におけます義務的経費の額は 139.6 億円、歳出

総額に占める割合は約 43％となっております。市

税と臨時財政対策債を含めました普通交付税の合

計額は 151.4 億円でございますので、ほとんどが

義務的経費に使用されているということになりま

す。 

この状況からも、毎年度の財源不足を財政調整

基金で取崩し補う、そういった当市の財政構造が

見てとれようかと思います。義務的経費の削減は、

その性質上困難ではございますが、将来の公債費

負担は起債額の抑制を図ることによりコントロー

ルは可能と考えておりますので、毎年度の起債額

の枠設定などを通じまして、中長期的な視野に立

って公債費の削減に努めてまいります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村一雅君。 

○６番中村一雅君 

義務的経費の抑制は困難であるという御答弁で

ありました。 

人件費は確かに困難であろうと。扶助費につい

ては、現状この数年ずっと伸びて高止まりしてい

るように見えておりますが、この扶助費が伸びて

いる要因についてお尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

扶助費が伸びている要因についてお答えをいた

します。 

令和３年度決算における扶助費の額が 46.7 億

円、歳出総額に占める割合といたしましては約

14％となっており、合併以来一貫して増加傾向に

ございます。国の地方財政計画におきましても、

毎年度確実に金額が伸びている項目が、社会保障

関連経費を含む一般行政経費でございまして、当

市における扶助費の伸びは、国の政策と歩調を合

わせて対応している結果とも言えます。この扶助

費の例といたしましては、生活保護費が挙げられ

るところでございますけれども、近年は子ども・

子育て支援新制度に基づきます教育・保育給付費

支給事業、自立支援医療制度に基づく障害者自立

支援医療費給付事業など、様々なニーズに対応し

た多岐にわたる内容となっており、これらの事業

に対応するためには、扶助費の額は今後も高止ま

りをすることが見込まれておるところでございま

す。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村一雅君。 

○６番中村一雅君 

子育てをするなら西予でというようなスローガ

ンも挙げられて、子育てについては今後も力を入

れていかなければならないところだということで、

これは、抑制というよりは、盛り込みたい項目に

あるのかなというふうに考えたりいたします。め

り張りをつけないとなかなか予算は成り立ってい

かないのかなあというふうに感じているところで

ございます。 

続きまして、令和５年度の当初予算編成、歳入

と歳出のバランスをとることに大変苦慮したとい

うふうにお聞きいたしております。今回財政にお

ける一般質問を私がしたいと思ったきっかけもそ

こにありますけれども、２月 14 日に財政課で勉

強会を持っていただきまして、財政のことには少

し議員でも勉強させていただきました。今日はそ

のおさらいということになろうかと思いますが、

市民の方々も聞いていらっしゃることもあろうか

と思いますので、そこについてまた再度お聞きす

るということで御容赦をいただいたらと思います。 

予算案を見ますと、令和５年度の当初予算編成

は既往３カ年と比較して緊縮財政となっていると

思います。その原因についてお尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 
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○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

令和５年度の予算編成に当たりまして苦慮をし

た点、また、今ほど議員から御指摘もありました

が、緊縮財政となった要因についてお答えをさせ

ていただきます。 

まずは当初予算編成におきまして苦慮した点で

ございますが、令和５年度の予算編成におきまし

ては、当初の査定に入る段階で 18 億円という多

額の財源不足が見込まれまして、その対応策が焦

点となりました。その対応策の概要を御説明申し

上げます。 

最初に全体的なことでございますけれども、毎

年度、不用額が生じている事業につきまして、特

に積算内容を厳しく精査いたしました。また、消

耗品、旅費などの事務の経費につきましては、必

要最低限の計上といたしております。 

次に、補助金等の見直しでございますが、既存

の補助金事業について限られた一般財源を有効活

用するという観点からの再整理を行っております。

また、特別会計・企業会計への繰出金につきまし

ても、特に基準外の繰り出しについては、経営状

況を勘案しつつ、可能な限り削減を行っておりま

す。次に、市債事業につきまして、中長期的な公

債費負担軽減の観点から、金額の抑制、事業年度

見直しなどを図っております。 

そのほか歳入面におきましては、事業内容に応

じた特定目的基金の活用、決算実績に応じました

市税の計上などを行いまして、財源不足を解消す

ることができました。 

このような財源不足の状況につきましては、令

和５年度の当初予算編成のみではなく、今後も一

定期間続く見込みでございます。市税、地方交付

税等の一般財源総額が大きく伸びない中、公債費

の上昇、財政調整基金残高の減少、こういったも

のを考慮いたしますと、当面の間は既存事務事業

の思い切った見直しが必要と考えております。 

続きまして、緊縮財政となった要因ということ

でございますけれども、大きく２点挙げられよう

かと思います。 

１点目は、先ほどから出ております公債費負担

の大幅な増加。２点目が、財政調整基金残高の減

少でございます。この２点が顕在化したことが非

常に厳しい財政状況の要因となっていると考えて

おります。 

まず１点目の公債費負担の大幅な増加でござい

ますが、令和３年度の公債費は 42.9 億円、令和

10 年度には、これが 50 億円に達する見込みでご

ざいます。例えば、過疎対策事業債、合併特例事

業債は 70％の交付税措置がございますが、残りの

30％については一般財源での対応となり、この積

み上がりが大変重い負担となってまいります。 

それに対して、当市は財政力指数が低い、先ほ

ど申し上げましたけれども、つまりは交付税措置

されない経費に対応する財源が乏しいという大変

アンバランスな財政状況にございます。このアン

バランスを解消するために、毎年度、減債基金

3 億円程度取崩しをしておりますけれども、頼み

の減債基金でございますが、これも数年で枯渇す

ることが見込まれております。そうなりますと、

見合いの一般財源の確保が新たに必要となります

ので、他の事務事業への影響が懸念されるという

ところでございます。 

次に、２点目の財政調整基金残高の減少でござ

いますが、平成 28 年度に 48.3 億円ございました

財政調整基金残高は、毎年度の財源不足を補うた

め取崩しを行ってまいりました結果、令和３年度

は 24 億円と約半分まで減少をいたしております。

現在の予算規模を維持して、このペースで基金の

取崩しを行いますと、数年後には財政調整基金は

枯渇してしまうという見込みでございます。財政

調整基金残高の減少は、１点目の公債費の大幅な

増加と因果関係があると分析をいたしておりまし

て、将来の公債費抑制を財政面での最大の課題と

認識をいたしておるところですが、公債費を短期

間で削減するということはなかなかできませんの

で、当面の間はその他の経費の見直しをはじめ、

予算規模を抑えた緊縮財政とならざるを得ないと

考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村一雅君。 

○６番中村一雅君 

毎年度減債基金を 3 億円ほど取崩しているとい

うことでございました。公債費の負担率は大きく

なっていて取崩しもやむを得ないということでさ
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れているのだろうと思いますけれども、やはり弾

力的な財政運営ということについては基金は取崩

しをしないにこしたことはないというのが健全だ

ということになろうかと思います。 

また、財政調整基金の残高も減少している。こ

れは平成 30 年の豪雨災害の復旧・復興にかける

ということも関係しているんではないかと思いま

す。万が一のことがあった場合に取り崩すものが

財政調整基金であるとすれば、これが数年で枯渇

するかもしれないということも大変に財政の危機

ではないかなというふうに考えます。節約をして

歳出を抑えるという一方で、歳入もやはり増やし

ていかないといけないのだなということも考えな

いといけないんですけれども、なかなかそこに考

えが至らないというようなことではないかと思い

ます。 

続きまして、公債費というのは起債をしてその

借金を返していくということであろうかと理解し

ております。大きな事業をする、大きな箱物をつ

くる、そうすると、そのときには起債をして、過

疎債だとか合併特例債だとかを使うということに

なりますけれども、３年ないし５年の据置き期間

を経てそれはやはり返していかないといけないと。

これが公債費負担の虫となって、令和 10 年度に

50 億円という数字ではね返ってくると、そういう

ことではないかと考えております。 

ここ数年の市債の残高と公債費の推移について

再度お尋ねいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

市債の残高と公債費の推移につきましてお答え

いたします。 

市債の残高でございますが、令和３年度末では

396.3 億円となっておりまして、合併時の平成

16 年度 321.4 億円と比較をいたしまして約 75 億

円の増となっております。事業の実施に当たりま

しては、交付税措置の有利な起債を選択しており

ますが、大型事業の実施等によります市債残高の

増加が、近年の公債費の上昇を招いている状況に

ございます。これが財政調整基金、また減債基金

残高の減少につながっているところであります。 

この公債費の推移でございますが、平成 28 年

度では 33.8 億円でございましたが、大型事業の

実施等の影響によりまして令和３年度は 42.9 億

円と急増いたしており、令和 10 年度には 50 億円

に達する見込みでございます。当市では、一般財

源の総額を表します標準財政規模に占める公債費

の割合が、県内の類似団体と比較いたしましても

非常に大きく、その分自由に使用できる一般財源

が制約されているということから、この公債費負

担の軽減が財政面での大きな課題であり、早急に

起債額の抑制を図る必要に迫られていると認識を

いたしております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村一雅君。 

○６番中村一雅君 

早急に起債の抑制を図らなければならないとい

うことでございました。 

今後の財政運営について、どうされる方針か再

度お尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

今後の財政運営についてお答えをさせていただ

きます。 

非常に厳しい財政状況を改善するため、繰り返

しになりますけれども、将来の公債費負担の軽減

を財政面での最大の課題であるととらえておりま

す。しかしながら、市債の償還期間が長いため、

公債費の抑制は短期間では達成できないことから、

今後も引き続き、厳しい財政運営を強いられるこ

とが想定をされます。起債事業の削減、年度間の

平準化等、中長期的な視野に立ちまして公債費を

削減することが必要と考えます。具体的方策とし

ては、消防本部署庁舎建設、養護老人ホーム三楽

園等の大型事業が終了する令和６年度を一つの区

切りと考えております。それ以降の起債額につき

まして、毎年度 25 億円程度の枠設定を行うこと

によりまして、将来における公債費削減を図る計

画としております。 

また、財政調整基金でございますが、今ほどの

公債費の削減が、中長期的に残高減少の歯止めに
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寄与することと考えますが、短期間での効果は見

込めませんので、財政調整基金への依存度を低く

するためには、当面の間、既存事務事業の思い切

った見直しが求められます。 

当市の適正な規模を約 270 億円程度としますと、

令和５年度当初予算の 284 億円も大きい規模でご

ざいますので、さらなる縮小が必要でございます。

できるだけ早期の適正な収支バランスに基づく予

算規模の実現が健全財政の鍵であると考えており

ますので、そういう方向で進めていきたいと、そ

のように思っております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村一雅君。 

○６番中村一雅君 

まだここ当面、緊縮財政は続くのだということ

で承りました。 

次に、市が保有する普通財産についてお尋ねを

いたしたいと思います。 

現状市が保有する普通財産はどのようなものが

ありますか、お答えをいただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

市が保有をいたしております普通財産について

お答えをいたします。 

普通財産でございますが、行政財産以外の公有

財産でありまして、行政目的を喪失して遊休化し

ているもの、また公共的団体の敷地として貸付け

しているものなど多岐にわたるものがございます。

現状につきましては、令和３年度末現在になりま

すけれども、土地が 982 件、面積では 356 万

1000 平方メートル、そのうち山林が大部分を占め

ておりまして 294 件、面積は 284 万 5000 平方メ

ートルでございます。また、建物が 183 件、面積

は約 6 万 3000 平方メートルとなっております。 

これらは令和３年度末現在の数値といたしまし

て決算書の財産に関する調書に計上した一般会計

に区分された値となっておりますので、決算書と

あわせてまた御確認をいただいたらと思います。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村一雅君。 

○６番中村一雅君 

普通財産についてお聞きしました。普通財産の

中で、公共施設、西予市の公共施設総合管理計画

というものが平成 28 年に策定されたかと思いま

す。それに基づく個別の施設計画も昨年策定され

たと記憶してございます。 

その個別の施設計画の中で、維持をしていくも

のと処分をしていくものとの仕分はどのようにな

っているかお尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

個別施設計画で維持していくものと処分してい

くものとの仕分についてお答えをいたします。 

本市におきましては、市民の皆様の貴重な財産

である公共施設を次の世代に健全な状態で継承す

るとともに、今後も効果的かつ効率的に管理運営

し、住民サービスの維持向上を図り、公共施設の

最適化に取り組むために、昨年 12 月に西予市公

共施設個別施設計画を策定いたしました。 

この個別施設計画では、安全性、必要性、有効

性、効率性、この４つの視点から検証し、分析・

評価を行い、公共建築物 504 施設の今後の方向性

を示しております。 

まず、今後も現在の建物を継続して使用するも

のを維持としております。その中でも有効活用で

きており、耐震性があり、計画的な改修を行うこ

とによって長寿命化を図る施設が 125 件、当分の

間必要な改修を行いながら維持する施設が 20 件、

必要な修繕を行いながら維持する施設が 125 件、

必要な補修を行いながら維持する施設が８件とし

ており、また、建て替えを行う施設が 13 件とな

っております。 

続きまして、複合化・集約化等により不要とな

る施設や、役割が終了し市が保有する必要性がな

くなった施設として、民間事業者や地元自治体等

への建物の所有権を譲渡する施設が 43 件、廃止

する施設が 81 件としております。この廃止とし

ている 81 件に関しましては、そのほとんどが旧

耐震基準で建設をされた施設となっており、現在

の運営者や使用者等から譲渡等の要望があった場
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合には、譲渡等について協議を行いますが、基本

的には、各施設の状況に応じて適正な時期に除却

していくこととなります。 

なお、現段階では判断できない 92 件につきま

しては検討としており、地域や関係団体等と引き

続き検討してまいります。 

施設の譲渡に関しましては、現在、譲渡の仕組

みづくりについて庁内で協議をしております。関

係法令等を確認し、市有財産処理審議会への諮問

など、必要な手続を行った上で今後進めていくこ

ととなります。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村一雅君。 

○６番中村一雅君 

個別の施設計画についてお伺いしました。一番

興味のあるところは譲渡できるものということで

ございます。今回は財政状況についてお尋ねして

いますので、譲渡できる施設で、何か譲渡益の見

込めるものはないのかなあというふうなことが、

この質問の骨子であります。そこについてお尋ね

をいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

財産処分できるもので譲渡益が見込めるものに

ついてお答えをいたします。 

まず、財産処分できる施設は、先ほど答弁いた

しました施設の方向性が譲渡をする施設、廃止を

する施設、検討する施設が該当いたします。 

まず、方向性が譲渡する施設におきましては、

機能は維持するものの、施設の運営管理や使用者

が限定をされており、公共施設として行政が維持

管理を行う必要がないことから、有償・無償にか

かわらず、民間事業者や地元自治会等へ建物の所

有権を譲渡する施設であり、施設の分類では、主

に産業系の施設になります。 

次に、方向性が廃止の施設は、旧耐震基準で建

設された建物で、施設の老朽化に伴い廃止する施

設となります。ただし、施設の運営者や使用者等

から譲渡等の要望があった場合には、譲渡等につ

いて協議をする施設であり、施設の分類では、主

に住宅、教職員宿舎等にあります。 

方向性が検討の施設は、施設の方向性が、個々

の施設状況によりまして、現時点で方向性を定め

ることができないことから、今後も引き続き、方

向性について、地域や関係団体等と協議、検討を

行った上で方向性を定めることとしている施設で

ございます。施設の分類では、主に消防団の詰所

とか旧小学校施設になります。 

財産処分の状況といたしましては、これまでも、

例えば、西予市野村農業公園、宝泉坊ロッジ、三

瓶保育園など、それぞれの施設で所管課が財産処

分を行ってまいりましたが、先ほど答弁いたしま

したように、今回、市としての統一した譲渡の仕

組みを作成しているところでございます。具体的

には、耐震性や老朽化等といった建物の状況を把

握し、施設の機能、利用実態等を検証した上で、

譲渡の可否を判断し、譲渡の相手方と具体的に協

議をするといった仕組みになると考えております

が、施設を譲渡する場合の修繕費や、最終的に施

設を解体する場合の負担をどうするかについても

今後検討する必要があるのではないかと考えてお

ります。 

議員が申されました譲渡益が見込まれるかとい

うことでございますが、公共施設は、補助金等を

受けて建設しているものがほとんどであるため、

有償で譲渡する場合は、補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律に基づきまして、対象施

設の耐用年数に基づき算定をいたしました処分制

限期間を経過している必要があります。この処分

制限期間を経過せずに有償譲渡した場合は、補助

金等の返還が求められます。 

次に、その処分制限期間を経過した施設の多く

は、老朽化により修繕等が必要な状態となってい

ることが想定されるため補助金を受けた施設につ

いて有償譲渡により譲渡益を見込むことはなかな

か困難ではないかと推察をしております。 

一方、公共施設として市が管理運営を続けるこ

とにより、人件費、光熱水費、修繕料など維持管

理が継続的に必要となるため、たとえ無償譲渡で

あっても、長期的にはコストの削減につながると

いった側面もございます。 

また、未利用財産のうち、保有継続しない土地

につきましても、周辺環境や近隣住民の意向等を

確認した上で、売却可能となった場合は積極的に
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売却等を進めていきたいと考えております。 

なお、土地の売却にあっては、建物等がある場

合は、それを解体し売却処分を進めるといった方

法もございますし、また、建物付きでの売却が見

込める場合は、土地代金から解体相当額を控除し

た額により売却するという方法もございますので、

相手方と柔軟に協議できるかと考えております。 

いずれにいたしましても、本市の厳しい財政状

況を考慮し、西予市公共施設個別施設計画に基づ

き、可能なものから施設の売却等の財産処分を行

うことで、不要な維持管理経費の削減や市有地の

払下げ等による財源の確保につきまして、積極的

に努めてまいりたいと考えております。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村一雅君。 

○６番中村一雅君 

丁寧な御答弁ありがとうございました。 

私は平成 29 年第３回定例会において同じよう

な質問をいたしておりまして、そのときに宗総務

企画部長の御答弁がありますので一部引用させて

いただいたらと思います。 

除却の費用に関することについては、地方債が

充当できることとなっておりますけれども、充当

率が 75％、ただしこれについては交付税措置はご

ざいませんと。一般財源で賄っていかないといけ

ないということでありました。維持管理経費につ

きましては、その当時平成 29 年当時で遊休施設

の維持管理経費が年間 1200 万円程度かかってい

るというような御答弁がございまして、今宇都宮

部長の御答弁にありました維持管理費がかからな

くなる分節約にはなるなということについては、

さほどに金額が見込めないというようなことでご

ざいます。譲渡益が見込める施設についても現状

大変厳しい。補助金の返還の関係も考えてもなか

なか難しい。除却には交付税措置がないので、自

前で解体しないといけない。そうすると、更地に

なった土地代の売却をしてもなかなか益金は見込

めないと、なかなか難しいなあというのが率直な

感想でございます。やはり秘策とか特効薬とかい

うものはなくて、年々に倹約し、そして収支のバ

ランスを図っていかないといけないのかなという

ことも改めて感じたところでございます。 

最後の質問になります。 

今後、持続可能な市政を運営していくために必

要な指針は何か。先輩議員とかにお尋ねしますと

予算書を見れば市長の考えはよく分かるんだとい

うようなことはあったりするのかなと思うんです

けれども、私まだそこまで経験年数に至っており

ませんので、説明をいただかないとなかなか分か

らないということもございます。市政の運営と財

政の運営は表裏一体でそこに反映されている。国

の予算につきましては、本年度 114 兆 3800 億円

で過去最大、県の予算についても２月の中に発表

されたところでは、7069 億円で中村県政最大とい

うことになってございました。県政においては、

人口減少対策における子育て支援とか、あるいは、

デジタルトランスフォーメーションとかに重点的

に予算を配分するということになってございます。 

一方で、防災・減災対策では 155 億円で 6 億円

の減ということをお聞きしております。西予市に

おいても、災害復興計画については、ハード整備

についてはほぼ峠を越えたというようなことを前

回の定例会でもお聞きしておりまして、コロナが

収まれば、想定外の支出というものはなくなって

きて、普通の財政に戻っていくのかなということ

を考えておりますけれども、今後の持続可能な市

政を運営していくための必要な指針というものに

ついてお尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

持続可能な市政運営の具体的な指針についてと

いう御質問にお答えをいたします。 

当市の経常収支比率は令和３年度で 92.5％とな

っております。県内でこれは最下位でございます。

経常収支比率とは市税、普通交付税等の毎年度収

入される一般財源を人件費、扶助費、公債費等の

毎年度必要となる経費にどれだけ充当しているか

を示す指標であり、この比率が高くなるほど自由

に使用できる一般財源が少なく、臨時的、突発的

な財政需要や市民ニーズに即応するための事業の

財源が限られていることを表しております。 

一方、人口減少社会及び少子化対策等、市内に

おける課題は山積しておりまして、これらの重点
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化の取組に当たっては、国・県の補助金のほか、

自由に使用できる財源を確保しなければなりませ

ん。したがいまして、遊休資産の処分も一つの方

法でありますし、ふるさと納税の推進等の歳入確

保とともに、機構改革等によりまして人件費の抑

制、建設事業の計画的な実施による公債費の削減

等、経常的な歳出抑制を図り、新たな財政需要に

活用するための財源の捻出に努める必要があると

考えます。同時に、災害等に備えた一定規模の財

政調整基金の確保も重要となりますので、さらな

る行財政改革が求められるところとなります。 

いずれにしましても、今後、市民サービスを維

持するためには、将来にわたり維持可能な財政運

営が前提となります。地方自治法には「住民の福

祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の

効果を上げるようにしなければならない。」と明

記されており、このことを常に意識しながら、現

状打破に取り組み、健全な財政運営の確立に努め

てまいりますので、今後も議員各位におかれまし

て御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げ

ます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村一雅君。 

○６番中村一雅君 

御答弁ありがとうございました。 

ふるさと納税の推進という市長の御答弁ござい

ました。遊休資産の処分については譲渡益を見込

めることがなかなか難しい。ふるさと納税につい

ては、純粋に収入として入ってまいりますので非

常にありがたいと。数年前、コロナが発生する前

に、たしか私管家市長と一緒に関西三瓶ふるさと

会にお邪魔して、ふるさと納税をお願いしたいと

いうように参加された方々に丁寧にお願いしてま

わったというようなことがございました。災害が

あって返礼品を求めないふるさと納税ということ

も額が増えてきて、少し希望もそこにはあるので

はないかなというふうに考えたりいたします。 

愛媛新聞の記事を引用しますと、２月９日のと

ころで、岩手県の田野畑村に金の延べ板 60 キロ

を寄附したという記事が載りました。人口

3,000 人、予算 30 億円の規模の村に延べ板 120 枚、

計 60 キロ、金額換算で 5 億 2824 万円に上ったと。

これを村では全額財政調整基金に充当して、今後

の施策に役立てたい、ありがたいというふうに率

直に村長が申されていた。西予市の規模に当ては

めますと、50 億円ぐらいの規模になろうかと思い

ます。寄附にしろふるさと納税にしろ、そういう

ことも日本の全国のどこかにはあるのだなあとい

うことが少し心に残りまして、ここに御披露させ

ていただきました。 

もしそんなことが西予市にあったならば、それ

は非常にありがたいなあというふうに私も思うの

ですけれども、昔西予市にはお世話になったけん

とか、ふるさと西予市のために何か役に立てたい

けんとか、そういうことがもしあればですね、こ

の機会を通じて市民の皆様にもお願いしたい、全

国の皆様にもお願いしたいと、そのような思いで

私の一般質問を終えたいと思います。ありがとう

ございました。 

○小玉議長 

暫時休憩いたします。（休憩 午前９時 49 分） 

○小玉議長 

再開いたします。（再開 午前 10 時 05 分） 

次に、14 番中村敬治君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

議席番号 14 番中村敬治です。 

ただいま議長より許可をいただきましたので一

般質問をさせていただきます。 

まず最初に、広域行政、広域連携についてお尋

ねいたします。 

既に西予市では少子高齢化が急速に進み本格的

な人口減少社会となっております。先月 22 日に、

管家市長の令和５年度施政方針及び予算案説明も

ありましたが、昨年９月９日、愛媛県人口問題総

合戦略推進会議が将来の人口推計を公表しており

ます。そこでは、西予市の人口は 2060 年に 1 万

1816 人とあります。37 年後になりますが、さら

に人口は現在の３分の１程度に減少すると推計さ

れております。 

人口減少による社会経済や地域社会の急激な変

容は、地域住民の暮らしを支える公共サービス水

準の維持を困難にしており、いかにして公共サー

ビス提供体制を持続可能なものとしていくかが問
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われているところです。具体的には、人口減少社

会での自治体運営の厳しさを踏まえた運営の見直

し方策や対策であります。 

財政状況の悪化を背景に、既に正規職員数や支

所等の規模縮減も行われております。 

そこで、地方自治体がその行政能力を補い合い、

さらには高めていく手法として、以前は広域行政

と言われていましたが、最近では広域連携と言わ

れる手法がとられております。地方公共団体が共

通する事務を持ち寄り協力して、または一体的に

処理する地方自治法上の共同処理の取組状況につ

いてお尋ねします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

取組状況についてお答えをいたします。 

広域行政とは、行政区域を越えて、市町村が広

域的に連携して事務事業を行うことで、効率性や

利便性、質の向上が図られるといったメリットが

あり、個々の市町村はそのままで連携調整して取

り組む制度でございます。具体的には、一つの市

町村では適切に処理していくことが困難な事務に

対応する場合や複数の市町村で取り組むことによ

り効率的で質の高い住民サービスが提供できる場

合などに、その行政区域を越えて連携・協力する

取組となっております。 

本市の取組状況でございますが、地方自治法に

基づく広域行政は８件となっております。構成団

体といたしましては、県内全域にかかるものと南

予地域に特化したものがございます。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

ただいまの答弁で、法に基づく広域行政は８件

とのことでありました。 

事務の共同処理方式についてでありますが、西

予市の事務で県や他の市町との共同処理の状況に

ついて、その設置件数と処理方式についてお尋ね

いたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

本市における具体的な広域行政の取組となる共

同処理の設置件数と処理方法について、まずは、

その設置根拠であります地方自治法の区分に基づ

いてお答えをいたします。 

まず、連携協約につきましては、現在取組はご

ざいません。 

次に、協議会につきましては、取組は１件で、

南予地方水道水質検査協議会となります。 

次に、機関等の共同設置につきましても現在取

組はございません。 

次に、事務の委託は１件で、内容はごみ処理に

なります。 

次に、一部事務組合は５件ありまして、八幡

浜・大洲地区広域市町村圏組合、愛媛地方税滞納

整理機構、愛媛県市町総合事務組合、八幡浜地区

施設事務組合、南予水道企業団となります。 

広域連合につきましては１件で、愛媛県後期高

齢者医療広域連合になります。 

全て市町村相互間での連携となっております。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

ただいまの説明にもありましたように、普通地

方公共団体としての協力方式である協議会が１件、

事務の委託が１件の計２件、また、特別地方公共

団体を設立する方式による一部事務組合が５件、

広域連合が１件の合計８件のようです。 

2014 年の地方自治法一部改正されまして、導入

された連携協約での官民契約ということにつきま

しては、西予市でも指定管理者制度を用いまして

取組がたくさんございますが、先ほど説明があり

ましたが、行政間契約の取組がないのは大変残念

なことだと思っております。 

近年広域連携と言いますのは、公共交通施策や

公共施設の管理運営でも効果が期待できると言わ

れておりまして、また、道路の維持管理や除雪、

鳥獣被害対策などで県と協約を締結するなど、共

通の行政課題は地域を越えて補い合い、行政サー

ビスを維持することが求められているところです。 

次に、共同処理方式において、長所がある一方
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で課題もあると思いますが、どのような課題があ

るのかお答え願ったらと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

共同処理方法の課題についてお答えをいたしま

す。 

課題とか、デメリットにつきましては、特に、

事務処理をしていく上で大きな問題点はございま

せんが、総務省の地方公共団体の事務の共同処理

の改革に関する研究会、この報告書におきまして

は、まず、一部事務組合では、構成団体が増加を

すれば意見調整に時間を要し迅速な意思決定が難

しくなること。広域連合では、国の施策導入によ

って設立されたものが多くて、構成団体が自ら十

二分に活用しているとは言えないこと。協議会で

は、会長等の会議により意思決定を行う仕組みの

ため、一部組合と同様に迅速な意思決定が難しく

なること。事務の委託においては、委託団体・受

託団体双方において、権限が完全に受託団体に移

動することに懸念が生じること、このようなこと

が課題として一般的に挙げられています。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

今後も地方公共団体の行政執行上の需用を見な

がら、共同処理方式の適正な活用を考える必要が

ございます。 

そこで、中長期的に周辺の市町との共同処理の

必要性が高い事務として、一般的に上位に掲げら

れておるのが税の徴収、国民健康保険、ごみ処理、

介護保険、消防、救急、観光、障がい者福祉、上

下水道、し尿処理、火葬場等となっております。 

西予市として今後具体的にどのような事務につ

いて共同処理を活用していくことが考えられるの

か、またその必要性についてお尋ねいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

今後の共同処理活用の方向性とその必要性につ

いてお答えをいたします。 

まず、総務省が令和３年７月に調査をいたしま

した地方公共団体間の事務の共同処理の状況調べ

の概要では、共同処理の総件数は 9,345 件、関係

団体数は延べ 2 万 2465 団体となり、前回の平成

30 年７月の調査時と比較いたしまして、総件数で

は 156 件の増、関係団体数では 43 団体の増とな

っております。これは、連携中核都市圏の形成に

係る連携協約と事務の委託の増加が要因として挙

げられております。 

次に、共同処理の方式別の活用状況では、事務

の委託が 6,752 件で、総件数の 72.3％、一部事務

組合が 1,409 件で、総件数の 15.1％を占めており

ます。また、設置主体別の状況では、市町村の相

互間が 7,055 件で、総件数の 75.5％、都道府県と

市町村の相互間が 2,255 件で、総件数の 24.1％を

占めておるのが現状でございます。 

現在、地方自治法に基づく新たな事務の共同処

理については予定はございませんが、議員御指摘

のとおり、人口構造の変化、インフラの老朽化、

技術の進展、大規模災害のリスクなどに的確に対

応し、持続可能な形で市民の皆様が快適で安心な

暮らしを営んでいくためには、今後、任意の協議

会などは必要性に応じて随時設置されていくもの

と考えております。 

また、本市におきましては、人口減少等社会状

況の変化に対応し、地域における公共サービス提

供体制を持続可能とするために、令和５年度から

設置をいたします地域づくり活動センターを十分

に活用したいとも考えております。 

加えて、官民連携につきましても、民間の持つ

多種多様なノウハウ・技術を活用することにより、

行政サービスの向上、業務効率化を図ってまいり

たいと考えております。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

答弁にもございましたが、今日の変化の激しい

社会情勢や人口の急激な減少を踏まえながら、ま

た西予市の地域事情も検討した上で、弾力性、機

動性を保ちつつ、中長期的な広域連携の方向性を

定めることやそのためのビジョンを持つことが大
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変重要になっていると思います。 

続きまして、西予市の水道事業についてお尋ね

したいと思います。 

昨年 10 月３日に和歌山市の紀の川に架かる全

長 546 メートルの水道用のアーチ橋の中央付近約

60 メートルが突然崩落し、約 6 万戸が１週間断水

となりました。今年が法定耐用年数を迎える老朽

化した水管橋でございました。 

御承知のとおり水道は市民の生活や経済活動に

欠かせない社会資本です。安心安全な水道水の安

定的な供給が求められているところでございます。 

一方、30 年以内に 7、80％の確率で発生が予測

されております南海トラフ巨大地震にも対応した

災害に強い水道施設の耐震化や老朽化した施設の

更新等の維持管理対策を確実に推進することが必

要となっております。 

西予市では施設の維持管理や老朽化施設の対応

はどのようになっているか。また、耐震化対策は

どのように取り組まれているのか。浄水場、配水

池、基幹管路等についてお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

施設の維持管理、老朽化施設の対応、耐震化対

策への取組についてお答えをいたします。 

西予市では、上水道施設の維持管理について、

職員により直営で行っております。365 日 24 時間

の体制で、施設に異常が発生した場合は、担当者

に警報が届き対応を行っております。 

老朽化施設への対応と耐震化につきましては、

これまで西予市では、浄水場や配水池などの主要

施設を中心に老朽化対策及び耐震化を行ってまい

りました。宇和の明石浄水場及び配水池、上松葉

浄水場及び配水池、野村の愛宕配水池等でありま

す。現在は、三瓶の津布理浄水場及び野村の第一

浄水場の老朽化対策に取り組んでおります。 

しかしながら、主要施設の対策には多額の費用

がかかるため、基幹管路の耐震化までは手が回っ

ていない状況であり、以前報道でもございました

が、西予市の基幹管路の耐震化率は、令和２年度

の実績では 19.7％と県内の市町で下から３番目と

なっております。基幹管路の延長が約 87 キロと

長く耐震化が伸びていない状況でございます。 

現在、事後保全的に漏水が頻発する区間につい

て、布設替えを行うとともに耐震化も行っており

ますが、今後は計画的に基幹管路の整備を行って

いきたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

続きまして、重要施設への給水、耐震化対策に

ついてお尋ねしたいと思います。 

災害時の医療・救護活動に必要な水を確保する

ため、救急医療機関や指定避難所までの給水ルー

トの耐震化の状況はどうなっているか。また、そ

の計画があればお伺いしたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

重要施設への給水、耐震化対策についてお答え

をいたします。 

西予市における重要施設は市民病院と野村病院

になります。これら両病院につきましては、緊急

時には最優先で給水を行う必要があり、病院の次

に、指定避難場所等への給水対応となります。 

西予市では、消防署に容量５立方メートルの水

槽車と、上下水道課に容量 1.5 立方メートルの給

水車を配備しており、これらを活用して緊急時に

給水を行います。 

次に、耐震化対策につきましては、配水池から

重要施設の間だけを耐震化しても、付近で大量の

漏水が発生しますと重要施設への給水が困難とな

ります。このため、配水池から重要施設までの広

範囲の耐震化が必要となり、対策には長期間を要

します。耐震化も進めながら、現時点では、確実

に水が運べる水槽車や給水車の使用が適切と考え

ております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

ただいまの答弁の中で、西予市の重要施設とは

西予市民病院や野村病院と説明がございましたが、
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そこでの水道タンクの容量や給水方法などの対応

状況、また、既存タンクのみで開院しておりまし

たときには何日間程度その水量で維持できるのか

お尋ねいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

両病院への給水方法、そして病院のタンクの容

量、タンクのみで持続日数はどれぐらいもつのか

についてお答えをいたします。 

市民病院と野村病院への給水方法は、両病院の

受水槽の給水口の高さが、市民病院では４メート

ル、野村病院では 2.8 メートルと高いところにご

ざいます。給水車のポンプを使用して水を送るこ

ととなります。給水車自体は、容量は 1.5 立方メ

ートルですが、水槽車と連結をすれば最大 6.5 立

方メートルの水を一度に給水できます。 

次に、タンクの容量等につきましては、市民病

院では、受水槽から加圧ポンプで加圧をして院内

に給水をしており、受水槽の容量が 50 立方メー

トルであるため、受水槽の水だけの場合は、最大

限節水をすれば２日間程度賄うことができると見

込まれます。また、野村病院は、受水槽が高架水

槽に水を圧送して院内に給水しており、高架水槽

の容量が 18 立方メートルであることから、最大

限節水をすれば 1.5 日分程度賄うことができると

見込まれます。 

大規模災害時等には、これらの限られた時間の

中で、両病院へ給水を開始し、病院事業の継続を

図っていきたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

ただいま答弁いただきました中で、受水槽だけ

では野村病院では最大もって１日半、市民病院で

も最大もって２日程度しかもたないと、非常にお

ぼつかないなと思ったわけですが、南海トラフ巨

大地震が発生したら、当面通行障害で給水車自体

も全く対応できなくなってしまうんではないかと。

また、応援給水で、西日本は駄目としても東日本

から応援を待つということで、応援の給水車の到

着も計画どおりには進まないと思っております。

大変な困難が待ち受けているのかなと思っており

ますが、早急な基幹管路の耐震化が必要であると

いうことがここで十分お分かりいただけると思い

ます。 

続きまして、応急給水栓の整備についてお尋ね

しますが、災害時に指定避難所で、市民の方々に

できるだけ早く生活用水を届けられるよう施設整

備が求められておりますが、その実態はどうなっ

ているのかお尋ねしたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

応急給水栓の整備についてお答えをいたします。 

現在、地震時に自動で弁が閉じて水を確保でき

る緊急遮断弁のある配水池を宇和の明石配水池と

上松葉配水池、野村の愛宕配水池に設置をしてお

ります。また、三瓶では、中央配水池に緊急遮断

弁を設置する工事を行っております。これらの配

水池の水は、水槽車や給水車への補充用に使用を

することができます。 

また、明浜支所と野村小学校に飲料水兼用耐震

性貯水槽を設置しております。この貯水槽では、

複数の蛇口からなる給水スタンドを設置すること

で、エンジンポンプや手動ポンプにより住民の皆

様への応急給水が可能となっております。 

応急給水に関しましては、市民の皆様が容器を

持参していただければ助かりますが、市でも６リ

ットルの給水袋 3,000 枚備蓄をしております。 

このほか、主要な避難所等でも給水所が開設さ

れますので、住民の皆様の応急給水が可能となり

ます。 

これらの給水場所への給水につきましては、市

では、全国組織であります公益社団法人日本水道

協会に加入しているため、会員等による相互応援

の仕組みにより、大規模な災害時に給水車等によ

る給水などの支援を受けることができます。また、

市内の水道工事業者等で構成する西予市環境設備

協同組合と災害時における復旧作業に関する協定

を締結し、迅速な被災時の復旧に関し、支援要請

が可能な体制を整えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 
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○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

続きまして、経営改善の取組状況についてお尋

ねしたいと思います。 

経営努力としての施設の統廃合や施設の長寿命

化、財源確保としての企業債の効果的活用、適正

な水道料金の検討など、また、浄水場の運転、設

備の保守点検、施設の修繕等の包括的な外部委託、

職員数の削減、借入金の繰上償還等の方策が考え

られると思いますが、これまでどのように取り組

まれてきたのかお尋ねいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

経営改善に向けたこれまでの取組についてお答

えをいたします。 

平成 26 年度に４つの上水道と５つの簡易水道、

１つの県条例水道を経営統合して経営基盤の強化

を図っております。長寿命化につきましては、主

要な浄水場や配水池の改築更新を行っております。 

次に、財源確保につきましては、事業の実施に

当たって、国庫補助金や企業債の活用を行ってお

ります。水道料金に関しましては、平成 26 年度

に改定をいたしております。現在、適正な水道料

金への改定に向け作業を進めている状況でござい

ます。包括的な外部委託につきましては、現在の

ところ業務を職員による直営で行っているため、

現在のところ検討はいたしておりません。借入金

の繰上償還につきましては、以前金利が高かった

ときの借入金について補償金が免除されたため、

繰上償還を行っております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

続きまして、今後の投資額と財源についてお尋

ねしたいと思います。 

原則、独立採算制の水道事業におきまして、人

口減少により使用水量が伸び悩む中、老朽化施設

を更新し、また、災害への備えを着実に実施し、

さらに近年の電気代や燃料費の急激な高騰など取

り巻く環境の変化への対応も迫られております。

健全な経営を維持しながら収入と支出のバランス

のとれた財政運営が求められております。 

施設の耐震化や老朽化に伴う維持管理に、今後

どの程度の投資額を見込んでいるのか、その財源

についてお尋ねいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

今後の投資額と財源についてお答えをいたしま

す。 

現在のところ、起債等も利用して事業を実施し

ておりますが、企業会計では交付税措置がないた

め、借りたお金は利子を付けて返すことになりま

す。このため、起債償還が負担となり、新たな事

業展開ができない状況になりつつあります。 

施設の老朽化対策及び耐震化に必要な予算は、

経営戦略でも触れておりますが、今後、基幹路の

耐震化及び老朽管の更新を中心に、年間 1 億

6000 万円程度を見込んでおります。財源としまし

ては、国庫補助金や企業債の活用などを検討して

いきたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

次に、水道料金の値上げについてお尋ねしたい

と思います。 

先月 22 日の管家市長の令和５年度施政方針及

び予算案説明では、「水道事業について、将来の

安定的な経営のためには料金改定に踏み込まなけ

ればならない状況にあります。」との発言があり

ました。 

水道施設を適切に維持、更新し、将来にわたっ

て安全な水を安定して届ける。また、災害に強い

水道を構築し、次世代に確実に引き継いでいくた

め、必要な財源を確保し、持続可能な水道を目指

すためには、今まで答弁を聞いておりますと、な

るべく早く水道料金を値上げすることはやむを得

ないのかなと、私は思ってきました。 

市の考えについて、その辺お尋ねいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 
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○小玉議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

水道料金の値上げについてお答えをさせていた

だきます。 

水道料金収入は、先ほど中村議員も言われまし

たように、人口減少に伴い今後も減少していくと

見込まれます。しかしながら、維持管理に要する

費用は、昨今の電気代の高騰、人件費、資材費も

大変高騰しております。そういうことにより費用

が増加しております。水道事業のような公営事業

では、原則独立採算を求められ、その事業そのも

のが使用料によって賄われるべきものであります。 

このため、水道事業を継続させていくためには、

適切な水道料金に改め、持続可能な事業として存

続させる必要があり、現在、令和６年度の料金改

定を目指し作業を進めているところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

ただいま市長から、令和６年度の料金改定を目

指し作業を進めているとの答弁がございました。 

この件については、今後市の広報紙やホームペ

ージ、西予ＣＡＴＶを通して、市民の皆様に早く

お知らせいただき、市民の理解を得ながら水道整

備促進につながることを期待しております。 

関連質問になりますが、電力料金が高騰を続け

ております。水道の維持管理費における電力料金

がどの程度のウエイトを占めているのかお尋ねし

たいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

水道の維持管理費に占める電力料金がどれくら

いのウエイトを占めているかについてお答えをい

たします。 

水道事業の維持管理経費に当たります経営費用

における電力料金の割合は、令和２年度決算で

11.1％、令和３年度決算で 11.9％、令和４年度決

算見込みで 14.8％、令和５年度当初予算ベースで

16.1％になっております。比較をしますと、電力

料金で、令和５年度は、令和２年度に比べまして

約 1.8 倍となる見込みです。なお、令和４年度に

は、急激な電力料金の高騰を受けまして予算不足

が生じるため、12 月補正予算におきまして、当初

予算 7780 万 2000 円の約 40％に当たります

3084 万 6000 円を増額しております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

令和元年 10 月１日に水道法が改正され施行さ

れております。その改正水道法の目指す水道事業

の基盤強化を図る広域連携推進、官民連携推進に

係る今後の取組があればお尋ねいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

広域連携、官民連携推進についてお答えをいた

します。 

広域連携の取組につきましては、愛媛県におい

て愛媛県水道広域化推進プランが策定され、西予

市もこの広域連携の枠組みに参加をしております。

施設の統廃合などは困難ですが、資機材等の共同

調達等は有効となると考えております。 

官民連携につきましては、先ほどの答弁の中で

も包括的な外部委託に触れましたが、業務の外部

委託につきましても、西予市は４つの給水区域に

分かれているなど不利な要素が多く、民間への外

部委託により経費の削減につながるか、また、委

託した場合にデメリットが生じないかなど、今後

研究を重ねていきたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

続きまして、流域治水に係る田んぼダムについ

てであります。 

流域治水とは、気候変動の影響による水災害の

激甚化、頻発化等を踏まえ、堤防の整備、ダムの

建設、再生などの対策をより一層加速するととも
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に、集水域から氾濫域にわたる流域に関わるあら

ゆる関係者が共同して水害対策を行う考え方であ

ります。 

肱川水系の流域治水プロジェクトのロードマッ

プでは、水田貯留の実施主体は西予市となってお

ります。具体的な取組として、氾濫をできるだけ

防ぐ、減らすための対策として、西予市宇和盆地

での水田貯留の検討として３点掲げられておりま

して、その中の２番目として、宇和盆地の水田を

田んぼダムとして活用することを検討。３番目と

して、大雨時に水田に一時的に雨水をため、水田

から時間をかけて少しずつ流すことで、河川排水

路が急激な水位上昇であふれるのを抑え、流域内

の集落や農作物の浸水被害を抑えることや下流へ

の流出抑制を期待するとなっております。 

令和４年度の当初予算を見ますと、田んぼダム

治水効果調査委託料 400 万円、田んぼダム排水調

整作業委託料 45 万円が計上されております。合

計 445 万円となっておりますが、令和４年度の調

査委託の概要と調査結果の成果報告概要はどうな

っているかお尋ねしたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

お答えさせていただきます。 

調査委託の概要ですが、令和４年５月２日に日

本工営株式会社と西予市田んぼダム実証実験業務

契約を締結しており、委託料は 141 万 9000 円で、

履行期限は令和５年２月 28 日でございます。 

消耗品といたしまして、Ｖ字堰板を 637 枚

199 万 6000 円で購入いたしまして、約 20 戸の農

家に配布をいたしております。 

また、Ｖ字堰板管理料として、堰板１枚当たり

1,500 円を多面的機能支払交付金事業に取り組む

清沢地区と杢所地区の活動組織に支払い、清沢地

区で約 32 ヘクタール、杢所地区で約 15 ヘクター

ルの田んぼにＶ字堰板を設置いただきました。 

日本工営株式会社へ委託した業務内容といたし

ましては、杢所のＶ字堰板設置田んぼ４カ所と田

苗真土のＶ字堰板未設置田んぼ４カ所に水位計を

それぞれ設置いたしまして、雨天時の雨の降り方

でどの程度水位が上昇し、時間経過とともに水位

が減少していくのか計測をしております。 

また、田んぼから排水される水路にも水位計を

３カ所設置いたしまして、Ｖ字堰板を設置した水

路と未設置水路との水位を比較して流出抑制効果

を分析しております。 

成果報告としては、令和４年９月 18 日から

19 日の台風 14 号通過による出水で、普通の堰板

を設置している圃場では、平常時２センチの水位

が一時的に 12 センチまで上昇し、その後、急激

な水位低下が見られました。 

一方、Ｖ字堰板を設置した圃場では、平常時４

センチの水位が一時的に 19 センチまで上昇した

後、緩やかな水位低下傾向が生じており、田んぼ

ダムの貯留効果が発揮されていることが確認でき

ております。 

Ｖ字堰板を設置した田んぼダム取組水田では、

一時的に雨水を貯留することができ、一気に水路

へ排水することを抑制する効果が見られ、その結

果、水路の水位も急激に上昇することがなく、排

水が水路に集中することを抑制する効果があるこ

とが確認されております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

関連質問になりますが、ただいまの説明の中で

Ｖ字堰板という説明がございましたが、この堰板

の材質はどういうものなのか。また、堰板の排水

部分がＶ字形になっておると思いますが、堰板に

はいろいろなタイプがある中で、この形を採用し

た理由と、今後もこの型がいいということになれ

ばこれを継続して採用していくのかどうか、今年

の調査の中でね。そういう方向性が出たのかどう

かお尋ねいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

Ｖ字堰板で使われている材質でございますが、

レジ袋とか食品の容器などに使われているものの

再利用で再生ポリエチレン製のものを使用してお

ります。 

それから、田んぼダムの堰板には、今回のＶ字

型や円形型、筒みたいなものもあったりとか、板
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の中に穴が空いているものとか、四角形型のもの

がありますが、Ｖ字型にすることで、豪雨時に田

んぼの水位が上昇しても、水路への排出量が徐々

に増えるため、耕作者の営農への不安を払拭でき

ると考えております。 

また、田んぼダムとしての効果も見られるため、

今後もＶ字堰板で面積拡大を図っていきたいと考

えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

続きまして、令和４年度の調査を踏まえ、令和

５年度の取組はどのように計画されているのか、

その計画概要についてお尋ねいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

お答えさせていただきます。 

令和５年度の取組としては、当初予算でＶ字堰

板 570 枚を 166 万 8000 円で購入いたしまして、

Ｖ字堰板管理料として、堰板１枚当たり 1,000 円

を令和４年度から取り組んでおります清沢・杢所

地区と、令和５年度から新たに取り組む田苗真

土・大江・加茂地区の多面的機能支払交付金の活

動組織に支払い、取組面積の拡大を行う計画でご

ざいます。 

令和５年度から新たに取り組む面積は、中川地

区の田苗真土で約 16.5 ヘクタール、大江で約

11.7 ヘクタール、加茂で約 12 ヘクタールの合計

40.2 ヘクタールで予定しております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

今年の調査結果から、田んぼダムの一定の効果

が確認されたようですが、田んぼダムを新規に取

り組むためには、農業者の協力を得ながら取組の

継続や面積の拡大が必要になってくるわけですが、

そこでは事業主体である西予市の役割が大変重要

になってくると考えます。 

今後の実施に向けた市の役割と費用負担はどの

ように考えておられるのかお尋ねしたいと思いま

す。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

市の役割と費用負担についてお答えさせていた

だきます。 

今年度の調査によりまして、田んぼダムを実施

することによって、集中豪雨や台風など、大雨時

に水田に一時的に雨水を貯水し、水田から時間を

かけて少しずつ排水することで、排水路及び河川

の水位が急激に上昇することを抑える効果がある

ことが明らかになりました。 

急激な水位上昇を抑えることで、流域内の集落

や農作物の浸水被害を回避することや下流域への

流出抑制ができることになります。 

地域の防災・減災を図り、人命や財産を守るこ

とは行政の責任であると思っております。 

今後においても、西予市の防災アドバイザーを

務めてもらっております愛大の森脇先生や、西予

市だけでなく肱川流域治水協議会で一緒に考える

ことが必要であるかと思っております。 

田んぼダムの推進においては、中村議員が言わ

れるとおり、農家の皆様の協力なしでは面積の拡

大や事業継続ができないことから、田んぼダムの

効果を農家の皆様に説明し、地域の防災・減災、

市民や下流域の安全・安心確保のため、御協力い

ただくようお願いしてまいります。 

また、費用においては、現在、Ｖ字堰板管理料

を西予市が負担しておりますが、今回のＶ字堰板

管理料はモデル事業として支出しておりますので、

面積が拡大するに伴い経費が多額となってくるこ

とから、今後については検討していきたいと考え

ております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

関連質問になりますが、今年度取り組んだ清

沢・杢所地区の農家の方々の反応はどのようであ

ったかお尋ねいたします。 
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 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

お答えさせていただきます。 

調査委託と合わせまして 20 戸の農家の皆様に

アンケート調査を実施し 18 戸から回答をいただ

きました。 

「Ｖ字堰板を設置したことで、生育に影響があ

りましたか」という設問に対して、18 戸全ての農

家が影響なしとの回答でございました。「Ｖ字堰

板を設置したことで、作業は以前より増えました

か」の設問に、増えたが２戸、減ったが２戸、変

わらないが 14 戸でございました。増えた理由と

して、Ｖ字のごみの除去やＶ字の幅が狭いため水

量の調整が難しいとか、Ｖ字堰板周辺の畔が壊れ

たとの回答もありました。減ったと回答した理由

は、板は腐るがＶ字堰は腐らない。また、設置後

は腐らないので触らなくてよいという回答でござ

いました。「来年度もＶ字堰板の設置に御協力い

ただけますか」の設問には、18 戸全ての農家が協

力すると回答をいただきました。「田んぼダムの

取組を他の地域にも広げていきたいと思いますか」

の設問には、18 戸全ての農家が思うという回答が

ありました。 

稲作への影響はなく、作業的にも負担になるこ

ともなく、堰板が長持ちすることに喜んでもらっ

ていると考えております。 

今年度、Ｖ字堰板を設置いただいた農家の皆さ

んは、田んぼダムの取組に協力的であり、他の地

区にも拡大していくことも望まれていることが分

かりました。 

また、実証実験で設置いたしました水位計の数

値は、スマートフォンの専用アプリで確認できる

ことから、水位計を設置した４圃場の農家の方々

から「田んぼに行かずに水位を確認することがで

きるので楽になった。」との声もありました。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

最初の質問での答弁の中で、今年度の調査では

４センチの水位が一時的に 19 センチになったと

報告がありました。このことは、約 15 センチの

貯留水深が確認できたということになりますので、

仮に宇和地区での取組が今後拡大し 1,000 ヘクタ

ールぐらいになれば約 150 万トンの一時貯留とな

りますので、関地池 100 万トンの約 1.5 倍の貯留

量が一時的に確保されるということで、流出抑制

が十分期待できるのではないかと思っております。 

今後に期待しておりますのでよろしくお願いし

たいと思います。 

以上で、私の質問を終わりたいと思います。あ

りがとうございました。 

○小玉議長 

暫時休憩いたします。（休憩 午前 10 時 55 分） 

○小玉議長 

再開いたします。（再開 午前 11 時 10 分） 

次に、１番和気数男君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

１番日本共産党和気数男です。 

議長の許可がおりましたので、通告のとおり質

問を行います。 

今回は、体調が悪く少なく絞っておりますので、

御丁寧な回答をお願いしたいと思います。よろし

くお願いします。 

まず、西予市の保育士配置基準及び人数につい

てお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

当市の保育士配置基準及び人数についてお答え

いたします。 

厚生労働省令児童福祉施設の設置及び運営に関

する基準第 33 条の規定により、ゼロ歳児が子ど

も３人に対し保育士１人、１、２歳児が子ども６

人に対し保育士１人、３歳児が子ども 20 人に対

し保育士１人、４歳児以上が子ども 30 人に対し

保育士１人を配置いたしております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 
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○１番和気数男君 

ただいま回答がありましたとおりですが、４、

５歳児の１人の保育士が受け持つ人数は 30 人で、

調べてみると何と 70 年前に決まった基準でずっ

と変わっておりません。 

一方、小学校のクラスの人数は、２年前ですか、

40 年ぶりに 40 人から 35 人になり、令和３年度か

ら段階的に行われております。 

保育士の見直しもぜひ必要ではないかと思いま

す。 

再質問です。 

公立保育所の園児数と保育士数についてそれぞ

れお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

公立の園児数と保育士数についてお答えをいた

します。 

令和５年３月１日現在でございますが、俵津保

育所で園児数 49 名、保育士数、園長以下 14 名、

野村保育所では、園児数 103 名、保育士数、園長

以下 25 名、しろかわ保育所では、園児数 62 名、

保育士数、園長以下 15 名、スマイル保育園では、

園児数 14 名、保育士数、園長以下 10 名でござい

ます。なお、全ての保育所において、園児数に対

し国の基準を遵守した配置人数となっております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

今お答えがありました。 

驚くことに、各園とも正職員より軒並み会計年

度職員さんが多くなっております。全部合わして

計算してみますと、会計年度任用職員さんの占め

る割合は 63％です。特に、フル会計年度任用職員

さんは、正職員から指示を受けることなく、自分

の責任と判断で正職員さんと同じ仕事、責任を持

って保育をされておるわけです。やはりこういう

実態の中ではできるだけ早く正職員を配置すべき

と思いますがお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

保育士の正規採用のことについてお答えをさせ

ていただきます。 

保育士の採用につきましてですけれども、公立

保育所につきましては、西予市公立保育所（園）

の在り方に関する方針に基づき、保育所の民営化

や統合を進めてまいりました。民営化や統合、少

子化などの影響に鑑みまして、近年は正規職員と

しての採用について見送っておりますが、退職者

が増加したため、本年度、保育士の採用試験を実

施いたしまして、令和５年４月から正規職員とし

て保育士１名を配置することといたしましたが、

近年、応募される方自体も少ないのが現状でござ

います。今後も安定した施設運営ができるよう計

画的な保育士の採用を検討してまいります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

昨年ですか、幼稚園だったと思うんですが、送

迎バスの中に園児の置き去り事件がありまして、

尊い命が亡くなったということもありました。そ

ういうふうな痛ましい事故が起こりかねないなと

いうふうに私は感じておるわけでございますが、

現在の配置基準で今後も子どもの命と安全を守れ

るのかについてお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

現在の配置基準で今後も子どもの命と安全を守

るれるのかについてお答えをいたします。 

保育の質を向上し、安心・安全な保育を実現す

るためには、保育士の十分な人員配置が必要では

ございますが、保育士不足の中、保育士の配置に

ついて、現状では国の基準を遵守することが賢明

な状況でございます。 

安心・安全な保育所運営のためには、保育士が

余裕を持って保育に当たることが重要でございま

して、心身をリフレッシュするための休憩や休暇

を取ることは、保育の質の向上には欠かせないと

考えております。そのため、そのような時間をし
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っかりと確保できるように配置人数に余裕を持っ

て保育士を配置できるよう保育士確保に努めてま

いります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

先ほど、来年度、令和５年度久しぶりに正規の

保育士さんを採用して配置をするというお答えが

ありました。 

今まで長い間正規の保育士さんの採用がなかっ

たということを聞いております。何か理由があっ

たのか。今後の正規保育士さんの採用計画はどの

ようになっているかお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

先ほどの今後の計画、そしてこれまでの原因で

ございますけれども、先ほど御説明しましたよう

に、公立保育所等の在り方に関する計画によりま

して、保育所の統廃合等がございまして、その分、

保育士の採用を控えておったところでございます。 

今後は、退職者について随時補充という計画の

もと計画的に今後進めてまいりたいと考えており

ます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

前回、令和５年度で採用するその前に採用され

てからずっと採用されてない年数というか、期間、

かなり長いというふうに聞いておりましたが、今

後は計画的にやっていくということで期待をして

おります。 

次の質問ですが、ゆとりある保育で有効な子育

て支援を行う考えについてお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

ゆとりある保育で有効な子育て支援をについて

お答えをいたします。 

近年、新型コロナの影響もございまして、保育

に関わる周辺業務が増加し、保育士の負担が増加

する傾向にあります。年度途中は保育士不足によ

り市内保育所等で待機児童が発生している状況で

ございます。 

このような保育士不足の中、当市では、保育士

の業務負担を軽減して保育の質の向上を図るとと

もに、労働環境を整えて保育士不足の解消を図る

ためのＩＣＴ化を推進しております。また、令和

５年度からは、民間事業者へ国庫補助事業を活用

した清掃業務等の周辺業務を行う保育補助者の雇

用対策により、ゆとりある保育の実現ができるよ

う環境整備を行ってまいります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

ゆとりある保育の対策を行っておるということ

でございます。 

この中で、労働環境を整えて保育士不足の解消

を図るためのＩＣＴ化推進をするというふうにお

答えがありましたが、どのようなことなのかお伺

いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

一井福祉事務所長。 

○一井生活福祉部長兼福祉事務所長 

保育所等のＩＣＴ活用についてお答えをさせて

いただきます。 

保育士の業務負担を軽減するとともに、保育の

質の確保向上、また、保育所と保護者との間の連

絡手段のデジタル化によりまして、迅速な情報共

有や保護者の利便性の向上、負担軽減にもつなが

るものと期待されているところでございます。 

民間、公立それぞれ内容は違いますけれども、

公立の一例としましては、保育業務支援システム

というのを導入しておりまして、保育現場の業務

負担軽減に資する機能としまして、帳票、日誌等

の作成や管理、午睡チェックセンサー記録アプリ

などがございます。また、保護者とのコミュニケ

ーション支援機能といたしましては、インターネ

ットの写真販売、連絡帳、保護者連絡アプリ、お
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便り・お知らせ一斉配信などがございます。この

ほか、施設の運営支援機能といたしまして、登降

園の打刻の管理、保育料の計算、口座振替、そう

いった機能を有しております。そういったシステ

ムについてＩＣＴ化で推進しておるところでござ

います。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

保育士さんといろいろ話しておりますと、児童

が時間いっぱいまでおって、帰られた後、いろん

な記録やら管理の仕事があると、そのことがかな

り負担になっておることをよく聞いております。 

ＩＣＴ化で全て解決できると思いませんが、そ

ういう方向でこの事業を推進していくということ

ですね。 

それから、周辺業務を行う保育補助者の雇用対

策ということですが、これは例えば、清掃とか園

庭の整理とかそういったことだろうと思うんです

が、ぜひそういうふうな負担軽減になるようなこ

とを今後もどしどしと行っていただきたいと思い

ます。 

以上で、１番の質問を終わらせていただきます。 

次、会計年度任用職員について、まず、西予市

の会計年度任用職員の状況についてお伺いをいた

します。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

当市の会計年度任用職員の状況について御答弁

申し上げます。 

会計年度任用職員につきましては、令和５年２

月１日時点での任用人数でございますが、パート

タイムが 489 人、フルタイムが 173 人となってお

り、全体では 662 人となっております。職種別で

は、一般事務員が 122 人、資格などを必要とする

専門事務員が 18 人、保育職が 50 人、看護師が

24 人、介護職が 15 人、学校生活支援員、学校校

務員や清掃センターなどに勤務をする業務員など

その他の職種が 433 人となっております。 

性別で分けますとパートタイムの男性が 147 人、

女性が 342 人、フルタイムの男性が 22 人、女性

が 151 人となっております。先ほど申し上げまし

た全体の人数 662 人のうち、令和４年度から５年

度に任用される人数につきましては、令和５年度

は３カ年度ごとに一般公募とする年度となること

や、組織再編や地域づくり活動センターとなるこ

と、一般事務員や公民館などの日夜直の見直しも

行ったこともありまして、令和５年度におけます

募集枠の総数は減となっておりますが、在職する

職員が令和５年度も任用となる人数につきまして

は、２月 20 日の時点で、今確認ができてる人数

となりますが、470 人となっております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

662 人から 470 人の方を来年度も採用するとい

うことで、差引き 192 人ですか、の方が雇い止め

になるということであろうかと思います。 

この中で特に目立つのが、女性が 342 人という

ことで、半数以上の方が女性、それから、保育職

の方が 50 名、看護師が 24 名、介護職が 15 人と

いうことで、やっぱり専門職と言われる方の数が

かなり多いようでございます。 

この大量の離職についてなんですが、お伺いい

たしますが、労働施策総合推進法により、大量離

職をする場合は、大量離職の届けと通知、それか

ら、再就職支援事業を行わなければいけないとな

っておると思っておりますが、そのことについて

どのように行われているかお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

議員の御質問にお答えさせていただきます。 

今ほどの労働施策総合推進法に基づきます大量

離職通知書の関係でございますけれども、こちら

につきましては、現在令和５年度の対応として勤

務形態とか事業所の捉え方、これらにつきまして

は国のほうからも具体的な詳細が示されてない、

こちらのほうで把握をしてないということもござ

いまして、ハローワークのほうに具体的な内容に

ついて照会をさせていただきまして、その回答を
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受けて適切に対応をしたいと考えております。 

その辺りの情報収集が遅れていることについて

は大変申し訳なく思っておりますが、今後適切な

対応をとってまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

それでは令和４年度に雇い止めになる方の就職

援助計画とか支援計画とか、届出、通知などは一

切行っていないということですか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

現段階におきましてはそういった通知等は行っ

ておりません。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

現段階では行っていないが、年度内に行うとい

う答えでよろしいですか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

その辺りも含めまして、ハローワークのほうと

協議を進めながらその指導を受けて対応してまい

りたいと考えております。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

これちゃんと法律化されて、恐らく通知も来て

おると思います。再就職援助計画ということであ

れば、192 人の方ですか、にとっては非常にあり

がたい施策だろうと思います。 

もうこのような計画は行わなくてもいいのかど

うなのか。例えば、一般人であれば法律で決まっ

たことはちゃんと守りなさいよということを言っ

てきておるんですが、公の場合はそんなことを法

律ができてもやらないでもいいのかどうか、そこ

ら辺をお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

今ほど御指摘がありました再就職援助計画につ

きまして、これは民間の事業所が適用されるもの

でございまして、地方公共団体に直接の適用があ

るものではございません。大量離職通知書の内容

の中に、そういった再就職の支援等に係る項目が

ございますので、その点につきましては、先ほど

から申し上げておりますが、ハローワークとも協

議を進めながら対応してまいりたいと思っており

ます。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

私もこのような法律があると初めて知りました。

再就職援助計画ということであれば、失業された

方には非常に心強い法律だろうと思います。民間

の場合だけの適用という回答があったんですけど

も、やっぱりこのような法律の趣旨にのっとって、

公務員であれ、会計年度任用職員だからやらない

ということではなくて、そういうふうな精神をも

って私は接していただきたいと思います。 

この通知が多分来た、恐らく再通知が来たと思

いますね。これ西予市だけではないんです。全国

の自治体も似たようなことなので、やっぱり厚労

省もこのような実態があるということを分かった

上でやってきておりますから、できる範囲で私は

対応していただきたいと思っております。いかが

ですか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

ハローワークとその辺り十分協議をして進めて

まいりたいと考えております。 

以上でございます。 

○１番和気数男君 
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一つよろしくお願いします。 

退職される方には、非常に困って私のところに

もＳＯＳが届いております。 

そのような実態のあることを認識されて採用計

画なども進めてもらいたいというふうに思ってお

ります。 

次に、処遇改善とか正規職員化すべきではない

かということでございますが、先ほどの保育士さ

んとか看護師さん、介護士さん、いわゆる専門職

でないといけない職場ですかね、その方などにつ

いては、私はやっぱり正規職員化すべきではない

かと。正規の手続を経て正規職員に置き換えると

いうようなことをすべきではないかと思います。

このことについて質問をいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

今ほどの御質問でございますけれども、専門職

等につきましては必要に応じて配置をしておりま

すが、どうしても不足が生じている状況でござい

ます。その上で、その不足を担うために会計年度

任用職員を雇うわけでございますけれども、会計

年度任用職員を正職化できるかという話につきま

しては、基本的には労働契約法に基づきます有期

労働契約の期間の定めのない労働契約への転換と

いうことが規定をされておりますが、地方公務員

にはその適用がないということでございますので、

現在のところ会計年度任用職員をそのまま正職員

化するという仕組みは当市においてはございませ

ん。 

今後におきましては、その会計年度任用職員の

方が実際に正職員を希望される場合におきまして

は、競争試験等を受験いただきましてその能力実

証を確認した上で採用するといった流れになろう

かと思います。実際にそういった事例もございま

すので、会計年度任用職員の方につきましては、

そういった道をまた選択等いただければと考えて

おります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

私は会計年度任用職員さんを正職員にせよと言

っとるんではなくて、資格といったものが必要な

職場においては、やっぱり有資格者を正規に採用

すべきではないかというふうに思っております。

ぜひそのように努力していただきたいと思います。 

以上で会計年度任用職員についての質問は終わ

りといたします。かなり早いですね。 

次、就学援助制度についての質問をしたいと思

います。 

この就学援助制度の充実が必要だということで、

全国でいろいろ取組が行われております。少子高

齢化対策とかそういったこともありまして、今議

会で西予市においてもこの議論がありました。 

私は、この少子化の問題の根源は、まず、結婚

したくても子どもをつくりたくてもできない低賃

金の若者が増大しておることだろうと思います。

早くから結婚も子育ても諦めている悲しい現実が

あります。 

一方で、コロナ禍の中でも、大企業は史上空前

の内部留保をため込み、大企業や一部の大資本家

はますます富んで貧富の格差が広がる一方です。

なぜ低賃金の国になったのか。理由は、非正規雇

用増大が主な理由です。政府が雇用の流動化が経

済を成長させると旗を振って、企業が派遣労働者

を社会保険料の負担もボーナスや退職金の支払い

も要りませんよというふうな制度をつくって活用

してきたからであります。 

会計年度任用職員制度も、私は同じような発想

から生まれてきた労働者の使い捨て政策であると

思っております。新自由主義をやゆする言葉で、

今だけ金だけ自分だけという言葉があるんですが、

私はそういったことをどうしても想起をするわけ

でございます。 

問題の２つは、保育施設など、子育てインフラ

が全体として貧弱であること。３つ目は、社会全

体が子育てに対する理解が乏しく、女性にばかり

しわ寄せがいっていることだと思っております。 

３番目については、ジェンダー平等とかそうい

った施策も同時に進めていく必要があるんではな

かろうかと思っております。 

低賃金の横行する中、物価高騰の横行する中、

今、就学援助の果たす役割は大変大きくなってお

ります。 

この支援はばらまきではなく、低所得世帯にピ
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ンポイントで届く支援で、支援充実、拡大が待た

れていると思います。 

まず、この制度の概要を説明してください。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮教育部長。 

○宇都宮教育部長 

就学支援制度についてということでございます

が、就学支援制度とは、学校教育法第 19 条に基

づき、経済的理由により就学が困難で支援が必要

な児童生徒等の保護者を対象として、学用品費や

学校給食費等の支援を行い、教育機会の均等を図

る制度となります。 

就学援助の対象者は、大きく分けて要保護と準

要保護の２つに分かれます。要保護とは生活保護

を受けている方で、準要保護は生活保護に準じる

程度に困窮した方となります。 

準要保護者の認定要件については、各市町村に

より独自に定められており、西予市では、生活保

護が停止または廃止された方、市民税が非課税の

方、市民税が免除されている方、個人事業税が減

免されている方、固定資産税が減免されている方、

国民年金保険料が減免されている方、国民健康保

険料が減免されている方、児童扶養手当を受給さ

れている方、生活福祉資金貸付補助金を受給され

ている方、世帯所得が認定基準額以下である方で、

これらのいずれかに該当する方を対象としており

ます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

西予市の認定基準についてお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮教育部長。 

○宇都宮教育部長 

西予市の認定基準額の算出方法でありますが、

生活保護法の保護の基準額に基づき、生活扶助、

住宅扶助、教育扶助、生業扶助に加えまして、障

害者加算、児童養育加算、母子加算を各世帯の状

況に応じ合計し、年額に算出した額に 1.3 を掛け

た額を判断基準額としております。この額を世帯

の合計所得金額が下回る場合に認定となります。 

認定基準額の例についてでありますけれども、

家族構成や年齢等により金額が異なるため、あく

までも目安となりますけれども、例えば、30 歳代

の母と小学生の子の２人の家族では約 184 万円、

30 歳代の父母、小学生の子と４歳児の４人家族で

は約 257 万円が認定基準額となります。認定基準

額については、近隣市と比較をいたしましてもほ

ぼ同等の基準額と考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

再質問です。 

係数 1.3 を採用した理由についてお伺いをいた

します。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮教育部長。 

○宇都宮教育部長 

1.3 倍を採用した理由につきましては、平成

28 年度までは、要保護に準ずる程度に困窮してい

る者として、準要保護の認定基準は、生活保護の

基準額に 1.0 倍の係数を掛けた額を認定基準額と

しておりました。 

しかし、当時県内でも 1.0 倍の係数を採用して

いる自治体は、西予市を含め２つの自治体であっ

たこと、他市町と比べ西予市の認定率が低かった

ことなどから、県内他市町とほぼ同等となるよう

認定基準の見直しを行い、平成 29 年度からは、

生活保護の基準額に 1.3 倍の係数を掛けた額を認

定基準といたしております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

今説明がありましたように、1.3 倍に直した理

由は、他市町と比べて若干低かったということで

訂正をされております。この係数は 1.5 まで行う

ことができます。県内では 1.5 倍や 1.4 倍を採用

している自治体もあるが、西予市もその 1.4 ない

し 1.5 に採用してはどうかお伺いいたします。 
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 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮教育部長。 

○宇都宮教育部長 

文部科学省が例年実施をしております就学援助

実施状況調査によりますと、生活保護基準額に一

定の係数を掛けたものを認定基準としております

自治体は 1,360 自治体あります。そのうち 1.3 倍

の係数は 751 自治体で半数以上の自治体で採用さ

れております。 

県内においても、生活保護基準額に一定の係数

を掛けたものを認定基準としている自治体は

15 自治体あり、そのうち 1.3 倍を採用している自

治体は 11 市町と最も多い状況でございます。 

御質問のありました 1.5 倍や 1.4 倍の係数を採

用している自治体の認定基準を見てみますと、本

市の所得金額での判定と異なり、世帯の収入金額

と認定基準額とを比較して判定をされております。

収入金額と所得金額を比較した場合、収入金額は、

収入から給与所得控除額等を差し引いた所得金額

よりも高く、生活保護基準額に 1.3 倍以外の係数

を採用されていますが、金額的には本市とほぼ同

等の水準となっております。 

現状では、西予市の基準は、他市町の基準と比

較してもほぼ同等の基準であり、就学援助制度の

趣旨から見て、経済的な理由により就学が困難な

児童生徒の保護者への支援として適切に運用され

ていると考えているところでありますが、今後も

他市町の動向や社会情勢を踏まえながら適切な支

援ができるよう努めてまいりたいと、このように

考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

再質問でございます。 

今、私が問題にしてるのは、質問の趣旨は、ほ

かの市と合わせということではなくて、先ほども

部長から答弁がありましたように、この運用は各

自治体でできるということなんですね。ですから、

今、物価高騰の中、低賃金の中で、やっぱり子育

て支援に向けて私はできることを最大限やってほ

しいと思っております。 

例えば、岡山県であれば、全自治体が 1.5 の係

数で計算して行っております。愛媛県で言います

と、内子町が 1.5 で行っております。２人家族で

1.4 倍にすると、２人家族でですよ、 202 万

4000 円になります。４人家族では 308 万円になり

ます。この金額が認定基準額になるわけですから、

かなり支援対象家族が増えると思います。随分喜

ばれるんではなかろうかなというふうに私は思っ

ております。 

厚労省は、昨年 12 月 23 日に、生活補助基準額

を地方で 11.1％に見直すと発表しております。私

はこの額を聞いてみてびっくりしたんですが、厚

労省は、すきあらば基準額を下げようとしておっ

たんですけども、今回 11.1％も引き上げるという

ふうに発表しております。やはり厚労省も今の物

価高、低賃金の中、非常に厳しい生活を送られて

おる方が多いというふうに判断をしての発表では

なかろうかと思います。 

しかも適用は、昨年 12 月に発表して、今年の

10 月からというふうになっております。当然西予

市もそのように取り組んでもらえると思いますが、

低賃金、物価高騰の今、今ある制度を最大限活用

してできる対策を行うことが必要だと思います。

係数の引上げと一緒に大幅に引上げられることを

期待しております。よろしくお願いいたします。 

次に、西予市の受給者数、世帯数、支給額につ

いてお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮教育部長。 

○宇都宮教育部長 

令和３年度の認定受給者数でありますが、児童

生徒数 2,353 人に対しまして、児童 173 人、生徒

89 人の合計 262 人で、世帯数は 171 世帯でござい

ます。これは３月末現在での状況でございます。 

支給額につきましては、小学校 1042 万 8347 円、

中学校 989 万 4157 円で、全体で 2032 万 2504 円

となっております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

予算額を見てみますと年々上昇しておるという



 

- 119 - 

 

ようなことを確認しております。これからもぜひ

そのような方向でお願いしたいと思います。 

次に、就学援助項目の拡充について、幾つかあ

るんですが、あと３つほど、特にクラブ活動費、

生徒会費、ＰＴＡ会費などの要望が多いと聞いて

おります。ぜひ来年度はこのような拡充をお願い

したいと思います。 

先ほども言いましたように、低賃金、物価高騰

の今、所得の少ない世帯をピンポイントで支援で

きる就学援助制度、これを使って西予市の子育て

支援を充実したいものだと思っております。よろ

しくお願いします。 

○小玉議長 

和気議員、今の質問ですか、御意見ですか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気議員。 

○１番和気数男君 

すいません。意見でした。 

以上で終わらせてもらいます。ありがとうござ

いました。 

○小玉議長 

和気議員、次の質問、いいんですね。就学援助

項目の拡大について項目上がっておりますがよろ

しいんですか。 

○１番和気数男君 

それ今私が言ったんですが、質問ですね。お願

いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

松川教育長。 

○松川教育長 

御質問の就学援助項目の拡充について御答弁を

申し上げます。 

現在、当市で支援しています援助項目は、学用

品費、通学用品費、校外活動費、通学費、修学旅

行費、体育実技用具費、入学準備金、医療費、学

校給食費、そして、学校給食費相当額の 10 項目

でございまして、就学援助制度の趣旨であります

教育機会の均等を図るために必要な援助、つまり、

学校生活を送る上で必要な経費について支援をし

ております。 

御質問のありましたクラブ活動費、生徒会費、

ＰＴＡ会費への就学援助の拡充の状況を見てみま

すと、県内でもそういった拡充をしている市町が

ある実態は承知しているところでありますが、本

市におきましては、就学援助制度の趣旨に鑑み、

現在の援助項目での支援で一定の教育機会の均等

が図られていると判断しておりまして、今後にお

きましても、県内他市町の動向を注視するととも

に、援助項目の拡大についても適宜検討はしてま

いりますが、当面は現状の就学援助項目で支援を

していきたいと考えております。 

なお、当市では、就学援助制度のほかに、児童

生徒の各種大会出場に伴います補助金や自然教室

教育費補助金、課外活動や大会参加に伴います市

所有バスの提供による保護者負担の軽減、スポー

ツ振興センター掛金の免除等と様々な支援を講じ

ております。 

今後も、現在の就学援助制度の認定に照らしま

して、他の保護者との負担とのバランスを考慮し

ながら必要な経費への支援を行ってまいりたいと

考えています。 

以上、答弁とします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

西予市では様々な取組をやってもらっておるこ

とはよく分かっておりますが、さらに、今の実態

からして少しずつ毎年前進をしてもらいたいとい

うふうに思っております。 

以上をもちまして私の全質問を終わります。 

○小玉議長 

以上で一般質問を終結といたします。 

暫時休憩いたします。（休憩 午前 11 時 56 分） 

○小玉議長 

再開いたします。（再開 午後１時 00 分） 

ただいまから議案順に質疑を行います。 

（日程２） 

○小玉議長 

日程第２、議案第３号「財産の無償譲渡につい

て」から議案第７号「財産の無償貸付について」

まで、議案第 10 号「西予市情報公開条例の一部

を改正する条例制定について」から議案第 18 号

「西予市国民健康保険診療所条例の一部を改正す

る条例制定について」まで、議案第 20 号「西予

市野村茅葺き民家交流館条例の一部を改正する条
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例制定について」から議案第 25 号「西予市過疎

地域持続的発展計画の変更について」まで及び議

案第 36 号「令和５年度西予市一般会計予算」か

ら議案第 45 号「令和５年度西予市野村介護老人

保健施設事業会計予算」までの 30 件を一括議題

といたします。 

これより本案 30 件に対する一括質疑を行いま

す。 

質疑の通告がありますので発言を許可いたしま

す。 

まず、15 番二宮一朗君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

それでは、議案第 36 号「令和５年度西予市一

般会計予算」の予算書 65 ページ、2 款 2 項 2 目賦

課徴収費についてですが、債権整理事業 55 万

2000 円の事業内容についてと、2 款 8 項 1 目地域

振興費、せいよ地域づくり交付金 1 億 9653 万

2000 円についての質問をさせていただきますが、

最初に、債権整理事業内容について及び愛媛県地

方税滞納整理機構については、３月２日の加藤美

香議員の一般質問におきまして詳細な答弁があり

ましたので、私のほうは、ここでは自力執行権な

しの私債権、以前の説明で 1 億 7500 万円だった

と記憶しておりますけれども、例えば、住宅使用

料とか市立病院の診療費及び水道料など、今まで

なかなか回収が困難だった債権について、今後ど

のような取扱いになるのかを質問させていただき

ます。 

もう１点は、せいよ地域づくり交付金について

ですけれども、その内訳と昨年までの予算との比

較についてお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

それではまず初めに、私から私債権の取扱いに

ついて答弁させていただきます。 

加藤議員の一般質問の中でもお答えをさせてい

ただいておりますけれども、私債権につきまして

は、あらゆる手段を尽くしてもなお徴収の見込み

がない債権を管理し続けるということは合理的で

はないと。これが適正な債権管理を妨げる要因と

もなっているということを踏まえまして、債権管

理条例に基づく要件、例えばですが、債務者が著

しい生活困窮者である場合、私債権の消滅時効期

間が満了している場合など８つの条件があるわけ

ですけども、それらに該当し、十分に本人の資力

の有無についての調査をした結果、これ以上債権

として管理し続けることが適切でないといった場

合については、債権放棄を行っていくという考え

方になります。ただし、今年の４月に設置をいた

します債権整理室におきましては、この私債権に

つきましては所管するものではございません。債

権管理、滞納整理のノウハウにつきまして、債権

整理室でそういった手順等を十分に、マニュアル

的なものもつくりまして、各債権の所管課にそこ

の流れといいますか、そういったことを指導する

ことによって、現課における滞納整理の力を十分

につけていただきまして、その後調査等を行い、

先ほど申し上げましたとおり、最終的にこれらの

回収の見込みがない場合には、債権放棄に入ると

いった手順で考えております。具体的には令和５

年度中に内容についてはさらに詳細に詰めまして

取り組んでまいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

せいよ地域づくり交付金の内訳と昨年との比較

についてお答えをいたします。 

せいよ地域づくり交付金は、地域づくり活動セ

ンター推進事業の中において 1 億 9000 万円を令

和５年度当初予算に計上いたしております。その

内訳といたしましては、基礎型交付金が 1 億

6000 万円、手上げ型交付金が 3000 万円となって

おります。基礎型交付金の 1 億 6000 万円は、従

来の基礎型交付金 7000 万円に地域任用職員の人

件費相当経費 9000 万円を合わせたものでありま

す。令和４年度の当初予算と比較いたしますと、

総額で 6000 万円の増額となっています。増額の

内容といたしましては、地域任用職員の人件費相

当額分でございます。従来の基礎型交付金と手上

げ型交付金については、事業費の変更はございま

せん。 
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以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

ありがとうございました。 

ちょっと再質問させていただきますが、地域づ

くり交付金の増額分、地域任用職員人件費という

ふうにありましたけれども、地域任用職員の給与

は、地域においてそれぞれが決めるというふうに

お伺いをしておりますけれども、27 組織の任用職

員の給与自体は市では把握されておるんでしょう

か。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

お答えをいたします。 

現時点では全ての地域づくり組織の雇用形態、

賃金形態等については把握はできておりません。 

雇用、勤務、給与形態等それぞれの地域づくり

組織が 300 万円の交付金の中で運用されることと

なっております。なお、令和５年度の交付金の交

付申請書が３月 20 日を締切りといたしておりま

すので、全ての交付申請書がそろいましたら一覧

表にして、地域づくり組織と共有を図り、また、

議会への報告等もいたしたいと考えております。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

二宮一朗君。 

○15番二宮一朗君 

もう１点ですけれども、交付金の財源内容と基

礎型交付金の算定方法についてお伺いをいたしま

す。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

それでは、まず交付金の財源についてお答えを

いたします。 

財源といたしましては、まず過疎対策事業債、

こちらのソフト事業分として 7000 万円を基礎型

交付金に、また、地域振興基金からの繰入金とい

たしまして 1 億 2000 万円を地域任用職員の人件

費相当分 9000 万円と手上げ型交付金の 3000 万円

にそれぞれ財源充当いたしております。 

続きまして、基礎型交付金の算定方法でござい

ますが、基礎型交付金につきましては、これまで

と同様に均等割が５割、人口割が３割、面積割が

２割として計算を行い交付金を算定いたしており

ます。 

また、地域任用職員の人件費相当額の 9000 万

円につきましては、24 の地区につきましては１地

区ずつ 300 万円、また、宇和・野村・三瓶の３地

区については 600 万円をそれぞれ計上いたしてお

ります。 

以上、答弁といたします。 

○小玉議長 

次に、14 番中村敬治君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村敬治君。 

○14番中村敬治君 

議案第 36 号「令和５年度西予市一般会計予算」

115 ページでございます。6 款 1 項 3 目農業振興

費、農業後継者育成事業について４点についてお

伺いいたします。 

まず最初に、近年の西予市の就農者数や新規就

農者数の推移はどうなっているのでしょうか。 

２番目として、新規就農者のうち、自営就農者、

新規参入者、法人就農者３形態の数はどのように

なっているでしょうか。 

３点目として、毎年度当初予算に 5000 万円か

ら 6000 万円台の事業費が計上をされておるわけ

ですけれども、令和５年度の主な事業概要、支援

制度はどうなっているのか。 

４点目として、県の補助額が事業費の８割強を

占めておるわけです。西予市の農業の担い手確保

や育成に対して、国や県はどのような期待があり、

市として目標を定めた計画的な取組となっている

のかどうか。 

その４点についてお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

和氣産業部長。 

○和氣産業部長 

農業後継者育成事業の４点のまず最初に、近年
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の西予市の就農者数や新規就農者数の推移につい

てお答えさせていただきます。 

西予市の就農者数の推移ですが、５年に一度行

われます農林業センサス報告書によりますと、

2010 年では 2,944 経営体、2015 年では 2,435 経

営体、2020 年では 1,891 経営体と、５年で約

500 経営体ほど減少傾向にあります。新規就農者

の推移でございますが、令和元年度が 12 経営体、

令和２年度が４経営体、令和３年度が２経営体、

令和４年度が２経営体となっており、４年間で

20 経営体が新規就農されています。そのうち５経

営体が夫婦で就農されておりますので、人数とし

ては 25 名となります。 

続いて、２番目の新規就農者のうち、自営就農

者、新規参入者、法人就農者３形態の数について

お答えさせていただきます。 

令和元年度からの推移ですが、親から全部、ま

たは一部継承した新規就農者が、令和元年度は７

件、２年度が２件、３年度が１件、４年度が１件

となっております。また、親とは別の新たな経営

を開始した就農者を含む新規就農者は、令和元年

度では５件、２年度では２件、３年度では１件、

４年度では１件となっております。新たな法人形

態はございません。 

３番目の毎年度当初予算で 5000 万円から

6000 万円台の事業費が計上されているが、令和５

年度の主な事業概要、支援制度についてお答えさ

せていただきます。 

令和５年度の農業後継者育成事業の概要ですが、

大きい事業といたしましては、国の事業の農業次

世代人材投資資金事業で、新規就農者に対して経

営開始資金として年間 150 万円を交付するもので、

最大３年間でございますが、経営発展支援事業と

して、農業設備の補助対象事業費 1000 万円の４

分の３以内を補助するものでございます。この事

業、経営開始資金と併用の場合は、補助上限額が

500 万円に減額となります。令和５年度では、事

業後継者 21 経営体と新たに取り組む新規就農者

を７経営体と見込んでおり、事業費 4563 万

4000 円を計上しております。 

その他の事業といたしましては、市の単独事業

として、Ⅰターン、Ｊターンで、農協などの研修

機関で研修中の研修生に対して月 3 万円、年間

36 万円になりますが、を最大２年間交付する農業

研修サポート事業や、Ｉターン、Ｊターンで認定

新規就農者として就農している就農者の農業設備

を補助する、最大 25 万円最大３年間でございま

すが、農業設備投資事業を予定しております。ま

た、明浜柑橘農業活性化計画に基づき、明浜で就

農を目指す者に対して、短期、長期での研修を受

ける場合に研修費を補助する明浜で農業体験しま

せんか事業ですが、短期コースは５日間で 3 万円、

10 日間で 6 万円の研修を支給するものです。それ

から長期研修では、家賃月額の２分の１、これ上

限 2 万円で６カ月から最大２年間でございますが、

補助する明浜で就農しませんか事業などを予定し

ております。 

それから最後、４番目の県の補助額が事業費の

８割強を占めており、西予市の農業の担い手確保

や育成に対して、国や県はどのような期待があり、

市として目標を定めた計画的な取組になっている

かについて答弁させていただきます。 

国や県の事業の取組の背景には、農業従事者の

高齢化や減少が進む中で、農業の担い手となりう

る新規就農者への期待は高まっており、次世代の

農業や地域農業を担う新規就農者を確保、育成す

るため、関係機関と連携し補助事業を実施するこ

とで、農業への多くの人材の呼び込みと定着に期

待していることがうかがえます。 

西予市といたしましては、農業経営基盤の強化

の促進に関する基本的な構想において、関係機関、

団体と連携のもと、新たに農業経営を営もうとす

る青年等の確保に向けた取組、新たに農業経営を

営もうとする青年等の定着に向けた取組を重点的

に推進することとしています。 

西予市の持続可能な力強い農業の実現に向け、

青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、

いろいろな補助事業を活用していきたいと思って

おります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

○小玉議長 

次に、13 番井関陽一君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

井関陽一君。 

○13番井関陽一君 

議案第 36 号「令和５年度西予市一般会計予算」

二宮一朗議員が質疑されました 2 款 8 項 1 目地域
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振興費、同じ項目について質疑をさせていただき

ます。 

地域づくり活動センター推進事業において、課

題解決型の住民自治を支援するとあるが、地域独

自の裁量にて自由に使用できる交付金があるのか。

また、ある場合その金額はどの程度になっている

のかお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

センター独自の裁量にて自由に使用できる交付

金はあるのか。また、ある場合、どの程度の金額

を使用できるかについてお答えをいたします。 

まず、交付金につきましては、先ほどの二宮議

員の質疑に対して答弁いたしましたように、地域

づくり組織に対して交付をいたします交付金とな

りますので、センター独自の裁量で自由に使用で

きる交付金とはちょっと違っております。地域づ

くり活動センターでは、地域づくり組織が、基礎

型交付金や手上げ型交付金を原資として取り組む

地域づくり活動を支援するものと考えております。 

各地域づくり活動センターには、公民館から引

継ぎます生涯学習を推進するための予算がござい

ます。生涯学習事業の予算につきましては、社会

教育を通じて地域づくり活動を支援する取組も可

能であると考えております。 

令和５年４月から、地域づくり活動センターの

運用が開始をいたしますが、運用する中で様々な

検討を行い、今後は、今ほどの井関議員の御質問

にありましたように、各地域づくり活動センター

が地域の実情に応じた事業の取組も検討していく

必要があると考えております。 

そのためには、予算の在り方や事業の考え方を

整理し、地域づくり組織と連携しながら検討して

いきたいと考えております。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

井関陽一君。 

○13番井関陽一君 

ありがとうございました。 

二宮一朗議員の一般質問の中で、収益が出た場

合、次年度の予算として組み込むことができると

いう話でございましたが、その収益が出た金額に

ついては、年度内にあっても自由に使うことがで

きるんでしょうか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

○宇都宮政策企画部長 

ただいまの質問は、利益が出たらその年度内に

も使用できるかということでございますかね。そ

れも可能でございます。 

以上、答弁といたします。 

○小玉議長 

以上で質疑を終結といたします。 

ただいま議題となっております議案第 36 号は

関係常任委員会へ、議案第 10 号から議案第 13 号

まで、議案第 21 号、議案第 25 号及び議案第

37 号の７件は総務常任委員会へ、議案第４号から

議案第７号まで、議案第 14 号から議案第 18 号ま

で、議案第 38 号から議案第 40 号まで、議案第

44 号及び議案第 45 号の 14 件は厚生常任委員会へ、

議案第３号、議案第 20 号、議案第 22 号から議案

第 24 号まで及び議案第 41 号から議案第 43 号ま

での８件は産業建設常任委員会へそれぞれ付託い

たします。 

（日程３） 

○小玉議長 

次に、日程第３、議案第 46 号「西予市生活交

通バス条例の一部を改正する条例制定について」

を議題といたします。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

宇都宮政策企画部長。 

 〔宇都宮政策企画部長登壇〕 

○宇都宮政策企画部長 

議案第 46 号「西予市生活交通バス条例の一部

を改正する条例制定について」提案理由の御説明

を申し上げます。 

今回の改正は、西予市国民健康保険土居診療所

の診療曜日の変更に伴いまして、令和５年４月１

日から生活交通バス路線の見直しを行うものであ

ります。 

見直しの内容といたしましては、城川地区生活

交通バスの運行路線について、利用状況に合わせ
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まして、魚成中津川・今田から土居線を魚成中津

川・今田から下相線と変更するものでございます。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願いいたします。 

○小玉議長 

理事者の説明は終わりました。 

これより本案に対する質疑を行います。なお、

質疑の内容は大綱のみに願います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○小玉議長 

以上で質疑を終結といたします。 

ただいま議題となっております議案第 46 号は

総務常任委員会へ付託いたします。 

（日程４） 

○小玉議長 

次に、日程第４、陳情第１号「森林・林業基本

計画の推進並びに林野関係予算の確保及び拡充を

求める意見書の提出についての陳情」を議題とい

たします。 

陳情１件の詳細につきましては、お手元のタブ

レットに配信しております請願文書表を御参照く

ださい。 

ただいま議題となっております陳情１件につい

ては産業建設常任委員会へ付託いたします。 

各常任委員会において、各議案及び陳情につい

て十分に審査を行い、最終日の本会議において委

員会審査の経過と結果について各委員長の報告を

求めることといたします。 

以上をもって本日の日程は全て終了いたしまし

た。 

３月 16 日は午後２時から会議を開きます。 

本日はこれにて散会いたします。 

 

 

 散会 午後１時24分 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

第 ５ 日 

 

３月 16日（木曜日） 
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令和５年第１回西予市議会定例会会議録（第５号） 

１．招 集 年 月 日 令和５年 ３月１６日 

１．招 集 の 場 所 西予市議会議場 

１．開     議 令和５年 ３月１６日 

          午後 ２時００分 

１．閉     会 令和５年 ３月１６日 

          午後 ３時３４分 

１．出 席 議 員        

    １番  和 気 数 男 

    ２番  宇都宮 久見子 

    ３番  信 宮 徹 也 

    ４番  宇都宮 俊 文 

    ５番  加 藤 美 香 

    ６番  中 村 一 雅 

    ７番  河 野 清 一 

    ８番  佐 藤 恒 夫 

    ９番  山 本 英 明 

   １０番  竹 﨑 幸 仁 

   １１番  小 玉 忠 重 

   １２番  源   正 樹 

   １３番  井 関 陽 一 

   １４番  中 村 敬 治 

   １５番  二 宮 一 朗 

   １６番  兵 頭   学 

   １７番  森 川 一 義 

   １８番  酒 井 宇之吉 

１．欠 席 議 員 

   な  し 

１．地方自治法第１２１条により 

説明のため出席した者の職氏名 
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   事 務 局 長  冨 永   誠 

議 事 係 長  三 好 祐 介 

１．議  事  日  程  別紙のとおり 

１．会議に付した事件  別紙のとおり 

１．会 議 の 経 過  別紙のとおり 
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      議  事  日  程 

１  議案第 ３号 財産の無償譲渡について 

議案第 ４号 財産の無償貸付について 

議案第 ５号 財産の無償貸付について 

議案第 ６号 財産の無償貸付について 

議案第 ７号 財産の無償貸付について 

議案第１０号 西予市情報公開条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１１号 西予市職員定数条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１２号 西予市職員の給与に関する

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第１３号 西予市財産の交換、譲与、

無償貸付け等に関する条例

の一部を改正する条例制定

について 

議案第１４号 西予市保育所条例等の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１５号 西予市家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正

する条例制定について 

議案第１６号 西予市放課後児童健全育成

事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１７号 西予市国民健康保険条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

議案第１８号 西予市国民健康保険診療所

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第２０号 西予市野村茅葺き民家交流

館条例の一部を改正する条

例制定について 

議案第２１号 西予市消防手数料条例の一

部を改正する条例制定につ

いて 

議案第２２号 西予市給水条例の一部を改

正する条例制定について 

議案第２３号 市道路線の認定について 

議案第２４号 西予市営土地改良事業の施

行について 

議案第２５号 西予市過疎地域持続的発展

計画の変更について 

議案第３６号 令和５年度西予市一般会計

予算 

議案第３７号 令和５年度西予市育英会奨

学資金貸付特別会計予算 

議案第３８号 令和５年度西予市国民健康

保険特別会計予算 

議案第３９号 令和５年度西予市後期高齢

者医療特別会計予算 

議案第４０号 令和５年度西予市介護保険

特別会計予算 

議案第４１号 令和５年度西予市水道事業

会計予算 

議案第４２号 令和５年度西予市簡易水道

事業会計予算 

議案第４３号 令和５年度西予市下水道事

業会計予算 

議案第４４号 令和５年度西予市病院事業

会計予算 

議案第４５号 令和５年度西予市野村介護

老人保健施設事業会計予算 

議案第４６号 西予市生活交通バス条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

陳情第 １号 森林・林業基本計画の推進

並びに林野関係予算の確保

及び拡充を求める意見書の

提出についての陳情 

２ 議案第４７号 令和４年度西予市一般会計

補正予算(第１２号) 

３ 発議第 １号 西予市議会の個人情報の保

護に関する条例制定につい

て 

４ 発議第 ２号 西予市議会委員会条例の一

部を改正する条例制定につ

いて 

発議第 ３号 西予市議会会議規則の一部

を改正する規則制定につい

て 
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 ５ 議員派遣の件について 

追加 意見書案第１号  森林・林業基本計画の推進

並びに林野関係予算の確保

及び拡充を求める意見書

(案)の提出について 
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本日の会議に付した事件 

１  議案第 ３号 財産の無償譲渡について 

議案第 ４号 財産の無償貸付について 

議案第 ５号 財産の無償貸付について 

議案第 ６号 財産の無償貸付について 

議案第 ７号 財産の無償貸付について 

議案第１０号 西予市情報公開条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１１号 西予市職員定数条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１２号 西予市職員の給与に関する

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第１３号 西予市財産の交換、譲与、

無償貸付け等に関する条例

の一部を改正する条例制定

について 

議案第１４号 西予市保育所条例等の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１５号 西予市家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正

する条例制定について 

議案第１６号 西予市放課後児童健全育成

事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部

を改正する条例制定につい

て 

議案第１７号 西予市国民健康保険条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

議案第１８号 西予市国民健康保険診療所

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第２０号 西予市野村茅葺き民家交流

館条例の一部を改正する条

例制定について 

議案第２１号 西予市消防手数料条例の一

部を改正する条例制定につ

いて 

議案第２２号 西予市給水条例の一部を改

正する条例制定について 

議案第２３号 市道路線の認定について 

議案第２４号 西予市営土地改良事業の施

行について 

議案第２５号 西予市過疎地域持続的発展

計画の変更について 

議案第３６号 令和５年度西予市一般会計

予算 

議案第３７号 令和５年度西予市育英会奨

学資金貸付特別会計予算 

議案第３８号 令和５年度西予市国民健康

保険特別会計予算 

議案第３９号 令和５年度西予市後期高齢

者医療特別会計予算 

議案第４０号 令和５年度西予市介護保険

特別会計予算 

議案第４１号 令和５年度西予市水道事業

会計予算 

議案第４２号 令和５年度西予市簡易水道

事業会計予算 

議案第４３号 令和５年度西予市下水道事

業会計予算 

議案第４４号 令和５年度西予市病院事業

会計予算 

議案第４５号 令和５年度西予市野村介護

老人保健施設事業会計予算 

議案第４６号 西予市生活交通バス条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

陳情第 １号 森林・林業基本計画の推進

並びに林野関係予算の確保

及び拡充を求める意見書の

提出についての陳情 

２ 議案第４７号 令和４年度西予市一般会計

補正予算(第１２号) 

３ 発議第 １号 西予市議会の個人情報の保

護に関する条例制定につい

て 

４ 発議第 ２号 西予市議会委員会条例の一

部を改正する条例制定につ

いて 

発議第 ３号 西予市議会会議規則の一部

を改正する規則制定につい

て 
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 ５ 議員派遣の件について 

追加 意見書案第１号  森林・林業基本計画の推進

並びに林野関係予算の確保

及び拡充を求める意見書

(案)の提出について 
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開会 午後２時00分 

○小玉議長 

ただいまの出席議員は 18 名であります。 

これより本日の会議を開きます。 

本日の議事日程はお手元に配信のとおりであり

ます。 

（日程１） 

○小玉議長 

日程第１、議案第３号「財産の無償譲渡につい

て」から議案第７号「財産の無償貸付について」

まで、議案第 10 号「西予市情報公開条例の一部

を改正する条例制定について」から議案第 18 号

「西予市国民健康保険診療所条例の一部を改正す

る条例制定について」まで、議案第 20 号「西予

市野村茅葺き民家交流館条例の一部を改正する条

例制定について」から議案第 25 号「西予市過疎

地域持続的発展計画の変更について」まで、議案

第 36 号「令和５年度西予市一般会計予算」から

議案第 46 号「西予市生活交通バス条例の一部を

改正する条例制定について」まで及び陳情第１号

「森林・林業基本計画の推進並びに林野関係予算

の確保及び拡充を求める意見書の提出についての

陳情」の 32 件を一括議題といたします。 

各委員会における審査の経過と結果について各

委員長の報告を求めます。 

まず、総務常任委員会委員長河野清一君の報告

を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

河野清一君。 

 〔河野総務常任委員会委員長登壇〕 

○河野総務常任委員会委員長 

総務常任委員会の審査報告をいたします。 

去る３月６日の本会議において当委員会へ付託

されました議案９件につきましては、７日及び８

日に委員会を開催し審査を行いました。その経過

と結果について御報告を申し上げます。 

委員会結果はお手元に配信のとおりであり、議

案９件は原案のとおり可決決定いたしました。 

これより議案審査の過程におきまして、各委員

より出されました質疑並びに部課長の答弁を抜粋

して報告いたします。 

議案第 36 号「令和５年度西予市一般会計予算」

について、総務課所管分では、行政連絡協議会事

業における行政連絡委託料の算定方法と金額の推

移についての質疑に対し、委託料の算定方法とし

て、旧町別に世帯数に対して１世帯当たり

2,000 円を掛けた世帯割、自治会数に対して１自

治会当たり 1 万 5000 円を掛けた自治会加算額、

高齢化率に対して 2 万 9000 円を掛けた高齢者率

加算額により積算をしているとの答弁でありまし

た。 

危機管理課所管分の防災行政無線・情報システ

ム整備事業におきましては、市独自で導入してい

る気象観測システムの設置場所を市内６カ所から

３カ所へ見直したことについての質疑に対し、気

象台の観測システムや国・県の観測所等の設置状

況を踏まえ、西予市全体が観測可能であると判断

し見直したとの答弁でありました。 

自主防災組織における防災訓練についての質疑

では、自主防災組織と共同で実施している西予市

防災訓練を宇和町、野村町、城川町ごとに毎年、

地震津波防災訓練を明浜町、三瓶町で隔年で行っ

ているほか、それぞれの組織において座学的な研

修も含めて多くの取組が実施されているとの答弁

でありました。 

税務課所管分では、市税の増収についての質疑

に対し、固定資産税においては、家屋 110 棟程度

の新築により増額を見込んでいる。また、市町村

たばこ税については、段階的に税率改正が行われ

ており、直近の納付実績を踏まえ増額を見込んで

いるとの答弁でありました。 

監理用地課所管分の道路地籍整備事業では、市

道における未登記箇所の測量の終了時期について

の質疑に対し、令和 17 年度で完了見込みである

との答弁でありました。 

政策推進課所管分の情報システム管理運用事業

では、国が進めているガバメントクラウドへの移

行による情報推進事業費の今後の見通しについて

の質疑に対し、ガバメントクラウドでは 2025 年

度までに全自治体が移行することが決められてお

り、国が標準化に向けて仕様書を作成している段

階であります。昨年度、選定された自治体におい

て先行事業と試験的に行われた結果によると、あ

まり経費削減につながっていないのが現状であり、

費用負担の割合など詳細について示されていない

ため費用の試算ができないとの答弁でありました。 

消防本部所管分の消防通信施設維持管理事業に
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おきましては、通信指令台の維持管理についての

質疑に対し、現在、使用開始から約 15 年経過し

ており、毎年保守点検委託料を予算化し、修理ま

たは整備を行い、保守管理に努めている状況であ

ります。新庁舎が完成する令和７年度までは継続

し使用する予定であるとの答弁でありました。 

教育総務課所管分の小学校施設整備事業では、

西予市宇和町地域小学校再編計画が策定されてい

る中での施設整備についての質疑に対し、令和５

年度は、屋内運動場の改修工事を２小学校（中

川・皆田小学校）及び改修工事設計業務委託を多

田小学校で行うこととしており、災害が発生した

とき避難所等になるため整備を行う。また、バリ

アフリー化する宇和町小学校については、バリア

フリー法の改正により文部科学省から令和７年度

までに緊急的に整備するよう目標が定められてい

るとの答弁でありました。 

スポーツ・文化課所管分では、国宝重要文化財

等保存・活用事業費国庫補助金（文化的景観）の

概要についての質疑に対し、文化的景観を構成す

る要素の中で、特に重要と認められ、所有者の同

意を得たものに対して補助がある。補助率に対し

ては、所有者の修理事業に対し市から 80％の補助

を行い、市が補助した分に対して、通常なら国か

らの補助金が 50％あるが、西予市の場合は過疎地

域のため 65％補助があるとの答弁でありました。 

以上、総務常任委員会審査報告といたします。 

令和５年３月 16 日、総務常任委員会委員長河

野清一。 

○小玉議長 

次に、厚生常任委員会委員長竹﨑幸仁君の報告

を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

竹﨑幸仁君。 

 〔竹﨑厚生常任委員会委員長登壇〕 

○竹﨑厚生常任委員会委員長 

厚生常任委員会審査報告を行います。 

去る３月６日の本会議において当委員会に付託

されました議案 15 件について、３月７日及び８

日に委員会を開催し審査を行いましたので、経過

と結果について御報告申し上げます。 

お手元に配信のとおり、議案 15 件については、

いずれも全会一致で原案可決決定いたしました。 

議案の審査経過において委員より出された質疑

並びに部課長の答弁を抜粋して報告いたします。 

議案第４号「財産の無償貸付について」から議

案第７号「財産の無償貸付について」では、平成

30 年４月１日から明浜町西地区の歯科医療の確保、

三瓶町蔵貫地区、皆江地区及び下泊地区の地域医

療の確保のため、旧高山歯科診療所の一部、旧蔵

貫診療所、旧皆江診療所及び旧下泊小学校校舎の

一部を無償で貸付けており、令和５年３月 31 日

をもって貸付期間が満了となる。現在貸付してい

る相手方から普通財産貸付申請書の提出があり、

引き続き５年間無償で貸し付けるものであるとの

説明がありました。 

議案第 18 号「西予市国民健康保険診療所条例

の一部を改正する条例制定について」では、診療

所長となる医師の雇用形態に会計年度任用職員を

追加し、診療日数等に応じた雇用ができるよう充

実を図るとの説明がありました。 

医師の雇用形態に会計年度任用職員を追加した

理由についての質疑があり、現在の西予市の医師

は 65 歳が定年制となっており、３年を超えない

範囲で延長ができる。それらも鑑み、今後の医師

不足への対応、働き方改革の面などから会計年度

任用職員を追加したとの答弁でありました。 

議案第 36 号「令和５年度西予市一般会計予算」

における子育て支援課所管分では、新規事業子育

て応援事業のうち、若年出産世帯応援事業につい

て、出産時に夫婦ともに 29 歳以下であった世帯

に対して出産後に要する経費の一部を一般財源で

助成する内容であるが、29 歳という年齢にした理

由について質疑があり、一般財源で計上している

が、県のえひめ人口減少対策総合交付金の交付決

定後、歳入の補正をする予定である。年齢につい

ては、結婚年齢の全国平均が 29 歳であり、国等

では 29 歳以降に結婚した場合を晩婚化と言われ、

県の交付金基準も 29 歳であるとの答弁でありま

した。 

委員からは、晩婚化と言われる中、夫婦どちら

かが 30 代である場合もあり、年齢制限はなくて

もよいのではないか。29 歳を超える場合は一般財

源で助成することが、人口減少対策、子育て世代

応援事業となるのではないかとの意見があり、限

られた財源の中での有効な財政収入を検討してい

く必要もあり、令和５年度から事業がスタートす
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るため、申請の状況を踏まえ今後調査研究を行い

たいとの答弁でありました。 

長寿介護課所管分の全国健康福祉祭えひめ大会

推進事業についてでは、ねんりんピックの愛称で

親しまれており、愛媛県大会は、令和５年 10 月

28 日から 31 日までの４日間で開催される。西予

市での開催種目は軟式野球であり、県内４市町で

の共同開催とし、実行委員会負担金として 543 万

7000 円を予算計上しているとの説明がありました。

参加者、関連イベントについての質疑があり、県

外 30 チーム、県内２チームの計 32 チーム、総勢

640 名が参加し、県内４カ所の会場に分かれ、１

カ所８チームで優勝を目指す。あわせて、おもて

なしコーナー、健康づくり教室等を開催する予定

であるとの答弁でありました。 

養護老人ホーム三楽園建設事業では、移転先と

なる旧二木生小学校解体工事費 2 億 3320 万円に

ついての質疑があり、約 7000 万円のアスベスト

解体工事費も含まれており高額となっているとの

答弁でありました。 

福祉課所管分の社会福祉総務費庶務事業では、

避難行動要支援者管理運営事業について、個別避

難計画に関わる名簿についての質疑があり、現在、

新たに避難行動要支援者の対象者となりうる方や

今まで無回答であった方 1,651 名に文書を送付し、

今年度の避難行動要支援者の名簿の整理をしてい

る。個別計画の実効性を高めるために、自力避難

が可能な方や避難時に家族の協力が得られる方に

ついては、申出いただくことにより、避難行動要

支援者としては非該当、個別避難計画の策定を保

留とさせていただく。自力避難ができない真に支

援の必要な方を避難行動要支援者として整理し、

個別計画を速やかに策定できる仕組みに変更した。

また、避難行動要支援者で同意を得られた方を避

難行動要支援者名簿として民生委員や自主防災組

織に提供するが、災害時には、西予市長の判断に

より、同意されていない方、自力避難ができる方、

家族の協力が得られる方の中にも困難を抱えられ

ている方もあるため、これらの方々を含め避難行

動要支援者リストとして提供し、非常時の対応を

行うとの答弁でありました。 

委員からは、地域と連携を密にして１人の要支

援者も取り残されることのないよう可能な限り取

り組んでいただきたいとの意見がありました。 

環境衛生課所管分の廃棄物処理委託事業では、

処理費用の削減についての質疑があり、埋立て処

理を行っていた製品プラスチックを、令和５年度

から公益財団法人日本容器包装リサイクル協会に

引渡しを開始する予定である。また、廃棄物の容

量削減、圧縮するためのバックホウを宇和清掃セ

ンターと野村クリーンセンターに新たに購入し、

処理費用の削減に寄与する。事業者からの処理費

用の削減方法の提案もあり、処理費用を削減でき

るよう検討を進めていきたいとの答弁でありまし

た。 

健康づくり推進課所管分の食育事業では、事業

内容についての質疑があり、第２次西予市食育推

進計画に基づき、栄養食育班、地産地消推進班で

協議を行い事業を進めている。保育所、高校など

での食育や郷土料理の指導、栄養教育による将来

の生活習慣病防止への取組などを積極的に行って

いるとの答弁でありました。 

議案第 44 号「令和５年度西予市病院事業会計

予算」では、令和４年度当初予算と比較すると西

予市民病院の大きな増減はないが、野村病院は収

入、支出とも減少し、予算規模が縮小しているが、

野村病院としてどのように分析するのかとの質疑

に対し、入院患者の受入れには、夜勤ができる看

護師の確保が必要である。定年退職などにより夜

勤のできる看護師が減少傾向にあり、人口減少の

影響もあるものの、看護師不足により入院患者を

従前の数ほど受け入れることができなくなってお

り、それに伴い収益も減少しているとの答弁であ

りました。 

議案第 45 号「令和５年度西予市野村介護老人

保健施設事業会計予算」では、野村介護老人保健

施設つくし苑の施設基準について、厚生労働省が

定める施設基準を前年度と同じ超強化型で維持継

続をし、利用者のサービス向上と経営の安定に努

めていきたいとの説明がありました。施設基準超

強化型についての質疑があり、５段階の評価基準

の中で最も高い基準が超強化型であり、在宅復帰

等の取組をいかに実践しているかの評価により基

準が決定しており、令和３年 12 月からこの基準

で運営しているとの答弁でありました。 

以上、委員会審査報告といたします。 

令和５年３月 16 日、厚生常任委員会委員長竹

﨑幸仁。 
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○小玉議長 

次に、産業建設常任委員会委員長井関陽一君の

報告を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

井関陽一君。 

 〔井関産業建設常任委員会委員長登壇〕 

○井関産業建設常任委員会委員長 

産業建設常任委員会審査報告をいたします。 

去る３月６日に付託されました議案９件と陳情

１件につきまして、３月７日、８日に審査いたし

ましたので、その内容と結果について御報告を申

し上げます。 

付託されました議案９件につきましては、全会

一致にて原案可決決定いたしました。 

また、陳情１号につきましては、賛成多数にて

採択と決しました。 

これより、審査過程における意見や部課長の答

弁につきましては、抜粋にて報告書に示してある

とおりでありますが、長くなりますのでさらに抜

粋して報告をいたします。 

議案第３号「財産の無償譲渡について」では、

譲渡内容について質疑があり、ロッジ４棟、炊事

棟、トイレの建物６棟のみを譲渡するもので、土

地は西予市のままであり、建物については、相手

方が譲渡後に修繕して利用するとの答弁でありま

した。 

議案第 20 号「西予市野村茅葺き民家交流館条

例の一部を改正する条例制定について」では、宿

泊の実績について質疑があり、令和３年度は

40 人、令和４年度は 99 人、新型コロナウイルス

が流行する前の令和元年度は 142 人で、そこまで

は回復していないが、宿泊者数は若干回復傾向に

あるとの答弁でありました。また、宿泊料改定に

ついて質疑があり、現在の宿泊料は、１泊大人

5,000 円から中学生以上が 7,000 円に、18 歳まで

の子どもが 3,000 円から小学生 3,500 円に改定さ

れるとのことでした。 

議案第 36 号「令和５年度西予市一般会計予算」

の建設課所管分では、建設残土処理管理事業の施

設使用料について質疑があり、残土の受入単価は

１立米当たり 1,210 円と設定しており、令和５年

度は約 1 万 8300 立米の受入れを予定している。

当施設は 11 万 2000 立米の残土を受入れることが

可能で、令和５年１月末現在で 3 万 549 立米の受

入れが完了しているとの答弁でした。 

危険空家除却事業では、令和４年度に比べ令和

５年度の予算が減少しているが、予算枠以上の申

請があった場合の取扱いはどうなるのかとの質疑

があり、令和４年度は国・県の内示が 45 件で申

請実績は 42 件となり、令和５年度に持ち越した

申請はないため 30 件分の予算を計上している。

予算枠を超えた申請があった場合は、国・県に追

加の補助枠の相談をかけながら補正予算対応を考

えていきたいとの答弁でありました。 

農業委員会所管分では、農地法等が一部改正さ

れたことにより、農地の権利取得に求められてい

た下限面積が撤廃され、農家の方以外でも農地の

購入が可能となったが、今後どのように考えてい

るのかとの質疑があり、今回の農地法の改正によ

り、新規就農者や家庭菜園程度の方も農地が所有

できることになり、農地の売買や賃借が促進され

ることを期待している。一方で、投機的な目的で

農地を所有する動きも考えられるため、取得され

る方の農業に対する意欲や農地をきちんと管理で

きるのか、地域営農に支障がないかなど、案件ご

とに農業委員と慎重に審議していく必要があると

考えているとの答弁でした。 

経済振興課所管分では、雇用・創造等支援事業

について、市外で開催する市独自の合同就職説明

会の開催方法について質疑があり、これまで西予

市内で実施してきたが、今回、愛媛大学、松山大

学の卒業間近の大学生をターゲットとして、アイ

テムえひめや愛媛県民文化会館など松山を中心に

合同就職説明会を予定している。説明会の周知・

開催につきましては、民間に委託して行うことを

検討しているとの答弁でした。 

ふるさと納税推進事業では、返礼品について質

疑があり、期間限定や数量が異なる商品を含めて

現在 700 品目を設定している。令和５年度は寄附

額を 5 億円に設定しており、返礼品の充実を図り、

量も確保しなければならないと考えている。その

ためには、既に返礼品を登録されている方以外の

発掘が必要であり、関係機関と協力して新たな返

礼品の発掘を行っていきたいとの答弁でした。ま

た、ポータルサイトの委託先について質疑があり、

令和４年度にＡＮＡとＪＡＬが追加となり、楽天、

ふるさとチョイス、さとふる、ふるなび、三越伊



 

- 134 - 

 

勢丹を含めて、現在７社に委託しているとのこと

でした。 

林業課所管分では、バイオマスペレット生産利

活用促進事業について、ペレットの今後の取組に

ついて質疑があり、令和５年度からペレットスト

ーブ購入に対する補助を廃止し燃料に対する補助

のみとしたが、燃料の補助については来年度以降

も継続していきたいと考えている。木質ペレット

の製造施設については、指定管理期間が令和６年

３月までとなっているため、令和５年度中に今後

の方向性を検討していきたいとの答弁でした。 

また、地域おこし協力隊の配置人数と仕事内容

について質疑があり、地域に根差した林業施業を

行う人材育成を目的に、野村町惣川地区へ３名募

集し、隊員は愛媛県林業研究センターで行うフォ

レストワーカー養成研修への参加や惣川地区の林

業事業体にて技術習得を行い、将来的に林業事業

体への就業を目指していくとの答弁でありました。 

農業水産課所管分では、全国ブラックアンドホ

ワイトショウ出品補助について質疑があり、全国

で５年に一度開催されるホルスタインの共進会に

出品するための経費を一部助成するものであり、

愛媛県に３頭の出品枠があり、西予市からも出品

される予定となっている。当共進会は 10 年前に

西予市の方がグランドチャンピオンを獲得してお

り、酪農家の方にとっては大きな目標になってい

るとの答弁でした。 

換地処分更正事業では、事業終了見込みについ

て質疑があり、測量等の現地調査は令和５年度で

完了し、令和６年、令和７年にかけて法務局や愛

媛県と協議をしながら登記を進めていくとの答弁

でありました。更正事業に係る測量委託費につき

ましては、全体で約 1 億 5000 万円を見込んでい

るとの答弁でした。 

議案第 42 号「令和５年度西予市簡易水道事業

会計予算」では、水質検査負担金について質疑が

あり、簡易水道も上水道と同じ頻度で水質検査が

必要となっており、大腸菌検査などの９項目の検

査を毎月、20 数項目の検査を年に４回、水質検査

で求められている全項目の検査を年に１回、水源

を含めて全ての簡易水道施設で行っており、当市

は簡易水道施設の数が多いため、負担金も  多

くなっているとの答弁でした。 

陳情第１号につきましては、西予市は森林面積

が 75％以上あり林業の活性化は喫緊の課題である。

林業の現在と将来を見据えて、陳情書に書かれて

いることはもっともであるとの意見が出され、賛

成多数にて採択といたしました。 

以上、委員会報告といたします。 

令和５年３月 16 日、産業建設常任委員会委員

長井関陽一。 

○小玉議長 

以上で各委員長の報告は終わりました。 

これより各委員長報告に対する質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

中村一雅君。 

○６番中村一雅君 

１点お尋ねいたします。 

産建委員会で審議されました陳情第１号につき

まして、賛成多数であるという御報告でございま

した。何対何であったのかということが１点と、

反対できかねたその理由というものについて主な

ものをお尋ねいたします。 

以上です。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

井関陽一君。 

 〔井関産業建設常任委員会委員長登壇〕 

○井関産業建設常任委員会委員長 

お答えさせていただきます。 

反対は１名でありました。これ趣旨的には賛成

をいただいておったわけなんですけども、その内

容について、もう少し踏み込んだ内容にするほう

がいいんじゃないかなということで、完全な反対

というわけではなく、趣旨は賛成するが、陳情内

容についてもう少し踏み込んだ内容にしてほしい

ということでの反対でありました。 

以上です。 

○小玉議長 

ほかにありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○小玉議長 

以上で質疑を終結といたします。 

これより討論に入ります。 

討論の通告がありませんので討論を終結といた

します。 
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これより議案順に採決を行います。 

この採決は採決システムを用いて行います。 

議員各位に申し上げます。 

お手元のタブレットが入室認証画面に切り替わ

ったことを確認してください。 

本日送信した入室コードを入力してください。 

 〔入室コードを議員が入力〕 

○小玉議長 

全員の入室を確認いたしました。 

まず、議案第３号「財産の無償譲渡について」

を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第３号は原案のとおり決定することに賛成

の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを押

してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第３号「財産の無償譲渡について」は賛成

全員によって可決となりました。 

次に、議案第４号「財産の無償貸付について」

を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第４号は原案のとおり決定することに賛成

の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを押

してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第４号「財産の無償貸付について」は賛成

全員によって可決となりました。 

次に、議案第５号「財産の無償貸付について」

を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第５号は原案のとおり決定することに賛成

の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを押

してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

賛成全員によって可決となりました。 

次に、議案第６号「財産の無償貸付について」

を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第６号は原案のとおり決定することに賛成

の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを押

してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第６号「財産の無償貸付について」は賛成

全員によって可決となりました。 

次に、議案第７号「財産の無償貸付について」

を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第７号は原案のとおり決定することに賛成

の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを押

してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第７号「財産の無償貸付について」は賛成

全員によって可決となりました。 

次に、議案第 10 号「西予市情報公開条例の一

部を改正する条例制定について」から議案第

18 号「西予市国民健康保険診療所条例の一部を改

正する条例制定について」まで及び議案第 20 号

「西予市野村茅葺き民家交流館条例の一部を改正

する条例制定について」から議案第 22 号「西予

市給水条例の一部を改正する条例制定について」

までの 12 件を一括採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 10 号から議案第 18 号まで及び議案第

20 号から議案第 22 号までの 12 件は原案のとおり

決定することに賛成の方は賛成ボタンを、反対の

方は反対ボタンを押してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第 10 号「西予市情報公開条例の一部を改

正する条例制定について」以下 12 件は賛成全員

によって可決となりました。 

次に、議案第 23 号「市道路線の認定について」

を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 23 号は原案のとおり決定することに賛

成の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを

押してください。 
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 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第 23 号「市道路線の認定について」は賛

成全員によって可決となりました。 

次に、議案第 24 号「西予市営土地改良事業の

施行について」を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 24 号は原案のとおり決定することに賛

成の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを

押してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第 24 号「西予市営土地改良事業の施行に

ついて」は賛成全員によって可決となりました。 

次に、議案第 25 号「西予市過疎地域持続的発

展計画の変更について」を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 25 号は原案のとおり決定することに賛

成の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを

押してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第 25 号「西予市過疎地域持続的発展計画

の変更について」は賛成全員によって可決となり

ました。 

次に、議案第 36 号「令和５年度西予市一般会

計予算」を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 36 号は原案のとおり決定することに賛

成の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを

押してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第 36 号「令和５年度西予市一般会計予算」

は賛成全員によって可決となりました。 

次に、議案第 37 号「令和５年度西予市育英会

奨学資金貸付特別会計予算」から議案第 45 号

「令和５年度西予市野村介護老人保健施設事業会

計予算」までの９件を一括採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 37 号から議案第 45 号までの９件は原案

のとおり決定することに賛成の方は賛成ボタンを、

反対の方は反対ボタンを押してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第 37 号「令和５年度西予市育英会奨学資

金貸付特別会計予算」以下９件の議題は賛成全員

によって可決となりました。 

次に、議案第 46 号「西予市生活交通バス条例

の一部を改正する条例制定について」を採決いた

します。 

お諮りいたします。 

議案第 46 号は原案のとおり決定することに賛

成の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを

押してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第 46 号「西予市生活交通バス条例の一部

を改正する条例制定について」は賛成全員によっ

て可決となりました。 

次に、陳情第１号「森林・林業基本計画の推進

並びに林野関係予算の確保及び拡充を求める意見

書の提出についての陳情」を採決いたします。 

お諮りいたします。 

陳情第１号は原案のとおり採択することに賛成

の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタンを押

してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

陳情第１号「森林・林業基本計画の推進並びに

林野関係予算の確保及び拡充を求める意見書の提

出についての陳情」は賛成多数によって採択とな

りました。 

（日程２） 

○小玉議長 

次に、日程第２、議案第 47 号「令和４年度西

予市一般会計補正予算（第 12 号）」を議題とい

たします。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 



 

- 137 - 

 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

議案第 47 号「令和４年度西予市一般会計補正

予算（第 12 号）」について、提案理由の御説明

を申し上げます。 

今回の補正予算でございますが、繰越明許費の

設定を行うものであります。 

災害復旧事業をはじめ、その性質上または予算

成立後の事由により、年度内に支出が終わらない

見込みの 43 事業に対しまして総額 19 億 3532 万

8000 円を限度額として設定いたしております。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○小玉議長 

理事者の説明は終わりました。 

これより本案に対する質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○小玉議長 

以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。 

議案第 47 号は、会議規則第 37 条第３項の規定

により委員会付託を省略したいと思います。これ

に御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

異議なしと認め、議案第 47 号は委員会付託を

省略することに決定いたしました。 

討論はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○小玉議長 

討論なしと認めます。 

これより採決を行います。 

この採決は採決システムを用いて行います。 

議員各位に申し上げます。 

お手元のタブレットが入室認証画面に切り替わ

ったことを確認してください。 

全員の入室を確認いたしました。 

お諮りいたします。 

議案第 47 号「令和４年度西予市一般会計補正

予算（第 12 号）」は原案のとおり決定すること

に賛成の方は賛成ボタンを、反対の方は反対ボタ

ンを押してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

議案第 47 号「令和４年度西予市一般会計補正

予算（第 12 号）」は賛成全員によって可決とな

りました。 

（日程３） 

○小玉議長 

次に、日程第３、発議第１号「西予市議会の個

人情報の保護に関する条例制定について」を議題

といたします。 

本案について提案者の説明を求めます。 

兵頭学議会運営委員会委員長。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

兵頭学委員長。 

 〔兵頭議会運営委員会委員長登壇〕 

○兵頭議会運営委員会委員長 

発議第１号「西予市議会の個人情報の保護に関

する条例制定について」提案理由の説明を申し上

げます。 

個人情報の保護に関する法律の改正に伴い、議

会における個人情報の適正な取扱いに関し必要な

事項を定めるため、本条例を制定するものであり

ます。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○小玉議長 

提案者の説明は終わりました。 

これより本案に対する質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○小玉議長 

以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。 

発議第１号は、会議規則第 37 条第２項の規定

により委員会付託を省略したいと思います。これ

に御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

異議なしと認め、発議第１号は委員会付託を省

略することに決定いたしました。 

討論はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 
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○小玉議長 

討論なしと認めます。 

これより採決を行います。 

この採決は採決システムを用いて行います。 

議員各位に申し上げます。 

お手元のタブレットが入室認証画面に切り替わ

ったことを確認してください。 

全員の入室を確認いたしました。 

お諮りいたします。 

発議第１号「西予市議会の個人情報の保護に関

する条例制定について」は原案のとおり決定する

ことに賛成の方は賛成ボタンを、反対の方は反対

ボタンを押してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

発議第１号「西予市議会の個人情報の保護に関

する条例制定について」は賛成全員によって可決

となりました。 

（日程４） 

○小玉議長 

次に、日程第４、発議第２号「西予市議会委員

会条例の一部を改正する条例制定について」及び

発議第３号「西予市議会会議規則の一部を改正す

る規則制定について」の２件を一括議題といたし

ます。 

本案２件について提案者の説明を求めます。 

兵頭学議会運営委員会委員長。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

兵頭学委員長。 

 〔兵頭議会運営委員会委員長登壇〕 

○兵頭議会運営委員会委員長 

発議第２号「西予市議会委員会条例の一部を改

正する条例制定について」、発議第３号「西予市

議会会議規則の一部を改正する規則制定について」

の２件につきましては、関連がございますので一

括して提案理由の御説明を申し上げます。 

今回の改正は、自然災害の発生、感染症の蔓延

などやむを得ない理由により、委員会を開会する

場所へ委員の招集が困難であると認めるときは、

オンライン会議システムを活用した委員会を開く

ことを可能とするため、本条例及び本規則の一部

を改正するものであります。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○小玉議長 

提案者の説明は終わりました。 

これより本案２件に対する一括質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○小玉議長 

以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。 

発議第２号及び発議第３号の２件は、会議規則

第 37 条第２項の規定により委員会付託を省略し

たいと思います。これに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

異議なしと認め、発議第２号及び発議第３号の

２件は委員会付託を省略することに決定いたしま

した。 

討論はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○小玉議長 

討論なしと認めます。 

これより議案順に採決を行います。 

この採決は採決システムを用いて行います。 

議員各位に申し上げます。 

お手元のタブレットが入室認証画面に切り替わ

ったことを確認してください。 

全員の入室を確認いたしました。 

発議第２号「西予市議会委員会条例の一部を改

正する条例制定について」及び発議第３号「西予

市議会会議規則の一部を改正する規則制定につい

て」の２件を一括採決いたします。 

お諮りいたします。 

発議第２号及び発議第３号の２件は原案のとお

り決定することに賛成の方は賛成ボタンを、反対

の方は反対ボタンを押してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

発議第２号「西予市議会委員会条例の一部を改

正する条例制定について」以下２件の議題は賛成

全員によって可決となりました。 

（日程５） 

○小玉議長 
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次に、日程第５、議員派遣の件についてを議題

といたします。 

お諮りいたします。 

お手元に配信しております本件を承認すること

に御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

異議なしと認めます。よって、議員派遣の件に

ついては、本件のとおり承認することに決定いた

しました。 

この際お諮りいたします。 

ただいま決定いたしました議員派遣の内容につ

いて、諸般の事情により変更が生じる場合には議

長に一任願いたいと思いますが、これに御異議あ

りませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

異議なしと認めそのように決定いたしました。 

暫時休憩いたします。（休憩 午後３時 04 分） 

○小玉議長 

再開いたします。（再開 午後３時 15 分） 

お諮りいたします。 

ただいま提出されました意見書案第１号「森

林・林業基本計画の推進並びに林野関係予算の確

保及び拡充を求める意見書（案）の提出について」

を本日の日程に追加し、追加日程として議題にい

たしたいと思います。これに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

異議なしと認めます。よって、本案を本日の日

程に追加し、追加日程とすることに決定いたしま

した。 

（追加） 

○小玉議長 

追加日程第１、意見書案第１号「森林・林業基

本計画の推進並びに林野関係予算の確保及び拡充

を求める意見書（案）の提出について」を議題と

いたします。 

本案について、提案者の説明を求めます。 

井関陽一産業建設常任委員会委員長。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

井関陽一委員長。 

 〔井関産業建設常任委員会委員長登壇〕 

○井関産業建設常任委員会委員長 

森林・林業基本計画の推進並びに林野関係予算

の確保及び拡充を求める意見書（案）の提出につ

いて、提案理由の御説明を申し上げます。 

近年、地球温暖化の影響により、局地的な豪雨

や豪雪、大型台風等が発生し、全国各地で甚大な

被害を頻発している中、森林整備の推進による国

土強靱化を図ることは喫緊の課題であることや、

地球温暖化に対する我が国の目標である 2050 年

カーボンニュートラルの実現に向けた森林整備や

木材利用分野での施策の拡充を図るためにも、林

野関係予算を確保及び拡充することが強く求めら

れているところであります。 

また、昨年来、いわゆるウッドショックによる

影響に加え、今般の円安やロシアによるウクライ

ナ侵略など、木材需給の不透明さが増している状

況にある中、経済安全保障の観点からも、海外情

勢の影響を受けにくい木材の需給構造を早急に構

築することが必要となっております。 

このように、森林整備を進めていくことは、国

土保全などの森林の公益的機能の発揮のみならず、

山村地域を中心とする雇用や所得の拡大による地

方創生や経済安全保障にも大きく貢献するもので

あり、我が国全体の課題として早急に取り組むべ

きと考えております。 

国に対しまして、森林・林業基本計画に掲げる

施策の具体化を図るために必要な予算の確保・拡

充に取り組むこと、木材利用の拡大を図るための  

林業産業の競争力強化や、新たな木材需要の創出

に向け、総合的な対策を強力に推進すること、林

業活動にＤＸ化を推進することなど、７項目につ

いて必要な措置を講じられるよう強く要望するも

のであります。 

議員各位におかれましては、何とぞ提案の趣旨

を御理解いただき、賛同賜りますようお願い申し

上げます。 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき意見

書を提出するものであります。 

○小玉議長 

提案者の説明は終わりました。 

これより本案に対する質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○小玉議長 
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以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。 

意見書案第１号は、会議規則第 37 条第２項の

規定により委員会付託を省略したいと思います。

これに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

異議なしと認め、意見書案第１号は委員会付託

を省略することに決定いたしました。 

討論はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○小玉議長 

討論なしと認めます。 

これより採決を行います。 

この採決は採決システムを用いて行います。 

議員各位に申し上げます。 

お手元のタブレットが入室認証画面に切り替わ

ったことを確認してください。 

全員の入室を確認いたしました。 

お諮りいたします。 

意見書案第１号「森林・林業基本計画の推進並

びに林野関係予算の確保及び拡充を求める意見書

（案）の提出について」は原案のとおり決定する

ことに賛成の方は賛成ボタンを、反対の方は反対

ボタンを押してください。 

 〔表決システムのボタンを押す〕 

○小玉議長 

採決を確定いたします。 

意見書案第１号「森林・林業基本計画の推進並

びに林野関係予算の確保及び拡充を求める意見書

（案）の提出について」は賛成全員によって可決

となりました。 

以上で全日程を終了いたしました。 

管家市長より閉会の挨拶があります。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○小玉議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

令和５年第１回西予市議会定例会の閉会に当た

りまして、一言御挨拶を申し上げます。 

日に日に暖かさも増し、いよいよ春の到来を感

じられる、そのような季節となりました。 

そのような中、先日の日曜日、第 57 回愛媛県

クラブ駅伝競走大会が、野村町乙亥会館を周回す

るコースで開催をされました。この時期にしては

気温も暖かく選手の皆さんも大変であったと思い

ますが、各チームともすばらしい走りを見せ、大

いに盛り上がりました。特に、男子１部では、西

予市体協Ａチームが 16 年ぶりの優勝を果たされ

ました。お祝い申し上げますとともに、日頃の努

力、精進に敬意を表する次第であります。 

また、今回の大会では、運営についても高い評

価の声をいただいております。朝霧湖マラソンの

経験もあり、スタッフの熟練度や地域の応援体制

も評価されたのではないかと思います。 

こうしたイベントがウィズコロナ社会の中では

数多く開催され、地域のにぎわいや活力につなが

ることを願うところであります。 

去る２月 22 日に開会いたしました本定例会で

ございますけれども、会期中、議員各位には、本

会議並びに各常任委員会におきまして、追加分も

含め上程いたしました条例制定及び改正、令和５

年度一般会計予算など 45 件に上る重要案件につ

きまして、慎重に御審議をいただき、いずれも原

案どおり可決いただきました。心から厚く御礼を

申し上げるところでございます。 

また、一般質問並びに予算等の審議の過程でい

ただきました御意見につきましては、十分尊重い

たしまして施策を推進してまいりたいと存じます。 

さて、新聞報道等で御存じのとおり、当市は、

市民・野村病院及びつくし苑の経営改革に取り組

んでいこうとしているところであります。 

現在、市内旧町単位で住民説明会を行っており

ますが、それぞれの会場において厳しい御意見を

いただいております。特に、今回の指定管理とい

う経営形態を目指すことについて、事前の説明も

なく唐突であることや職員の処遇に関するものが

多く出ております。 

確かに、今回の件につきましては、事前の周知

を行っておらず、突然の説明となりましたことに

つきましては、大変申し訳なく思っております。 

しかしながら、説明会においても話をさせてい

ただいておりますが、なかなか展望が見通せない

医師、看護師などの医療従事者の確保と、コロナ

の影響もありますが、人口減少が進む中の患者数

の減少による経営状況の悪化、さらには、市財政

の厳しい現状を踏まえますと、今、経営改革に取
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り組まなければ、地域医療の崩壊を招きかねない

状況に近づきつつあります。 

また、今後の病院等の経営については、平成

29 年３月に策定しました新病院改革プランでも

様々な検討が必要とされており、今回の指定管理

もその手法の一つとされていたところです。 

今回の事業申請に至った経過でありますけれど

も、懸案であります２次救急集約の実現のため、

全国の医療関係団体に医師派遣の依頼を行ってい

る中で、昨年 10 月に、今回、事業採択後に支援

をいただく予定の公益社団法人地域医療振興協会

にもお願いに伺ったところ、総務省が進める公立

病院医療提供体制確保支援事業について御紹介を

いただき検討を進めていたものであります。 

本事業は令和３年度から始まったもので、現在、

指定管理に向けて実際に動いている自治体は国内

で１件のみという状況ですが、地方における僻地

医療を維持するという課題は、全国の多くの自治

体が抱えている問題です。 

この事業採択件数は、年に３から５件とされて

おり、その中でも指定管理ということになれば、

さらに狭き門になることは必至であります。今を

逃すと次のチャンスが得難いことから、早急に判

断する必要があり、今回の申請となったものであ

ります。 

現在、申請を行っている段階でありまして、今

後、国の審査を受けますので、事業が採択される

かどうかもまだ決まっておりませんし、採択後も、

協会の支援を受けながら検討・協議とともに、現

場の声を聞きながら調整してまいりますので、そ

の結果、必ずしも指定管理者制度に移行するとは

限りません。 

しかし、今は何とかなっていても、そう遠くな

い将来のことを考えれば、病院等の経営改革は避

けて通ることができないと考えております。 

そして、少なくとも現時点において、安定的な

病院施設等の経営を実現させ、将来にわたり地域

医療福祉を維持するため、そして守るためには、

地域医療振興協会による指定管理が最善と私は考

えています。 

確かに、職員の処遇の問題は重要であり、不安

を感じておられることも十分に理解をしておりま

す。その点につきましては、その不安を解消でき

るよう職員の意見を聞きながら最大限の努力をい

たします。 

ただ、最も大きな問題、解決すべき課題は、２

次救急を含め、市民の安全と安心を守る、そうい

う生活を守るため、地域医療福祉をどうやって残

していかなければならないかということではない

でしょうか。 

今後も、地域住民の皆様や職員への丁重な説明、

意見交換を重ね、西予市の地域医療福祉の維持確

保のため、最善の方法を導き出したいと考えてお

りますので、御理解と御協力をいただきますよう

お願いいたします。 

令和５年度は、地域づくり活動センターの運用

開始及び本庁・支所の組織機構再編に伴う業務体

制の見直しなど、新たな挑戦の始まりの年となり

ます。 

先ほど申し上げました病院等の経営改革にも同

じことが言えますが、新しい取組には大小様々な

壁が立ちはだかります。 

しかし、それを乗り越えなければ前に進むこと

ができません。諸課題に対し、真摯に向き合い、

一つひとつ解消、解決できるよう努めてまいりま

す。 

市民の皆様、議員の皆様の御理解、御協力を重

ねてお願い申し上げます。 

本格的な春の到来も間近となりましたが、季節

の変わり目もありますので、議員各位におかれま

しては、体調管理には十分御留意をいただき、来

るべき新年度の市政運営に対しまして、一層の御

尽力を賜りますことをお願い申し上げまして閉会

の御挨拶とさせていただきます。 

○小玉議長 

これをもって、令和５年第１回西予市議会定例

会を閉会といたします。 

 

 

 閉会 午後３時34分 
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 地方自治法第123条第２項の規定によりここに

署名する。 

 

 

  西予市議会議長   小玉 忠重 

 

 

   同   議員   河野 清一 

 

 

   同   議員   佐藤 恒夫 

 

 



 

 

 

 

付 録 
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令和５年第１回西予市議会定例会会期日程表 

 

会期２月22日（水）～３月16日（木）    （会期23日間） 
 

月  日 曜日 日   程 備  考 

 ２月22日 水 本会議（開会） 

・議員全員協議会 

・理事者提案理由説明 

・質疑 

・委員会付託（補正予算議案等） 

・行政報告会 

 ２月23日 木 休   会  

 ２月24日 金 常任委員会 ・行政報告会 

 ２月25日 土 休   会  

 ２月26日 日 休   会  

 ２月27日 月 休   会  

 ２月28日 火 休   会 ・討論通告〆切 

 ３月１日 水 休   会 ・質疑通告〆切 

 ３月２日 木 本 会 議 

・委員長報告 

・質疑・討論・採決（補正予算議

案等） 

・一般質問 

 ３月３日 金 本 会 議 ・一般質問 

 ３月４日 土 休   会  

 ３月５日 日 休   会  

 ３月６日 月 本 会 議 

・一般質問 

・追加議案提案理由説明 

・質疑 

・委員会付託 

・行政報告会 

 ３月７日 火 常任委員会  

 ３月８日 水 常任委員会  

 ３月９日 木 休   会  

 ３月10日 金 休   会  

 ３月11日 土 休   会  

 ３月12日 日 休   会  

 ３月13日 月 休   会  

 ３月14日 火 休   会 ・討論通告〆切 

 ３月15日 水 休   会  

 ３月16日 木 

本会議（閉会） 

 

 

 

 

・議員全員協議会 

・行政報告会（午後１時開会） 

・委員長報告 

・質疑・討論・採決 

・即決議案採決 
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令和５年第１回西予市議会定例会議決結果表 

 

議案番号 件          名 議決年月日 議決結果 

議案第  ３号 財産の無償譲渡について 05.03.16 原案可決 

議案第  ４号 財産の無償貸付について 05.03.16 原案可決 

議案第  ５号 財産の無償貸付について 05.03.16 原案可決 

議案第  ６号 財産の無償貸付について 05.03.16 原案可決 

議案第  ７号 財産の無償貸付について 05.03.16 原案可決 

議案第  ８号 西予市個人情報保護法施行条例制定について 05.03.02 原案可決 

議案第  ９号 西予市個人情報保護審査会条例制定について 05.03.02 原案可決 

議案第  10号 
西予市情報公開条例の一部を改正する条例制定につ

いて 
05.03.16 原案可決 

議案第  11号 
西予市職員定数条例の一部を改正する条例制定につ

いて 
05.03.16 原案可決 

議案第  12号 
西予市職員の給与に関する条例の一部を改正する条

例制定について 
05.03.16 原案可決 

議案第  13号 
西予市財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条

例の一部を改正する条例制定について 
05.03.16 原案可決 

議案第  14号 
西予市保育所条例等の一部を改正する条例制定につ

いて 
05.03.16 原案可決 

議案第  15号 
西予市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例制定について 
05.03.16 原案可決 

議案第  16号 

西予市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例制定に

ついて 
05.03.16 原案可決 

議案第  17号 
西予市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定

について 
05.03.16 原案可決 

議案第  18号 
西予市国民健康保険診療所条例の一部を改正する条

例制定について 
05.03.16 原案可決 

議案第  19号 
西予市営土地改良事業分担金徴収条例の一部を改正

する条例制定について 
05.03.02 原案可決 

議案第  20号 
西予市野村茅葺き民家交流館条例の一部を改正する

条例制定について 
05.03.16 原案可決 

議案第  21号 
西予市消防手数料条例の一部を改正する条例制定に

ついて 
05.03.16 原案可決 

議案第  22号 西予市給水条例の一部を改正する条例制定について 05.03.16 原案可決 

議案第  23号 市道路線の認定について 05.03.16 原案可決 

議案第  24号 西予市営土地改良事業の施行について 05.03.16 原案可決 

議案第  25号 西予市過疎地域持続的発展計画の変更について 05.03.16 原案可決 

議案第  26号 令和４年度西予市一般会計補正予算(第 11号) 05.03.02 原案可決 

議案第  27号 
令和４年度西予市国民健康保険特別会計補正予算(第

４号) 
05.03.02 原案可決 

議案第  28号 
令和４年度西予市後期高齢者医療特別会計補正予算

(第２号) 
05.03.02 原案可決 

議案第  29号 
令和４年度西予市介護保険特別会計補正予算(第２

号) 
05.03.02 原案可決 
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議案番号 件          名 議決年月日 議決結果 

議案第  30号 
令和４年度西予市農業集落排水事業特別会計補正予

算(第３号) 
05.03.02 原案可決 

議案第  31号 令和４年度西予市水道事業会計補正予算(第４号) 05.03.02 原案可決 

議案第  32号 
令和４年度西予市簡易水道事業会計補正予算(第２

号) 
05.03.02 原案可決 

議案第  33号 
令和４年度西予市公共下水道事業会計補正予算(第３

号) 
05.03.02 原案可決 

議案第  34号 令和４年度西予市病院事業会計補正予算(第２号) 05.03.02 原案可決 

議案第  35号 
令和４年度西予市野村介護老人保健施設事業会計補

正予算(第２号) 
05.03.02 原案可決 

議案第  36号 令和５年度西予市一般会計予算 05.03.16 原案可決 

議案第  37号 令和５年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計予算 05.03.16 原案可決 

議案第  38号 令和５年度西予市国民健康保険特別会計予算 05.03.16 原案可決 

議案第  39号 令和５年度西予市後期高齢者医療特別会計予算 05.03.16 原案可決 

議案第  40号 令和５年度西予市介護保険特別会計予算 05.03.16 原案可決 

議案第  41号 令和５年度西予市水道事業会計予算 05.03.16 原案可決 

議案第  42号 令和５年度西予市簡易水道事業会計予算 05.03.16 原案可決 

議案第  43号 令和５年度西予市下水道事業会計予算 05.03.16 原案可決 

議案第  44号 令和５年度西予市病院事業会計予算 05.03.16 原案可決 

議案第  45号 
令和５年度西予市野村介護老人保健施設事業会計予

算 
05.03.16 原案可決 

議案第  46号 
西予市生活交通バス条例の一部を改正する条例制定

について 
05.03.16 原案可決 

議案第  47号 令和４年度西予市一般会計補正予算(第12号) 05.03.16 原案可決 

陳情第  １号 
森林・林業基本計画の推進並びに林野関係予算の確

保及び拡充を求める意見書の提出についての陳情 
05.03.16 採  択 

発議第  １号 
西予市議会の個人情報の保護に関する条例制定につ

いて 
05.03.16 原案可決 

発議第  ２号 
西予市議会委員会条例の一部を改正する条例制定に

ついて 
05.03.16 原案可決 

発議第  ３号 
西予市議会会議規則の一部を改正する規則制定につ

いて 
05.03.16 原案可決 

意見書案第 １号 
森林・林業基本計画の推進並びに林野関係予算の確

保及び拡充を求める意見書（案）の提出について 
05.03.16 原案可決 

 議員派遣の件について 05.03.16 承  認 
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諸  般  報  告  書 

 

月  日 出 席 者 行   事   名 

11月30日 関 係 議 員 市民との意見交換会実行委員会 

12月５日 全 議 員 令和４年第４回定例会 一般質問 

12月６日 
全 議 員 令和４年第４回定例会 一般質問 

関 係 議 員 議会運営委員会 

12月７日 
全 議 員 令和４年第４回定例会 一般質問・質疑・委員会付託 

全 議 員 議員全員協議会 

12月８日 
関 係 議 員 産業建設常任委員会 

関 係 議 員 総務常任委員会 

12月９日 関 係 議 員 厚生常任委員会 

12月12日 議長・関係議員 高校生と議会との意見交換会（宇和高等学校三瓶分校） 

12月16日 

全 議 員 議員全員協議会 

全 議 員 令和４年第４回定例会 閉会 

全 議 員 行政報告会 

12月19日 議長・関係議員 高校生と議会との意見交換会（宇和高等学校） 

12月20日 関 係 議 員 議会だより編集委員会 

12月22日 議 長 今井瑠璃男氏お別れの会 

12月23日 関 係 議 員 総務常任委員会所管事務調査 

12月25日 議長・関係議員 南予きずな博クロージングイベント 

12月27日 
関 係 議 員 議会だより編集委員会 

議長・関係議員 高校生と議会との意見交換会（野村高等学校） 

１月３日 全 議 員 西予市成人式 

１月４日 
議 長 西予市仕事始め式 

正 副 議 長 2023愛媛県年賀交歓会 

１月５日 関 係 議 員 議会だより編集委員会 

１月６日 関 係 議 員 西予市年賀交歓会 

１月20日 

全 議 員 議員全員協議会 

全 議 員 令和５年第１回臨時会 

全 議 員 行政報告会 

関 係 議 員 市民との意見交換会実行委員会 

議長・関係議員 西予市道路格付委員会 

１月23日 関 係 議 員 令和４年度愛媛県市議会観光振興議員連盟広域観光推進研修会 

１月25日 正 副 議 長 南予市議会議長会 

１月30日 全 議 員 高校生と議会との意見交換会 

２月５日 
議 長 西予市消防出初式 

議 長 松山自動車道四車線化事業着工式 
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月  日 出 席 者 行   事   名 

２月９日 
議 長 全国市議会議長会評議員会合同会議 

関 係 議 員 議会だより編集委員会行政視察（～10日） 

２月14日 関 係 議 員 議会運営委員会 

２月15日 議長・関係議員 第８回西予市消防本部等庁舎改築推進委員会 

２月17日 関 係 議 員 議会運営委員会 

２月18日 議 長 西予ボランティア研修会 

２月20日 
関 係 議 員 議会だより編集委員会 

議 長 愛媛県政発足150年記念式典 

２月21日 議長・関係議員 西予市農業再生協議会臨時総会 

２月22日 
全 議 員 議員全員協議会 

全 議 員 令和５年第１回定例会 開会 
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令和５年２月24日 

 

西予市議会 

  議長 小 玉  忠 重 様 

 

総務常任委員会        

委員長  河 野  清 一  

 

委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 当委員会に付託された事件は、審査の結果、下記のとおり決定したので会議規則第109条の規定に

より報告致します。 

 

議案番号 事      件      名 審査結果 

議案第８号 西予市個人情報保護法施行条例制定について 原案可決 

議案第９号 西予市個人情報保護審査会条例制定について 原案可決 

議案第26号 令和４年度西予市一般会計補正予算(第11号) 原案可決 
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令和５年２月24日 

 

西予市議会 

  議長 小 玉  忠 重 様 

 

厚生常任委員会        

委員長  竹 﨑  幸 仁  

 

委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 当委員会に付託された事件は、審査の結果、下記のとおり決定したので会議規則第109条の規定に

より報告致します。 

 

議案番号 事      件      名 審査結果 

議案第26号 令和４年度西予市一般会計補正予算(第11号) 原案可決 

議案第27号 令和４年度西予市国民健康保険特別会計補正予算(第４号) 原案可決 

議案第28号 令和４年度西予市後期高齢者医療特別会計補正予算(第２号) 原案可決 

議案第29号 令和４年度西予市介護保険特別会計補正予算(第２号) 原案可決 

議案第34号 令和４年度西予市病院事業会計補正予算(第２号) 原案可決 

議案第35号 
令和４年度西予市野村介護老人保健施設事業会計補正予算(第２

号) 
原案可決 
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令和５年２月24日 

 

西予市議会 

  議長 小 玉  忠 重 様 

 

産業建設常任委員会      

委員長  井 関  陽 一  

 

委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 当委員会に付託された事件は、審査の結果、下記のとおり決定したので会議規則第109条の規定に

より報告致します。 

 

議案番号 事      件      名 審査結果 

議案第19号 
西予市営土地改良事業分担金徴収条例の一部を改正する条例制

定について 
原案可決 

議案第26号 令和４年度西予市一般会計補正予算(第11号) 原案可決 

議案第30号 令和４年度西予市農業集落排水事業特別会計補正予算(第３号) 原案可決 

議案第31号 令和４年度西予市水道事業会計補正予算(第４号) 原案可決 

議案第32号 令和４年度西予市簡易水道事業会計補正予算(第２号) 原案可決 

議案第33号 令和４年度西予市公共下水道事業会計補正予算(第３号) 原案可決 
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令和５年３月８日 

 

西予市議会 

  議長 小 玉  忠 重 様 

 

総務常任委員会        

委員長  河 野  清 一  

 

委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 当委員会に付託された事件は、審査の結果、下記のとおり決定したので会議規則第109条の規定に

より報告致します。 

 

議案番号 事      件      名 審査結果 

議案第10号 西予市情報公開条例の一部を改正する条例制定について 原案可決 

議案第11号 西予市職員定数条例の一部を改正する条例制定について 原案可決 

議案第12号 
西予市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定につ

いて 
原案可決 

議案第13号 
西予市財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条例の一部を

改正する条例制定について 
原案可決 

議案第21号 西予市消防手数料条例の一部を改正する条例制定について 原案可決 

議案第25号 西予市過疎地域持続的発展計画の変更について 原案可決 

議案第36号 令和５年度西予市一般会計予算 原案可決 

議案第37号 令和５年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計予算 原案可決 

議案第46号 西予市生活交通バス条例の一部を改正する条例制定について 原案可決 
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令和５年３月８日 

 

西予市議会 

  議長 小 玉  忠 重 様 

 

厚生常任委員会        

委員長  竹 﨑  幸 仁  

 

委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 当委員会に付託された事件は、審査の結果、下記のとおり決定したので会議規則第109条の規定に

より報告致します。 

 

議案番号 事      件      名 審査結果 

議案第４号 財産の無償貸付について 原案可決 

議案第５号 財産の無償貸付について 原案可決 

議案第６号 財産の無償貸付について 原案可決 

議案第７号 財産の無償貸付について 原案可決 

議案第14号 西予市保育所条例等の一部を改正する条例制定について 原案可決 

議案第15号 
西予市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例制定について 
原案可決 

議案第16号 
西予市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例制定について 
原案可決 

議案第17号 西予市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について 原案可決 

議案第18号 
西予市国民健康保険診療所条例の一部を改正する条例制定につ

いて 
原案可決 

議案第36号 令和５年度西予市一般会計予算 原案可決 

議案第38号 令和５年度西予市国民健康保険特別会計予算 原案可決 

議案第39号 令和５年度西予市後期高齢者医療特別会計予算 原案可決 

議案第40号 令和５年度西予市介護保険特別会計予算 原案可決 

議案第44号 令和５年度西予市病院事業会計予算 原案可決 

議案第45号 令和５年度西予市野村介護老人保健施設事業会計予算 原案可決 
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令和５年３月８日 

 

西予市議会 

  議長 小 玉  忠 重 様 

 

産業建設常任委員会      

委員長  井 関  陽 一  

 

委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 当委員会に付託された事件は、審査の結果、下記のとおり決定したので会議規則第109条の規定に

より報告致します。 

 

議案番号 事      件      名 審査結果 

議案第３号 財産の無償譲渡について 原案可決 

議案第20号 
西予市野村茅葺き民家交流館条例の一部を改正する条例制定に

ついて 
原案可決 

議案第22号 西予市給水条例の一部を改正する条例制定について 原案可決 

議案第23号 市道路線の認定について 原案可決 

議案第24号 西予市営土地改良事業の施行について 原案可決 

議案第36号 令和５年度西予市一般会計予算 原案可決 

議案第41号 令和５年度西予市水道事業会計予算 原案可決 

議案第42号 令和５年度西予市簡易水道事業会計予算 原案可決 

議案第43号 令和５年度西予市下水道事業会計予算 原案可決 
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令和５年３月８日 

 

西予市議会 

議長 小 玉  忠 重 様 

 

産業建設常任委員会      

委員長  井 関  陽 一  

 

請 願 等 審 査 報 告 書 

 

 当委員会に付託された事件は、審査の結果、下記のとおり決定したので会議規則第142条の規定に

より報告致します。 

 

議案番号 事      件      名 審査結果 

陳情第１号 
森林・林業基本計画の推進並びに林野関係予算の確保及び拡充

を求める意見書の提出についての陳情 
採  択 
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総務常任委員会審査報告書 

 

【審査した議案】 

議案第８号 西予市個人情報保護法施行条例制定について 

議案第９号 西予市個人情報保護審査会条例制定について 

議案第26号 令和４年度西予市一般会計補正予算（第11号） 

      （歳入・歳出予算に関する総務常任委員会所管分） 

  

以上、３議案については、原案可決決定した。 

 

【審査経過及び意見等】 

議案第26号「令和４年度西予市一般会計補正予算（第11号）」について、総務課所管分では、会

計年度任用職員給与費において、年度途中で退職された公益保護相談員についての質疑に対し、職員

での対応が難しい案件における補助者として警察ＯＢの方を任用していたが、職員自体の対応力の向

上もあって、そのような案件が減少しており、緊急性がなかったため補充を見合わせたとの答弁であ

った。 

また、都市構造再編集中支援事業費国庫補助金の概要についての質疑に対し、主に復興に係る肱

川左岸側の事業に充てており、地域住民の交流の場を整備するための道路改良、公園整備等に補助金

を充てている。なお、補助率については、それぞれの用途に合わせて事業費の50％、45％に分けられ

ているとの答弁であった。 

まちづくり推進課所管分では、卯之町はちのじまちづくり整備事業において、物価変動及び工事

内容変更による増額についての質疑があり、平成29年２月の建設物価指数月報に基づき、各事業の着

工時期の建築費指数と比較して1.5％以上の差が生じた場合、差額分の対価の改定を行うこととなっ

ている。また、変動率については、およそ10％程度の上昇であったとの答弁であった。 

  

以上、総務常任委員会審査報告とする。 

 

令和５年３月２日 

総務常任委員会    

委員長  河野 清一 
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厚生常任委員会審査報告書 

 

【審査した議案】 

議案第26号 令和４年度西予市一般会計補正予算(第11号) 

      (歳入・歳出予算に関する厚生常任委員会所管分) 

議案第27号 令和４年度西予市国民健康保険特別会計補正予算(第４号) 

議案第28号 令和４年度西予市後期高齢者医療特別会計補正予算(第２号) 

議案第29号 令和４年度西予市介護保険特別会計補正予算(第２号) 

議案第34号 令和４年度西予市病院事業会計補正予算(第２号) 

議案第35号 令和４年度西予市野村介護老人保健施設事業会計補正予算(第２号) 

以上６議案について、原案可決決定した。 

  

【審査経過及び意見等】 

議案第26号「令和４年度西予市一般会計補正予算(第11号）」医療対策室所管分では、巡回診療車

運営事業432万3000円の減額補正について、今年度から惣川地区への診療回数が週２回から１回にな

ったことから、実施主体である野村病院への負担金を減額したとの説明があった。委員からは、巡回

診療車の今後の活用方法についての質疑があり、５年目となるこの事業は、当初土居診療所への巡回

診療という目的もあったが、土居診療所については、１日約20名の患者の受診があり統合には至って

いない。実施主体である野村病院においては、医師不足により協力体制が難しくなっており、今後の

事業のあり方については西予市医師会との協議が必要となるが、将来に向け検討を進めていきたいと

の答弁であった。 

長寿介護課所管分では、敬老会活動支援事業60万円の減額補正について、減額の理由についての

質疑があり、補助の対象となる75歳以上の高齢者数の減少や敬老会を実施しなかった地区があるこ

と、１人あたりの経費が2,000円の補助内で収まり、経費がかからなかったことなどであるとの答弁

であった。 

健康づくり推進課所管分「予防接種事業」のうち、新型コロナウイルスワクチン接種関連予算の

減額に関しては、接種者数が見込みより少なかったこと、集団接種を実施しなかったことによるもの

であるとの説明であった。過去５回のワクチン接種のうち、何回目の接種が減額補正の対象になるの

かとの質疑があり、４、５回目の接種が主な減額の対象であり、ワクチン接種への関心の薄れや接種

後の副反応の影響などから、接種率が低下したと推測しているとの答弁であった。 

議案第34号「令和４年度西予市病院事業会計補正予算(第２号)」については、新型コロナウイル

ス感染症関連の補助金の補正、病院事業の収支の調整に伴う補正であった。医業収益の減少について

の質疑があり、西予市民病院、野村病院両病院ともに院内クラスター発生による入院、若しくは外来

制限が大きな原因となっている。野村病院においては、今年度整形外科の医師が１名となったことに

よる入院外来患者の減少も影響しているとの答弁であった。また、新型コロナウイルス感染症に関連

する県補助金についての質疑があり、新型コロナウイルス感染症の確定患者を受け入れる感染症病床

を有する西予市民病院と病床のない野村病院とでは、補助金の内容も異なっている。西予市民病院で

は、入院患者受入協力金助成事業、発熱外来設置補助金などがあり、野村病院では、感染症病床を持

たないことから一般病床で感染したコロナ感染者を受け入れており、外来で感染患者を受入れた際の
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協力金、在宅の感染患者を訪問診療した場合の協力金、後方支援病院として病床確保の補助金などが

あるとの答弁であった。 

 

以上、委員会審査報告とする。 

 

 令和５年３月２日 

  

                      厚生常任委員会     

                      委員長  竹﨑 幸仁 
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産業建設常任委員会審査報告書 

 

【審査した議案】 

議案第19号 西予市営土地改良事業分担金徴収条例の一部を改正する条例制定について 

議案第26号 令和４年度西予市一般会計補正予算(第11号) 

     （歳入・歳出予算に関する産業建設常任委員会所管分） 

議案第30号 令和４年度西予市農業集落排水事業特別会計補正予算(第３号) 

議案第31号 令和４年度西予市水道事業会計補正予算(第４号) 

議案第32号 令和４年度西予市簡易水道事業会計補正予算(第２号) 

議案第33号 令和４年度西予市公共下水道事業会計補正予算(第３号) 

以上６議案について、原案可決決定した。 

 

【審査経過及び意見等】 

議案第26号「令和４年度西予市一般会計補正予算(第11号）」経済振興課所管分では、せいよＧｏ

Ｔｏ買い物キャンペーン商品券事業業務委託料の減額について質疑があり、当初9万冊の商品券を販

売することとしていたが、実績として7万8575冊、枚数では62万8600枚となり、そのうち換金が62万

1837枚となったことから、換金実績のなかった商品券のプレミアム分を減額計上したとの答弁であっ

た。また、商品券が売り切れなかった原因について質疑があり、以前に買い物キャンペーンを行った

際の400件以上を想定していたが、想定よりも参加店舗が少なかったこと、１店舗当たりの販売上限

を設定していたことが考えられるとの答弁であった。 

商店街空洞化対策事業では、補助件数について質疑があり、令和４年度の新規出店者店舗改修補

助金は、宇和町が２件、店舗リニューアル補助金は、宇和町が８件、野村町が３件、三瓶町が４件で

あり、想定よりも補助申請が伸びなかったため減額したとの答弁であった。 

農業水産課所管分の農村環境保全向上活動支援事業では、田んぼダム治水効果調査について質疑

があり、清沢地区と杢所地区において、排水口にＶ字型の堰板を設置した圃場と普通の堰板を設置し

た圃場それぞれ４カ所に水位計を設置し、雨が降ったときの圃場の水位の上昇具合や排水状況等の調

査を行い、田んぼダムにどれだけの効果があるかということを調査しているとの答弁であった。 

また、新型コロナウイルス感染症対策事業（農業費）では、畜産飼料高騰対策支援事業補助金の

減額について質疑があり、畜産飼料高騰対策については、第１弾を６月補正予算で、第２弾を11月補

正予算で計上し支援を行った。第１弾の申請件数は105件、申請額は9515万3000円、第２弾の申請件

数は農家が廃業したことにより１件減の104件、申請額7140万6000円の実績であった。支援事業が完

了したため、不用額を減額補正したとの答弁であった。 

建設課所管分の道路橋梁維持修繕事業では、除雪費用について質疑があり、本年度の市内全域の

除雪に係る重機借上料は約1130万円となっている。今回、野村、城川地区で除雪に関する予算が不足

したため、増額計上したとの答弁であった。 

ブロック塀等安全対策事業では、安全対策の進み具合について質疑があり、申請件数は毎年１、

２件程度となっているが、危険な状態の私有財産に対する安全対策を補助する事業であり、来年度も

引き続き予算の範囲で対応したいとの答弁であった。また、補助対象に関する質疑があり、補助要件

を満たしていれば改修工事だけでなく撤去工事のみの申請も補助対象となるとの答弁であった。 
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議案第33号「令和４年度西予市公共下水道事業会計補正予算（第３号）」では、固定資産売却代

金について質疑があり、肱川の河川改修工事により、野村浄化センターの敷地の一部が買収されるこ

ととなったため、土地の売却代金を収入として計上した。また、売却地の立木や竹の売却代金につい

てはその他特別利益として計上したとの答弁であった。 

 

以上、委員会審査報告とする。 

 

令和５年３月２日 

  

産業建設常任委員会   

委員長  井関 陽一 
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総務常任委員会審査報告書 

 

【審査した議案】 

議案第10号 西予市情報公開条例の一部を改正する条例制定について 

議案第11号 西予市職員定数条例の一部を改正する条例制定について 

議案第12号 西予市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について 

議案第13号 西予市財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条例の一部を改正する条例制定につい

て 

議案第21号 西予市消防手数料条例の一部を改正する条例制定について 

議案第25号 西予市過疎地域持続的発展計画の変更について 

議案第36号 令和５年度西予市一般会計予算 

      （歳入・歳出予算に関する総務常任委員会所管分） 

議案第37号 令和５年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計予算 

議案第46号 西予市生活交通バス条例の一部を改正する条例制定について 

  

以上、９議案については、原案可決決定した。 

 

【審査経過及び意見等】 

議案第36号「令和５年度西予市一般会計予算」について、総務課所管分では、行政連絡協議会事

業における行政連絡委託料の算定方法と金額の推移についての質疑に対し、委託料の算定方法とし

て、旧町別に、世帯数に対して１世帯当たり2,000円を掛けた世帯割、自治会数に対して１自治会当

たり1万5,000円を掛けた自治会加算額、高齢化率に対して2万9,000円を掛けた高齢者率加算額により

積算をしている。委託料の金額は、年々世帯数が減っており、減少傾向であるとの答弁であった。 

危機管理課所管分の防災行政無線・情報システム整備事業では、市独自で導入している気象観測シス

テムの設置場所を市内６カ所から３カ所へ見直したことについての質疑に対し、気象台の観測システ

ムや国・県の観測所等の設置状況を踏まえ西予市全体が観測可能であると判断し見直した。また、内

１カ所については、宇和町中川地区で実施されている田んぼダムの実証実験における雨量観測に活用

しているとの答弁であった。 

 自主防災組織による防災訓練についての質疑では、自主防災組織と共同で実施している西予市防災

訓練を宇和町、野村町、城川町ごとに毎年、地震津波防災訓練を明浜町、三瓶町で隔年で行っている

ほか、それぞれの組織において座学的な研修も含めて多くの取組が実施されている。防災訓練の実施

については、自主防災組織の規模にもよるが、市としては継続的な実施に向けた支援に努めていくと

の答弁であった。 

 税務課所管分では、市税の増収についての質疑に対し、固定資産税においては、家屋110棟程度の

新築により増額を見込んでいる。また、市町村たばこ税については、段階的に税率改正が行われてお

り、直近の納付実績を踏まえ増額を見込んでいるとの答弁であった。 

 監理用地課所管分の道路地籍整備事業では、市道における未登記箇所の測量の終了時期についての

質疑に対し、令和17年度で完了見込みであるとの答弁であった。 

 まちづくり推進課所管分では、令和２年に設置された一般社団法人西予市移住定住交流センターに
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ついての質疑に対し、令和５年度から更なる移住者獲得に向けて、市職員を１名派遣し事務局機能と

体制の強化を図るとの答弁であった。 

 政策推進課所管分の情報システム管理運用事業では、国が進めているガバメントクラウドへの移行

による情報推進事業費の今後の見通しについての質疑に対し、ガバメントクラウドは、2025年度まで

に全自治体が移行することが決められており、国が標準化に向けて仕様書を作成している段階であ

る。昨年度、選定された自治体において先行事業で試験的に行われた結果によると、あまり経費削減

に繋がっていないのが現状であり、費用負担の割合など詳細について示されていないため費用の試算

ができないとの答弁であった。 

 消防本部所管分の消防通信施設維持管理事業では、通信指令台の維持管理についての質疑に対し、

現在、使用開始から約15年経過しており、毎年保守点検委託料を予算化し、修理又は整備を行い、保

守管理に努めている状況である。新庁舎が完成する令和７年度までは継続し使用する予定であるとの

答弁であった。 

教育総務課所管分の小学校施設整備事業では、西予市宇和町地域小学校再編計画が策定されてい

る中での施設整備についての質疑に対し、令和５年度は、屋内運動場の改修工事を２小学校（中川・

皆田）及び改修工事設計業務委託を１小学校（多田）で行うこととしており、災害が発生したとき避

難所等になるため整備を行う。また、バリアフリー化する宇和町小学校については、バリアフリー法

の改正により文部科学省から令和７年度までに緊急的に整備するよう目標が定められているとの答弁

であった。 

生涯学習課所管分では、生涯学習推進庶務事業における、若者の交流活性化対策として実施する

スキルアップミーティング事業の内容についての質疑に対し、市内異業種の若者を対象とした研修や

交流の機会を増やすことで、個々のスキルアップや相互交流を促進する事業であり、今後、市内事業

所の協力を得ながら、事業に対しての提言、アイデアをいただき研修内容の検討に入り、年度後半の

実施に向けて準備を進めていくとの答弁であった。 

スポーツ・文化課所管分では、国宝重要文化財等保存・活用事業費国庫補助金（文化的景観）の

概要についての質疑に対し、文化的景観を構成する要素の中で、特に重要と認められ、所有者の同意

を得たものに対して補助がある。補助率については、所有者の修理事業に対し市から80％の補助を行

い、市が補助した分に対して、通常なら国からの補助が50％あるが、西予市の場合は過疎地域のため

65％補助があるとの答弁であった 

  

以上、総務常任委員会審査報告とする。 

 

令和５年３月16日 

総務常任委員会     

委員長  河野 清一  
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厚生常任委員会審査報告書 

 

【審査した議案】 

議案第４号 財産の無償貸付について 

議案第５号 財産の無償貸付について 

議案第６号 財産の無償貸付について 

議案第７号 財産の無償貸付について 

議案第14号 西予市保育所条例等の一部を改正する条例制定について 

議案第15号 西予市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例制定について 

議案第16号 西予市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例制定について 

議案第17号 西予市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について 

議案第18号 西予市国民健康保険診療所条例の一部を改正する条例制定について 

議案第36号 令和５年度西予市一般会計予算 

(歳入・歳出予算に関する厚生常任委員会所管分) 

議案第38号 令和５年度西予市国民健康保険特別会計予算 

議案第39号 令和５年度西予市後期高齢者医療特別会計予算 

議案第40号 令和５年度西予市介護保険特別会計予算 

議案第44号 令和５年度西予市病院事業会計予算 

議案第45号 令和５年度西予市野村介護老人保健施設事業会計予算 

 

以上15議案について、原案可決決定した。 

 

【審査経過及び意見等】 

議案第４号「財産の無償貸付について」から議案第７号「財産の無償貸付について」では、平成

30年４月１日から明浜町西地区の歯科医療の確保、三瓶町蔵貫地区、皆江地区及び下泊地区の地域医

療の確保のため、旧高山歯科診療所の一部、旧蔵貫診療所、旧皆江診療所及び旧下泊小学校校舎の一

部を無償で貸付けており、令和５年３月31日をもって貸付期間が満了となる。現在貸付している相手

方から、普通財産貸付申請書の提出があり、引き続き５年間無償で貸し付けるものであるとの説明が

あった。 

議案第18号「西予市国民健康保険診療所条例の一部を改正する条例制定について」では診療所長

となる医師の雇用形態に会計年度任用職員を追加し、診療日数等に応じた雇用ができるよう充実を図

るとの説明があった。 

医師の雇用形態に会計年度任用職員を追加した理由についての質疑があり、現在の西予市の医師

は65歳が定年制となっており、３年を超えない範囲で延長ができる。それらも鑑み、今後の医師不足

への対応、働き方改革の面などから、会計年度任用職員を追加したとの答弁であった。 

議案第36号「令和５年度西予市一般会計予算」における子育て支援課所管分では、新規事業子育

て応援事業のうち、若年出産世帯応援事業について、出産時に夫婦ともに29歳以下であった世帯に対
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して出産後に要する経費の一部を一般財源で助成する内容であるが、29歳という年齢にした理由につ

いて質疑があり、一般財源で計上しているが、県のえひめ人口減少対策総合交付金の交付決定後、歳

入の補正をする予定である。年齢については、結婚年齢の全国平均が29歳であり、国等では29歳以降

に結婚した場合を晩婚化と言われ、県の交付金基準も29歳であるとの答弁であった。 

委員からは、晩婚化と言われる中、夫婦どちらかが30代である場合もあり、年齢制限はなくても

よいのではないか。29歳を超える場合は一般財源で助成することが、人口減少対策、子育て世代応援

事業となるのではないかとの意見があり、限られた財源の中での有効な財政収入を検討していく必要

もあり、令和５年度から事業がスタートするため、申請の状況を踏まえ今後調査研究を行いたいとの

答弁であった。 

長寿介護課所管分の全国健康福祉祭えひめ大会推進事業についてでは「ねんりんピック」の愛称

で親しまれており、愛媛県大会は令和５年10月28日から31日までの４日間で開催される。西予市での

開催種目は軟式野球であり、県内４市町での共同開催とし、実行委員会負担金として543万7000円を

予算計上しているとの説明があった。参加者、関連イベントについての質疑があり、県外30チーム、

県内２チームの計32チーム、総勢640名が参加し、県内４カ所の会場に分かれ、１カ所８チームで優

勝を目指す。あわせて、おもてなしコーナー、健康づくり教室等を開催する予定であるとの答弁であ

った。 

養護老人ホーム三楽園建設事業では、移転先となる旧二木生小学校解体工事費2億3320万円につい

ての質疑があり、約7000万円のアスベスト解体工事費も含まれており、高額となっているとの答弁で

あった。 

福祉課所管分の社会福祉総務費庶務事業では、避難行動要支援者管理運営事業について、個別避

難計画に関わる名簿についての質疑があり、現在、新たに避難行動要支援者の対象者となりうる方や

今まで無回答であった方1,651名に文書送付し、今年度の避難行動要支援者の名簿の整理をしてい

る。個別計画の実効性を高めるために、自力避難が可能な方や避難時に家族の協力が得られる方につ

いては申出いただくことにより避難行動要支援者としては非該当、個別避難計画の策定を保留とさせ

ていただく。自力避難ができない真に支援の必要な方を避難行動要支援者として整理し、個別計画を

速やかに策定できる仕組みに変更した。また、避難行動要支援者で同意を得られた方を避難行動要支

援者名簿として民生委員や自主防災組織に提供するが、災害時には西予市長の判断により、同意され

ていない方、自力避難ができる方、家族の協力が得られる方の中にも困難を抱えられている方もある

ため、これらの方々を含め「避難行動要支援者リスト」として提供し、非常時の対応を行うとの答弁

であった。 

委員からは、地域と連携を密にして１人の要支援者もとり残されることのないよう可能な限り取

り組んでいただきたいとの意見があった。 

環境衛生課所管分の廃棄物処理委託事業では、処理費用の削減についての質疑があり、埋立て処

理を行っていた製品プラスチックを、令和５年度から公益財団法人日本容器包装リサイクル協会に引

き渡しを開始する予定である。また廃棄物の容量削減、圧縮するためのバックホウを宇和清掃センタ

ーと野村クリーンセンターに新たに購入し、処理費用の削減に寄与する。事業者からの処理費用の削

減方法の提案もあり、処理費用を削減できるよう検討を進めていきたいとの答弁であった。 

健康づくり推進課所管分の食育事業では、事業内容についての質疑があり、第２次西予市食育推

進計画に基づき、栄養食育班、地産地消推進班で協議を行い、事業を進めている。保育所、高校など
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での食育や郷土料理の指導、栄養教育による将来の生活習慣病防止への取組などを積極的に行ってい

るとの答弁であった。 

議案第44号「令和５年度西予市病院事業会計予算」では、令和４年度当初予算と比較すると西予

市民病院の大きな増減はないが、野村病院は収入、支出とも減少し、予算規模が縮小しているが野村

病院としてどのように分析するのかとの質疑に対し、入院患者の受け入れには、夜勤ができる看護師

の確保が必要である。定年退職などにより、夜勤のできる看護師が減少傾向にあり、人口減少の影響

もあるものの、看護師不足により入院患者を、従前の数程受け入れる事ができなくなっており、それ

に伴い収益も減少しているとの答弁であった。 

議案第45号「令和５年度西予市野村介護老人保健施設事業会計予算」では、野村介護老人保健施

設つくし苑の施設基準について、厚生労働省が定める施設基準を前年度と同じ超強化型で維持継続を

し、利用者のサービス向上と経営の安定に努めていきたいとの説明があった。施設基準「超強化型」

についての質疑があり、５段階の評価基準の中で、最も高い基準が「超強化型」であり、在宅復帰等

の取組をいかに実践しているかの評価により基準が決定しており、令和３年12月からこの基準で運営

しているとの答弁であった。 

  

以上、委員会審査報告とする。 

 

令和５年３月16日 

  

                      厚生常任委員会      

                      委員長  竹﨑 幸仁  
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産業建設常任委員会審査報告書 

 

【審査した議案】 

議案第３号 財産の無償譲渡について 

議案第20号 西予市野村茅葺き民家交流館条例の一部を改正する条例制定について 

議案第22号 西予市給水条例の一部を改正する条例制定について 

議案第23号 市道路線の認定について 

議案第24号 西予市営土地改良事業の施行について 

議案第36号 令和５年度西予市一般会計予算 

      （歳入・歳出予算に関する産業建設常任委員会所管分） 

議案第41号 令和５年度西予市水道事業会計予算 

議案第42号 令和５年度西予市簡易水道事業会計予算 

議案第43号 令和５年度西予市下水道事業会計予算 

陳情第１号 森林・林業基本計画の推進並びに林野関係予算の確保及び拡充を求める意見書の提出に

ついての陳情 

以上９議案については、原案可決決定した。 

また、陳情第１号については採択と決定した。 

 

【審査経過及び意見等】 

議案第３号「財産の無償譲渡について」では、譲渡内容について質疑があり、ロッジ４棟、炊事

棟、トイレの建物６棟のみを譲渡するもので、土地は西予市のままである。建物については、相手方

が譲渡後に修繕して利用することになるとの答弁であった。 

議案第20号「西予市野村茅葺き民家交流館条例の一部を改正する条例制定について」では、宿泊

の実績について質疑があり、宿泊者については、令和４年度は99人、令和３年度は40人となってい

る。新型コロナウイルスが流行する前の令和元年度の142人までは回復していないが、宿泊数は若干

回復傾向にあるとの答弁であった。また、宿泊料改定について質疑があり、現在の宿泊料は１泊大人

5,000円から大人（中学生以上）が7,000円に、子ども（18歳まで）3,000円から子ども（小学生以

下）が3,500円に改定されるとの答弁であった。 

議案第22号「西予市給水条例の一部を改正する条例制定について」では、簡易水道の料金改定の

方法について質疑があり、簡易水道は、維持管理経費等も異なっており、料金を一律何％上げること

は行っていない。それぞれの簡易水道に見合った料金改定を適時行っており、今回７カ所の料金改定

を行ったとの答弁であった。 

議案第36号「令和５年度西予市一般会計予算」の建設課所管分では、建設残土処理場管理事業の

施設使用料について質疑があり、残土の受入単価を１立米当たり1,210円として設定しており、令和

５年度は約1万8300立米の受入れを予定している。当施設は11万2000立米の残土を受入れることが可

能で、令和５年１月末現在で3万549立米の受入れが完了しているとの答弁であった。 

危険空家除却事業では、令和４年度の予算枠に比べ令和５年度の予算枠が減少しているが、予算

枠以上の申請があった場合の取扱いはどうなるのかとの質疑があり、令和４年度は国・県の内示が

45件に対し申請実績は42件となり、令和５年度に持ち越す予定の申請はないため、30件分の予算計上
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を行っている。予算枠を超える申請があった場合は、国・県に追加の補助枠の相談をかけながら補正

予算対応も考えていきたいとの答弁であった。 

農業委員会所管分では、農地法等が一部改正されたことにより、農地の権利取得に求められてい

た下限面積が撤廃され、農家以外の方も農地の購入が可能となったが、今後の農業委員会の対応はど

のように考えているのかとの質疑があり、今回の農地法の改正により、新規就農者や家庭菜園程度の

方も農地が所有できることになり、農地の売買や賃借が促進されると期待している。一方で、投機的

な目的で農地を所有する動きも考えられるため、取得される方の農業に対する意欲や、農地をきちん

と管理できるのか、地域営農に支障がないかなど、案件ごとに農業委員と慎重に審議して対応してい

く必要があると考えているとの答弁であった。 

経済振興課所管分では、雇用・創業等支援事業について、市外で開催する市独自の合同就職説明

会の開催方法について質疑があり、これまで西予市内で実施してきたが、今回、愛媛大学や松山大学

等の卒業間近の大学生をターゲットとして、アイテムえひめや愛媛県民文化会館等松山市を中心に合

同就職説明会を予定している。説明会の周知・開催については民間に委託して行うことを検討してい

るとの答弁であった。 

企業誘致奨励金事業では、奨励金を補助された企業の状況について質疑があり、現在２社に対し

補助金を交付しており、過去に奨励措置を行った企業等を含め、不定期に状況確認を行っている。新

型コロナウイルス等で厳しい状況であるが、特段経営が厳しいという話は伺っていないとの答弁であ

った。 

ふるさと納税推進事業では、返礼品について質疑があり、期間限定や数量が異なる商品を含めて

現在700品目選定している。令和５年度は寄附金額を5億円に設定しており、返礼品の充実を図り、量

も確保しなければならないと考えている。そのためには、既に返礼品を登録されている方以外の発掘

が必要であり、関係機関と協力して新たな返礼品の発掘を行っていきたいとの答弁であった。また、

ポータルサイトの委託先について質疑があり、令和４年度にＡＮＡとＪＡＬが追加となり、楽天、ふ

るさとチョイス、さとふる、ふるなび、三越伊勢丹を含め現在７社に委託しているとの答弁であっ

た。 

林業課所管分では、バイオマスペレット生産利活用促進事業について、ペレットの今後の取組に

ついて質疑があり、令和５年度からペレットストーブ購入に対する補助を廃止し燃料に対する補助の

みとしたが、燃料の補助については来年度以降も継続していきたいと考えている。木質ペレットの製

造施設については、指定管理期間が令和６年３月までとなっているため、令和５年度中に今後の方向

性を検討していきたいとの答弁であった。 

有害鳥獣捕獲対策事業では、捕獲頭数見込みについて質疑があり、主なもので、イノシシ

2,110頭、ニホンジカ250頭を見込んでいるとの答弁であった。 

また、地域おこし協力隊の配置人数と仕事内容について質疑があり、地域に根差した林業施業を

行う人材育成を目的に、野村町惣川地区へ３名募集する。隊員は、愛媛県林業研究センターで行うフ

ォレストワーカー養成研修への参加や惣川地区の林業事業体にて技術習得を行い、将来的に地域林業

事業体への就業を目指してくとの答弁であった。 

農業水産課所管分の家畜個体機能強化支援事業では、全日本ブラックアンドホワイトショウ出品

補助について質疑があり、全国で５年に一度開催されるホルスタインの共進会に出品するための経費

を一部助成するもので、今大会では、愛媛県に３頭の出品枠があり、西予市からも出品される予定と
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なっている。当共進会は10年前に西予市の方がグランドチャンピオンを獲得しており、酪農家の方に

とっては大きな目標になっているとの答弁であった。 

換地処分更正事業では、事業終了見込みについて質疑があり、測量等の現地調査は令和５年度で

完了し、令和６年度から令和７年度にかけて法務局や愛媛県と協議をしながら登記を進めていく予定

である。更正事業に係る測量委託費については、全体で約1億5000万円の見込みであるとの答弁であ

った。 

議案第41号「令和５年度西予市水道事業会計予算」ではアセットマネジメント委託料について質

疑があり、将来にわたって水道事業の経営を安定的に継続するための長期的な視野に立った計画的な

資産管理を行うための計画策定委託料で、４月以降に委託先を決定するとの答弁であった。 

議案第42号「令和５年度西予市簡易水道事業会計予算」では、水質検査負担金について質疑があ

り、簡易水道も上水道と同じ頻度で水質検査が必要となっており、大腸菌検査等の水質基準の基本的

項目９項目の検査を毎月、基準項目を含む水質基準項目20数項目の検査を年に４回、原水の全項目検

査を年に１回、全ての簡易水道施設で行っている。当市は簡易水道施設の数が多いため、負担金も多

くなっているとの答弁であった。 

議案第43号「令和５年度西予市下水道事業会計予算」では、公共下水道への農業集落排水施設統

合について質疑があり、公共下水道への統合は、一度農業集落排水処理場に汚水を集め、そこから公

共下水道へ流して終末処理施設で処理するとの答弁であった。 

陳情第１号については、西予市は森林面積が75％以上あり林業の活性化は喫緊の課題である。林

業の現状と将来を見据えて、陳情書に書かれていることはもっともであるとの意見が出され、賛成多

数にて採択とした。 

 

以上、委員会審査報告とする。 

 

令和５年３月16日 

 

産業建設常任委員会     

委員長  井関 陽一  

 


